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序章  
 
 
第 1 節  本研究の主題  
 本研究は、 1945（昭和 20）年から 1960 年代前半頃までの戦後日本
学校教育における道徳教育史の再検証作業を通して、そこにおける道
徳授業原理を明らかにするものである。  
戦後日本の学校教育の中で道徳教育のための時間が教育課程に領域
として設置されたのは、1958（昭和 33）年の「道徳の時間」特設にお
いてである。本稿では、この道徳特設前・後を分断されたものとして
ではなく、ある特定の統一的な軸を据えながら、戦後日本道徳教育の
連続した模索過程として捉えることを試みる。それにより、歴史的現
実（理念や実践における課題克服過程）の中でどのような模索がなさ
れた結果「道徳の時間」が成立したのか、そこに期待された役割とは
何か、成立後の展開過程において志向された原理やそこで生じた課題
は何だったのかを知ることを通して、戦後日本の道徳教育という文脈
から切り離されない地点において道徳授業を捉えることを目的とする。 
本研究の分析視角としての特徴は、第一に、「道徳授業」という視点、
第二に、平野武夫を主軸とした「価値葛藤」論（「価値葛藤」の発想）
という視点を用いることである。それぞれについて後節でも触れるが、
その要点を研究主題との関係から概括する。  
「道徳授業」という視点に含意されている意図を、さしあたり 2 点
提示する。 1 つは、「道徳の時間」を「道徳授業」と表現することで、
教育・学習の問題として日本の道徳教育史を問う姿勢を明示する意図
がある。以降で確認するように、戦後日本の道徳教育史は「道徳の時
間」を道徳特設論争という形で政治的・政策的問題として扱う傾向に
あった。これの克服を試みるために、「道徳の時間」という固有名称で
はなく、より教育的性質を明示した「道徳授業」という用語を用いた。
もう 1 点は、「道徳教育」と「道徳授業」の区別を意識するねらいがあ
る。学校教育における道徳教育は「道徳の時間」だけで行われるもの
ではなく、学校の教育活動全体を通じて行うことを前提としており、
その前提を堅持することが戦後日本道徳教育の一大命題であったとい
っても過言ではない。その中で、「道徳の時間」は、「計画的、発展的
な指導」を意図して、週当たり時間数が配当され、教室という空間で
一斉に実施されることを主とするいわゆる「授業」という実践形態を
特徴とする道徳教育の“一部分”である。この「道徳教育」全体構造
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の中で「授業」という性質を持って部分を成す関係性を意識すること
を意図し、「道徳の時間」を「道徳授業」と明記することとした。こう
して、多様な意味を有する「道徳の時間」史を教育・学習問題として
扱い、特に「授業」という形態における道徳教育の課題に焦点化し検
討するための概念・言語装置として「道徳授業」の語を用いている。  
本研究が、平野武夫および価値葛藤論を取り上げる理由は次の 3 点
である。第一に、価値葛藤論は「道徳の時間」の授業理論として日本
の道徳教育実践の一軸を成しており、日本の道徳教育史を論じる上で
の研究的価値が担保されていること。第二に、政治的文脈で語られて
きた従来型「道徳の時間」史像を脱却し、学問的要請、時代的要請、
社会的要請、実践的要請など多次元で「道徳の時間」を捉える上で平
野武夫の足跡が足掛かりになり得ること。第三に、平野の価値葛藤論
の成立と変容過程を紐解くことで、「道徳の時間」成立前後の動向を連
続性の中で捉えることが可能になることである。これらについては後
節でも詳述するが、第二、第三の点についてここで若干補足する。  
平野は、道徳教育の理論的探究を政策的動向との呼応や自ら率いた
関西道徳教育研究会における実践運動の動向との折衝の中で構築して
おり、これら多層的な課題解決の過程の中で道徳教育および「道徳の
時間」の模索を試みている。この視点を踏まえることで、より戦後日
本道徳教育史に位置づく「道徳の時間」の役割を重層的に捉えること
ができると考える。加えて、戦後直後の道徳教育忌避傾向の中で平野
は 1950 年という戦後最も早い段階から道徳教育に関する文献を著し
ており「道徳の時間」以前からの動向を踏まえることができる。同時
に、平野の価値葛藤論は、「道徳の時間」設置以前の道徳教育が志向し
た経験主義、全面主義道徳教育理念と合致する形で成立しながらも、
その後の変容過程の中で特設主義（「道徳授業」）を理論的統一見解の
下で捉えようとしている。そこで、この変容過程や理論構造を明らか
にすることで、「道徳の時間」以前・以後の連続的史的展開の理解およ
び道徳教育全体と「道徳授業」の関係構造の理解に示唆を得ることが
できると考える。  
 
第 2 節  課題背景  
 本節では、「道徳授業」を含む道徳教育全般に関する現代的課題背景
を踏まえることで、本研究の意義を俯瞰したい。  
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（1）道徳教育の課題背景  
 2015（平成 27）年 3 月の学習指導要領一部改正による「特別の教科
である道徳」（以下、「道徳科」）の新設により、日本の学校教育におけ
る道徳教育は戦後 2 度目の大きな変化を迎えた。「道徳科」は、小学校
は 2018 年度、中学校は 2019 年度より全面実施される。  
「道徳科」は、“特別の”という前置きが示すように、担任制により
専門教員を置かないこと・教科書を用いないこと・数値による評価は
行わないことという 3 つの「ない」によって一般の教科とは異なる性
格づけがされている。では、何を「する」のか。このことに目を転じ
てみると、「道徳科」は、少なくとも発達段階を考慮したカリキュラム
の視点を基盤に、週 1 時間の基本枠組みの中で計画的に実施されると
いう意味での「授業」を、道徳や道徳教育の特質・本質に照らし構築
していくことを意味している。「授業」とは、学習者（子どもたち）の
学びを生み出すものである。西野の指摘するように、授業ですぐに何
か変わるわけでないという道徳教育の難しさはあれど、「前後で何も変
わらないなら、学習が成立したとはいえない」 1。「授業」は、近年の
アクティブラーニング型授業の挑戦が示すように、必ずしも講義型や
知識伝達型の形態のみを指すものではない。その授業概念の柔軟さも
踏まえながら、道徳という価値や行為概念を含みこむ領域においてど
のような「授業」を構築することができるのか、道徳教育全体の中で
「道徳授業」はどのような役割や機能を果たすことができるのかとい
う問いは、「道徳科」推進の上で不可避な課題である。  
一方、「道徳」が人の行為や性格を対象として善い・悪いと判断する
「価値」に関わる領域であること、価値観形成を通した自己形成・人
間形成に中核的に関わる分野であることを改めて鑑みると、より現代
的な課題との接点が見えてくる。  
松下は、1980 年代以降各所で提唱されている教育目標としての能力
観を「新しい能力」と総称しこれを精査した。中では、文部科学省「生
きる力」、OECD-PISA「リテラシー」、OECD-DeSeCo「キー・コンピ
テンシー」等々が取り上げられているが、これらを貫く能力概念を「認
知的要素（知識やスキル）だけでなく、より人格の深部にあると考え
られる非認知的要素（動機、特性、自己概念、態度、価値観など）を
も含む」ものであるとしている 2。つまり「新しい能力」観は、認知的
能力の深さと同時に、人格形成の力を意図的・明示的に捉えていこう
とする視角を持ち合わせているのである。特に、新たな時代における
倫理的課題として着目される「〈他者〉との共生」 3という課題は、人
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と人との関係性の中で生起する「道徳」の中核的テーマである。OECD
が掲げるキー・コンピテンシー概念においても「異質な集団における
交流」は 3 領域の一つをなしており 4、グローバル化による多様な文化
交流機会の増大や価値多元化社会において、「他者と共に生きる力」は、
意図的に
．．．．
育成・獲得すべき能力、教育・学習課題に位置づけられてい
るといえよう。  
加えて、近年の教育改革においては、「社会に開かれた教育課程」の
構築が目指されている。学習指導要領の改訂方針を示した中央教育審
議会答申（ 2016）では、学校教育に「外の風」を取り込み「世の中と
結びついた授業」を展開するよう提唱した 5。こうした動向の中で、よ
り“リアルな社会”との繋がりを学校教育に取り込む実践が試みられ
ている 6。学校は、教育機関として現実社会と一定の距離を置くことに
も利点があり、公教育として価値中立性の実現も保たれる必要がある。
しかし、自己形成や自己変容、人格形成に結びつく新たな学びの要請
が、こうした“リアルな社会”と学校教育における学習経験を結び付
けようとしている。つまり、多様な価値が混在する世界における価値
選択との接近の中で、学校教育においてどのような学習経験を生むこ
とができるかが問われているといえよう。また、変化の激しい時代に
おける「倫理的処女地」 7の拡大は、科学技術と倫理の問題や情報化社
会における情報倫理の問題など、新たな道徳問題を次々と生起させて
いる。こうした中で、価値観形成に寄与する道徳教育および道徳授業
のあり方は、「道徳科」を擁する小・中学校の課題に止まらず、科目「公
共」を新設予定の高等学校、科学と価値の領域の瓦解が問われ始めて
いる 8大学教育も射程に捉える問いとなりつつある。  
 
（2）「道徳授業」の研究課題背景  
 一方で、「道徳授業」の問いは、今に始まったことではない。 1958
（昭和 33）年「道徳の時間」設置という戦後最初の転換点の前後には、
学校教育の全体を通じて行う全面主義道徳教育と道徳教育独自の領域
を設ける特設主義の賛否が議論されてきた。「道徳の時間」も「道徳科」
も学校教育の全体を通じて行う道徳教育を基盤とすることは共通して
おり、上述した点での「授業」の性質も相違はない。しかし、特別教
科化は「道徳の時間」の積極的成果の発展の上に求められたとは言い
難い側面がある。戦後道徳教育は長く「思考停止」状態にあったと指
摘され 9、特別教科化の方向性を議論した「道徳教育の充実に関する懇
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談会」の報告（ 2013）においても、道徳教育の現状について、道徳教
育の忌避傾向、理念の共有不足、教員の指導力不足、道徳の時間の軽
視などの課題を指摘している。60 年の長い歴史に比して「道徳の時間」
の理解と評価にはいまだ多くの課題が残されている。  
「道徳の時間」の理解が停滞してきた一つの要因が、「道徳の時間」
を中心とする戦後道徳教育の議論が、賛成・反対の二項対立図式に強
く捉われるとともに、国家（政治）と教育の問題の集約点として扱わ
れてきたことにある。先行研究においても戦後道徳教育史を政治的・
政策的次元で捉えるものが多く、同時に「道徳の時間」を国家による
押しつけの産物として否定的に描く側面が強い傾向にあった。しかし、
新たに設置される「特別の教科  道徳」を評価する視点を得るためにも、
戦後道徳教育および「道徳の時間」を道徳教育の議論として捉え直し、
「道徳の時間」の成果と課題を丹念に読み解く作業が不可欠であろう。
近年の研究動向では、政治的・政策的論議から脱却し、道徳教育の教
育論としての捉え直す動向が進みつつある。これに伴って教科として
道徳教育を実施した戦前の修身科を再検証する研究関心などが高まり
つつあるが、次代の道徳教育の推進には、そこに直接接続する戦後日
本における「道徳の時間」の検証の進展も求められている。  
 
第 3 節  先行研究の検討  
（1）周辺的先行研究  
本研究は、戦後日本道徳教育史の再検証作業を通じ、「道徳の時間」
より一般には「道徳授業」の役割や原理を問うものであった。この研
究課題に対し先行研究となる研究分野は、概括して①歴史的手法、②
理論的（論理実証的）手法、③実践的手法による研究が広く関連する。
この中でも本研究は、戦後道徳教育史研究という歴史的手法による分
析を主たる先行研究とする。これは、「『道徳の時間』や『道徳授業』
とは何か」という問いを、「『道徳の時間』とは何ものであったのか
．．．．．．．．．
」
という視点から追究することを意味している。  
 一方で、「道徳の時間」を「道徳授業」と普遍化する視点を有する本
研究は、道徳教育・授業における「教える」とは何か、「知る」とは何
かといった理論的探究の成果も展望する必要がある。「道徳は教えられ
るのか」という問い自体は、古代ギリシャのソフィストたちの提起に
まで遡れる課題であるが、戦後日本においてこの問いに所産を蓄積し
てきた研究には村井実 10、宇佐美寛 11、松下良平 12らの研究がある。こ
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れらの研究においては、「道徳」「価値（語）」「知識」「知る」「認識（知
っていること）と行為（行うこと）の関係」といった概念整理を通し
て、「道徳」を「教える」という営みの構造を解き明かすことを試みて
きた。松下は、道徳教育論が長らく価値相対主義的立場を基本テーゼ
とし、「『何をなすべきか』に関しては他者に対して沈黙を守らざるを
えず、道徳教育が関われるのは『いかに意思決定するか（選択するか）』
に限られ」てきたと指摘する 13。道徳教育において常に課題となる「価
値の教え込み（インドクリネーション）」の克服を優先課題としてきた
ということである。その結果、価値内容や道徳原理の伝達は否定され
るべきものとして位置づけられてきた。これに対し、道徳原理そのも
のを構成主義的概念で捉え直し、道徳教育における「知ること」や「伝
達」概念を再構築するのが近年の松下の作業である。これらの探究は、
人格陶冶や心情主義的傾向を内包する道徳教育において、知識や理解
としての道徳教育の可能性、ひいては「道徳授業」の可能性を原理的
に指し示すものである。  
 実践的手法による研究は、「道徳の時間」および「道徳授業」を行う
にはどうすればよいかという方法的関心を主題とする。これらは、「道
徳の時間」「道徳授業」とは何かという問いにいわば帰納的に応えてい
くものといえよう。道徳設置以後の多くの授業開発研究がこれにあた
るが、体系立てられたものとしては例えば、「モラル・ジレンマ授業」
（コールバーグ 14、荒木紀幸 15ら）、「総合単元的道徳授業」（押谷由夫
ら 16）、「モラルスキルトレーニング」（林康成ら 17）等がある。これら
の探求は、本稿の課題である戦後日本道徳教育史の領域においては、
歴史的事象（分析対象）の一つとして位置づけられる。  
 
（2）主要先行研究の成果と課題  
 本研究が直接主眼とする歴史的手法・関心による研究、特に戦後日
本の道徳教育史研究の先行研究としては、船山謙次、勝部真長・澁川
久子、藤田昌士、貝塚茂樹、押谷由夫、松下行則、間瀬正次、宮田丈
夫、近年では江島顕一、行安茂や日本道徳教育学会の取り組みなどが
挙げられる。  
 松下行則は、 1950（昭和 25）～ 1953（昭和 28）年の教育課程審議
会における審議過程の分析を行い、道徳特設に至る経緯の一端を明ら
かにした 18。藤田は、戦後道徳教育史を「国家と道徳教育との関係」、
「人間形成と国民形成」、「科学的認識と価値意識」といった観点で考
察し、日本の道徳教育が抱えてきた課題を俯瞰的・包括的に分析して
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いる 19。勝部・澁川らは修身科から道徳特設までの教育政策を総括し
ており 20、これを引き継ぐ形で近年には江島によって、「制度」「思想」
「教材」の観点から「わが国の学校における道徳教育の歴史をコンパ
クトかつハンディな形で纏めようと試みた」研究が提出されている 21。 
ただしこれらの研究は、政策や制度の網羅的叙述史としての性格が強
く、本稿の主題とする「道徳授業」の原理や役割を問うものとしては
不十分である。  
これらの成果と課題を踏まえつつ、本稿が主たる先行研究とするの
が船山、貝塚、押谷、間瀬、宮田の研究である。本稿では、各研究を
次に示す当該領域の代表的研究として位置づける。①船山研究；従来
型戦後道徳教育論史研究の代表として、②貝塚研究；戦後道徳教育史
再検証の基盤として、③押谷研究；「道徳の時間」の制度的成立過程史
研究の代表として、④宮田、間瀬の研究；戦後道徳教育実践史研究の
代表として。  
①従来型戦後道徳教育史研究  
 船山の本分野における主著は『戦後道徳教育論史  上・下』（青木書
店、 1981 年）、『戦後日本教育論争史－戦後教育思想の展望－』（東洋
館出版社、1958 年）、『続  戦後日本教育論争史』（東洋館出版社、1960
年）である。「道徳の時間」特設の過程史が一般的には政策動向の通史
的叙述にとどまるのに対し、船山の研究では当時の主要な論者を数多
く網羅的に取り上げ各々の論点を端的にまとめている点が特徴であり、
後に見る貝塚研究、押谷研究においても先行研究に位置づいている。
しかし貝塚も指摘するように、船山（に代表される従来の）道徳教育
史研究はイデオロギー対立の構図を色濃くする点に課題があった。  
②戦後道徳教育史の見直し  
現在の道徳教育史研究の第一人者が貝塚である。貝塚研究の主眼は
「戦後教育史像の定式化した構図」を見直しこれを再構築することに
ある。その足がかりとして「個別の領域についての事実関係を地道に
蓄積することを優先する」という意図から道徳教育の領域を対象とし、
史料に基づく実証的研究を進めている 22。  
貝塚は、「戦後の学校教育における道徳教育にかかわる研究は、これ
まで充分な研究が積み上げられた分野ではない」として次のように課
題意識を表明する。  
 
一九四五（昭和二〇）年八月の敗戦を起点とする戦後教育改革が、戦後
教育の基本的な枠組みを形成したことは間違いない。しかし、戦後教育
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改革が今日の教育にいかなる意義を持ち得たのかは今なお教育史研究
の課題として残されている。それは、戦後教育それ自体が、ともすれば
政治的なイデオロギーの対立のメルクマール（指標）として位置づけら
れる傾向が強く、教育論としての実証的な研究の蓄積がこれまで充分に
積み上げられなかったことと無関係ではない。そして、こうした政治的
なイデオロギー対立の状況がより色濃く反映された対象の一つが道徳
教育問題であったといえるであろう。端的に言えば、道徳教育問題は、
教育論としての議論の「土俵」すら形成されて来なかったというのが実
態に近い。 23  
 
こうして貝塚は、道徳教育の問題を教育論として引き受けることの必
要性を提起した。  
ところで、従来の道徳教育史研究が捉えてきた戦後道徳教育史像と
はどのようなものだろうか。貝塚の総括を借りてこれを概観すると、
次の通りである。若干長文の引用が続くが、本研究の基盤として重要
であるため引用し参照する。  
 
敗戦直後の占領軍（CIE）による、いわゆる「三教科停止指令」は、従
来の教育勅語を中心とした修身教育に反省を求めるものであった。日本
側によって進められた「公民教育構想」は、従来の修身教育を否定し、
新しい道徳教育のあり方を模索したものであり、その 構想は占領軍
（CIE）による指示（勧告）によって、社会科へと結実することになる。
そしてこの社会科は、教育勅語に代って制定された教育基本法第一条の
目標とともに、民主的社会の形成者としての望ましい公民的資質の発展
を重視した戦後の道徳教育の「初期理念」ともいえるものであった。と
ころが、こうした「初期理念」は、一九四五年（昭和二四）以降の「逆
コース」という「教育反動化」の動き（吉田茂首相による「教育宣言」
構想、天野貞祐文相による、いわゆる「修身科」復活問題、「国民実践
要領」制定問題）を経ることで否定され、一九五八年（昭和三三）の「道
徳の時間」の設置によって「空洞化」していく。そしてその流れは、一
九六六年（昭和四一）の中教審答申別記「期待される人間像」などによ
ってより顕著なものとなっていく。 24 
 
つまり、「道徳の時間」を含みこむ「一九四九年（昭和二四）以降の道
徳教育の歴史こそは、『初期理念』を逸脱、否定したものであり、『教
育反動化』としての『逆コース』の象徴的な分野の一つとして理解さ
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れ」、このことは「道徳教育がある種の『タブー』として存在し続け、
道徳教育を口にすることさえもが憚られる『空気』を形成した」と、
貝塚は捉えている 25。先に見た船山研究もこの従来型戦後日本道徳教
育史観を形成してきた一つということができよう。こうして、「官製道
徳」としての「道徳の時間」、「逆コースのメルクマール」としての「道
徳の時間」、ひいては、学校現場からは嫌煙される存在としての「道徳
の時間」という像が出来上がっていったのが道徳教育の歴史であった。
こうした歴史的桎梏が、「道徳の時間」は道徳教育としてどのような可
能性と課題を持つものなのかを問う作業を遅らせてきたといえる。  
 こうした歴史的課題に対峙する貝塚は、戦後日本道徳教育史を教育
論的に問い直す作業として、A）占領期政策の道徳教育論議の再検討と
B）戦後道徳教育関係資料の集積作業を丹念に行っている。  
A は貝塚の研究基盤であり、『戦後教育改革と道徳教育問題』（日本
図書センター、2001 年）として研究成果がまとめられている。本書は
研究対象時期を被占領期（戦後～ 1950 年頃）に定め、占領文書や政策
文書の分析を核としながら、そこでなされた道徳教育論議を実証的に
再検討するという作業を行っている。研究成果として貝塚が指摘する
のは、この時期の道徳教育論議は常に「あいまいさ」を残すものとな
っているということである。そして、「戦後の道徳教育問題における通
史的な意味での『逆コース』の存在に疑問を呈し」、「占領後期の『教
育反動化』といわれる動向は、『逆コース』と捉えるよりも、占領前期
の過程で潜在化していた課題が、占領後期に顕在化したものとして捉
えるべきである」との歴史観を提示している 26。  
B について貝塚は、「道徳教育の問題を教育論として引き受けるため
には、何よりまず議論の基盤となるべき資料を整備し、議論の『土俵』
を形成する必要がある」 27との課題意識に基づき、 2001 年から 2015
年にかけて多くの資料集成を刊行している 28。これら膨大な資料集成
と解題によって貝塚が提示する“地図”は戦後道徳教育史を改めて紐
解くための基盤であり、これらを活用しながら教育論としての道徳教
育の実証的検討を進める作業が次代の課題として残されている。  
③「道徳の時間」成立史研究  
貝塚が戦後初期の道徳教育政策を主眼とするのに対し、本研究の主
題と重なる「道徳の時間」成立過程を射程としたのが押谷研究である。
押谷の研究目的は、「終戦から『道徳の時間』特設に至る道徳教育確立
の過程を社会的・理論的背景を中心に、教育論としての側面から捉え
直し、『道徳の時間』特設の教育的意味を整理・統合しようとする」 29
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ことであり、『「道徳の時間」成立過程に関する研究  ―道徳教育の新た
な展開―  』（東洋館出版社、 2001 年）として纏められた。  
押谷研究においても占領下道徳教育政策の理解は貝塚研究に依拠し
ており、道徳特設を「戦後教育の連続的な流れ」の中で捉える立場に
ある 30。また、戦後道徳教育（研究）が「政治的論争に翻弄され」「道
徳教育の在り方についての真摯な議論」がなされなかったという課題
意識も同じくしており、この政治的論争が「最も強く出たのが『道徳
の時間』特設である」と捉える。そして、「特設反対あるいは賛成とい
う立場からの研究ではなく，事実として『道徳の時間』特設の過程と
文部省の見解，当時の社会的動向及び特設に重要な役割を果たした研
究者の理論を取り上げ」ることを分析視角として表明している 31。こ
れらの趣旨は本研究の課題意識にも沿うものであるが、押谷研究は次
のような課題がある。  
押谷研究においては、道徳特設に直接関わる審議過程の詳細な分析
が一つの成果であり、従来の研究が傾斜していた「道徳の時間」への
否定的見方、特に政治的特設反対論とは異なる視点からの「道徳の時
間」の評価を再考することができる点で重要である。一方、押谷が審
議過程分析から「『道徳の時間』特設の教育的意味を考えるうえで重要
な点」として挙げるのは、a）教育基本法の精神の具体化を図る観点か
ら道徳教育の目標や内容、指導方法が話し合われていること、b）すで
に取り組まれているいくつかの学校の例を具体的に取り上げての論議
やそれぞれの委員が行った調査や意見聴取なども織り交ぜた議論がな
されていること、c）教え込みにならないための方法や生活と遊離しな
いための方法などが話し合われていること、d）教科ではなく時間とし
て設けること、の 4 点であった 32。しかし、これらの結論のうち a・c・
d については、特設論争時にも特設の意義を主張する論者が用いる根
拠としてよく見られたものであり、審議過程分析から新たに得られた
知見とは言い難い。同時に、特設反対論者が批判を展開する上で肯定
派の主張根拠として既に把握されてきた点でもあるため、「道徳の時間」
の教育的意味を再度反駁するには力の弱いものといえよう。  
上述の結論を導く背景には、押谷が、「戦後の道徳教育に関しては，
どのような提案であっても常に政治的意味合いで捉えようとする傾向」
があり、「教育課程審議会において、熱心に道徳教育について審議され
ていたにもかかわらず、社会は、それすらも懐疑的に見る傾向があっ
た」33が、「（審議は：筆者注）極めて自由に意見交換がなされていた」
34ことを立証の主眼としていることが影響している。しかし審議会内
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の議論の自律性の立証は「道徳の時間」自体の教育的意義の立証とは
厳密には異なる 35。審議過程における議論の誠実さは「道徳の時間」
の意義を建設的に検討する雰囲気の醸成に貢献する一助とはなるが、
それだけでは「道徳の時間」の教育的意義の検証という課題には応え
ておらず、むしろ、押谷が批判するはずのイデオロギー議論の範疇に
止まる結果を生じさせてしまっている。当時の社会的背景の分析およ
び反対論者の意見の再検討においても、押谷が明らかにすることは「そ
の多くが政治論やイデオロギー論で展開されていた実態」 36に止まる
傾向がある。  
これを乗り越える役割を果たすのが、押谷研究においては道徳特設
に関わった主要論者の理論的背景分析である。押谷が理論的背景を探
るために取り上げた論者は、天野貞祐・稲富栄次郎・勝部真長・沢田
慶輔の 4 名であり、先に見た船山研究に依拠すればこの 4 氏は「特設
肯定派」とされる論者である。そして概して否定的に論じられた天野
や勝部らに対する船山の評価とは異なる形で各氏の道徳教育論が取り
上げられている。このことは、従来否定的分析が主立っていた各論者
の理論を改めて検討し直す俎上を与えてくれるものといえよう。ただ
し、押谷自身が述べるように、これら 4 氏の主張は「必ずしも一致し
ているわけではない。『道徳の時間』の捉え方は依拠する研究分野の違
いによって異なる」ものである 37。それでも押谷は、「しかし、『道徳
の時間』特設の実施要綱には、大筋においてその共通部分をまとめて
いると捉えられることが理解できるであろう」と結論づけるが、やや
早急な感を否めない。  
加えて押谷は、「道徳の時間」成立の背景にある教育学的関心の存在
を示すために「しつけや親孝行」に関する国民的要求があったことや、
学校現場における道徳教育模索の実態の存在を指摘し、総括として「国
民の素朴な期待に応える道徳教育は，むしろ学校現場において、それ
ぞれが模索しながら具体的に取り組まれて」おり、「これらの声や実践
をどのようにして我が国の学校教育全体の中に位置づけ具体化してい
くかは、緊急の課題」であった」と結論付けている 38。教育現場にお
いて「道徳の時間」が要請されたとすれば、これは「道徳の時間」（道
徳授業）の教育的意義を見直す重要な手掛りとなろう。一部ではある
が、先の審議過程分析においても学校現場での実践に言及されていた
ことが押谷分析から確認できる。しかしこうした実践レベルの模索に
ついて押谷研究は、「学校現場においては、子どもたちの現実の姿を前
にして，何とか道徳教育を確立しようと様々な取組みがなされていた。
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このような熱意をもった教師が自主的に参加する研究会として関西道
徳教育研究会があったが、毎回全国から 1500 人以上が参加し，熱心に
実践発表や討論がなされた」、「昭和 32 年 7 月に文部省が各都道府県教
育委員会に対して『道徳教育生活指導関係資料を作成しているか』を
照会したところ、全国から 100 以上報告されている」と指摘するに止
まり、これ以上の言及はされていない 39。  
以上のような状況から、先行研究において「道徳の時間」成立史の
教育学的関心に基づく再検証は十分に果たされているとはいえないと
考える。  
④「道徳の時間」実践史・授業論史研究  
 道徳教育実践への関心で歴史展開を纏めた代表的研究は宮田丈夫研
究と間瀬正次研究である。『戦後道徳教育実践史』（明治図書、1982 年）
として一冊の書に纏めたのは間瀬であり、日本比較教育学会と国立教
育研究所の共同研究成果『道徳教育の現状と動向―世界と日本―』（国
立教育研究所内道徳教育研究会編、1982 年）において日本の学校教育
における道徳教育の変遷を執筆担当したのも間瀬であった。その間瀬
も、「道徳の時間」の授業変遷は宮田の分類に依拠している。他に「道
徳の時間」の変遷を通史的に提示しているものは見当たらず多くが宮
田の総括に基づいている 40。  
通史的叙述ではないが、歴史における“点”として授業論の共時的
総括が示されているものもある。『道徳教育の授業理論―十大主張とそ
の展開―』（現代道徳教育研究会編、 1981 年）や、日本道徳教育学会
が 2008（平成 20）年に刊行した『道徳教育入門』である。前者は江
島研究においても「道徳の時間の研究が推し進められた」「ひとつの到
達点」として紹介され、ここで戦後授業論史の解説を閉じている 41。
とはいえ江島の解説もタイトル紹介に止まるものであり、道徳授業の
類型的・系譜的考察がなされているわけではなく、宮田総括の検証や
継承作業は今後の課題として残されている。  
宮田らの成果は本論においても取上げるためここでは課題を 1 点提
示する。戦後日本道徳教育実践史研究の課題の一つは、対象時期が道
徳特設後であり、それ以前の学校における道徳教育の模索過程はほと
んど描かれていないことである 42。このことは、上述した「道徳の時
間」成立過程
．．．．
における実践的模索の検証という課題に対して、現在の
実践史研究の成果はその答えを持ち合わせていないということを意味
している。加えて、間瀬や宮田の研究は、資料に基づく研究というよ
13 
 
りは、当時の情勢を詳細に知る人物による「証言」的蓄積としての性
格が強い。史料に基づく実証性の向上は今後の研究課題である。  
⑤現代的課題との呼応における道徳授業への関心の高まり  
以上が本研究における主要な先行研究の成果と課題であるが、最後
に、「道徳科」推進の動向の中で問われつつある、「道徳授業」という
研究課題について補足する。  
道徳教育（史）研究の低調と「道徳科」新設の動向が呼応し、「道徳
授業」の研究的関心は高まりつつある。行安は、「道徳の時間と学校の
教育活動全体との有機的統合が十分認識されているか」を課題として
提起し、「両者の統一的関係を理論的にどのように説明するかがこれか
らの課題」と指摘する 43。同様の問題提起は西野においても見られる。  
西野は、「道徳授業」探究の必要性の背景にある課題状況を、「道徳
的実践力」という道徳教育の目標の「混乱」という観点から次のよう
に指摘した。学習指導要領は、道徳教育全体の目標と「道徳の時間」
の目標の違いを、道徳教育全体の目標は「道徳性」を育むことである
が、道徳授業はその「実践することができるような内面的資質」とし
ての「道徳的実践力」を育成するものである、と説明する。つまり、「道
徳の時間」は実践に必要な基礎的な資質・能力を指すものであり、実
．
践そのものではない
．．．．．．．．．
という腑分けである。西野によればこの腑分けは、
「授業をしても子どもが変わらない」という「道徳の時間」に対する
教師の素朴な悩みに配慮し、早急な効果を求めないことを強調する論
理に転じたと分析する。しかし、こうした論理の解決では、「学習」と
いう一定の変化を求める「学びの場」としての授業の意義は薄れ、そ
うした変化（学び）を生もうと悩む教師の思いに応えることができな
いと指摘している。そこで改めて、「道徳教育において授業の果たす役
割と意義を明らかにし、その特質を明示する」ことの必要性を提起す
るのである 44。  
このように、道徳教育研究において「学びの場」としての「道徳授
業」の探求は、近年改めて研究課題として再認識されつつある現状に
あるといえよう。  
 
第 4 節  研究目的と方法  
（1）研究目的・方法  
以上の先行研究の課題と動向を踏まえ、改めて本研究の目的と方法
を示す。  
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本研究は、1945（昭和 20）年以降の戦後日本の学校教育における道
徳教育史を、教育・学習の課題としての視座から再検証し、特に 1958
（昭和 33）年に設置された「道徳の時間」の成立過程および「道徳の
時間」授業論に着目することで、学校教育全体における道徳教育の一
部分を成す「道徳授業」の原理や役割、そしてそれが内包する課題を、
戦後日本の道徳教育史という文脈の中において明らかにする。その際、
戦後道徳教育の政策的展開だけではなく、戦後道徳教育の歴史の中で
理論的・実践的探究と課題の往復過程を共にした平野武夫および価値
葛藤論の成立・変容過程を一つの軸として伴走させることで、戦後日
本の道徳教育史をより重層的に捉えるとともに、戦後日本の歴史が生
みだした「道徳の時間」に内在する「道徳授業」原理を捉えていくこ
とを目的とする。  
 本研究の独自性は、「道徳授業」と「平野武夫」（および関西道研、
価値葛藤論）という視角を用いることである。平野を取り上げること
で本研究は一種のケーススタディ的
．
要素を併せ持つ。これを本研究の
方法論として、先行研究の課題と対比させつつ解説を加える。  
 まず、「道徳授業」の視角についてである。本稿は、対象とする時期
において「なぜ『道徳の時間』・『道徳授業』が必要になったのか」と
いう因果論的問いを含みながら、「道徳授業とは何か」という存在論的
あるいは原理的問いを考察する。先行研究である押谷は、「道徳の時間」
がなぜ成立したのかを問い、その中で、「教育論的」見直しを進めよう
としたが、逆に、「道徳の時間」への一面的肯定に陥る危険性を内包し
ていた。その原因の一つは、政策的・制度的産物である「道徳の時間」
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
を直接対象としたことにある、と筆者は考える。  
政策的・制度的「道徳の時間」は、政治的要請の存在を棄却するこ
とはできない。例えば、カリキュラム研究者である安彦は、教育内容
は「学問的要請」「社会的要請」「心理的要請」「人間的要請」によって
構成されるとする。その中の「社会的要請」においては、「私教育」と
区別される「公教育」の特質を注視し、「公教育の成立、つまり公権力
たる政府が教育制度をつくり、教員を養成し、公権力の意図をその教
育課程に組み込んで行う学校教育のシステム」において、「公権力の求
める、政治的・経済的・社会的要請に裏打ちされた人材養成」として
の公教育の機能を、制約も前提としつつ、無視しない 45。つまり、制
度上の「道徳の時間」の成立において、政治的要請やイデオロギー的
主義主張の存在を閑却することは、それ自体が事実の歪曲となってし
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まう構造にあるといえる。  
加えて、政策的次元で「道徳の時間」の教育論的意味を問う限界性
は次のような点にも見出される。先行研究である貝塚は、主に政策文
書を分析対象として戦後初期の道徳教育史を読み解き、占領期におけ
る道徳教育問題は「『あいまいさ』の中に存在し続けていた」と結論づ
けた 46。しかし貝塚自身が指摘するように、「政策決定には、様々なア
クターが関与し、それらが相互に共鳴・相関しながら、連続的かつ修
正を加えることで政策が決定される。したがって、単一の理念とプロ
グラムから政策が演繹されることは稀である」 47。とするならば、政
策レベルで道徳教育理念の具体像が「あいまい」であるのは、ある種
必然の結果とも言えよう 48。同じく押谷が、各論者の理論研究を概括
するもそれを制度上の「道徳の時間」の統一理念として回収しきれな
いことも、同様の事情が垣間見える。  
もちろん、政策的・制度的産物としての「教科」の成立史を有力な
論者の理論等を紐解くことでそこに内包される理念を解き明かす研究
もある。そこに統一的、体系的理念が存在しないわけではない。しか
し少なくとも「道徳の時間」においては、先行研究が指し示すように
それはやはり論争的産物であり、押谷の研究成果においても統一的理
念の発掘には至っていないことからも、「道徳の時間」の成立に教育理
念の統一的見解をみることには限界があると考える方が妥当であろう。 
さらに加えるならば、政策レベルの議論において使用される抽象的
な言葉―例えば、「徳目主義的
．
」「修身科的
．
」など―の解釈の幅が広く、
「道徳」や「価値」といった用語も非常に多義的であることも分析を
困難にしている。これは教育論議一般が抱える困難さでもあるが、確
たる学問体系を有しない道徳教育特有の事情ともいえる。こうした事
情を踏まえなければ、道徳教育史の探究も表面的にから回る危険性が
ある。教育論としてのより明確な具体像を結ぶためには、抽象的な言
葉をより厳密に読みこみ考察する必要があろう。  
では、教育的意味としての「道徳の時間」をどのように問うことが
可能であろうか。その方法の一つは、制度的「道徳の時間」の成立で
はなく、制度的に「道徳の時間」が必要になった過程も正当に踏まえ
ながら（学校教育の教育課程を対象とする以上、それが中核であるこ
とに変わりはない）、しかし、同時代的な他の要請事項を紐解き、より
広範な文脈の中で「道徳の時間」を捉えることである。というよりも、
制度的「道徳の時間」ではなく、「道徳授業」そのものへの問いを拾い
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上げていくことが重要であろう。その視点においては、政策的選択も
“一要請事項”として再定位することが必要となる。  
そこで本研究が、「道徳の時間」成立時期の広範な文脈を再度紐解く
「軸（ケース）」として取り上げるのが平野である。  
先に、本研究はケーススタディの要素を併せ持つとしたが、ケース
の理解そのものを単一の目的とするわけではない。その意味では、「ケ
ース志向性」と呼ぶ方が妥当であろう。すなわち、複数のケースから
要素分解的に変数を取り出し影響関係を分析することではなく、ケー
スを「１つの『まとまり』」として扱い、その「『 1 つのもの』の理解
を最大限活用」するという志向である 49。これは認識論でいえば社会
構成主義的発想の立場に立つことを意味している。向後は、研究者が
自身の拠って立つ認識論を自覚する必要性を示す中で、異なる 2 つの
認識論を次のように端的に解説する。  
 
研究者がとる認識論の違いは、研究対象の捉え方と研究方法に影響す
る。  
まず、論理実証主義者が捉える研究対象は、因果律から構成されてい
る。研究の目的は、その因果律を明らかにすることによって、対象の予
測と制御をしようとすることである。その世界観は要素論的である。  
一方、社会構成主義者が捉える研究対象は、多数の原因と多数の結果
が混在する世界にある。どの原因とどの結果が対応するかは特定できな
い。（中略）循環的な因果関係も想定される。研究の目的は、その因果
律を明らかにすることではなく（そもそもそれは不可能である）、その
．．
複雑な世界を、その中の参加者が
．．．．．．．．．．．．．．．
（因果律も含めて）どのように捉えて
．．．．．．．．．．．．．．．．．
いるかということを明らかにすること
．．．．．．．．．．．．．．．．．
である。それを「ナラティブ」と
呼ぶ。その世界観は全体論的である。（傍点筆者） 50 
 
もっともこれは概念的区分であり、向後も指摘するように「徹頭徹尾、
論理実証主義であるという研究者もいないし、逆に、徹頭徹尾、社会
構成主義であるという研究者もいない」 51。本研究においても、歴史
的産物としての「道徳の時間」や戦後日本の道徳教育という対象を、
政策的動向の過程と平野のケースにある種の因果律を見出す中で「道
徳授業」原理を捉えようとしている。  
しかし、平野というケースを投入する理由は極めて社会構成主義的
発想である。すなわち、「道徳の時間」が生れた同時代の複雑な世界を、
その中に参加者として存在した平野の視点を借り、平野がこれをどの
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ように捉えていったのかということを明らかにすることを通して、「道
徳の時間」ひいては戦後道徳教育史における「道徳授業」の新たな様
相を明らかにしようとするものである。  
ただし本稿は「平野研究」ではない。本稿は、ケースを通して全体
を知り、全体的背景を踏まえてケースを知るという〈往復関係〉に意
味を見出す。誤解を恐れず言えば、政策動向も一種の集合体的ケース
である。政策的動向と平野に関連する動向という二つのケースを照射
させながら、この時代という文脈や背景において、なぜ「道徳授業」
が必要になったのか、それはどのようなものだったのかを紐解くこと
が本稿全体を通じての作業である。  
ここで、なぜそのケースが平野なのかという問いと、なぜそのケー
スが（政策的動向以外に） 1 つなのかという問いに応えなくてはなら
ないだろう。  
なぜ平野なのかという問いについては、平野というケースが一定の
代表性を具有していると考えるからである。ここでの代表性とは、そ
のケースによって制度的「道徳の時間」理念の唯一解が得られるとい
う意味でも、普遍的道徳授業原理として一般化させ得るという意味で
もない。平野によって担保される代表性とは、「その時代の参加者の中
で有力な代表候補である」ということ、「その時代を見る〈目〉として
借用するに足る代表性」である。先に見てきたとおり、従来の「道徳
の時間」の歴史は“過度な”政策的語りと否定的語りによってその像
が描かれてきた（“過度ではない”という見解もあり得るが、筆者はこ
の立場をとる）。そして、近年試行されている「道徳の時間」や道徳教
育史の「教育的再検証」という研究課題は、こうして築かれた歴史的
桎梏としての「道徳の時間」の認識を、論理的・価値的に妥当な範囲
において、従来の“語られ方”から脱却する試みといえよう。その際、
語りの妥当性をどのように確保するかが重要であるが、平野は、同時
代においてある程度の中立的視点に立ち、日本道徳教育の歴史におい
て実践的、政策的、理論的な影響と接点が確保されており、〈視角〉と
しての妥当性があると考える。この根拠については、第 1 章において
論じることとする。  
後者の問いについては、一つは作業的限界性が理由にはある。ただ
し、ケースを選択することで生じる限定性のデメリットよりも、一つ
の軸で「説明」される統一性確保のメリットを重視した。これは、「道
徳」や「道徳教育」の語が多義的であることを背景とする。先に指摘
した通り、多義的な用語が散見される道徳教育史分析においては、そ
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の拠って立つ前提を定めない限り、結果として生成されるモノの意味
を正しく捉えることはできない。そのため、一つの軸による統一的理
解を優先することにより、表層的理解を脱することを狙いとした。  
最後に、そもそもなぜ「道徳授業」のあり方を問う上で、道徳教育
「史」を対象とするか、その課題意識を補足として明示する。ここに
は、いわゆる「歴史から学ぶ」という姿勢も当然ある。貝塚が「『道徳
の時間』をめぐる論議の中に、戦後の道徳教育問題のキー・ワードの
ほとんどが出揃っている」 52とするほどに、道徳特設前後の論議は道
徳教育や道徳授業についての問いと議論が凝縮されている。そこでの
議論は今後の「道徳授業」のあり方を問う指標となるはずである。  
一方、これと重複する部分も多いが、歴史―つまり、社会的背景や
文脈を重視しそこから切り離されない形を志向するのは、実践的志向
に拠るものでもある。理論的考察によって導かれる道徳授業原理を、
物理的、時代的、文化的、あらゆる状況的制約の中で「現実」として
成り立たせることにはまた独自の課題がある。実践は、真空状態では
排除される現実的限界性とも付き合いながら生みだされるものである。
そうした理論と実践の往復による試行錯誤の蓄積が歴史的現実であろ
う。そして、筆者が問いたいのは、そうした現実における模索過程と
しての日本道徳教育史である。この歴史的現実の探究の一端を明らか
にすることにより、歴史の上に成り立つ現在の日本道徳教育の立ち位
置を理解する指標を得ていきたい。  
 
（2）研究課題・章構成  
本研究ではこの目的と方法に従って、以下の研究課題を設定する。  
 
〔課題 1〕戦後日本道徳教育史の再検証という本研究の作業における
平野武夫および価値葛藤という視角の妥当性を検証する。  
〔課題 2〕戦後日本道徳教育の出発点における課題と、「道徳の時間」
設置以前の全面主義道徳教育期の理念について明らかにす
る。  
〔課題 3〕戦後初期における平野の課題意識と平野価値葛藤論の基盤
構築の過程を明らかにする。  
〔課題 4〕道徳特設に至るまでの 1950 年代全面主義道徳教育期におけ
る全体的道徳教育の模索と課題を明らかにする。  
〔課題 5〕全面主義道徳教育推進の上での平野の課題意識と模索過程
および平野道徳教育論がどのように特設主義形態の発想へ
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接近していったのかを明らかにする。  
〔課題 6〕1958（昭和 33）年「道徳の時間」の成立過程と道徳特設論
争の再検討および成立した「道徳の時間」の有する性質を明
らかにする。  
〔課題 7〕道徳特設後約 10 年間の「道徳の時間」草創期における初期
授業論の展開と「価値葛藤」の発想に基づく「道徳授業」原
理について明らかにする。  
 
各研究課題は本論の章構成と対応しており、構造を図示すると図序 -1
の通りである。  
 
 
 第 1 章は、後続の章の前提として、本稿が扱う平野という「ケース」
を扱う妥当性の検証にあてる。第 2 章以降は戦後道徳教育史の変遷を
扱う。本稿は、 1945（昭和 20）年を開始時期とし、 1958（昭和 33）
年道徳特設を含みこんで、「道徳の時間」設置後約 10 年頃までの動向
を対象とするが、これを①戦後初期（主に 1945～1950 年頃）、②全面
主義（推進）期（主に 1950～1955 年）、③道徳特設地点（主に 1958
年前後）、④初期「道徳の時間」（ 1958～ 1968 年頃）に時期区分する。 
第 2‐3 章、第 4‐ 5 章は、政策的動向と平野の動向を照射させ合う
関係としてその変遷を説明する。第 6 章では政策次元での道徳特設論
争に焦点をあてるが、教育的再検証作業として、その中でも「道徳授
業」の理解を改めて確認する。その中で、第 3・5 章の接点としての「価
値葛藤」概念の萌芽にも触れる。第 7 章は実践的動向として、特に「価
値葛藤」概念を比較軸とした「道徳の時間」授業論を詳解し、初期「道
徳の時間」の道徳授業論を紐解く。  
初期「道徳」  「道徳」特設  全面主義  戦後初期  
第 2 章  
 
第 4 章  
 
第 3 章  第 5 章  
第 6 章  
 
第 7 章  
授業  
価値葛藤  
授業  
価値葛藤  
図序 -1. 本稿構成イメージ図  
※網掛けは政策的動向に重点、白地は主として平野や実践的動向に重点  
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 本稿は、「道徳授業」の役割や原理について戦後日本道徳教育史にお
ける「道徳の時間」を核として考察するものであるため道徳特設時点
までを対象とすることも可能ではある。しかし、再三の指摘の通り、
それが国家による押しつけであるかは別として、道徳特設政策は大き
な政治的対立の渦中にあった。であるならば、「道徳の時間」の「政策
的・制度的成立」をもって、「道徳授業」の理念理論が成立したとは考
えにくい。そこで、「道徳の時間」の授業論が提唱されるようになる約
10 年後頃までを「道徳の時間」草創期と捉え、この初期「道徳の時間」
授業論の台頭という一定の受容をもって、「道徳の時間」の「第二次成
立」ないし「理論的成立」と捉える。これが第 7 章の存在意義である。  
 なお、特に平野に焦点をあてる章においては、「 1 つのケースの深い
理解」という意味と、実証的歴史研究の一環として史料収集の作業の
側面も併せ持つ。そのため資料掲載にも紙面を割く。次節において前
提としての平野および関西道徳教育研究会について概要を押さえるが、
これも、本論を進める用語説明的意図に加え、史料整理の趣旨を含む。  
 
第 5 節  平野武夫および関西道徳教育研究会概要  
 本節では、本稿を進める前提として平野武夫および関西道徳教育研
究会（以下、関西道研）の概要について整理する。特に、平野武夫と
関西道徳教育研究会の関係性の特殊性・独自性を明らかにし、本研究
における関西道研大会資料の位置づけ、取り扱いの方針を示すことを
目的とする。  
 
（1）平野武夫の略歴  
 まずは、平野武夫の経歴について、概略を確認したい。  
平野は、1906（明治 39）年京都に生れた。京都府師範学校卒業後は
京都府女子師範学校訓導として勤め（昭和 2 年）、その後立命館大学専
門部文学科（国語・漢文専攻）に入学し、卒業（昭和 13 年）。同年、
国語・漢文の中学校・高等女学校・師範学校教員免許状を取得してい
る。翌年 1938（昭和 13）年に広島文理科大学哲学科へ入学し、 1941
（昭和 16）年卒業。その後、神奈川県女子師範学校教諭、神奈川県第
二高等女学校教諭、青森女子師範学校教諭、青森高等女学校教諭を経、
1943（昭和 18）年に、師範制度改革により青森師範（女子部）教授と
なる。翌年には、宮城師範（女子部）教授、1946（昭和 21）年に京都
師範学校教授、1949（昭和 24）年に京都学芸大学助教授となった。1964
（昭和 39）年には、「道徳教育における方法原理の研究」により広島
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文理科大学・広島大学より文学博士の学位を取得し、その翌年には、
京都教育大学教授となる。同年 1965（昭和 40）年から 10 年間、大阪
成蹊女子短期大学非常勤講師を務めるとともに、1968（昭和 43）年か
らは神戸女学院大学非常勤講師も務めた。1970（昭和 45）年京都教育
大学定年退職後は、奈良大学教授となり、1980（昭和 55）の停年規定
により退職し名誉教授となったのちも、奈良大学非常勤講師として 2
年間教鞭をふるった 53。  
略歴を見る限りでも、生涯に渡り「教育」に携わってきた人物であ
ることがわかる。また、略歴には表れていないが、平野自身は、「私は
昭和の始めから敗戦までの 20 年間、小学校・中学校・高等女学校・師
範学校、等に勤務していた」と述べており、かつ、「その間、一貫して
『修身』の授業を担当して来た」という。同時に、戦後の「修身科の
停止」という事態に直面して、「教師としての私の存在根拠が根底から
崩れゆく思いを禁ずることができなかった」という経験談も吐露して
おり、戦前の道徳教育（修身科）を当事者・実践者として知る人物で
あることがわかる 54。  
加えて、研究者としての平野もまた、教育―道徳教育に深く関わっ
た人物であった。平野が道徳教育関連の著作（『新しい道徳教育への道
―新しい倫理の確立―』北大路書房）を初めて公にしたのは 1950 年と
いう戦後間もない頃であり、「道徳教育」がタブー視される時代におい
ても道徳教育への問題意識を絶やさなかった人物であった。平野が恩
師とするのはペスタロッチ研究で知られ、『道徳教育の根本問題』（牧
書店、1958 年）の書なども持つ長田新であり、長田は、平野の『新し
い道徳教育への道』に序文を寄せている。  
平野が 1964 年に著した学位論文は、先にも示した通り、道徳教育の
方法原理に関する研究論文であった。平野は「この時期における日本
人唯一の道徳教育分野の研究での学位取得者」 55であり、道徳教育を
研究的かつ実践的視角で捉えていた人物であることが推測される。  
  
（2）関西道徳教育研究会における平野武夫の特異性  
 平野の教員としての経験値、研究者としての実績もさることながら、
平野が戦後日本の道徳教育史において注目される最たる点は、関西道
研の発足とその活動においてである。  
平野が関西道研を発足させたのは、1950（昭和 25）年であった。同
年 12 月 9 日に開催された第一回全国大会は京都市第六小学校を会場と
して開催されたが、これについて平野は、「この『研究大会』が開催出
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来たのは、全く小野為三校長並に同校の先生方の御協力によるもので
ある。当時、『朱雀第六小学校』は年々『全国教育研究大会』を開催し
て、その名声は全国に鳴っていた」 56とし、第六小学校による研究会
の実績を基盤として、関西道研の大会が始まったことを記録している。
同時期には、長屋喜一を代表とする道徳教育研究会 57（日本道徳教育
学会 58の前身）が翌年 1956（昭和 31）年 10 月に発足、古川哲史・牧
野巽を世話人代表とする道徳技術学会が 1958（昭和 33）年 10 月に発
足している 59が、戦後に登場した道徳教育関連の「学問的・理論的」団
体としては、関西道研は最も早い設立である。  
 関西道研は、同人組織であり、平野を会長とし、顧問、副会長、委
員の役職が置かれていた 60。会則は表序 -1 の通りである。会則では大
会運営の経費は「大会経費」を充てることを原則とするとされている
ものの、行安によれば、関西道研の運営は「平野会長一人の責任によ
ってすべて運営」され、「『大会記録』の印刷費、講師への謝金、会場
貸付の経費等一切の経費は平野個人によって支払われていた」61という。
行安は、「平野会長の政治力と行動力には驚嘆すべきものがあった」62と
回顧しており、廣川も次のように述べている。  
 
大会運営は、すべて会長である平野の独壇場、新顔にはいささか独善に
映り、一方的なやり方に驚いたこともある。しかし一方では、壇上での
歯切れのよい説明、明瞭な論理はわかりやすく、説得力があった。参加
した会員は、道徳教育にかける情熱、力強いパワーなど、平野ならでは
の個性的な魅力とカリスマ性にいつしか引き込まれていった。 63  
 
表序 -1.関西道徳教育研究会会則  
○  本会は「道徳教育の原理と実践」の研究を行う。  
○  本会は志を同じうする「同人」を以て組織する。  
○  本会の趣旨に賛同して入会するものを「会員」とする。  
○  本会の開催する大会に参加研究するものを「臨時会員」とする。  
○  「同人」・「会員」は本会の開催する「全国大会」および「地区大会」に出席して
研究討議する。  
○  大会に出席する「同人」・「会員」・「臨時会員」は「大会会費」を納めるものとす
る。  
○  「同人」・「会員」および「臨時会員」は大会において「研究発表」を行なうこと
が出来る。  
○  「大会」の大会運営の経費は「大会会費」を以てこれに当てることを原則とする。 
○  本会は当分の間、経常会費を徴収しない。  
○  本会は「大会」の外に「講習会」「研究会」等を行なうことがある。  
○  本会は各県に「支部」をおく。「支部」には支部長・副支部長をおく。  
○  本会に入会を希望するものは申込まれたい。  
（「第 19 回全国大会  道徳教育研究協議大会」プログラムより） 6 4 
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なお、行安茂と廣川正昭は『戦後道徳教育を築いた人々と 21 世紀の
課題』（教育出版、2012）の編者であるが、両者とも、関西道研に実際
に携わった者として、関西道研および平野武夫の節の執筆者となって
いる 65。  
関西道研の大会構成の詳細は後述するが、本研究会の大会では、毎
回、平野会長による大会主張の場が設けられていた。また、大会ごと
に設定する大会主題も平野が毎年考案していたようである。行安は、
「企画については平野会長が『主題』を毎年考え、これに基づいて『全
体会議』の提案者（ 9～ 10 名）を考え、本人に依頼する。大会の指導
講演者についても会長が直接依頼していたようである」 66としている。
「平野会長の独創力濃い」 67とも称される関西道研は、平野を軸とし
て歩みを進めたことは確かであるが、一方で、後年には、同会副会長
として村田昇が「会長を補佐し、調整の任を果たした」 68他、次節で
見るように、指導者として関西道研に関わった顔触れも幅広い。  
 
（3）関西道徳教育研究会全国大会の概要  
①関西道徳教育研究会全国大会変遷  
 関西道研は、1950（昭和 25）年の発足以降、大学紛争で休会した 1
回を除き、毎年全国大会を開催した。開催場所は京都である 69。その
活動は、1985（昭和 60）年の第 36 回大会、平野が 80 歳を迎えるまで
継続した。なお、毎年ではないが、 1954（昭和 29）年～ 1967（昭和
42）年を中心に、地方大会として西日本大会（中国地区大会、九州地
区大会）・北陸大会・北陸大会・四国地区大会・東海大会も開催してい
た 70。  
関西道研の全国大会一覧は表序 -2 の通りである。関西道研の大会で
は、大会ごとに「大会主題」が設けられており、その主題に紐づく形
で各活動が構成されるようになっている。表中にはこの大会主題の変
遷も併せて記載した。この大会主題は、先に触れた通り、関西道研の
会長である平野自身が設定したものである。  
 なお、これ以降、各回の全国大会を示す際は、「第 1 回（S25）大会」
のように表記する。  
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表序 -2.関西道徳教育研究会全国大会一覧  
回次  年  月日  主題  人数  
第 1 回  1950（昭 25） 12 月 9 日  修身科復活の是非をめぐりて  250 
第 2 回  1952（昭 27） 1 月 21-22 日  
学校教育の全面において―その根拠  
／ *新しい道徳教育の内容と方法  
750 
第 3 回  1952（昭 27） 
10 月 31 日
-11 月 1 日  
生きた道徳性を身につけさせるには  1000 
第 4 回  1953（昭 28） 
10 月 31 日
-11 月 2 日  
道徳教育の隘路とその打開  1400 
第 5 回  1954（昭 29） 
10 月 30 日
-11 月 1 日  
道徳教育の計画とその実践  1100 
第 6 回  1955（昭 30） 11 月 5-7 日  *道徳教育の内容としての徳目の再検討  1100 
第 7 回  1956（昭 31） 11 月 3-5 日  問題の倫理としての愛国心と孝行  1200 
第 8 回  1957（昭 32） 11 月 2-4 日  道徳基準の設定と道徳科特設の問題  1600 
第 9 回  1958（昭 33） 8 月 3-8 日  
**全面をふまえた特設 道徳の計画とその
実践  
1800 
第 10 回  1959（昭 34） 11 月 1-4 日  
**価値葛藤の場に生き る道徳の時間の要
訣  
1300 
第 11 回  1960（昭 35） 11 月 4-7 日  
**価値葛藤の場を生か す道徳時間の展開
原理  
1100 
第 12 回  1961（昭 36） 11 月 3-6 日  道徳指導における知と実践の問題  1100 
第 13 回  1962（昭 37） 11 月 2-5 日  道徳実践の根基に培う内面的自覚への道  1050 
第 14 回  1963（昭 38） 11 月 2-5 日  
**道徳時間（倫社）の 展開過程と副読本
（倫社教科書）の問題  
1150 
第 15 回  1964（昭 39） 
10 月 30 日
-11 月 2 日  
**現代の要請に応える 倫理観の確立と指
導資料の観方（小中）・高校倫社における
人生観・世界観教材の観方（高校）  
1200 
第 16 回  1965（昭 40） 11 月  
**道徳教育の全体計画 と道徳授業の原型
（小中）・期待される人間像と倫・社指導
上の問題点（高）  
950 
第 17 回  1966（昭 41） 11 月  
**道 徳 教 育 の 構 造 化 と そ の 力 動 的 展 開
（小中）・先哲の人生観を生徒の現実に定
着させる方途（高校）・道徳性の芽ばえを
育てる方法原理  
700 
第 18 回  1967（昭 42） 11 月  道徳授業の基本的指導過程の構想  600 
第 19 回  1968（昭 43） 11 月 2-4 日  
**知と実践のズレを克 服する指導方法の
原理（小中）・「道徳教育の研究」の指導
内容の構成について（大学）  
600 
第 20 回  1969（昭 44） 11 月  道徳授業の構造改革への道  600 
第 21 回  1970（昭 45） 大学紛争のため休会  
第 22 回  1971（昭 46） 11 月  
**実践力の根基に培か う道徳教育の指導
原理  
700 
第 23 回  1972（昭 47） 11 月  **道徳時間の存在理由と重点化の問題  550 
第 24 回  1973（昭 48） 11 月  
**道徳教育観をめぐる １２の対立点―そ
の綜合統一への道  
800 
第 25 回  1974（昭 49） 8 月  軌道修正に迫られる道徳教育  1100 
第 26 回  1975（昭 50） ―  踏みしめて上る９つの階段  1000 
第 27 回  1976（昭 51） ―  価値葛藤理論の再認識  850 
第 28 回  1977（昭 52） ―  道徳的実践力を育成する方法原理  1100 
第 29 回  1978（昭 53） ―  道徳的実践力育成の具体的方途  1050 
第 30 回  1979（昭 54） 8 月  実践力の育成をめざす指導過程の再構想  1200 
第 31 回  1980（昭 55） 8 月  実践力の育成に活路をひらく 5 つの方途  1200 
第 32 回  1981（昭 56） 8 月  道徳的実践力の育成のツボとコツ  1150 
第 33 回  1982（昭 57） 8 月  中道を行く道徳教育の実践構想  1100 
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第 34 回  1983（昭 58） 8 月 6-8 日  
**道徳授業の活性化へ の展開原理を求め
て―こんな授業で実践 力が身につくだろ
うか―  
副題：―「非行」を生 む原因とその克服
方途―  
1150 
第 35 回  1984（昭 59） 8 月  目的が一貫する道徳授業の展開過程  1000 
第 36 回  1985（昭 60） 8 月 6-8 日  道徳教育は教師中心か生徒中心か  1000 
※１  第 22 回～ 29 回について：当時の資料では、休会した 1970 年を数えず、翌年 1971
年の会を第 21 回としていた。つまり、上表で言えば、第 22 回→第 21 回…第 29 回
→第 28 回としていたが、本稿では後年の表記に従い、上記の通りとする。（従って、
引用中の資料名と大会回数の表記が異なる年度がある。）  
※２  本表作成に当たっては、次の資料を参照した。①第 34 回全国大会大会資料中の「全
国大会の歴史的系譜」、②行安茂・廣川正昭（ 2012）。  
   ただし、微細なものを除き、字句や言い回しに齟齬がある場合は、当時の記録に近
いものを参照しこれに代えた。具体的には、表中「 *」が付いているものは、平野
武夫（ 1964）内の「〔後編〕「道徳教育研究協議全国大会」の歩み―「関西道徳教育
研究会」十五年の足跡―」を参照。「 **」が付いているものは、当該大会の大会資
料を参照した。  
 
②主な関係者  
平野の意向が強く反映された関西道研の大会運営であったが、平野
自身、「私はこの『全国大会』に臨むに当り、常に“中道を堅持して”
ということを基本姿勢として構想し運営してきた」 71と述べるように、
関西道研大会には多くの代表的な道徳教育研究者が顔を揃え、各々の
道徳教育論についての講演・主張・提案が行われていたことも確かで
ある。例えば、第 3 回（S27）大会は、関東圏で発足した「道徳教育研
究会」との共催で開催された大会で、長屋喜一、勝部真長らも発表者・
指導者に加わっている。  
再度、行安・廣川（ 2012）の総括を参照すると、行安も、「関西道研
が成功したのは、平野の類い稀な指導力に負うところが大きかった。
しかし、それとともに全国の小・中学校の現場教師の熱心な協力と大
学教授の支援とがあった」としている 72。同書において関西道研の代
表的指導者として取り上げられているのは、宮田丈夫、杉谷雅文、森
昭、竹ノ内一郎、山本政夫であり、その他に廣川は次の人物を取り上
げている。すなわち、勝部真長（お茶の水女子大学）、内海巌（広島大
学）、藤田政雄（大阪学芸大学）、長田新（広島大学）、井上順理（鳥取
大学）、村上敏治（京都教育大学）、青木孝頼（文部省教科調査官）、泉
保夫（京都外国語大学）、池尾健一（信州大学）、工藤綏夫（秋田大学）、
田井康雄（奈良大学）、瀬戸真（調査官）、井上裕吉（東京都教育委員
会指導主事）、大久保智（京都文京短期大学）、井上薫（東京都教育委
員会指導主事）、金井肇（文部省教科調査官）、森岡卓也（大阪教育大
学）、市川良哉（奈良大学）、大平勝馬（金沢大学）、行安茂（岡山大学）
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らである。行安は、前文部大臣・天野貞祐も、関西道研を支援した著
名人の一人に挙げている。  
こうした文部省関係者や大学関係者だけでなく、学校現場に携わる
教師（当初は校長を筆頭に）が多く関係したことも、関西道研の特徴
である。関西道研は、いわゆる学問研究の学会のような場というより
は、現職教員からすると、研修会のような要素も持ち合わせていたと
も考えられる。理論的発展・実践的発展を目指しながら、より良い教
育実践を生み出していこうとする志向の強い会であったと言えよう。  
現職教員が関西道研に深く関わっていた様子は、大会運営組織を見
ても了解できる。第 34 回（S58）大会の運営組織一覧を見ると、表序
-3 のような構成となっている。  
また、関西道研での「研究発表」の校数を見てみると、表序 -4 の通
りである。日本教職員組合を筆頭に教師たちの道徳教育に対する強い
抵抗が専らフォーカスされるこの時代に、こうした実践が積み重ねら
れていたことは、一考に値するものであろう。  
 
表序 -3. 第 34 回（ S58）大会運営組織一覧  
一、大会本部  
運営委員長  会長  平野武夫  
同副委員長  副会長  村田昇  
 
二、大会講師  
文部省視学官  青木孝頼／文部省調査官  金井肇／広島大名誉教授  杉谷雅文／前お茶
の水大教授  宮田丈夫／大阪教大名誉教授  山本政夫／京都華頂短大教授  渡辺博／岡
山大学教授  行安茂／東京教育研主任  竹ノ内一郎／東京都教委主事  岩上薫／同  井
上裕吉／京都文教短大助教授  大久保智／奈良大学講師  田井康男  
 
三、大会協力助言者  
前滋賀県教委主事  美濃部好夫／兵庫短大講師  江見宏／前千葉県教委主事  斎藤経治
／同  大木光夫／交野市教委指導課長  大西兵三郎／福岡県教委主任指導  町田積穂／
前神戸市教委主事  坂本邦夫／同  岸本豊／神戸市木津小学校長  高橋敬一／前仙台市
教委  三浦修一／交野市教委主事  矢寺寛／前新潟県教委主事  猪又長智／加古川市教
委主事  北村義雄／名古屋市相生小  深谷暉一／京都府山田荘小長  島信昭  
 
四、大会運営・中央委員  
大金沢大学付小  米田正／福島県省田小  沼田良／弘前市三和小  工藤国正／倉敷市万
寿小  上野卓之／水戸市常盤小  平山文夫／松山市石井東小  宇都宮正男／志賀大学付
小  福田直博／和泉市向陽台小  伊藤丈夫／仙台市連坊小路小  亀山長美／小野田市須
恵 小  野 原 泰 子 ／ 松 戸 市 北 部 小  白 川 恭 子 ／ 豊 橋 市 老 津 小  牧 野 喜 久 ／ 大 宮 市 植 竹 小  
山崎文子／岡山市鹿田小  板野敦子／長崎県鹿町小  七種順子／新潟県立仏小  広川正
明／長岡市東中  山井宥昌／豊橋市羽根井小  山田政俊／生駒市生駒中  山田義明／豊
橋市南部中  北河久司／津市東橋内中  青木正利／福井市旭小  小林宗一郎  
 
（以下、略）  
（平野武夫編 1983b、 15-19 頁より作成）  
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表序 -4. 関西道研全国大会における「研究発表」校数（一部）  
 幼稚園  小学校  中学校  高等学校  その他  計  
第 4 回  1 16 14 4 0 35 
第 5 回  0 16 11 3 1 31 
第 6 回  0 14 15 6 1 36 
第 7 回  0 13 13 6 4 36 
第 8 回  0 6 4 2 8 20 
第 9 回  0 21 15 4 0 40 
第 10 回  0 31 22 3 0 56 
第 11 回  0 43 18 0 0 61 
第 12 回  0 48 30 0 0 78 
第 13 回  0 40 24 4 0 68 
第 14 回  0 36 15 0 0 51 
第 15 回  0 33 20 7 0 60 
第 16 回  0 25 15 5 0 45 
第 17 回  6 21 13 10 1 51 
第 18 回  0 21 10 6 0 37 
第 19 回  0 18 12 0 0 30 
第 21 回  0 15 18 0 0 33 
第 22 回  0 19 14 0 0 33 
第 31 回  0 48 24 0 0 72 
第 32 回  0 35 23 0 0 58 
第 34 回  0 25 17 0 0 42 
計  7 544 347 60 15 973 
※資料が確認できている回のみ記載。  
※第 1～ 3 回大会は、本表で対象としている「研究発表」のような形態のものはまだ設け
られていなかった。  
※第 6・ 7・ 12・ 13 回は、平野武夫（ 1964a）「後編  『道徳教育研究協議全国大会』の歩
み  ―『関西道徳教育研究会』十五年の足跡―」に基づいた。それ以外は、当該大会の
大会資料に則った 7 3。  
 
③大会構成  
 関西道研の大会は、その年によって違いはあるものの、概ね a)大会
主張、b)全体協議会／研究協議会、c)指導講演、d)分科会、e)研究発表、
f)座談会、観光といったセクションで構成されていた。このほかに、「特
別発表」や「特別講演」といった区分が設けられることもある。  
最も初期の頃は、平野による主張とそれに紐づく協議会および大学
関係者による研究発表を主体としていたが、第 4 回大会（ 1953 年）か
らは規模の拡大と同時に、小中学校教員による実践報告の場が設けら
れ、以降、これを「研究発表」とカテゴライズし、大学関係者等によ
る発表は「指導講演」や「特別発表」として扱われている。「指導講演」
を担ったのは、前項で見た論客たちである。  
これら、実践報告である「研究発表」と各論者たちによる「指導講
演」や「特別発表」以外のセクションは、何らかの平野の意志・意図
を反映するものとなっている。当然ながら、最も平野の意向が反映さ
れるのは「大会主張」である。「大会主張」は、平野によるその年の大
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会への課題提起の場であり、大会ごとに設けられる「大会主題」の趣
旨説明の役割も担っていた。「分科会」「全体協議会」については、こ
こで取り上げられるテーマを平野が提案している点で、平野の意向が
反映されている。例えば第 34 回（S58）大会では 8 つの分科会が設置
されていたが、大会資料を見てみると、平野が「第 34 回全国大会にお
ける『分科会』への提案要旨」として 12 ページに渡り、各分科会へ問
題提起を行っている。同様の形で、「全体会の協議への問題提起」も 4
ページ分の紙面が割かれていた。こうした形態は、大会開始当初から
特に変化はないものと考えられる。  
 
④大会資料  
関西道研の大会では、大会資料として 2 種類の資料が作成されてい
た。一つは、平野の論稿が収録されているもので、主として A5 版の大
きさの本である。奥付に「大会討議資料」と記されている事も多い（記
されていない事もままある）。本資料は、その年の平野の大会主張に関
わる論稿、あるいは討議の参考資料となるような既出の平野の論文が
収載されている。収録された論稿には重複するものも多いが、概ね、
その年の新たな主張が前半部分に収められている。本稿では、この資
料を適宜「平野主張大会資料」と略記する。  
もう一つの資料は、「大会記録」あるいは「大会集録」と記されてい
ることの多い、講演者の講演資料や実践報告の発表要旨がまとめられ
ている資料である。こちらは A4 版で 2cm ほどの厚みのある冊子であ
る。平野の大会主張の要旨や分科会、全大会への問題提起の要旨など
が収録されていることもあり、会によっては、「私の道徳教育論（資料）」
「大会主張の関連論文」「大会討議資料（代表的論文）」等の題で、平
野の論文が何稿か集録されている事もある。本稿では、これを「大会
記録資料」と適宜略記する。なお「平野主張大会資料」と特に区別せ
ず、両者を併せて指す場合は大会資料とのみ記す。  
本稿執筆段階で入手済の大会資料は表序 -5 の通りであり、本稿の分
析対象はここに挙げている資料の範囲となる。ただし、第 10・15 回「平
野主張大会資料」には、それまでの大会の歩みが資料として集録され
ており、適宜これらも参照することで補足できる部分も多い。  
なおここで、大会と大会資料の照合に関して、本稿での方針を付記し
たい。廣川の記述にも「大会の度に会長として道徳教育への主張点を、
『大会研究資料』として１冊の著書にまとめて刊行している」74とある
が、現段階では各大会に一冊のみ作成されていたのか（複数冊作成さ  
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表序 -5. 関西道徳教育研究会全国大会大会資料一覧（一部）  
 
「平野主張大会資料」 a 「大会記録資料」 b 
第 1 回    
第 2 回    
第 3 回    
第 4 回  『道徳教育の隘路とその打開』、『道徳教育の隘路とその打開』（別冊）  
第 5 回  
『道徳教育の計画とその実践』、『道徳教育の基底と実践計画』、『道徳
の本質とその教育―道徳教育の基本問題―』、『道徳教育の基礎―道徳
教育研究の手引き―』  
第 6 回  『道徳教育実践の大道』   
第 7 回    
第 8 回  
『道徳教育の実践原理』、『倫理
観の確立と教育』  
『 現 場 が 設 定 し た 道 徳 教 育 の 指 導 基
準―道徳基準設定の問題―』  
『注視の的に立つ  特設時間による道
徳指導  実践例二つ』  
第 9 回  
『 現 下 道 徳 教 育 の 問 題 点 ― 〝
道 徳 の 時 間 〟 の 特 設 を め ぐ っ
て―』  
『 現 場 が 立 案 し た  特 設 〝 道 徳 〟 の
計 画 と 実 践 記 録 ― 指 導 主 題 と そ の 展
開例―』  
第 10 回  
『 価 値 葛 藤 の 場 に 生 き る  道
徳 の 時 間 の 指 導 原 理 ― そ の 平
板化を救うもの―』  
『 価 値 葛 藤 の 場 に 生 き る  道 徳 の 時
間 の 実 践 記 録 ― 価 値 葛 藤 の 場 を 含 む
主題の展開例―』  
第 11 回  
『 道 徳 発 現 の 場 と し て の  価
値 葛 藤 と 道 徳 の 時 間 ― そ の 平
板化を救うもの―』  
『 価 値 葛 藤 の 場 を 生 か す  道 徳 の 時
間の実践記録―研究発表集録―』  
第 12 回    
第 13 回  
『 道 徳 実 践 の 根 基 に 培 う  道
徳 性 の 内 面 化 へ の 指 導 原 理 ―
道 徳 教 育 の 方 法 原 理 を 求 め て
―』  
 
第 14 回  
『 価 値 葛 藤 の 場 を 生 か す  道
徳 教 育 の 基 本 原 理 ― 道 徳 性 の
内面化への道―』  
『〔道徳時間の〕展開過程と資料活用
の問題―道徳授業の原型を求めて―』 
第 15 回  
『 新 し い 倫 理 観 の 確 立 と  道
徳 授 業 の 力 動 的 展 開 原 理 ― 価
値葛藤の場の把握と設定―』  
『 授 業 の 力 動 化 を め ざ し た  道 徳 授
業 の 実 践 記 録 ― 全 国 代 表 的 研 究 者 の
研究発表―』  
第 16 回   
『 道 徳 教 育 の  全 体 計 画 と 道 徳 授 業
の 原 型 ― 全 国 代 表 的 研 究 者 の 研 究 発
表集―』  
第 17 回   
『 道 徳 教 育 の 平 板 化 を 克 服 す る  道
徳授業の構造化と力動化』  
第 18 回   
『 道 徳 的 自 覚 の 深 化 を 踏 ま え た  道
徳 授 業 の 基 本 的 指 導 過 程 ― 授 業 の 原
型をもとめて―』  
第 19 回  
「 大 学 教 職 課 程  社 会 科 教 材
研究  社会科教育と道徳教育」
（大会研究資料）  
『 道 徳 教 育 に お け る  知 と 実 践 の 問
題―価値葛藤の場の克服―』  
第 20 回   
『 実 践 力 の 根 基 に 培 う  道 徳 授 業 の
構 造 改 革 へ の 方 途 ― 道 徳 教 育 学 の 構
想のために―』  
第 21 回  （休会）  
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第 22 回  
『 実 践 の 根 基 に 培 か う  道 徳
教 育 の 基 本 原 理 ― 価 値 葛 藤 の
場において―』  
『 実 践 の 根 基 に 培 か う  道 徳 教 育 の
指導原理を求めて』  
第 23 回   
『 実 践 の 根 基 に 培 か う  道 徳 時 間 の
存 在 理 由 と 重 点 化 の 問 題 ― 価 値 と 生
活との相浸透する所―』  
第 24 回   『道徳教育観における１２の対立点』 
第 25 回   
『 道 徳 教 育 に お け る 軌 道 修 正 ― １ ５
の 分 岐 点 ― 調 和 と 統 一 を 基 盤 と し て
―』  
第 26 回    
第 27 回    
第 28 回    
第 29 回    
第 30 回   
30 周年記念「道徳的実践力育成のため
に  道 徳 授 業 の 指 導 過 程 の 再 検 討  
― 道 徳 的 自 覚 の 深 化 の 過 程 を 踏 ま え
て―」  
第 31 回   
『 道 徳 的 実 践 力 の 育 成 を め ざ す  道
徳 授 業 に 活 路 を ひ ら く 五 つ の 方 途 ―
価値葛藤の場において―』  
第 32 回   
『 価 値 葛 藤 の 場 を 生 か す  道 徳 的 実
践 力 育 成 の ツ ボ と コ ツ ― 知 と 実 践 の
ズレを克服して―』  
第 33 回  
『 道 徳 的 実 践 力 の 育 成 を め ざ
し  中 道 を ゆ く 道 徳 教 育 の 実
践 構 想 ― 価 値 葛 藤 の 場 に お い
て―』  
 
第 34 回  
『 道 徳 的 実 践 力 の 育 成 を め ざ
し  道 徳 授 業 の 活 性 化 へ の 展
開 原 理 ― 価 値 葛 藤 の 場 に お い
て―』  
『 主 体 的 な 実 践 力 を 育 成 す る  道 徳
授業の活性化への展開原理―（こんな
授 業 で 道 徳 的 実 践 力 が 身 に つ く だ ろ
うか）―』  
第 35 回  
『 道 徳 的 実 践 力 の 育 成 を め ざ
し  目 的 が 一 貫 す る 道 徳 授 業
の 展 開 過 程 ― 価 値 葛 藤 の 場 に
おける―』  
 
第 36 回  
『 道 徳 的 実 践 力 の 育 成 を め ざ
す  道 徳 教 育 は 教 師 中 心 か 生
徒 中 心 か ― 価 値 葛 藤 の 場 に お
いて―』  
 
（筆者作成）  
 
れたことはないのか）どうかは、資料に「○○大会資料」というよう
な記載がないものも多いため、正確なところは不明である。また、「平
野主張大会資料」に関しては、関西道研発行の同じ年の平野の著作が
数冊存在することもあるのだが、それら全てに「大会討議資料」等の
記載が付記されているわけではないため、これらが全て大会資料に用
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いられたのかどうかが不明である。ただし、第 19 回（S43）大会のプ
ログラムを見ると、  
 
第 十 九
回 大 会
記録  
１  知 と実 践 のズレを克 服 させる方 法 原 理 （研 究 発
表）  
1000 円  
２  道徳授業の原型と力動的展開  600 円  
３  人間存在の基本的構造と価値葛藤  600 円  
４  道徳授業の力動的展開原理  850 円  
５  価値葛藤の場と道徳教育  1400 円  
６  現代の危機と倫理観  400 円  
 
と記されており、複数冊の書が“販売”されていたことは事実である。  
こうした点で、大会年度と大会資料の照合が確実には確定できない
ものもあるが、「第○大会  大会資料」との明記がないものは、奥付の
日付や序文執筆の日付等を照らし合わせて、当該年の大会資料として
分類している。  
 
（4）小括  
以上本節では、平野武夫と関西道研（全国大会）の基礎情報を、収
集した一次資料から整理するとともに、関西道研における平野の特異
な位置づけについて確認をしてきた。ここに見てきた通り、関西道研
の運営は平野の意向が強く反映されているものが多く、関西道研の動
向と平野自身の動向はかなり密接な関係を結んでいることが予測され
る。特に、全国大会における「大会主題」や「大会主張」、「分科会」
の編成からは、平野の当時の課題意識を強く読みとることができよう。
そのため、これら関西道研の変遷を紐解いていくことは、平野の課題
意識の変遷を紐解く一つのツールとなり得るとともに、その逆もまた
成り立つものと考える。  
研究会の類いの実践記録は、多様な人間が関わっている集合体とし
ての記録であることが通常であり、その玉虫色の記録からは一本の軸
を汲み取ることは容易ではない。しかし、関西道研（の資料）に関し
ては、平野という個人を軸にしてその変遷を辿ることが可能であり、
一つの軸を定めることができるということは、経年変化を継続性を持
って追うことに適している。この点が本研究対象の資料がもつ独自性
である。  
一方で、これをもって戦後日本全体の動向を代表させることはでき
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ないため、あくまで主要な動向の一つであることを前提に本資料を取
り扱っていく必要がある。とはいえ、関西道研における平野の変化は、
時代の課題への呼応の蓄積である。理論と実践、政策と学校現場の相
互交渉の中間に位置するような研究会とそれを運営する平野の理論
的・実践的模索の過程から、戦後道徳教育の変遷はどのように映るの
か。以降、考察を進めていきたい。  
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心か―価値葛藤の場において―』全国道徳教育研究者連盟・関西道徳教育
研究会、 1985 年、 318-322 頁。  
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55  廣川正昭「平野武夫（ 2）―新しい道徳教育の方法と価値葛藤論―」行安
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は何か』角川書店、 1958 年、 300 頁。〔貝塚茂樹監修『戦後道徳教育文献
資料集  第Ⅱ期  21』日本図書センター、 2004 年所収〕）  
58  道徳教育研究会を前身として、 1957（昭和 32）年 12 月に設立。古川に
よれば、「いっぽうには熱心な会員もなくはなかったし、それに文部省がい
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59  勝部真長「六  道徳運動の現状－２道徳運動の現状Ⅱ（国内）」和辻哲郎
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68  廣川、前掲書（行安・廣川編 2012）、 129 頁。  
69  確認できた範囲では、具体的な会場は、次の通りである。  
 第 1 回：京都市朱雀大六小学校、第 2～ 5 回：京都学芸大学、第 6～ 10 回：
京都市洛北高等学校、第 11～ 15 回：京都精華会館（ただし、第 11 回大会
4 日目は堺市百舌鳥小学校、第 12 回大会四日目は豊中市第二中学校、克明
小学校）、第 19 回：京都女子高等学校。  
70  地区大会の開催は下表の通りであった。表の作成にあたっては、① 1954
（昭和 29）～ 1964（昭和 39）年までは平野（ 1964）の平野のまとめ、②
それ以降は行安・廣川編（ 2012）の行安のまとめを参照した（行安のまと
めは第 36 回「大会記録資料」を参照している）。  
ただし、第 34 回「大会記録資料」の大会略年表によると、 1979（昭和
54）年に「仙台市」開催の文字も見受けられる。これについては行安のま
とめには反映されていないため表中には表記しなかったが、廣川の記述に
は仙台市で開かれた東北大会に触れた箇所もあり、仙台市で何らかの大会
が開かれたことは確かなようである。  
 なお、参照した二書において、一点相違があったので、これについて付記
する。行安によるまとめでは、 1955（昭和 30）年に「津市」開催の地区
大会が数えられている。確かに、例えば第 34 回「大会記録資料」などの
略年表でも同様の表記が確認できるが、より実際の年代に近く、詳細な情
報が掲載されている平野書では、津市開催の大会記録は確認ができなかっ
た。併せて、 1959（昭和 34）年以前のものは、平野武夫「道徳教育全国
大会 10 年の歩み」『第十回全国大会記録  価値葛藤の場に生きる  道徳の時
間の指導原理―その平板化を救うもの―』（関西道徳教育研究会、1959 年）
でも確認できるが、こちらにも「津市」開催の大会記録は収録されていな
かった。  
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表序脚注 -１ .  関西道徳教育研究会  地区大会変遷  
年  九州地区大会  中国地区大会  北陸大会  四国地区大会  東海大会  
1954 
（ S29）  
第 一 回  
（ 1 /2 2- 1/ 23）  
福 岡 県 小 倉 市  
天 神 島 小 学 校  
第 一 回  
（ 5 /8 -5 /9）  
広 島 県 尾 道 市  
長 江 小 学 校  
第 一 回
(6/ 12 -6 /1 3)  
石 川 県 金 沢 市  
松 ヶ 枝 小 学 校  
―  ―  
1955 
（ S30）  
第 二 回  
(11 /2 0- 11 /2 1)  
宮 崎 県 宮 崎 市  
宮 崎 小 学 校  
第 二 回  
（ 5 /1 3- 5/ 14）  
山 口 県 小 野 田 市  
須 恵 小 学 校  
第 二 回  
（ 6 /1 1）  
富 山 県 小 杉 町  
小 杉 長 学 校  
―  ―  
1956 
（ S31）  
第 三 回  
（ 1 1/ 18 -1 1/ 19）  
福 岡 県 大 牟 田 市  
駛 馬 北 小 学 校  
第 三 回  
(11 /2 3- 11 /2 4)  
広 島 県 三 原 市  
第 三 中 学 校  
―  
第 一 回  
（ 5 /2 6- 5/ 27）  
徳 島 県 徳 島 市  
助 任 小 学 校  
―  
1957 
（ S32）  
第 四 回  
（ 1 /2 6- 1/ 27）  
熊 本 県 八 代 市  
代 陽 小 学 校  
第 四 回  
（ 6 /1 -6 /2）  
島 根 県 出 雲 市  
第 一 中 宇 学  
―  ―  
第 一 回  
（ 1 1/ 23 -1 1/ 24） 
愛 知 県 犬 山 市  
犬 山 北 小 学 校  
1958 
（ S33）  
―  
第 五 回  
（ 2 /1 -2 /2）  
山 口 県 下 松 市  
下 松 小 学 校  
―  
第 二 回  
（ 7 /5 -7 /6）  
愛 媛 県 新 居 浜
市  
新 居 浜 小 学 校  
第 二 回  
（ 6 /1 4- 6/ 15）  
三 重 県 伊 勢 市  
明 倫 小 学 校  
1959 
（ S34）  
―  ―  
第 三 回  
（ 5 /3 0- 5/ 31）  
石 川 県 加 賀 市  
山 代 中 学 校  
―  
第 三 回  
（ 1 /1 7- 1/ 18）  
愛 知 県 岡 崎 市  
岡 崎 小 学 校  
1960 
（ S35）  
―  
第 六 回  
（ 1 1/ 22 -1 1/ 23）  
山 口 県 萩 市  
明 倫 小 学 校  
―  
第 三 回  
（ 6 /1 1- 6/ 12）  
愛 媛 県 松 山 市  
道 後 小 学 校  
第 四 回  
（ 7 /2 -7 /3）  
静 岡 県 浜 松 市  
浜 松 市 高 等 学 校
／ 県 居 小 学 校 ／
入 野 中 学 校  
1961 
（ S36）  
―  ―  ―  ―  ―  
1962 
（ S37）  
第 五 回  
（ 1 /2 8- 1/ 29）  
熊 本 県 熊 本 市  
太 洋 ホ ー ル ／ 砂 取 小
学 校  
―  ―  ―  ―  
第 六 回  
（ 1 1/ 23 -1 1/ 24）  
佐 賀 県 武 雄 市  
市 公 会 堂 ／ 武 雄 小 学
校 ／ 武 雄 中 学 校  
1963 
（ S38）  
第 七 回  
（ 1 1/ 22 -1 1/ 23）  
宮 崎 県 都 城 市  
市 体 育 館 ／ 大 王 小 学
校 ／ 小 松 原 中 学 校  
―  ―  ―  ―  
1964 
（ S39）  
―  
第 七 回  
（ 6 /1 2- 6/ 13）  
兵 庫 県 姫 路 市  
厚 生 会 館 ／ 八 幡 小
学 校 ／ 太 白 小 学 校  
―  ―  ―  
1965 
（ S40）  
◆ 浜 松 市  
1966 
（ S41）  
―  
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1967 
（ S42）  
◆ 熊 本 市 、 山 形 市  
※ 1 第一回九州地区大会は、「第一回西日本地区大会（九州、中国地区）」と称されていた
が、便宜上この区分とした。  
※ 2 第五回中国地区大会は、「第五回西日本大会」と称されていたが、便宜上この区分と
した。  
※ 3 第六・七回中国地区大会は、それぞれ「第七回西日本大会」「第六回西日本大会」と
称されていたが、回数については誤植と判断するとともに、便宜上この区分とした。  
※ 4 表中の「年」は、「年度」ではなく「年」に従った。  
 
71  平野武夫『道徳的実践力の育成をめざし  中道をゆく道徳教育の実践構想
―価値葛藤の場において―』関西道徳教育研究会、 1982 年、 2 頁。  
72  行安、前掲書（行安・廣川編 2012）、 201 頁。  
73  ただし、当該「大会記録資料」と平野武夫「『道徳教育研究協議全国大会』
の歩み  ―『関西道徳教育研究会』十五年の足跡―」『第十五回道徳教育全
国大会記録  新しい倫理観の確立と  道徳授業の力動的展開原理―価値葛藤
の場の把握と設定―』（関西道徳教育研究会、 1964 年）では、記録が異な
っている部分もある。本稿では、実際の「大会記録資料」の方を優先した。  
74  廣川、前掲書（行安・廣川編 2012）、 136 頁。  
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第 1 章 戦後日本道徳教育史研究における平野武夫および価
値葛藤論の意義―本研究の視角としての妥当性検証―  
 
第 1 節  はじめに  
本章は、平野武夫および価値葛藤論の現代日本道徳教育史研究にお
ける意義を先行研究レビューを通して整理・考察するものである。本
章では、序章で示した船山謙次研究、貝塚茂樹研究、押谷由夫研究、
宮田丈夫・間瀬正次研究を主たる先行研究に位置づけ分析対象とした。
本章の作業は、戦後道徳教育史再検証という本研究の課題に基づく際
に平野武夫および価値葛藤論を視角として用いることの妥当性を検証
する作業である。  
 
第 2 節  船山研究における平野の評価―中庸的立場  
 まずは従来型道徳教育史研究における平野の評価を探るために、船
山研究を分析する。船山の本分野における主著は『戦後道徳教育論史  
上・下』（青木書店、 1981 年）、『戦後日本教育論争史－戦後教育思想
の展望－』（東洋館出版社、1958 年）、『続  戦後日本教育論争史』（東
洋館出版社、1960 年）である。これらから、特に道徳特設論争関連の
記述を中心に、平野の位置づけや評価について整理する。  
 
（1）船山研究における道徳特設論争関係論者  
 船山（ 1958）は、道徳に特化したものではなく戦後教育の論争点を
幅広く整理しているものである。道徳教育に関しては「第三部  教育目
的論」の一つに「道徳教育論争」の章を設ける形で論じられている。
ここでは道徳特設論議には焦点化されていないが、戦後の道徳教育論
議に関わる論者を 27 名挙げ、うち 6 名を「最近の道徳教育論議」の論
者として取り上げた 1。船山（ 1960）では「『特設道徳』論争」を取り
上げ、「『特設道徳』必要論」「指導者講習会講師の道徳教育論」「『特設
道徳』反論」と項立てした上で 23 名の論者を取り上げている 2。船山
（1981 上・下）の中で「道徳特設論争」に関係して登場する論者は上
下巻合わせて 18 名である 3。取り上げる論者は船山（ 1960）に比べ少
ないが、本書は道徳教育に特化した書のため一つ一つの論の解説が詳
細である。特に船山（ 1981 下）は、「特設論争」に割かれるページ数
は約 140 ページと四書の中で最多である。  
そこで船山（ 1981 下）をベースとし、船山（ 1960）の論者も加え特
設道徳関連論者を概観すると表 1-1 となる。表中の区分は主として船
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山（1981 下）に基づき構成した。  
各論者は肯定派・批判派で大別される。そして圧倒的に紙面を多く
割いているのが批判派諸論であるが、この中で船山は工藤緩夫が最も
全面的、社会科学的、理論的に批判論を展開しているとして工藤論の
解説に占める割合が大きい。一方肯定派については、道徳特設政策関
係者や道徳教育指導者講習会講師の論を主として取り上げ、これらの
論に対する船山の態度は概して否定的である。その中で、政策関係者
ではない特設肯定論者として船山（ 1960）・船山（ 1981 下）両書に唯
一取りあげられているのが平野武夫であった。  
 
（2）船山の特設道徳に対する評価  
 平野に対する船山の評価に移る前に、道徳特設に対する船山自身の
立場を確認しておく。  
先述の通り、船山の特設道徳に対する評価は概して否定的・批判的
立場に立って論を進めている。船山（ 1981）においては、愛国心問題、
国家と道徳教育の問題、道徳教育政策批判などに紙面が割かれており、
「道徳の時間」を「官製道徳」として批判する姿勢が強い。特設肯定
派の論に対して、「講師たちの意見を通観して言えることは、『道徳の
時間』の特設という既成事実にたいして、それの当否を自由に検討す
るという態度は、ほとんどみられないかわりに、いかにして特設時間
．．．．
を合理化
．．．．
するかというあからさまの態度がみえるということである」4
表 1-1.  船山研究における道徳特設論争関係論者  
肯定論  批判論  
■道徳教育委員  
内藤誉三郎、山田栄、大島康正、井
坂行男、堀秀彦、勝部真長  
■日本生活教育連盟  
春田正治、川合章、梅根悟  
■総括的・集団主義的教育（生活指導） 
工藤緩夫  
■指導者講習会講師  
日高第四郎、天野貞祐、稲富栄次郎、
小沼洋夫、安藤堯雄、大島康正  
■生活指導的視点  
宮坂哲文、小川太郎、高浜介二、牧野宇
一郎  
■特設道徳肯定諸論  
勝部真長（教材等調査研究会メンバ
ー）  
平野武夫（関西道徳教育研究会）  
■政策批判  
成田克矢  
■権力政治の非道徳性  
村田廸雄  
■その他  
堀孝彦ら、城丸章夫、宗像誠也  
※二重下線は、船山（ 1960）・船山（ 1981 下）両方に取り上げられた論者  
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と結論づけていることなどからもその様子が窺い知れよう。  
 特設道徳を批判する理由としては、①生活指導の支持、②民主的道
徳の支持と国家権力による道徳教育への徹底的批判、③創造的・可変
的道徳観の強調、④抵抗の道徳支持・上からの道徳批判、⑤科学的認
識・理性の重視といった観点が示されている 5。先に、工藤の論を中心
的に取り上げていることに触れたが、工藤は「集団主義的教育（生活
指導）」を主張する立場として紹介されており、批判論全体としても生
活指導の立場からの論に重きが置かれている。船山は「特設道徳批判
諸論に共通なのは、学校における道徳教育は、生活指導を中心として
学校教育の全過程をとおしておこなうべきだという主張であった」6と
述べており、「道徳の時間」に相対する教育論が生活指導論にあると捉
えている。  
 
（3）船山による平野の評価  
 こうした「道徳の時間」に対する批判的見解を全面的に展開する船
山研究において、唯一政策関係者以外の特設肯定論者として取りあげ
られているのが平野であった。船山による平野評価の端的な表現を列
挙すると以下の通りである 7。  
 
○「『特設道徳』にたいする反対論に一面の真理はあるが、しかし、そ
れが全面的に正しいものではない、という立場から、『特設道徳教育』
を肯定し、その必要を説いた人」  
○「勝部真長が文部省べったりの特設道徳肯定・推進論を説いているの
にたいし、同じく肯定論でありながら、平野武夫の場合は、勝部真
長とはその趣きを異にする。」  
○「平野はもっとも熱心に、しかも良心的に道徳教育論を論じてきた人
である。」  
○「平野氏の立場は、いわば倫理学主義とでもいえようか。」  
○「平野氏の立場はいわば中庸主義とでもいえようか。」  
○「国家・民族の運命を切り開き、世界平和の建設に献身する人間の形
成こそが、『新しい道徳教育のゆるぎない大道』だとする平野の道徳
教育観には全く同感である。」  
○「平野の価値葛藤論には傾聴すべきものが多い。また、平野の『道徳
性の内面化』ということも、価値葛藤の場においてのみ可能だとす
る主張も、傾聴に値する。  
平野の道徳教育論、特設道徳論は、数ある諸論のなかでも、多面的、
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系統的（？）な教育論として、筆者にはいくつかの疑問もあるが、
注目すべきものであった。」  
○「氏が、道徳性啓培の方法には、児童の直接経験によるものと間接経
験によるものとがあり、それらの『相補的媒介』が必要であるとし
ていることは、うなづける。」  
 
以上の記述からは、船山は平野を「特設肯定派」でありつつも傾聴に
値する論を展開した人物として評価していることがわかる。  
船山が平野論に一定の理解を示すのには、船山のその他の論評も踏
まえると、少なくとも以下の 4 つの理由が考えられる。第一に、平野
の示す「道徳基準」理解への支持 8、第二に、学校現場における道徳教
育の実態分析の妥当性、第三に、関西道徳教育研究会を組織し、ほぼ
毎年同志と共に道徳教育全国大会を開催しているという実績への評価、
第四に、「価値葛藤論」や間接経験の必要性の主張に対する一定の評価
である。  
一方、平野に対する批判としては、先の工藤の論を引き、観念論に
傾斜する倫理学者たちによる内面主義の立場であり個人的・観念的な
道徳教育論であると批判を受けていることを取り上げている。船山が
直接的に問題点として指摘するのは「間接経験」の解釈である。  
 
 問題は、間接経験の意味にある。平野氏のそれは「追体験」を意味し、
具体的にいえば「友人の行動の見聞、新聞ラジオのニュース、特に映画
や小説の理解、鑑賞を通じて…そこから人生の道を学びとる」ことが意
味されているようである。そのような間接経験が道徳教育上無視できな
いものであることは認めるが、しかしわたしの考える間接経験とは、そ
れらを含んでそれら以上のものである。道徳性とか道徳的知見とかは、
ただ間接経験によって啓培されるものではなく、現実の人間関係からお
、、、、、、、、、、
こる問題を
、、、、、
、科学的な認識を媒介にしながら
、、、、、、、、、、、、、、
指導してこそ啓培される、
と考える。（傍点ママ） 9  
 
こうして道徳教育における科学的認識の必要性から主張の差異を強調
するが、「間接経験そのものをすべて拒否するものではない」と述べる
ほか、道徳基準に対する考え方においても「具体的な基準をこそ示し
てもらいたかった」というように、大筋の見解には首肯する側面も多
い 10。なお、船山の平野理解が適正であるかどうかは後続章での分析
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に譲る。  
以上の言説において注目すべき点は、特設道徳政策に徹底的に否定
的立場であり、理論的にも生活指導論の立場から「道徳の時間」に批
判的である船山が、平野の主張に一定の歩み寄りを見せているという
事実である。ここからは平野の視点が対立構造の中で理論的止揚点な
いし現実的妥協点のいずれかあるいは両方となり得る可能性が示唆さ
れる。先の引用にもあったように、船山自身平野を「中庸主義」と称
す。中庸的主張は論争対立時には焦点があたりにくいが、対立を超え
る議論の俎上においては、改めてこれをを問い直す意義を見出すこと
もできよう。  
 
第 3 節  貝塚研究に見る平野の意義―時代の参与者  
次に、貝塚研究の中に表れる平野についても見ていく。貝塚は、戦
後道徳教育史像の再構築を図る中で、膨大な資料集成作業を進めてい
る。まずはここに現れる平野について、やや外面的にはなるが触れて
おきたい。  
表 1-2 は、戦後から道徳特設を含む 1960 年頃までの資料集成収録書
誌を一覧にしたものである。ここから知れることは、第一に平野は戦
後最も早く道徳教育に関する単著を記しているということであり、こ
れが資料集積の対象となっていることは注目に値する。また該当時期
の中で単著が掲載されているのは 8 名でありその中の 1 人であること、
単著 2 冊が収録されており道徳政策関係者であった勝部に続く集録冊
数であることも一筆の価値があろう。貝塚の解題による評価を見ると、
平野は「関西道徳教育研究会を設立、これを主宰するなど、戦後の道
徳教育研究において精力的な活動をした研究者の一人である」とされ
る。そして、第 5 巻収録書は、天野の修身科復活発言にまつわる「論
議に言及した最初のまとまった文献」と紹介され、第 10 巻収録書は、
当時の論議は「実践場面での実態を視野に入れたものは少ない」中で
「具体的な道徳教育の内容と方法とに言及した本書の提示は貴重であ
る」としている 11。  
一方、貝塚の主要研究は戦後教育改革期政策史研究であるが、平野
はそれらの動向を評する一人として引用部に点々と登場する。特に、
占領後期（1949 年以降）の修身科復活問題や文部省の道徳教育振興策
に関連する部分で多く参照されている。貝塚の本論において表立って
平野が登場するのは、『道徳教育のための手引書要項』（文部省、 1951
年）の動向において、高等学校における倫理学特設の主張を展開した
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論者としてであるが、この点については補足的に存在を指摘するに止
まるものであり、具体的な論理展開はない 12。  
政策策定過程の仔細な分析に力を割く貝塚研究において平野が表立
って登場しないことは、裏を返せば、平野が戦後道徳教育改革期の政
策関係者として直接影響力を有する立場にはいなかったことを示して
表 1-2. 『戦後道徳教育文献資料集』における 1960 年頃までの集録資料  
巻  著者・編者  タイトル  発行年  
1 天野貞祐  道理の感覚  1937 
2 
文部省  国体の本義  1937 
文部省教学局  臣民の道  1941 
3 
（ 公 民 教 育 刷 新 委 員 会 答 申 か ら 『 中 等 学 校 ・ 青 年 学 校 公 民 教 師 用 書 』 ま で を 含 む
1945~1946 年の政策関連文書等 8 点）  
4 
（ 教育 刷新 委員会 総会 会議録 から 「社 会科問 題協 議会第 六次 声明 」まで を含 む 1946～
1955 年の政策関連文書等 10 点）  
5 平野武夫  新しい道徳教育への道  －新しい倫理の確立  1950 
6 周郷博  
新 し い 道 徳 教 育  ― 幼 年 期 か ら 少 年 少 女 期 ま
での指導―  
1951 
7 勝部真長  道徳教育  1951 
8 海後勝雄  道徳教育の前進  1951 
9 東京教育大学内児童研究会  新しいしつけ  1952 
10 平野武夫  道徳教育の指導計画  －新教育の倫理的點晴  1951 
11 
日本倫理学会  道徳教育－日本倫理学会年報  第一集  1952 
東 京 学 芸 大 学 内 教 育 課 程 研
究会  
新しい道徳教育  : 原理と方法  1951 
12 
和辻哲郎監修、古川哲史編集
代表  
道徳における人間形成―道徳教育（ 現 代 道 徳 講
座 第 六 巻 ）  
1955 
13 
文部省監修、安藤堯雄・上野
実義編  
道徳教育の課題と指針  1957 
14 
（道義再建運動本部）  教育勅語にかわる新道徳問題  ―審議記録  1956-57 
教育記者の会・道徳教育研究
会  
文部省発表  道徳実施要綱の解説  1958 
15 日本道徳教育学会  道徳教育実践上の諸問題  1958 
16 文部省  新しい道徳教育のために  1959 
17 
教育課程審議会  教育課程審議会会議録 (抄 )  1957-58 
日 本 教 育 学 会 教 育 政 策 特 別
委員会  
道徳教育に関する問題点 (草案 )  1957 
文部省  小学校 /中学校学習指導要領  道徳編   1958 
―  
小・中学校「道徳」実施要綱とその批判   (『カ
リキュラム』 1958 年  5 月号付録 ) 
1958 
―  特集・道徳教育  （『教育評論』  臨時号 )  1958 
日本教職員組合  
時間特設・独立教科による 「道徳」教育につ
いて  
1958 
教育課程審議会  学校における道徳教育の充実方策について  1963 
18 小川太郎  国民のための道徳教育  1958 
19 
勝部真長  特設「道徳」の考え方  ―特設時間の問題点 ―  1958 
勝部真長  道徳教育  ―その思想的基底 ―  1959 
20 日本社会科教育学会  社会科と道徳教育  1958 
21 古川哲史、堀秀彦  道徳教育とは何か  : 道徳教育講座 . 1 1958 
22 宮坂哲文  続生活指導と道徳教育  1961 
23 
新明正道（民主教育協会東北
支部代表者）編  
シンポジウム道徳教育  1959 
24 上田薫  道徳教育の理論  1960 
25 中沢次郎、大野雅敏 ほか  新しい生活指導と道徳指導  1961 
（筆者作成 ) 
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いるともいえる。とはいえ、貝塚書のある章においては、当時文部省
内部で社会科を推進し多大な影響力を有した上田薫に次ぐ数で平野文
献を引用文献として論を進めており 13、道徳教育政策動向を同時代的
に捉えながらその評価と証言を今に残す貴重な論者の一人であること
は確認できる。  
 
第 4 節  押谷研究の知見と平野の接点―関西道研  
戦後から「道徳の時間」成立までの過程史を検討した押谷研究にお
いては、道徳特設を戦後一貫した「連続的な流れ」の中で捉えた先行
研究として平野を挙げている。前節同様、戦後道徳教育史再検証作業
における平野の視点の有用性が示唆されるが、貝塚と異なり押谷研究
の論証においては平野が引用される場面は少ない。本論において直接
触れられることもほとんど見受けられず、道徳特設政策策定過程にお
いて平野の直接的関与がないことがわかる。一方で、押谷研究と平野
の接点は、関西道徳教育会を介して見ることができる。  
序章で示した通り、押谷の研究成果からは、従来の研究が傾斜して
いた「道徳の時間」への否定的見方とは異なる視点からの評価を再考
することができる。また、押谷の研究視角の一つである「社会的背景・
理論的背景の見直し」は、道徳特設に働いた政治的要請以外の論理を
提供するものとして重要な視点である。しかし、「社会的背景」の分析
で指摘された「学校現場における模索」の存在は、実証性・具体性に
欠けるものであった。  
この間隙を埋めるヒントとなるのが平野の主催した関西道徳教育研
究会である。押谷自身が関西道研の存在を根拠に「学校現場における
模索」を指摘していることもその理由の一つであるが、押谷が明らか
にする道徳特設を直接審議した教育課程審議会および分科会の審議過
程分析結果からも関西道研の接点を見出すことができる。  
押谷が審議過程分析において「すでに取り組まれているいくつかの
学校の例を具体的に取り上げての論議やそれぞれの委員が行った調査
や意見聴取などもおりまぜた議論がなされていた」と結論した部分に
ついて、具体的な発言内容はどのようなものであったかを確認してみ
る。押谷の書に掲載されている範囲内で該当箇所と思われるのは 2 箇
所である。これを抜粋する 14。  
 
 
 
46 
 
■第 4 回教育課程審議会初・中合同会（総会）  1957 年 10 月 12 日  
ⅰ）委員：「現場の意見は三つにわかれている。賛成派と反対派と、
文部省できめたら教育の技術やとしてこれをこなしていこうとい
うものがのこりの大部分をしめ、 60～ 70％である。」  
ⅱ）委員：「各地方によつていろいろないき方があるようだが、文部
省の考え方でよいのではないか、やれるのではないかと考える。最
近大阪市の小・中学校の先生にアンケートを出した。まだ最終的に
まとまつていないが、道徳教育強化の必要はほとんど全部認めてい
る（小学校 86％，中学校 96％）。大体の方向は特設時間が必要と
なつている」  
 
■第 6 回初等教育教育課程分科審議会  1957 年 11 月 2 日  
ⅲ）内海視学官：（社会科における道徳教育の現場での困難性を示し
た後、特別な方法で道徳教育に取り組んでいる学校の例として）
「『社会科の中で特別の方法を考えているもの』として、東京都西
桜小学校を、『時間を特設しているもの』として、山口県下松小学
校と大阪府の百舌鳥小学校を挙げている。下松小学校では過去 3 年
間研究した結論として、学年毎に生活読本を編集し、時間を特設し
て指導しているということである。百舌鳥小学校では、朝の時間、
月、火、木は 20 分、金は 30 分、各学級一斉に道徳に関する指導
が行われている。さらに『郷土の偉人を中心にするもの』として、
中江藤樹を取り上げている滋賀県の青柳小学校、二宮尊徳を取り上
げている小田原の桜井小学校を紹介している」                             
 
ここに先行実践小学校として名前の挙がった 5 つの小学校のうち、「時
間を特設している学校」として挙げられた下松小学校（山口）・百舌鳥
小学校（大阪）両校は、現在確認できている限りではあるが、百舌鳥
小学校が 1955（昭和 30）年、下松小学校が 1957（昭和 32）年より実
践報告を関西道徳教育研究会において行なっている 15。百舌鳥小学校
にいたっては、1957（昭和 32）年 6 月に、徳島市助任小学校とともに
『注視の的に立つ特設時間による道徳指導  実験例二つ』とする資料
を関西道研の刊行資料として纏めている。これら関西道研資料の分析
は、「道徳の時間」成立背景にある「学校現場における模索」過程の歴
史の間隙を埋める作業となるだろう 16。  
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第 5 節  実践史・授業論史研究における平野と価値葛藤論  
次に、道徳教育実践史研究に焦点をあてる。  
 
（1）「道徳の時間」展開史の中の価値葛藤論  
宮田によれば、道徳特設後の「道徳の時間」は次のような 3 つの傾
向があったとされている 17。1958（昭和 33）年初期段階の「生活指導
主義」、1961（昭和 36）年頃から台頭した「生活主義」（「問題主義」）、
1963（昭和 38）年頃から見受けられるようになった「価値主義」であ
る。これに続けて宮田は、1968（昭和 43）年段階で「生活主義」と「価
値主義」を止揚する「新価値主義」を提唱している。ただしこれらの
系譜は「発展段階」あるいは「原型」を示すものであり、1968 年段階
においてはこれらすべての発想に依拠する道徳授業のタイプが混在し
ているとしている 18。  
「生活指導主義」は、「道徳」特設政策に対するイデオロギー批判が
相次ぐ情勢において、当時現場に浸透していた生活指導の発想で「道
徳の時間」を代替させようとする発想が支配的であった状況を表して
いる。底流には「生活指導万能論」「道徳不要論」があったとされ 19、
「道徳の時間」の受容自体が課題であったことを物語っている。  
その後の変遷を宮田は、「生活主義」と「価値主義」の 2 つの発想の
間の揺れ動きとして捉えているが、「生活主義」とは、戦後直後の社会
科における問題解決学習や経験主義教育の実践で培われた「生活主義」
の発想を重視するものとされる。「生活主義」は「道徳的判断力」の育
成に関心を持ち、「葛藤資料」を教材として道徳内容＝価値は「道徳問
題を解決する一つの着眼」とするものであった 20。宮田はこの「生活
主義」の立場において台頭したのが「価値葛藤」であると位置づけて
いる。  
一方、「価値主義」は、「価値観の形成」「価値の追求」「価値の理解」
を中心課題とする発想とする 21。ここでは道徳問題の解決よりも「資
料優先の傾向」が見られることや「感動教材が脚光を浴び」、「道徳的
心情」が要求されるとしている。この背景には、「道徳教育はあくまで
も、その本質において、道徳的価値を追求すべきものであり、また、
正当な意味での道徳的価値観の形成を志向すべきもの」であるとの考
え方があり、生活主義は「問題解決に終始するのあまり、『より高き価
値』の実現を忘れていた」 22との課題意識を背景に台頭した発想とさ
れている 23。  
この「生活主義」と「価値主義」によって「道徳の時間」の変遷を
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捉える宮田は、1960 年代末頃には次の段階として「生活主義」と「価
値主義」の止揚が要請されると提唱し、あわせて、その萌芽として「価
値葛藤論が装いを新たに登場してきた」と記している。そして宮田は、
「生活主義」と「価値主義」の止揚に際し、「道徳的心情を内包したか
ぎりでの道徳的判断の育成を志向する」「新しい価値葛藤論の姿」に期
待を寄せている 24。  
こうした総括が従来「道徳の時間」史を理解する地図を与えてきた。
おそらく当時の情勢をよく知る宮田の総括は実態を大きく外れるもの
ではないだろう。しかし、宮田の総括は実証性と具体性に乏しいため
疑問も残る。ここで示される「価値主義」「生活主義」「価値葛藤」等
とは具体的には何を指すのか。加えて「価値葛藤」に着目すれば、生
活主義に整理される「価値葛藤」は「道徳的価値の理解」という課題
とどのような位置関係にあるのかといった点が疑問点として浮上する。
これらの疑問点を解消し、「道徳の時間」の「道徳授業」としての変遷
をより具体的に理解する一助なると考えられるのが、平野および価値
葛藤論である。  
平野は「価値葛藤による授業の先駆的な提唱者」 25とされており、
間瀬・宮田研究においても「道徳の時間」草創期に展開された授業論
提唱者の一人に位置づいている。宮田（ 1968）が道徳授業指導過程の
原型として取りあげている論者は、平野武夫、勝部真長、越智通敏、
大平勝馬のものである。間瀬（ 1982）でもほぼ同様に大平、平野、勝
部の指導過程典型例が掲載されている。また、1965（昭和 40）年に青
木孝頼・宇留田敬一・沢田慶輔・宮田丈夫編集により刊行された『道
徳教育事典』で指導過程の原型として紹介されたのも、大平、平野、
勝部の指導過程案であり 26、近年の研究である江島（ 2016）でも、「道
徳の時間」の授業論は、勝部、平野、大平、青木孝頼、井上治郎を取
り上げることで小括されている 27。  
この「道徳の時間」草創期以降から現代に至るまでの変遷を通史的
に十分に論じる研究はまだないが、共時的授業論の総括書として序章
にも示した『道徳教育の授業理論』（現代道徳教育研究会編、1981 年）
や『道徳教育入門』（行安・廣川編、 2008）において、「価値葛藤論」
は道徳授業論の一つとして取り上げられている（表 1-3、1-4）。このこ
とから、価値葛藤論が戦後道徳教育・授業実践に一定の影響力を有し
続けていることがわかる。  
表 1-4 に付随して加えるならば、ここに他の授業論の関係者として
登場するコールバーグについても価値葛藤論との接点を見ることがで
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きる。コールバーグの道徳性発達理論は昭和 60 年代前半に日本に紹介
されたものであるが、これを日本において「モラルジレンマ授業」と
して実践化・普及に努めた研究者の一人が荒木紀幸であった。荒木は
『現代教育科学』誌上において 1995 年に「モラルジレンマの教材開発」
という連載を執筆しているが、その連載第一回目の内容は「価値葛藤
と平野理論」である。この中では、平野自身が荒木らの「モラルジレ
ンマ」に共通性を見出していたことなどが記録されている 28。「道徳教
育における価値葛藤」について考察を進めた伊藤（ 1988）も、比較対
象としたのは平野理論とコールバーグ理論であった 29。ここにも平野
価値葛藤論とコールバーグおよび「モラルジレンマ授業」との思想的
接点を見出すことができる。「価値葛藤」が戦後日本の道徳教育・授業
論において重要なファクターであることが理解されよう。  
 加えて、「価値葛藤」の影響力は次のような側面からも窺い知ること
ができる。1970 年代以降の道徳教育・授業論に多大な影響を与えた宇
佐美寛は、2000 年以降自身の「問題意識集」を刊行し、13 巻のうち 2
巻を道徳教育関連書とした。そのうちの 1 冊は『「価値葛藤」は迷信で
ある―「道徳」授業改革論―』と題された書であった。本書の指摘を
表 1-3. 『道徳教育の授業理論』（ 1981）における道徳授業理論一覧  
 
 
表 1-4. 『道徳教育入門』（ 2008）における道徳授業理論一覧  
執筆者  道徳授業理論  提唱者・関係論者  
柳沼良太  「問題解決論と展開」  
デューイ、ラス、コールバーグ、リコー
ナ、フレンケル、シュプランガー、シェ
ーラー、ハルトマン等々  
廣川正昭  「価値葛藤論と展開」  
平野武夫、廣川正昭／シュプランガー、
シェーラー、ハルトマン、ライナー等  
岩佐信道  
「 道 徳 性 発 達 論 と 道 徳 授 業 の
展開」  
コールバーグ、ギリガン、岩佐信道  
金井肇  「構造化方式論と展開」  金井肇、中国東北師範大学研究グループ  
林泰成  
「 モ ラ ル ス キ ル ト レ ー ニ ン グ
論と展開」  
縣邦彦、林泰成  
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端的に述べれば、「価値」が対立・葛藤するのではなく「事実（認識）」
が対立・葛藤するのであるという主張である 30。このことが平野の価
値葛藤論と趣旨を異にするのか否かは後章での分析に譲るが、少なく
ともこうした動向から、「価値葛藤」という用語・概念がいかに日本の
道徳教育の中で一般に普及し影響力を持ってきたかを知ることができ
る。  
 
（2）実践史研究の課題と平野・価値葛藤論の可能性―特設前・後の
接続  
ところで、日本道徳教育実践（授業論）史の研究課題の一つは、そ
の対象時期が「道徳の時間」特設後が射程となっていることにあり、
これによって道徳特設以前の道徳教育実践史に間隙が生じていること
であった。この点について平野や関西道研および価値葛藤概念は手が
かりとなる可能性を残している。  
宮田や間瀬らの先行研究においては、上述の通り平野や価値葛藤論
は道徳特設後
．
の動きとして扱われている。しかし、平野の模索は戦後
直後から開始されておりこれを確認する資料も残されている。加えて
価値葛藤論についても、1958（昭和 33）年道徳特設時の議論や政策文
書にはすでに「価値葛藤」の語は使用されており（第 6 章参照）、その
概念自体は道徳特設「後」の産物ではないことがわかる。しかしその
源泉は従来の研究から紐解くことはできず、宮田や間瀬の研究成果か
らも深く知り得ることはできない。ここに、「道徳の時間」設置前・後
をより連続的に捉える視角としての、平野および価値葛藤論の意義を
見出すことができよう 31。  
このことは関西道研についても同様の事がいえる。関西道研は「道
徳の時間」が設置される以前の 1950（昭和 25）年から 30 年近く年次
大会が開かれており、全国大会は 38 回、地方大会は 29 回を数える。
その大会資料には多くの学校現場からの実践報告が収録されており、
これら資料群の分析は戦後日本の道徳教育実践史を読み解く貴重な資
料となる可能性があろう。本稿でも間瀬・宮田の道徳授業論変遷の整
理を参考とするが、これらが歴史的「証言」に近い側面があることは
序章でも触れた通りである。道徳授業実践史の実証性向上の足掛かり
という意味でも、平野や関西道研の動向は注目に値する。  
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第 6 節  まとめ  
 本章は、平野武夫および価値葛藤論の戦後日本道徳教育史研究にお
ける意義を明らかにすることを目的としてきた。具体的には、本研究
の戦後日本道徳教育史再検証という課題意識に基づいて、これを紐解
く〈視角〉としての妥当性を先行研究の残す知見を基に整理してきた。
本章で明らかとなった平野の位置づけを図示すると図 1-1 のようにな
ろう。  
 
従来は、当然様々な理論的立場からの主張はあれど、政治的立場の
「賛成・反対」の対立構図を前提としながら政策・制度的産物として
の「道徳の時間」を捉える向きがあった（両端大矢印）。これを乗り越
える視角として本研究が用意するのが平野という視角である。先行研
究の中に見られる平野は、政治的対立の中で中庸的立場に位置してい
る。実際、後に見るように、平野は 1950 年前後の修身科復活論議にお
いて「教科」の設置には反対の立場をとる。しかし船山研究に見るよ
うに道徳特設の議論においては、「道徳の時間」を肯定する立場にある。
この変容過程に何があったのかを紐解くことは、「道徳の時間」（「道徳
授業」）成立過程にある要請を紐解く材料となるはずである。  
 一方、「平野」という存在は、戦後道徳教育史研究者の一人としての
価値と、「関西道研」の主催者であり「価値葛藤」論の提唱者であるこ
とによって同時代の参加当事者としての痕跡を戦後日本道徳教育史に
 
 平野  
道徳授業  
反対  賛成  
関西道研  価値葛藤  
道徳の時間  
政
治
的
志
向 
政策・制度的産物  
実
践
的 
理
論
的 
図 1-1. 「参加者としての平野」の〈視角〉イメージ  
（筆者作成）  
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残す。あえて確認をすれば、制度的「道徳の時間」の政策策定過程へ
の直接関与はない（図内、中央「×」）。しかし、実践的動向である「関
西道研」の存在と授業理論としての「価値葛藤」論は、先行研究によ
っても「道徳の時間」の成立・展開過程に影響が指摘されている。特
に「価値葛藤」論は、「道徳の時間」の制度的成立地点（ 1958 年）で
はなく、一定の受容をみた理論的成立地点を「成立」と見るのであれ
ば、その「成立」には多大な貢献を果たしていることが予測される。  
以上から、〈視角〉としての平野の意義を要点化すると、以下の 3 点
となる。  
第一に、価値葛藤論は「道徳の時間」の授業理論として日本の道徳
教育実践の一軸を成しており、日本の道徳教育史を論じる上での研究
的価値が担保されているということ。第二に、「道徳の時間」に関する
従来の研究は政策過程の次元で論じられるものが多いが、政策的要請
だけではなく、学問的要請、時代的要請、社会的要請、実践的要請な
ど多次元でこれを捉えるようとする時に、道徳教育の理論的探究を政
策的動向との呼応や自ら率いた関西道徳教育研究会における実践運動
の動向との呼応・折衝の中で理論構築を行った平野の足跡が、「道徳の
時間」の歩みをより重層的に捉える足掛かりとなり得るということ。
第三に、平野の価値葛藤論の成立と変容過程を紐解くことで、「道徳の
時間」成立前・後の動向を連続性の中で捉えることが可能になるとい
うこと、である。この点を少し先取りすれば、平野の価値葛藤論は戦
後直後の経験主義カリキュラムにおける全面主義道徳教育理念と合致
する形で成立したが、特設主義との接近過程において主張を変容させ
ている。この変容過程において、平野価値葛藤論は「道徳の時間」以
前・以後を統一的に理解しようと試みており、この理論構造を明らか
にすることで、道徳教育全体と道徳授業の関係構造、ひいては「道徳
の時間」の役割を理解するための知見を得ることができると考えられ
る。  
ここまで見てきたように、平野や価値葛藤論あるいは関西道研は、
日本道徳教育史研究の各方面で「存在」に言及されている。しかし、
平野の道徳教育論全体を視野に入れた研究や、特に 1958 年以前の 1950
年代における平野および関西道研の動向を実証的に踏まえた研究はほ
とんどない 32。この原因としては、以下の 3 点が考えられる。1 点目は、
平野「価値葛藤論」は「道徳の時間」の授業方法論として取り上げら
れる事が多いため、道徳特設以前の動向に関心がもたれにくいこと。2
点目に、物理的な問題として、平野は 30 を優に超す著作を残している
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ものの、その多くが関西道研の大会討議資料として販売・配布された
もので入手が難しいこと。3 点目としては、先にも触れたように、「道
徳の時間」特設については長らく政治的イデオロギーの問題が大きか
ったために、その範疇から脱した研究が進んでこなかった点である。  
しかしながら、脱イデオロギー的立場からの再検証を志向する近年
の道徳教育史研究において、徐々に平野や関西道研は注目されつつも
ある。2012（平成 24）年に日本道徳教育学会を母体に編纂された『戦
後道徳教育を築いた人々と 21 世紀の課題』では、全 4 章構成のうち 1
章分を「関西道徳教育研究会と指導者たち」に割いており、関西道研
や平野の足跡について仔細に纏められている。管見の限り、関西道研
の概略が包括的に示されたのは同書が初めてであり、戦後道徳教育の
再検証の動向の中で新たに着手された領域として注目されよう。戦前
修身教育から現代までの道徳教育の歩みを改めて検討した行安（ 2015）
においても、「戦後道徳教育の先駆者」として平野が取り上げられてい
る 33。これらの動向からも戦後道徳教育の見直し作業における平野へ
の着目の有効性が示唆されよう。  
戦後日本道徳教育史において「価値葛藤論」は一つの流れを築いて
きた。このことは、価値葛藤論の歴史を紐解くことが、戦後道徳教育
―特に「道徳の時間」の歴史を紐解く上で重要な軸の一つとなること
を示唆している。ただし、本論でも見るように「価値葛藤」という用
語はその用語の普及とともに一種バズワード化し、多様な解釈の上で
拡散しているきらいがある。この状況を整理する意味でも、価値葛藤
論の提唱者とされる平野道徳教育論を紐解き、道徳教育・授業論とし
て一つの体系を持った「価値葛藤論」が、何を乗り越えどのような成
果と課題を現代日本道徳教育史に残してきたのかという考察を進める
ことが、価値葛藤の理解ひいては道徳教育史の理解を進める一助とな
ろう。そして、従来の研究で“点”として現れてきた「平野」の視角
を繋ぎ、歴史を紐解く一つの“線”つまり「軸」とするとどのような
道徳教育史が見えてくるのかを、以降の章で考察していきたい。  
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問題、自由と規律の問題こそは、現代人に課せられた世紀の課題である。」 
■「道徳教育の基準は科学的認識にもとづかなければならない」「中味のあ
る教育実践をひっさげて互に研究討論しながら、上からくるものをも検討
し批判するなかでこそ、道徳教育における教師の主体性が確立される」■
「国定の道徳教育を実施しようというのは、官僚的な独断主義といわなけ
ればならない。」■「（山田の主張を引いて―筆者注）道徳教育は生活指導
をたてまえとすべきだと考えているもののようである、それならば、なぜ、
生活指導のほかに『特設道徳』が必要なのか。」■「原理的には『特設』に
は不賛成であるが、教師の努力と工夫に信頼して、実際的には『特設』に
反対しない、というのである。しかし、『特設』によって、教師が説教的に
ならないという保証はどこにあるのか。大島氏の『特設』の意義こそは、
わたしには生活指導がねらうところのものだと考えられる。」■「（勝部の
主張を引いて―筆者注）氏の所説の特徴は『生活指導』を心理的・適応的
側面からだけとらえているようにみえるということだ。勝部氏はややもす
ると生活指導を固定的に考えてはいないだろうか。」「生活指導をひとつの
固定概念のなかに押しこんで、それでは不十分だから『特設道徳』が必要
だ、といっているように思われる。」「勝部氏の全体をつうじていえること
は、道徳を歴史的発展のなかで創造していくものであるという観点がきわ
めてうすいということだ。道徳はあたえられるべきものと観念されている
ようでもある。」■「道徳性とか道徳的知見とかは、ただ間接経験によって
啓培されるものではなく、現実の人間関係からおこる問題を、科学的な認
識を媒介にしながら指導してこそ啓培される、と考える。」（下線筆者）  
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第 2 章 戦後初期における全面主義道徳教育の理念  
 
 
第 1 節  はじめに  
本章の課題は、1945（昭和 20）年の終戦により大きく転換を迫られ
た戦後教育改革の中で、道徳教育についてはどのような課題と対峙し
戦後出発地点としての模索が図られたのかを明らかにすることである。
研究課題に即してより具体的にするならば、1958（昭和 33）年「道徳
の時間」設置まで道徳教育に関する教科や授業が“ない”とされる時
期において、なぜそれらが設けられなかったのか。付随して、戦前道
徳教育（修身教育）の何を課題と捉えたのか。そしてより積極的には、
全面主義道徳教育の理念とはどのようなものだったのかを検討する。  
政策動向を主として検討する本章は、貝塚研究の成果を基盤とする
部分も多い。ただし貝塚は、政策策定過程の分析結果として、戦後教
育改革においては（従来の研究が「逆コース」の基盤として定位させ
るような）道徳教育の初期理念なるものは成立していなかったと読み
解く。それは、本論で見るように、教育勅語評価の「あいまいさ」や、
修身科に代わるものとしての道徳教育の「明確な教科が教育課程から
なくなる」中で道徳内容（道徳的価値基準）の検討が追いやられ「あ
いまいさ」を残すものとなったことを意味するものである。貝塚のこ
の結論は、戦後初期の未解決課題の残存を次代の動向の布石と捉える
ことで、「連続的」戦後教育史の様相を明らかにするねらいがある 1。  
本稿はこの連続的戦後史観を継承する。その最も素朴な理由は、戦
前戦後の転換において道徳教育に課せられた課題―特に道徳内容（価
値基準）の具体については、碩学の頭を持ち寄ったとしてもすぐに問
題解決が収斂する類の課題ではなく、物理的時間を要する精神的・文
化的な課題を孕んでいたはずであり、戦後直ちに十全な統一的理念の
成立が果たされたと考える方が困難だからである。その意味で、「あい
まいさ」という課題が次代に積み残されたことは想像に難くない。し
かしその一方で、道徳観
．．．
や道徳教育観
．．．．．
に対する見直しと戦後的理念の
萌芽も生まれていたと考えるのが本稿の姿勢である。  
貝塚と本研究の差異は少なくとも次の 2 点から生じるものと考える。
一つは、政策・制度としての理念（道徳的価値内容）の結実に重きを
置くかどうか、言い換えれば、教育勅語とそれに付随する意味での修
身科問題の「明確」 2な清算に対する比重の違い、もう一つは、社会科
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への評価を含む道徳教育範囲の捉え方の違いである。それぞれ本論で
内実を論じた後に改めて小括として論じたい。  
本章の展開は次の通りである。まず、戦後日本の道徳教育にとって
最大の課題であった教育勅語や修身科に対する戦後処理の動向を押さ
える［第 2 節］。次に、戦後最初の 1947（昭和 22）年度学習指導要領
体制下の道徳教育について整理し［第 3 節］、全面主義道徳教育体制導
入時の課題と揺らぎ［第 4 節］、 1951（昭和 26）年度学習指導要領の
改訂点［第 5 節］を確認する。［第 6 節］で本章のまとめを行う。  
 
第 2 節  教育勅語処理と残された課題―国家的道徳的価値基準問題  
戦後教育改革期における道徳教育の課題は、教育勅語や修身科の処
遇と克服に集約されていたと言っても過言ではない。戦前教育の思想
的基盤であった教育勅語の処理問題、つまり、学校における道徳教育
の国家的かつ絶対的道徳的価値基準をどう評価するのかという問題は、
その後の道徳教育の方向性を決める重大な課題であった。政策上の教
育勅語の対応については、①新教育勅語渙発の模索、②神格性排除と
「相対化」、③廃止措置という 3 段階の変遷を辿る中で課題点の検討と
戦後の位置づけを探ることとなる。  
教育勅語への対応は、まずは新教育勅語作成を企図する動きから始
まった。新教育勅語渙発の模索は、前田多門・安倍能成・田中耕太郎
という三人の文相の教育勅語への肯定的な評価を基底として展開する
3。具体的には、国体（天皇制）と民主主義を両立するものと捉える「日
本的民主主義」の主張である。戦後初の文部省の方針を示した「新日
本建設ノ教育方針」（1945 年 9 月 15 日）4では、「従来ノ戦争遂行ノ要
請」に資した教育施策を一掃し「文化国家、道義国家建設」のための
文教施策を講じることを掲げているが、そのために「国体ノ護持」に
努めることと、軍国主義的思想を廃し「平和国家ノ建設ヲ目途トシテ
国民ノ教養ヲ深メ科学的思考力ヲ養ヒ平和愛好ノ念ヲ篤クシ智徳ノ一
般水準ヲ昂メテ世界ノ進運ニ貢献スル」ことを並立して掲げている。  
米国教育使節団への協力を任務として設置された日本側教育家委員
会が文部省に提出した「米国教育使節団に協力すべき日本側教育家委
員会の報告書」（ 1946 年 2 月） 5もこの立場を引き継いでいる。本報告
書においては、「従来の教育勅語は天地の公道を示されしものとして決
して誤りにはあらざるも、時勢の推移につれ国民今後の精神生活の指
針たるに適せざるものにつき更めて平和主義による新日本の建設の根
幹となるべき国民教育の新方針並びに国民の精神生活の新方向を明示
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したもう如き詔書をたまわり度きこと」と述べ、新たな詔書の作成に
際しては、徳目の列挙を避け、陛下の命令になるような言葉を避ける
ことに注意するよう促した。加えて、従来の教育勅語は「家の道徳よ
り出立し、社会、国家の徳にいたる順序明白」ではあるが、更に根本
となる「人間そのものの本質を構成する普遍的道徳」を見逃していた
ことに問題があるとする。すなわち、「国家と皇運とを最初の、そして
最後の教育目的として、個人と人類の価値を認めぬかのような趣があ
った」点で、修正が加えられなくてはならないとされている。  
このように、新教育勅語作成つまり国家的道徳的価値基準策定の方
向性が画策される一方で、①徳目の列挙、②命令的口調、③平和主義
思想の欠如、④個人・人類としての価値の欠如という点で教育勅語に
は批判が加えられていった 6。  
こ の 時 点 で は CIE （ 民 間 情 報 教 育 局  Civil Information and 
Educational Section）も新教育勅語渙発の方針を企図していたとされ
る 7。ただし CIE の意図は、日本の民主化政策の効果的な推進のために
天皇制を利用するという趣旨であった 8。一方で CIE は、GHQ が天皇
制存置の方針を示していた関係で、「教育勅語そのものの是非には言及
せず、儀式等における教育勅語の神格的な扱い方を問題視するという
方針」を示しており、軍国主義的イデオロギー形成に寄与した儀式的
崇拝という行動様式の排除に重点をおいている 9。  
 1946（昭和 21）年 3 月に来日した米国教育使節団は、日本側教育家
委員会と CIE の協力を得て、同年 3 月 31 日に『第一次米国教育使節
団報告書』（以下、「第一次報告書」）を連合国最高司令官に提出した。
「第一次報告書」においては、教育勅語の処理に関し、次のように述
べられている。  
 
勅語勅諭を儀式に用いることと、御真影に敬礼するならわしは、過去に
おいて生徒の思想感情を統制する力強い方法であって、好戦的国家主義
の目的に適っていた。かような慣例は停止されなくてはならぬ。かよう
な手段の使用に関係のある儀式は、人格の向上に不適当で、民主主義的
日本の学校教育に反するものと我々は考える。 10  
 
ここでは教育勅語廃止にも新教育勅語渙発にも触れられず、勅語の儀
式使用の在り方への批判にとどめられている 11。  
一方、日本側においても新教育勅語渙発の線は国体護持の思想とし
て批判を受ける中で衰退し、教育勅語の神格性を排除する動きへと移
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行する。戦後日本の教育方針を決める上で重要な役割を果たした教育
刷新委員会 12（以下、教刷委）第一特別委員会が教育勅語の処遇につ
いて審議を行い 13、そこでの審議を踏まえ方針として結実したのが
1946（昭和 21）年 10 月 8 日文部次官通牒「勅語及証書等の取扱につ
いて」（以下、「勅語等取扱通牒」） 14である。本通牒では、次のような
方針が示された。  
 
勅語及詔書等の取扱について  
（昭和二十一年十月八日発秘三号文部次官より直轄学校長、公私立大学高等
専門学校長、地方長官）  
 
標記の件に関して往々疑義をもつ向もあるから左記の通り御了知の上
御措置相成り度い。  
一、教育勅語を以て我が国教育の唯一の淵源となす従来の考へ方を去つ
て、これと共に教育の淵源を広く古今東西の倫理、哲学、宗教等にも求
むる態度を採るべきこと。  
一、式日等に於て従来教育勅語を奉読することを慣例としたが、今後は
之を読まないようにすること。  
一、勅語及詔書の謄本等は今後も引き続き学校に於て保管すべきもので
あるが、その保管及その奉読に当つては之を神格化するやうな取扱をし
ないこと。  
 
このように、教育勅語が「我が国教育の唯一の淵源となす」ことを否
定し、式日等における教育勅語奉読を廃止することで勅語等の神格化
された取扱いを禁止した。この措置は勅語の「廃止」ではなく、絶対
的道徳的価値基準の「相対化」 15を図るものであった。そのためこの
時点では「勅語等は引き続き学校に保管する」とされ、これに則れば
教育勅語は「教育資料の一つ」 16として学校に残される可能性を残し
ていた。ところが、教育勅語やこれに伴う儀式の影響力は想定以上の
ものであった。小野は、敗戦後も学校現場においては神格化された御
真影に強いこだわりを抱き続けていた実態あったことを指摘している
17。  
こうした実態を受け、1948（昭和 23）年 6 月 19 日の「教育勅語等
排除に関する決議」（衆議院）、「教育勅語等の失効確認に関する決議」
（参議院）により、教育勅語「廃止」の法的措置がとられることとな
る。「失効確認決議」には「教育勅語等が、あるいは従来の如き効力を
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今日なお保有するかの疑いを懐く者あるをおもんばかり、われらはと
くに、それらが既に効力を失つている事実を明確にする」 18と、その
趣旨が記されている。  
貝塚は、この廃止措置までの経緯によって教育勅語問題は完全な終
結を見ることなく戦後に課題を残したと指摘する。貝塚によれば、教
刷委、文部省、司令部（CIE）の三者による「合意点」 19は 1946（昭
和 21）年「勅語等取扱通牒」による「相対化」の段階であったとする。
しかし「民政局（GS）主導で進められた『国会決議』」によって、「教
育勅語の内容それ自体の評価の観点を欠落させ」たまま法的に否定す
るという処理を迎えることにより、教育勅語に対する評価が「再び『混
迷』の中に引き戻されることになった」と位置づけている 20。  
では、ここに混迷と指摘される“教育勅語の内容に対する評価”の
実態とはどのようなものか。三者合意地点が「相対化」処理に止まっ
た背景には、教刷委審議の中で勅語の廃止や否定に消極的な意見があ
り、その中には勅語の内容（教育勅語の示す道徳的価値）への積極的
否定を避ける声があったことが指摘できる。教刷委における教育勅語
関連の議論は「リベラリスト内部での進歩派（務台理作―森戸辰男ラ
イン）と保守派（天野貞祐―芦田均ライン）の対立」という図式で整
理される 21が、各委員の発言から教育勅語への評価を追ってみると、
どちらに立場においても教育勅語の示す徳目（道徳的価値）について
は、一定の肯定的評価あるいは言及の回避を行っている。  
例えば、次のような発言である（引用部下線筆者） 22。  
 
①天野貞祐：「従来の教育勅語は実によく日本人の道徳規範を網羅して
あると思う。現在でも何も、是は不都合はないと思うけれども、唯時
代が時代だから、全体の調子と申しましょうか、そういうものが非常
に今に適しない。」「日本人の道徳規範として実に立派なものじゃない
か、あれを廃める必要は全然ないという考を持って居ります。」  
（教育刷新委員会第一特別委員会  第二回  昭和 21 年 9 月 25 日）  
②芦田均：「扱い方に於て、余りに神秘的な精神を含め過ぎたというこ
とはあると思いますが」「教育勅語の精神を誠実に行って行ったなら
ば、斯様な惨澹たる運命には陥って居ないと思う。その精神を踏み外
した為に、今日のようになったので、教育勅語が悪かった、憲法が間
違って居ったというようなことでは、絶対にないということを固く信
じて居ります。」  
（教育刷新委員会第一特別委員会  第二回  昭和 21 年 9 月 25 日）  
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③務台理作：「従来の教育勅語というものの取扱方は、非常に謂わば上
から命令するような形で取扱って来たということに大きな欠点があ
って、今日の如く非常に変って来て居るのに、其の儘のような取扱で
はいかない。併し教育勅語自体が間違って居たとか何とかということ
は考えられる筈もないし、又其の中にある徳目というようなものは、
永久是は日本国民に取って重要なものだということは、誰も分ること
だと思いますが、唯取扱方に従来無理があった。」  
（教育刷新委員会第一特別委員会  第二回  昭和 21 年 9 月 25 日）  
④森戸辰男：「個々の徳目に於て教育勅語を貫いて居る精神が、明治国
家の建設時代は別として、今の民主国家の建設に於ては、根本精神が
全くそぐわんものである。」「私は徳目に付いては別問題として、矢張
り根本精神と思うのですが、それは一種のパターナリズムであって、
国家に於いても、それから人と人との生活に於いても、そういう一種
の封建的な原理で繋れて、其処に教育勅語の特徴があった」  
（教育刷新委員会第一特別委員会  第二回  昭和 21 年 9 月 25 日）  
「私は矢張り信仰的な問題と理念的な問題とが絡み合って居ると思う
のです。民主主義と、個々の徳目は別として、大きな所では違ったも
のがある。」  
（教育刷新委員会第一特別委員会  第一回  昭和 21 年 9 月 23 日）  
⑤山崎文部次官：「今の時代とはぴったり合わないけれども、矢張り我々
の道徳規範としても、本当に立派なものと思われる。それで一応陛下
から賜ったものを之を否定するとか、詰り廃止するとかいうような積
極的の立場に立つことは穏当を欠いて居る。」  
（教育刷新委員会第一特別委員会  第一回  昭和 21 年 9 月 23 日）  
 
以上に見るように、教育勅語が示す徳目は現在も有効なものであると
評価する声や徳目への直接的評価を避ける声が多く存在している。な
お、教育勅語は、第 1 段落で「国家成立の原理について」、第 2 段落で
「臣民の日々実践すべき道徳内容について」、第 3 段落で「その普遍的
妥当性について」示されており 23、教育勅語の示す道徳観・徳目とい
った場合は第 2 段で示されている「孝行・友愛・夫婦ノ和・朋友ノ信・
謙遜・博愛・修学・習業・智能・啓発・徳器・成就・公益世務・遵法・
義勇」の徳目を指しているものと考えられる。  
教育勅語は、「わが国の教育の淵源を、歴代天皇の『徳治』とそれに
応える臣民の『忠孝』という、君臣の一体関係の成立、『国体ノ精華』
に求め」24た「『皇運扶翼』を頂点とする価値体系」を示すものであり、
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各々の徳目はその理念から敷衍して出たものであって、根本精神と徳
目を分離して論じることには矛盾もある 25。しかし、そうした議論が
成立していた事実からは、教育勅語の評価の困難さを窺い知ることが
できる。  
こうして、教育勅語について明確に否定されたのは、軍国主義・国
家主義思想と神格的取扱いおよび国家による唯一絶対の価値基準とい
う性格であり、個々の徳目については検討の余地を残したまま廃止措
置に至った。このことは教育勅語が有していた「道徳的価値基準」問
題には、①設定主体の問題（国家的
．．．
価値基準）と、②価値内容選択の
問題（道徳教育指導基準
．．．．
）が内包されていたはずであるが、①の廃絶
という急務的課題の前で、②の問題解決は次代に先送りされる結果と
なったということを意味している。  
道徳的価値基準問題に関する時代的課題は、教育基本法制定過程に
も表れている。 1947（昭和 22）年 3 月 31 日、戦後日本の教育方針を
定めた教育基本法が制定・公布された。同法は法律としては異例の「前
文」を掲げている。法律に価値的文言を盛り込むことは制定当時にも
論議が繰り返された点である。それでもなお前文が盛り込まれた背景
には、教育勅語に代わる教育指針の要請が反映されており、『教育基本
法の解説』は「本法が、全体として他の法律には異例ともいうべき道
徳的・倫理的な規定の色彩を濃厚にもっているのも、この教育宣言的
な意味からである」 26と説明している。  
戦後初期の道徳教育は、教育勅語の廃止によって教育目標・内容と
してきた価値体系が揺らぐ中、これに代わる新たな時代の目指すべき
人間像や道徳的価値を問わざるを得ない状況にあった。その際、国家
による絶対的価値基準という存在を否定する一方で、国全体において
新たな時代の方向性を示す価値基準を必要とするという矛盾が存在し
ていたといえる。CIE は「軍国主義も民主主義も、上意下達で実施し
てしまう日本の文部行政の在り方に対して警戒感を深め」 27たという
が、価値基準の絶対性を排除するという課題の中で、新たな≒民主主
義的な道徳的価値を教育するという二重の課題に潜む矛盾をどう乗り
越えていくのかが、戦後道徳教育が最初に直面した課題であった。  
  
第 3 節  修身科に代わる教科構想における新道徳教育の萌芽  
（1）占領軍による「修身科」停止の意味  
一方、戦前に道徳教育を担った教科である「修身科」はどのような
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評価がなされたのか。  
1945（昭和 20）年 12 月 31 日に占領軍による「修身、日本歴史及ビ
地理停止ニ関スル件」 28（以下、「三教科停止指令」）によって教科停
止措置を受けたことは周知の通りである。本指令は該当三教科を「日
本政府ガ軍国主義的及ビ極端ナ国家主義的観念」を「執拗ニ織込ンデ
生徒ニ課」すにあたって主要な教科であったと見なしており、GHQ の
許可なしに三教科を再開してはならないことを指示した。より具体的
には、三教科の再開が許可されるまでの代行計画を提出するよう命じ、
その際は「社会、経済、政治ノ根本的ナル真相ヲ被教育者ノ世界及ビ
生活ニ関連セシメツツ提示スルコトヲ目的」とすること、併せて「当
司令部提供資料ニモ立脚シ教室内討論ニ依リ教エラルベキ」であり、
「出来得ル限リ討論ハ時事問題ニ関連セシムルモノ」とされている。
また、教師用参考書の作成にあたっては、「独立思考ヲ助長スベキ討論
法ヲ規定」したり、「新聞ラジヲ其ノ他ノ参考資料ヲ列挙」することが
示されている。  
本指令においては、軍国主義思想・超国家主義思想の排除という目
的に基づき該当する内容を削除することは占領軍内で意見の一致をみ
ていた。しかし、道徳教育の「教科を停止する」という措置に対して
は意見の対立があったことが貝塚の分析によって明らかになっている
29。加えて、本指令はあくまで「修身教科書の『書き直し』を命じた」
ものであり、占領軍は少なくともこの時期までは修身科の教科として
の改訂再開を容認していたとされる 30。道徳教育を担う教科について
容認する同様の姿勢は、米国教育使節団「第一次報告書」においても
見ることができる。  
「第一次報告書」では、「修身、倫理」の項において、次のように修
身科停止措置を説明した 31。「近年の日本の諸学校において、教授され
る修身の課程は、従順なる公民たらしめることを、その目的とした。
忠義心を通して秩序を保とうとするこの努力は、周知の如く社会の重
要な人物に支持されて、非常に効果的であったのでやがてこの手段は
不正な目的と結びついた。このため修身の課程は授業を停止されてい
る。」と。ここに見られるように、報告書の示す修身教育の批判点は「不
正な目的と結びついた」点にある。不正な目的とは、国家主義的・軍
国主義的イデオロギーを指すことは言うまでもない。  
一方、道徳教育を学校教育から排除するものではないことを次のよ
うに説明している。  
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民主主義的制度も他の制度と同様、その真の精神に適合しかつこれを永
続せしむべき一つの倫理を必要とする。そしてその特有の徳目はこれを
教えることができ、従ってこれはほかにおけると同様学校においても教
えられるべきである。  
 
このように「第一次報告書」においては、民主主義的倫理や徳目は学
校においても教えられるべきであると明確に記されている。そしてそ
の教え方に関しては、「ただそれが平和について教えられ、民主主義の
方向に向けられさえすれば、その教え方は日本人に任せておいてよい」
とし、「日本人の現在持っているもの即ち礼儀を以って修身科をはじめ
るなら、それでよかろう」とも述べられている。  
ただし、「倫理が単独の一つの学科として教えられる」場合の留意点
も示された。それは、「（一）真の平等に相反しないような日本の習慣
はできるだけその教材として保存するよう極力努めること。（二）日常
互いに協調し合ってゆく公明正大なスポーツマンシップは、そうした
融和が遂げられるようになっている制度の機構と共に、比較研究され
て教えられること。（三）日本に存在する限りのあらゆる種類の仕事と、
技術の熟練が達成したあらゆる精神上の満足とは、カリキュラムの中
において推賞されるべきこと。」の 3 点である。  
この指示は、「第一次報告書」の示す民主主義的道徳観を反映するも
のである。「第一次報告書」は、道徳を「集合的完全」（「人と社会との
統合」）の問題と「個人的完全」（「人が自己に対する幸福なる関係を意
味するもの」）の二側面において捉え説明している。  
「集合的完全の問題」は公民的資質に関わるものである。民主主義
的公民となるためには憲法や議会の知識等を教えなくてはならないが、
そうした知識のみならず「実際の政治に進んで参加する心」も必要と
し、これは「社会的経験と政治的実際から生長する」ものであること
を説いている。そうした経験を促す例として「彼等が順番に司会する
集会を開かせること」や学校に「小型議会」を作ることなどを挙げた。
これらは、民主主義的道徳の教育が教科としての枠組みを越え、「課外
活動そのものの中で習得させる仕方の教育」 32を採用すべきものであ
ることを示している。  
「個人的完全の問題」に関しては、「個人的な人格の完成」のために
は「人とその仕事との間に幸福な関係がある」ことを知る必要がある
ことを強調した。「人がその仕事の中に自己を表現しているところでは、
必ず円満完全への一つの道徳が引出され、健全な社会の倫理教科書に
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代わる一つの絵画が見出されるであろう」とする。つまり、職業選択
の自由やそのための技術修得の重要性―現代的にあえてざっくりと表
現すれば「自己実現」という価値の重要性の指摘であろう。学制改革
における単線型制度理念との重なりが窺える。これを個人道徳（人格
の完成）の基盤に据える価値理解を「第一次報告書」は示している。  
こうして「第一次報告書」は、道徳教育の教科設置も否定はせず、
幅広く道徳教育の方向性を示した。片上は、「第一次報告書」は「分科
的な内容教科としての歴史、地理、（修身）と総合的な社会科という二
つの性格の異なる教科を同時に提言するというような」「変則的な二極
構造の形」を有していると指摘する。そのためこの「第一次報告書」
は、修身を含めた社会系科目のあり方の「『選択を迫る』機能を果たす」
ものでもあった 33。  
 
（2）日本側「公民教育構想」における道徳教育構想  
一方日本側においても、「三教科停止」指令に先んじて、修身科に代
わる戦後道徳教育の教科構想を独自に 34模索する動きがあった。「公民
教育構想」と呼ばれる文部省を中心とした一連の動向である。ここで
は、1945（昭和 20）年 9 月 27 日の「公民教育ニ関スル調査」につい
ての討議を始めとし、同年 11 月 1 日の公民教育刷新委員会設置と同委
員会における「公民教育刷新委員会答申」（第 1 号：同年 12 月 22 日）
（第 2 号：同年 12 月 29 日）、1946（昭和 21）年 5 月 7 日文部省通達
「公民教育実施に関する件」、同年『国民学校公民教師用書』（ 10 月 5
日）・『中等学校・青年学校公民教師用書』（ 10 月 22 日）発行の一連の
動向を「公民教育構想」とする。この構想の中で、修身科に代わる教
科として構想されたのが新「公民科」 35であった。  
①修身科の制度処理上の課題―教育課程における「教科」の位置づ
け  
 公民教育構想が示す道徳観・道徳教育観を整理する前に、教育課程
上の教科としての「修身科」の行末を先に示しておく。結論から言え
ば、修身科に代わる教科として構想された新「公民科」は実際の教育
課程上に成立することはなく、諸々の経緯を経て、戦後新たに設置さ
れる「社会科」に包摂される形となった。この経緯について概観する。  
1945（昭和 20）年 12 月の「三教科停止指令」によって修身科が停
止され、「一時的教材」あるいは「暫定教科書」の作成が課されること
となったことは先に見た通りである。この際の事情について、当時文
部省でこの問題を担当した勝田は次のように回想する。  
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修身は暫定教科書の編纂計画において、重大な困難に当面した。それは
教授内容の単なる改変によっては道徳教育の再建に対して何らの見通
しを持つことができないということであった。あらたな教育目標の設定
は、単に教授内容、あるいは教材の改変というような手続きによって、
その達成を企図し得るには、余りに重大なことであった。それは教育目
標そのものに内在するその方法の必然的な改革を要求していたのであ
る、そこで修身は暫定教科書の編纂計画を中止し、むしろ道徳教育の本
来のあり方自体への批判と検討を必要としたのである。 36  
 
これに見るように、文部省では新たな道徳教育は単なる修身教科書の
書き直しという対応では不十分であると考え、道徳教育のあり方を根
本的に見直す方針にあった。それが公民教育構想であり、文部省は修
身の暫定教科書は作成せず公民教育の『公民教師用書』の作成を行う
方針を決める。  
しかしこの路線は修身教科書の書き直しを命じた「三教科停止指令」
とは「基本的に相容れるものではなかった」 37。そのため CIE と折衝
を重ねることで、1946（昭和 21）年 2 月頃に「はじめは指令違反だと
いっていた相手も納得して、『公民教育教師用書』（公民科という教科
は公式にはなかった）の作成を計画するということで諒解に達した」38
と勝田は述べている。ただしこの時点では『公民教師用書』の作成が
承認されたにすぎず、修身科・公民科ともに教科設置が決定されたわ
けではなかった。  
1946（昭和 21）年 5 月の文部省通達「公民教育実施に関する件」は、
『公民教師用書』作成が新学期に間に合わなかったことから「公刷委
答申」を要約し配布したものであり、これに基づいて各地で講習会が
開かれた 39。これによれば「本通牒は停止中の修身科の授業再開では
ない。司令部の了解の下に授業再開まで当分之によって道徳教育を行
ふものであって、修身科の授業再開については将来別に指示する。」と
記されている 40。この時点でも公民科の設置はあくまで暫定的なもの
であったが 41、この通達文からは公民科が修身科に代わり道徳教育を
担う教科として説明されていることがわかる。片上は、この「公民科」
を「1943 年の中等学校令によって廃止され修身の中に解消されていた
公民科を復活強化し、逆に修身を公民科の中に包摂し統合することを
提唱」 42するものであったとしている。  
しかし、 5 か月後の『中等学校・青年学校公民教師用書』のはしが
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きには「今後は道徳教育は公民科をも含む『社会科』といふやうな学
科の一部分となるやうに研究されるであらう。そのやうに見るならば、
将来は独立の教科目としての『修身』は恐らく再開されないで、新た
に『社会科』といふ学科が設けられ、新しい方向に道徳教育が改革さ
れるであらうと予想することができる。」と記された 43。勝田によれば、
これは文部省の公式文書で「社会科」ということばが出現した最初の
ものだという。勝田は、CIE 担当者に『公民教師用書』の原稿を持っ
て行った際、「これは Civics（公民）としては広すぎる内容をもってい
る。その構想はアメリカの『社会科』とほとんど同様の方向を辿って
いる、といって『社会科』に関する資料を教えてくれた」と回想して
いる 44。  
その後の 1947（昭和 22）年 4 月 22 日「社会科実施について」（文
部省） 45では、「綜合的に取扱われる一般社会科を実施する迄の間の社
会科に配当された時間は」、「『公民教育実施に関する件』を参照し、公
民教師用書（国民学校用および中等学校用）にもとずいて、第一学年
より第六学年まで（小学校）は生活指導を中心にし、第七学年より第
十学年までは郷土調査、時事問題の討議等をも取り入れて、授業を実
施して差し支えない。」と指示している。ここに『公民教師用書』と社
会科の繋がりを確認することができる。こうして、「公民科」設置を企
図した公民教育構想は「社会科」の設置へと結実することとなった。  
ただし、貝塚は、この公民科から社会科への転換は単なる移行では
なく、内容的に変質したものであるとともに、「道徳教育を担う明確な
教科」が教育課程からなくなることを意味するものであったとする 46。
貝塚は、日本側は『公民教師用書』の作成にあたり公民科の目標に「道
徳に関する知識を与える」ことを挙げていたが、社会科を推進する CIE
担当官オズボーンにより「修身科的な知的教授の要素」が否定され、
修身科的な道徳教育の要素が削除された形で社会科が発足した経緯に
ついて指摘している 47。公民科は「修身科に代わり得る教科構想とし
ての性格を明確に備えて」 48いたが、社会科設置の動向に影響を受け
ることで公民教育構想が変容することで道徳教育への徹底した批判・
検討を行う場を失い、「戦後の新たな道徳教育についての明確な目的、
理念を確立するという課題に決定的に挫折し、失敗した」 49あるいは
「あいまいさ」を残したというのが貝塚の分析である。  
確かに、この時点で制度（≒教科）として結実するほどの道徳教育
の統一的理念の創出には至っていない側面はあろう。また新たな社会
において何を道徳的価値とするかという政策方針としての倫理体系が
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確定していないことは想像に難くない。その意味では「あいまいさ」
は確かに残されたと言えるが、しかし道徳教育の問題としては「修身
科的な知的教授の要素」つまり道徳的価値を直接的に伝達する方法が
削除されたことは「転換」点ととることもできる。公民科や社会科は、
「道徳」という言葉で表現されないことから、「道徳教育」として捉え
るか否か論者により分岐する許す余地を残しているが、公民教育構想
において進められた道徳観や道徳教育観の根本的な見直しは、後の道
徳教育の動向を理解する上で重要な議論が含まれていると本稿では捉
える。そしてそこでの道徳・道徳教育観の転換は、地理・歴史・公民・
修身を包括する「社会についての総合的な学習を用意しうる広域教科」
50としての社会科に道徳教育の期待をかける発想に引き継がれるもの
である。そこで次に、公民教育構想が示した道徳・道徳教育観につい
て踏まえておく。  
②公民教育構想における道徳観  
公民教育刷新委員会が示した「公刷委答申（第 1 号）」では、公民教
育の目標を「総テノ人ガ家族生活・社会生活・国家生活・国際生活ニ
於テ行ツテヰル共同生活ノヨキ構成者タルニ必要ナル智識技能ノ啓発
トソレニ必須ナル性格ノ育成」にあるとした。平和的文化国家を建設
するためには、自主性に裏打ちされた国民（公民）の育成こそが必要
であり、「社会意識ヲ深メ、生活ト行動トヲ自覚的ニ社会化」し、「健
全ナル共同生活ヲ建設スル」資質を養うことが急務とされた。それは、
「従来官尊民卑ノ風、或ハ封建的傾向強ク、国民一般モ上カラノ命令
ニヨツテ動クコトニ慣レ、『公民』トシテノ自発的積極的活動ハ政治的、
経済的、社会的ニ永ク阻止サレテヰタ」との問題意識からきており、
公民教育を「国民教育の根幹」（「公刷委答申（第 2 号）」）と捉え、そ
の建て直しを図ったのである。その中で、これまでの道徳教育（修身
教育）は公民教育の問題として捉えられることとなった。  
「公民教育実施に関する件」では、道徳の理解を次のように記して
いる。  
 
道徳は元来個人の道義心の問題であるが、同時にそれは又社会に於ける
個人の在り方の問題である。従来の教育に於ては、前者を修身科が主と
して内心の問題として担当し、後者を公民科が社会の機構や作用の面か
ら取扱ってきた。新公民科は人間の社会に於ける「在り方」といふ行為
的な形態に於てこの両者を一本に統合しようとする。社会に生活の複雑
な機構の中に自らの存在意義を見出し、共同生活への実践を通して責任
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感の強い信頼するに足る徳性をもつ人物を育成し、常に共同生活のより
善き形態を創造するに貢献出来るやうな国民を期待するのが此の科の
精神である。（略）修練をもこの中に包含しようとするのは此の精神に
基づいてのことである。 51  
 
ここに示された道徳と教科の考え方について図示すると図 2-1 の通り
となる。  
 
 
 
すなわち、道徳を個人の「内面的問題」と「社会におけるあり方の
問題」という二側面から捉え、従来はこれを修身科と公民科という別々
の教科が担っていたと位置づける。そして新「公民科」では、この道
徳の二側面を「人間の社会における『在り方』という行為的形態で統
合」、つまり、実践的側面に焦点をあてることによって、道徳を単に個
人の内面の問題として捉えるのではなく、広く社会構造等の理解との
関連の中で捉えようしたのであった。  
ところで、公民教育構想において戦前の道徳的価値内容の体現体で
あった教育勅語はどのように評価されていたのだろうか。  
戦後道徳教育問題にリーダーシップを発揮し公民教育構想を推進し
た前田多門文相は、国体と民主主義は矛盾しないとする「日本的民主
主義」を唱えた一人であった。前田は、今後の教育方針として、「民衆
が責任を以てする正しい民主主義政治」のために「正しい政治教育の
基礎」が必要であると捉えていた 52。前田は、「シビックス（Civics）
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-1. 「公民教育構想」における道徳観と教科の関係  
（「公民教育実施に関する件」より筆者作成）  
個人の道義心の問題  
社会における  
個人の在り方の問題  
旧修身科（内心 の問題）  旧公民科（社会 の機構 や作用 の面）  
新公民科（人間の社会における「在 り方 」という行為的形態で統合）  
道徳  
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という英語に対しては適当な日本語がないのは、公民科とか公民道と
か言うべき教育が欠けていた」ことの表れであり、それ故「たやすく
全体主義、軍国主義に引きずり廻わされた」のであるとする 53。そし
て「今まで閑却せられたる公民科の復活強化を計り、殊に公民科の内
容に於て面目一新を期したい」と述べていた 54。押谷は前田の公民教
育構想を、教育勅語擁護の立場や国体護持の主張を共にしながら「公
民道とでもいうべき道徳的人間のあり方を求めるものであるが、同時
に日本的特質を踏まえながら正しい民主主義政治を可能にする政治教
育の意味合いを強くも」つものと指摘している 55。  
「公刷委答申」では、「わが国民教育が『教育に関する勅語』の主旨
に基く限り公民教育もまたその立場に立つて行はるべきであるのはい
ふまでもない」と、教育勅語が基本となる姿勢を示している。しかし、
公刷委の事務担当官であった勝田守一は「勅語にもとづくのは『いふ
までもない』という表現で、すましている」が、「その原則を論理的に
貫徹するならば『勅語』の棚上げを実質的に表現しているといってよ
いだろう」 56と述べており、「教育勅語の挙げ方は儀礼的であり、内容
的には無視されている」 57と解す見方もある。  
一方「公民教育実施に関する件」では、「公刷委答申」では挙げられ
ていなかった「伝統の尊重」が公民教育の方針の第一に掲げられ、「国
民生活及び国民文化の純正な伝統は将来の発展の基礎である」とし、
「例へば、教育に関する勅語についても、我が道徳の揺ぎない伝統を
ここに求め、その趣旨を体得しつつ新時代に即応する道義の建て直し
に努力すること」とされている。この時点では、従来より「修身科と
の関係を強く意識した」58側面も垣間見られる。こうした揺れ動きは、
この時点では教育勅語の処遇が定まっていなかったことの影響がある
と考えられる。「日本的民主主義」思想の影響関係やこれらが示す道徳
的価値体系の具体が定まらず曖昧さを残した点は、貝塚の指摘通りで
あるといえよう。  
③公民教育構想における道徳教育観  
道徳を「個人」と「社会」の二側面から捉える道徳観に基づき、公
民教育構想は社会認識や具体的実践による学びを重視する道徳教育観
を提唱していた。  
「公刷委答申（第 1 号）」では、従来の修身・公民教育に対し、「徳
目ノ教授ヲ通シテノ道義心ノ昂揚ト、社会的知識技能ノ修得並ビニソ
ノ実践トヲ抽象的ニ分離シテ取扱フガ如キ従来ノ傾向」を是正すべき
課題と捉えていた。そして、「道徳ハ元来社会ニ於ケル個人ノ道徳ナル
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ガ故ニ、『修身』ハ公民的知識ト結合シテハジメテ其ノ具体的内容ヲ得、
ソノ徳目モ現実社会ニ於テ実践サルベキモノトナル」として公民と修
身が一体となることを説く。この論理からは、道徳の学びが「実践」
に結びつくことを重視する姿勢と、その「実践」を生む方法として「公
民的知識」が不可欠であるという論理を読みとることができる。  
「公刷委答申（第 2 号）」は、学校における公民教育の根本方向に以
下の 7 点を挙げる。  
 
一、普遍的一般的原理に基づく理解の徹底  
  （例えば、わが国民道徳・わが国体・国法に就いても、一般的・
普遍的原理に基づいてこれを理解せしめ、また家計と国民経済、
国民経済と世界経済との具体的な繫りを把握させる、等）  
ニ、共同生活に於ける個人の能動性の自覚  
三、社会生活に対する客観的具体的認識とそれに基く行為の要請  
  （例えば、道徳教育に於て、徳目を社会組織から抽象遊離せし
めることなく、行為の仕方としての徳を具体的な秩序をもつ人
間連関の場に於て把へること。）  
四、合理的精神の涵養  
  （道徳現象の理解に就いても数量的な調査を行はしめ、具体的
現実的に道徳的判断力を啓培すること。）  
五、科学の振興と国民生活の科学化  
六、純正なる歴史的認識の重視  
  （例えば、封建的道徳の意義と価値とは其の時代に即して、歴
史的に理解さるべきであって、今日のわが国に当為として課せ
らるべきでない。）  
七、公民教育の方法に就ての若干の指標  
 （一）社会的現象（道徳・法律・政治・経済・文化）の相関関係
を、多角的綜合的に理解せしめること。  
 （ニ）道徳・法律・政治・経済に関する抽象的理論的な問題も、
具体的な卑近な事象を通して理解せしめ青少年の興味と関心と
を喚起するやう考慮すること。  
   即ち現在実社会の組織及び機能は複雑であつて青少年に直ち
に理解されないので、直感的な模型や模範を用ひて説明するこ
とである。この場合、従来の道徳教育に於ては模型や模範が説
明の手段であることを忘れて、現実の社会生活や模倣出来る行
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為の仕方としてそれに止まる弊があった。これを反省して模型
を現実と誤認させ模範を当為と混同させぬやうに注意せねばな
らぬ。  
※各項の本文は、道徳の語が登場する部分のみを筆者抜粋  
 
これによれば、「道徳」は法律・政治・経済・文化と並ぶ「社会的現象
．．．．．
」
の一つ
．．．
として捉えられている。そして、普遍性・合理性・客観性・科
学性を重視するとともに、道徳を「歴史的に理解さるべき」とする姿
勢からは道徳の相対主義的理解が垣間見られる。そして、これらの合
理的・科学的な社会認識を支えに、「徳目を社会組織から抽象遊離せし
めることなく」、「行為の仕方としての徳を具体的な秩序をもつ人間連
関の場」の中で捉えることで、実践につながる道徳教育を目指すこと
が示されたのであった。  
「公民教育実施に関する件」では、公民科を学校で実施するに当た
っての具体的な指示が加わった。その中では、①「国民学校初等科四
年までは公民科の授業時間を特設せず
．．．．．．．．．．．．．
、各科教授及学校生活全体の中
．．．．．．．．
で
．
公民的生活指導をはかること」、②「公民教育は全学科と連関させ学
校教育全体の基調となるやうに適当に日時を配当し運用すること」と
された（傍点筆者）。①については、1946（昭和 21）年 5 月 15 日に出
された『新教育指針  第一部冊』でも、「国民学校の低学年や中学年に
おいては、公民教育のために特別の教科書をつくったり、特別の授業
．．．．．．．．．．．．．．．．．．
時間を設けたりしない
．．．．．．．．．．
で、児童の社会生活そのものについて、いつど
こでも指導するという方法がよいであろう」としている（傍点筆者）。
反対に、国民学校高学年や中等学校以上の生徒に対しては「相当に体
系のある内容を知識として学習させることもできるのであるから、そ
こに特別の教科書や授業時間も設けられるのが当然である」としなが
ら、実際生活の指導や関連を持たせることはなお重視せねばならない
と付け加えている 59。これらの記述からは、具体的生活に即した指導
が重視されていたことが窺えるとともに、道徳（公民）教育の「授業」
に関する学年に応じた段階的思考が窺い知れる。  
次に、公民教育構想の集大成とも言える『公民教師用書』を参照す
る。公民教育の指導書である『公民教師用書』は、「国民学校用」と「中
等学校用・青年学校」の 2 種類にわけて編纂され、前者は青木誠四郎
と上田薫、後者には勝田守一と竹内良知が関係したとされる 60。『国民
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学校公民教師用書』は 1946（昭和 21）年 10 月 5 日、『中等学校・青
年学校公民教師用書』（以下、『中・青公民教師用書』と略）は同年 10
月 22 日に発行された。  
『中・青公民教師用書』では、過去の道徳教育が、抽象的・観念的・
画一的・形式的・注入主義的であったことを批判する。具体的には、
①秩序を固定的なものと認識したこと、②固定的な秩序に服従させる
ことに重点が置かれたこと、③変化する社会に適合し、自由で合理的
な判断によって「社会に新しい秩序を作りあげる能力」を育成してこ
なかったことを指摘し、これらによって道徳が「生活の力」とならな
かったことを欠点と捉えた。また、国家が至上のものとされることで
「個人の人間性」「人間の基本的権利」と「実際生活」を看過したこと
は「実際生活にそぐわない無理な要求」をすることとなり、これによ
って「かえって、表面だけをつくろうような偽善的傾向を生み、生活
自身は少しも改善されないことになりがちであった」とする 61。  
加えて、修身教育が主たる教授方法としてきた「説話」に対して、
①「感情に重点を置きすぎて知的要素が少なかった」こと、②「複雑
な現実の中から模型的な例話」を引き出して示す模範的行為や性格は、
「生徒にそのまま固定した行為の型を与えるような結果になり易い」
こと、③現実から切り離された理想的な例話は、感動を与えるよりも
むしろ反発を招き易いことなどを批判した 62。そこには、以下のような
道徳教育の考え方がある。  
 
道徳が内面的な問題であるのはいうまでもないが、道徳の諸問題は具
体的な現実の環境や社会事象に即し、道徳的判断力を通して解決される
ものであるから、道徳教育が単に心構えや観念として道徳を説くだけで
は無意味であるといわなくてはならない。 63 
判断力を強めるためには、種種の具体的な問題を捉えて、複雑な現実
の中で合理的に正しい判断をなし得る訓練を続けなくてはならない。現
実は簡単な善悪の観念だけではたやすく決定し得ない種種の要素が絡
み合っているのであるから、余りに整理された現実の模型だけを教えた
のでは効果が少ない。いはんや、余りに理想的に美化した教材はかえっ
て現実生活において必要な判断を弱いままにしてしまう結果を招くで
あろう。教育的な見地から、現実をある程度単純化し、理想化すること
はもとより望ましいことでもあるが、（略）進んで現実のありのままの
すがたに思い切って当面させることさえ必要であると考えられる。たと
えば不合理な種種の経済的行為、更にわが国の社会が現実に苦しんでい
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る種種の経済的な諸問題についても、これを十分に取り上げて、考察さ
せ、思考させることが望ましい。 64 
 
ここに見るように、『中・青公民教師用書』の示す道徳教育は、善悪の
観念（道徳的価値）を知ることや理想化した教材を用いることよりも、
具体的問題に当面させることに重点が置かれたものであった。そして
「諸現象の因果関係を正しくたぐらせて正しい判断に導く推理力」を
養うために、現実の社会的事象の「正しい知識、客観的認識を習得」
させることが必要とされた。つまり、問題解決学習と社会認識力形成
による道徳的判断力の育成が目指されたのである。  
さらに、これまで道徳を絶対化し神秘的なものと捉える傾向があっ
たことを課題として捉え 65、これを是正するために、教師に対して道
徳を一般的・普遍的原理の学問的研究に基づいて理解する事を求めて
いる。具体的には、『中・青公民教師用書』では 47 冊にわたる国内外
の参考書が紹介された。例えば、天野貞祐『道徳の感覚』・和辻哲郎『倫
理学』・ベルグソン『道徳と宗教の二つの起源』・デューイ『道徳の改
造』・ミル『自由論』・スミス『国富論』・マルクス『資本論』・レーニ
ン『国家と革命』などである。片上は、「内外の社会科学の基本的文献
が参考書として示されたことは、わが国の文部省著作史上、いなあら
ゆる種類の教師用書史上おそらくは始めてのまさに画期的なことであ
った」。ここに「社会科学に対する理解の深まりは、きわめてシンボリ
ックに示されていた」と指摘している 66。  
このことは、民主国家建設を目指す上での重要な道徳観および道徳
教育の方針の変化を読み取ることができる。すなわち、「何が真理であ
り、何が正義であるかという問いが許される社会・国家」 67として、
道徳的価値基準の選択と設定を教育実施主体である教師に求めたとい
うことである。  
一方、学習者に対して「理想化された模型」によって教授すること
は効果が薄いとして否定されているが、教師に対しては、その指導方
針として「あるべき理想的な状態
．．．．．．．．．．
をできるだけはつきりと描き出して
それに向かつて指導すること」 68が求められている。「学習指導につい
ての一般的注意１  道徳教育の意味を正しく理解すること」において
も、「良心・勤勉・勇気・忍耐等の内面的な道徳の諸問題がつねに現実
の社会的行為において、おのづからそれを支えるものとなるように、
抽象的にでなく具体的に指導する」こととされている 69。道徳教育が
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単に心構えや観念として道徳を説くだけでは無意味としながらも、そ
れらの必要性を棄却するわけではなく、そうした道徳的価値に対する
内面的理解や具体的行為の中での実質的問題については、道徳教育を
担う教師の力量に委ねる形で整理されていることがわかる。  
以上のように、「公民教育構想」においては、神話によって歴史を理
解し科学的・合理的認識力を育てるようには設計されていなかった学
校教育が見直され、正しい社会認識・現実認識の下で人はどうあるべ
きかという問題を捉えようとしていた。その中で絶対的・固定的に道
徳的価値を捉えることが否定され、道徳を現代社会の在り方と密接に
関連させて捉えることで、現実を改善し新時代の道徳を作り出す力、
すなわち道徳の創造性の側面に着目されたことが新たな局面であった。
そしてこれらを実現する学習方法として、現実に当面する具体的事象
との関連を重視し、現実問題との対峙という方法によって〈実践に結
びつく道徳の力〉を育成する考え方が示されていたのであった。  
 
第 4 節  戦後初期の道徳教育―全面主義道徳教育路線の内実―  
（1）教育基本法の道徳教育への関心  
1946（昭和 21）年 11 月 3 日、国民主権・平和主義・基本的人権の
尊重を基本三原則に掲げる日本国憲法が公布され、その翌年の 3 月 31
日、戦後日本の教育方針を定めた教育基本法（以下、「教基法」）が制
定・公布された。教基法制定の背景には、教育勅語に代わる教育宣言
を必要とする声があったことは先に触れた通りであるが、教育宣言と
しての前文を掲げた教基法では、教育目的を次のように規定している。 
 
第 1 条   教育は、人格の完成をめざし、平和的な国家及び社会の形成
者として、真理と正義を愛し、個人の価値をたつとび、勤労と
責任を重んじ、自主的精神に充ちた心身ともに健康な国民の育
成を期して行わなければならない。  
 
船山が、本条の示す人間像は「そのまま道徳教育の目標といってよい」
70と述べるように、教基法は、特に学校における道徳教育の方向性を
示す基盤となるものであった。  
さらに平原は、教育目的を「人格の完成をめざし」と定めたことに
関し、教育の自律性という観点から教育勅語との違いを指摘する。平
原によれば、「人格の完成をめざし」と教育目的を規定したことは、「教
育の独自性・固有性を明示し、教育目的以外に教育を利用・統制する
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ことを牽制し、教育の自立的発展を制度的に保障する重要な根拠」で
あるという。そして、「そこには、教育勅語が『一旦緩急アレハ義勇公
ニ奉シ以テ天壌無窮ノ皇運ヲ扶翼スヘシ』と定め、国民の天皇への滅
私奉公、自己犠牲を正当化し、教育の政治的・軍事的利用の手段に供
した歴史への批判がこめられている」と評している 71。教育勅語体制下
の学校教育は、「国家目的に従属する、国家目的の手段としての教育で
あったのに対し、戦後の教育は子ども一人ひとりの可能性を育てるこ
とを軸にして」おり、「国家は、教育に口を出し、統制するのではなく、
一人ひとりの人間の権利としての教育をどう保障するか、その条件整
備の責任を負う」 72ものとして、国家と教育の関係転換が図られたの
であった。  
こうして教育勅語体制からの転換の指標と捉えられる「人格の完成」
既定であるが、一方でこの表現には、戦後も変わらず道徳教育を重視
しようとする姿勢が込められている。教基法制定に関わった田中耕太
郎は教基法第１条の起草経緯を次のように分析する。  
 
全般的に見て人間の道徳的使命が強調されていないことは本条の欠陥
といわなければならない。私の想像では道徳という言葉によって、教育
勅語が連想され、また極端な国家主義的道徳の復帰と誤解されることを
懸念に由来したのではないかと思う。したがって起草者は道徳という言
葉を回避し、これを人格の観念中にふくましめる意図をもっていたと想
像される。しかし道徳が人格の完成と不足不離の関係にあること、道徳
的価値の涵養が教育の最も重要な眼目であることを第一条は宣明しな
ければならなかったのである。 73 
 
この証言からは、教基法起草に際し、教育勅語や国家主義的道徳のイ
メージに慎重な配慮が必要となった世情が窺える。教基法は、教育勅
語が国家的・絶対的な道徳的価値基準を規定するものであったことと
は性格を異にするものであったが、教育における道徳教育の役割を放
棄するものではなく、むしろこれを重視する意向が反映されたもので
あった。  
 
（2）昭和 22 年度学習指導要領における道徳教育的関心  
1947（昭和 22）年 3 月 20 日、『学習指導要領  一般編（試案）』が
文部省より出された。小学校の教科は、国語・社会・算数・理科・音
楽・図画工作・家庭・体育・自由研究の 9 科目であり、新設教科は社
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会科・家庭科・自由研究の三つであった。中学校の教科は、必修科目
が国語・習字・社会・国史・数学・理科・音楽・図画工作・体育・職
業（農業・商業・水産・工業・家庭）の 10 科目、選択科目が外国語・
習字・職業・自由研究である。すでに確認したように、修身科は停止
のまま姿を消し社会科の中に包摂されたため、修身や道徳という名前
を冠した教科は存在しなかった。各教科の学習指導要領においても、
「道徳教育」の明示的な記述は見られない。  
ただし、昭和 22 年度学習指導要領では「教育の一般目標」の中に、
道徳的資質に関わる記述を多く掲げている（資料 2-1）。中には、「正邪
善悪の区別をはっきりわきまえるようになり、（略）鋭い道徳的な感情
をもって生活するようになること」など、道徳という直接的な言葉も
確認できる。またこの教育目標は、「生活」を単位として構成されてい
ることに始まり、その内容も『中・青年公民教育用書』の示した公民
教育の目標と類似しており、公民教育構想の教育理念が教育全般の目
標として引き継がれたと考えられる 74。これらの教育目標は、全教育
活動の中で育成を目指されるものであった。道徳教育を担う特定の教
科を設けず、教育活動全体の中で道徳教育を担うことを方針としたこ
の時期の道徳教育は、一般に全面主義道徳教育と称されている。  
 
資料 2-1. 『昭和 22 年度学習指導要領一般編』における「教育の一般目標」 7 5  
 
一  個人生活については  
１．人の生活の根本というべき正邪善悪の区別をはっきりわきまえるようにな
り、これによって自分の生活を律して行くことができ、同時に鋭い道徳的な感
情をもって生活するようになること。  
２．自然と社会とについての見方考え方を科学的合理的にし、いつもこれらにつ
いて研究的に学んで行こうとする態度を持ち、またこれによって科学的知識を
豊かにして行くようになること。  
３．国語を正しくよく話し、かつきくことができるとともに、また正しくよく読
み、綴り、書く能力を持つようになること。  
４．宗教的な感情の芽生えを伸ばして行くこと。  
５．文学、芸術、あるいは自然の美を感ずることができるとともに、これらにつ
いての表現力を持ち、高雅な趣味を持つようになること。  
６．勤労することを喜びかつこれを尊び、みずから進んでこれにうちこむ態度を
持つようになること。  
７．健康を保ちかつ進めるための進歩した生活の習慣と態度とを養い、そのため
に必要な考え方と知識とを持ち、また公衆衛生についての理解と態度とを持つ
ようになること。  
 
二  家庭生活については  
１．家族を敬愛し、家庭生活の倫理的秩序を重んじ、これを維持し、かつ進歩さ
せる態度を持つこと。  
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２．家庭生活について、清らかな理想を持ち、これを実現するにつとめる一方、
その生活を民主的にし、かつ楽しく明るくして行く態度を持つようになるこ
と。  
３．  家庭生活の営みを科学的合理的に考え、これを能率的にする知識と技能と
を身につけ、これによってその生活を向上させることができるようになるこ
と。  
 
三  社会生活については  
１．広く人類を愛し、他人の自由を尊び、人格を重んずるとともに、他人をゆる
しその意見を尊重する態度を持つようになること。  
２．人間はみな社会の一員として社会生活を営んでいることを理解し、社会のな
りたちと理想とをわきまえるようになること。  
３．社会生活を発展させる根底となる責任感を強くし、何事についても、まず生
活をともにする人々のことを考え、力を合わせてともに働き、またともに楽し
む態度を持つようになること。  
４．礼儀は社会生活の基礎であることを自覚し、これを重んじみずから実行する
ようになること。  
５．社会正義とはどんなことであるかを理解し、これについて敏感になるととも
に、そのために努力するようになること。  
６．政治とはどんなことであるか、いかにあるべきかを理解し、ことにその根本
を示す新憲法の精神を理解するようになること。  
７．社会進歩の基になる伝統がどんなものであるかを知り、これを尊び、その保
持につとめる一方、進んで国家社会の進展につくすようになること。  
８．法律を尊びこれをどこまでも守って行くようになること。  
９．広く世界の歴史、地理、科学、芸術、道徳、宗教などの文化についてその特
性を理解し、世界とともに平和をきずき、国際的に協調して行く精神を身につ
けること。  
 
四  経済生活および職業生活については  
１．経済生活を営んで行くために必要な知識を身につけると同時に、経済生活を
良心的に営む態度を持つようになること。  
２．新しい日本の産業の発展につくすことができるような科学の応用力と、これ
を発展させないではおかない熱意とを持つようになること。  
３．社会に生活するものにとって、意義ある職業を営むことが欠くことのできな
いことを理解し、その貴さを自覚し、これにうちこむ態度を持つようになるこ
と。  
４．職業にはどんなものがあるか、それらの職業についてどんなことが要求され
ているか、それを営むにはどのようなことがたいせつか、などについて理解す
るようになること。  
５．職業生活を営む上に必要な知識、技能を身につけ、これについての研究的な
態度を持ち、これによってその能率を高めて行くことができるようになるこ
と。  
６．消費生活の規準を知り、生計を工夫し、物をたいせつにし、これによって生
活が苦しくてもこれにうち勝って行くことができるようになること。  
 
（3）社会科に内包された道徳教育  
道徳の名を明示的に持つ教科が存在しない中で、戦前修身科との関
係性に言及したのは、戦後の新設教科である「社会科」であった。社
会科の目標ほど教育一般の目標と類似点の多い教科は他にはない。社
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会科は戦後教育の中で重要な地位を占めた教科であった。  
『学習指導要領一般編（昭和 22 年度）』は、社会科について以下の
ように説明している。  
 
この社会科は、従来の修身・公民・地理・歴史を、ただ一括して社会科
という名をつけたというのではない。社会科は、今日のわが国民の生活
から見て、社会生活についての良識と性格とを養うことが極めて必要で
あるので、そういうことを目的として、新たに設けられたのである。た
だ、この目的を達成するには、これまでの修身・公民・地理・歴史など
の教科の内容を融合して、一体として学ばれなくてはならないので、そ
れらの教科に代わって、社会科が設けられたわけである 76  
 
このように社会科は、修身科の領域を含みこむ教科であることが明示
されている。ただし、従来の修身科を「ただ一括して」併せたもので
はないとする。では、社会科はどのような意味で修身教育（道徳教育）
を融合したのだろうか。  
社会科は、人が社会生活を営む上での「相互依存の関係」を理解す
ることを重視した教科であった。『昭和 22 年度学習指導要領社会科編
（Ⅰ）』では、相互依存関係を理解する観点として「一、人と他の人と
の関係  二、人間と自然環境との関係  三、個人と社会制度や施設との
関係」の三つの観点を示している。加えて、「相互依存の関係を理解す
るには、人間性の理解がこれにともなわなければならない」として、
人間性理解も社会科の教育・学習目標に位置づけている 77。ここには、
公民教育構想で示された「個人」と「社会」の両面から道徳を捉える
考え方との共通性を見ることができる。  
また、同じく公民教育構想で示された実践力としての道徳性育成重
視の考え方も社会科の姿勢として確認できる。『昭和 22 年度学習指導
要領  社会科編（Ⅰ）』では、修身・公民・地理・歴史等は、自主的自
発的な考え方を育ててこなかったことや、「倫理学・法律学・経済学・
地理学・歴史学等の知識を教え込むことにきゅうきゅうとし、それが
実際生活に働く力を持たなかった」ことを批判し、社会科の目的は、「青
少年に社会生活を理解させ、その進展に力を致す態度や能力を養成す
ること」「民主主義社会の建設にふさわしい社会人を育て上げようとす
る」ことであると述べ、実際生活に働く力の育成を重視している 78。  
これらの力を育成するために社会科が採用したのが、問題解決学習
という方法原理である。『昭和 22 年度学習指導要領  社会科編（Ⅱ）』
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79では、社会科を貫く原則は、「（一）学校内外の生徒の日常生活はつ
ねに問題を解決して行く活動にほかならない。（ニ）学校は生徒にとっ
て重要な問題を解決するために必要な経験を与えて、生徒の発達を助
けてやらなくてはならない。」と説明されている。社会科は「子どもの
生活のうえでの具体的な問題を取り上げ、その解決をめざして学習を
展開させることではじめて成立する新しい広域総合教科」であった 80。 
この社会科の成立過程にはアメリカにおける社会科カリキュラムの
開発成果が翻案されている経緯があるが、木村は、昭和 22 年度社会科
の単元分析を通して「修身教育内容の残存」による「日本的特質」の
存在を指摘している。木村が「日本的特質」と呼ぶのは、低学年用の
学習指導要領である『昭和 22 年度社会科編（Ⅰ）』における「恩」と
いう日本的思想で相互依存関係を捉える「儒教道徳的な倫理観」とこ
れに基づく「儒教道徳的な生活指導」の内容である。天皇と国家への
忠孝の部分については削除されたが、「親や祖先に対する感謝の気持ち」
などの内容は、日本社会科独自の内容として盛り込まれた 81。  
こうした「基本的人権の尊重を中心とする民主社会を建設していく
態度を育成する教科」としての性格と「見方によっては一見相矛盾す
る」「非民主的な日本型協同社会に適応することのできる儒教道徳的な
生活態度を育成する教科」としての性格の共存を可能にした論理を木
村は次のように分析する。すなわち、この二つの教育理念の共存を合
理化したのは、「戦前の修身教育のように所定の徳目を教え込む教育方
法は、民主主義教育として否定されなければならないが、子どもたち
が自主的に生活について考え、しつけや生活指導につながる倫理性を
自ずから習得していくのであれば、それは民主的な教育であるという
考え方」であり、「超国家主義的な徳目、儒教道徳的な徳目そのものに
原因があったのではなく、徳目の注入という教育方法に問題があった
のであり、内容はそのままでも学習方法を工夫すれば、民主的な教育
は可能」とする論理である 82。昭和 22 年度社会科学習指導要領は内容
としても「民主主義教育成立の観点から高く評価することもできる」83
とされるものでもあるが、道徳教育の転換としては教育方法の見直し
が先んじた。その方法が、「問題解決法」であり、今次の教育課程を特
徴づける「経験主義教育」の理念である。  
社会科に限らず昭和 22 年度学習指導要領は教育課程全体として経
験主義教育カリキュラムの原理に基づくことが特質とされる。具体的
には、教育の一般目標が「生活」を構成単位として学習領域を捉えて
いたように、「『社会の要求』と『児童青年の生活』とが重要な前提」
82 
として教育課程が設計されるものであった 84。経験主義の教育課程は、
「児童・生徒が地域社会で経験してきたことを、組織的に整えた環境
（学校）によって豊かなものに拡大成長せしめ、その結果、地域社会
の問題解決能力を有する市民」を育成することを目的としている 85。
この理念を最も反映していたのが新教育の核であった社会科であった。 
このように、その教科成立の経緯から「多くの道徳的要素とその役
割を期待して受容することを必然のものとした」 86社会科は、日本的
倫理観を一部に残存させながら、社会生活における相互依存関係の中
で道徳生活を捉えるという視点、このことによって道徳を固定的なも
のと捉えない道徳観、新たな民主主義社会建設を担う実践的態度育成
を目指す道徳教育観、問題解決法という経験主義的学習原理によって、
新たな道徳教育の方向性が目指されたのであった。  
 
第 5 節  全面主義道徳教育実践の困難性と自覚化の模索  
（1）学校教育への（知識伝達型）道徳教育の期待  
前節までに見てきた通り、戦後新教育において道徳教育は、その名
を明示的に冠する教科は設置されず、教育全般の理念の中に道徳的関
心が示されるとともに、社会科という新たな教科において道徳的資質
の醸成が図られることが企図される体制となった。しかし、こうした
道徳教育の在り方に対して疑問や批判も存在していた。  
学習指導要領制定前の 1946（昭和 21）年 11 月 29 日、下級学校体
系に関する事項を審議した教育刷新委員会第二特別委員会第 16 回審
議において、倉橋委員から「必ずしも修身の道徳律を教えるとか、行
動を修身的に規定するという意味じゃないけれども」、「自己の魂の教
養」「個人の道徳的反省、自己を省みるというようなことは中等学校の
上の方では必要なことのように思いますが、それは何処に入りますか」
という質問が出されている。これに対して文部省係官は「従来修身と
言うのでは寧ろそっちに集中し過ぎて、客観的な社会的な面が疎かに
なったから、今の中心的のものを含んだものとして広めて社会科とい
うものでやって行く」と説明した 87。  
しかし、この 1 年後の同委員会第 20 回審議（1947（昭和 22）年 11
月 14 日）においても、再び学校教育における道徳教育の不徹底を指摘
する声があがる。佐野委員は「教育内容の細かなことにこの委員会が
当る必要があるとは思いませんが」「殊に重要なことについて私に頗ぶ
る疑問がある」として、「修身、道義、情操」の教育が学校において教
えられていないことを問題とし、山極委員は「従来のような組織だっ
83 
た教育徳目にしたがって指導する一つの体系だったというようなこと
は、今の所ちょっとできておりません。故にこれからどうそれが体系
立てられるか非常に疑問だと思います。」と述べた。牛山委員は現場の
教員が新しい躾をどうするか困惑している状況と、教員は学科目の教
員であると同時に学校全体の指導者であることを自覚する必要性を指
摘した。また倉橋委員も再び、教育内容が「社会的、合理的、行動的」
になっているが「情操的」なものが十分に採り上げられていないと批
判している。そして、こうした情操教育は、家庭や宗教生活で行われ
るべきであるとの説明もつくが「我が国では家庭、宗教の社会的位置、
そういう道義的批判、これが弱い」ために、現在「自然一方に偏して
来る傾きがある」と、その不十分さを指摘している 88。  
一方、道徳教育に関する教授の必要性を指摘する声は CIE 内にも見
られるものであった。1947 年（昭和 22）年 5 月 15 日、CIE の教育課
のシェイは、戦後日本における道徳的危機に対しては「宗教教育を通
した新たな道徳的基盤の発見」が課題だとしながらも、日本の文化は
「宗教的背景と基礎を持っていないので、結果的には、道徳性の原理
のための特別の授業が提供されるべき」と指摘している。ただし、「学
校教育がこの道徳の役割を果たさなければならないのは、基本的には
特に教授による知識伝達によってであ」り、「道徳的な特性を開発する
ことではなく、知的な善の育成」が役割であるのだが、「誤った哲学に
よって疲弊され、打ちのめされた理性は、いかなる倫理的基準の重要
さをも認識することができ」ない「恐ろしい道徳的退廃」の中では、「理
性と、判断力、そして特別の方策が提供されるべき」だとしていた 89。
この発言に興味深いのは、道徳教育領域における学校教育の役割は知
識伝達にあるという指摘である。  
これらの声に見られるように、道義的退廃という社会的混乱の状況
と宗教的基盤の欠如という日本社会の文化を背景に、学校における道
徳教育の特別の教授あるいは知識伝達型道徳教育を必要とする声は依
然強く残されていた。この種の見解は、後の道徳特設時まで潜在し続
けることとなる。  
 
（2）第二次米国教育使節団報告書による全面主義道徳教育の提唱  
学校における道徳教育の特別の教授を求める声は、その成立経緯に
よって道徳教育の役割を期待された社会科に向けられる傾向にあった。
しかし、その傾向に修正を迫ったのが、『第二次米国教育使節団報告書』
（以下、『第二次報告書』）である 90。これは、「社会科との関わりの中
84 
で模索されてきた道徳教育のあり方を再検討しようとする気運が高ま
りを見せていた時期」にあって、「改めて戦後の道徳教育のあり方を検
討する契機を日本側に提供する役割を果た」すものであった 91。   
1950（昭和 25 年）年 8 月 27 日に第二次米国教育使節団が来日し、
同年 9 月 22 日に報告書が提出された。『第二次報告書』において道徳
教育に関し明記されているのは「道徳および精神教育」92の節である。
この節の冒頭で、「われわれは日本に来てから、新しい日本における新
教育は、国民に対して、その円満な発達に肝要な道徳的および精神的
支柱を与えることができなかったということをたびたび聞かされた」
と述べられている。日本側が「道徳的および精神的支柱」を欲してい
た現状の一端を垣間見ることができる。  
これに対して『第二次報告書』は、「道徳教育はただ社会科だけから
くるものだと考えるのはまったく無意味である。道徳教育は全教育課
程を通じて、力説されなければならない。」とし、一教科に集中した道
徳教育を否定、全面主義による道徳教育を支持した。『第二次報告書』
は、「道徳的および精神的支柱」を望む声は「平和と満足は、親や教師
たちがその子弟を助けて達成させなければならない自己鍛錬から生れ
ることを忘れている」とする。国家的基準によるのではなく、教育主
体である親や教師によって道徳観を創造することを推奨する意図と解
釈できよう。  
また、次のようにも述べる。  
 
道徳的または精神的価値は、われらの周囲のいたるところにある。われ
われは、それを家庭生活の中に、学校生活の中に、特に宗教儀式を行う
場合に見いだすのである。よい教師、よい父母、よい宗教指導者たちは、
これらの価値を認識し、そして青少年が日常経験の中に、それらの価値
を生かすことを助けようとする。教師は、機会あるごとに、一日の授業
中、学問の研究も技能の習得も、ただ単に知力を発達させるだけでなく、
また同時に徳性を完成するものであることを指示することができる。  
 
このように、道徳的価値は生活の中にあるものであり、教育活動全般
において「価値を生かすことを助ける」教師の役割を重要視している。  
加えて、「民主的訓練は、一つの理想的な社会秩序である。他のいず
れの訓練組織も、人格発展の教育という点になると、これに比すべき
ものはない。民主的訓練は、自由のふんい気を向上させ、そしてその
ふんい気の中においてこそ、徳が最もよく栄えるのである。」と、民主
85 
的訓練を重視した。つまり、学校における自治活動等の実際的な学習
を通して、民主道徳を育成することを求めたのである。  
なお補足として、『第二次報告書』が道徳教育における宗教の役割を
前提としている点に触れておきたい。上記引用にあるように、道徳的・
精神的価値は特に宗教的儀式に見出されるとしている。これに対し船
山は「日本になじむものではない」と批判する 93。これは先に見た、
日本における宗教的基盤の欠如という課題と繋がるものである。『第二
次報告書』の想定する社会状況と現実の日本社会の実態に微妙な乖離
があったことも踏まえておく必要があろう。  
 
（3）修身科復活問題  
こうした中、 1950（昭和 25）年 5 月に文相に就任した天野貞祐は、
『第二次報告書』から約 1 ヵ月後の 11 月 7 日、全国都道府県教育長協
議会において、次のような発言をした。  
 
わたしはもとの修身といったような教科は不必要だと考えていたが、最
近各学校の実情をみると、これが必要ではないかと考えるようになった。
地方の教育者に会っていろいろ意見をきいて見ると、教育関係の法令は
いろいろ整ってきたが、その内容がないため、教育上支障をきたすとい
う声が多い。そこで教育の基礎として、口先でとなえるものでなく、み
んなが心から守れる修身を、教育要綱といったかたちでつくりたい。こ
れを教育勅語の代りにして、民主主義社会に必要な道徳再開をはかりた
い。 94 
 
つまり、道徳教育のための教科設立と教育勅語の代わりとなる「教育
要領」（道徳的価値基準）の策定を提唱したのである。天野は、「宗教
のない日本では特に修身科というものが必要なのではないかとこの頃
考えております。」とも発言しており、修身の必要性の裏に、日本の宗
教的基盤のなさが課題にあることを示唆していた 95。  
この発言を機に、いわゆる「修身科」復活問題の議論が巻き起こる。
天野文相の真意はさておき 96、この発言は「文部大臣たる天野個人」
の域を超え、前年度に紛糾した吉田首相の愛国心発言や「教育宣言」
構想への批判、教育勅語や修身科へのアレルギー反応と相まって、道
徳教育の議論をイデオロギー対立問題へ絡め取られる素地を大いに提
供した。しかし結果的には、次項に見るように、道徳教育のための教
科設置は文部省方針として否定され、教育要領は文相退任後の 1953
86 
（昭和 28）年に天野の個人名義で『国民実践要領』として刊行される
こととなる。  
一方で、この修身科復活問題によって改めて、道徳教育に関する教
科設置や道徳的価値基準の問題に関心が寄せられることになった。従
来の先行研究においては、天野の修身科復活発言は四面楚歌にあった
とするものもあったが、新聞の論調等を再分析した研究からは、天野
の問題意識を共有するものも多かったことが指摘されている 97。例えば、
『朝日新聞』（昭和 25 年 12 月 1 日）の社説では、文部省に任せきりの
やり方や、画一的な「よりどころ」を作ると「文字の行列や言葉の丸
暗記」になることには危惧を示すものの、「先生たちが、なにか道徳教
育の『よりどころ』となるものを求めている気持がわからぬではない。
実際のところ、民主社会にこうあるべき人間像というものは、今日の
社会にはっきり描き出されているとはいえない」とし、道徳教育の「よ
りどころ」つまり、道徳教育の指導基準の必要性に触れている 98。  
「修身科」復活に対しても、これに賛同を示す声は意外に多かった。
その顕著な例が表 2-1 の読売新聞による世論調査の結果である。この
結果を見ると、教師とそれ以外の者との間で賛否の意識が異なってい
ることがわかる。このことから、学校に修身科的な教科の設置を求め
る声は、学校外部の声として大きかった実状を知ることができる。ま
た、1951（昭和 26）年 2 月 12 日『毎日新聞』社説は、国会や世間に
おいて、「自由な個性の伸長という原則」に基づく教育改革の過渡期の
弊害によって「子供たちのしつけがなってないとか、道徳教育がゼロ  
 
表 2-1.『読売新聞』による修身科復活に関する世論調査（ 1950 年 12 月 8 日）  
 修身科復活  賛成  修身科復活  反対  計  
全体  482（通）  63.8（％） 273（通）  36.2（％） 755（通）  
 
内
訳  
教師  96 43.6 124 56.4 220 
学生  93 72.7 35 27.3 128 
父兄と見られる  
30～ 50 歳の投稿
者  
173 85.2 30 14.8 203 
●賛成の投書内容：①敗戦後の思想混迷にあえぐ青少年に精神的支柱を与える。  ②あ
らゆる家庭で子どもの行儀やしつけに困っている。  ③社会科教育では、徳育教育の効
果があがらない。    
●反対の投書内容：①すべての生活、あらゆる教育の場面を通じて教えるべきで、特定
の科目を設けるべきではない。  ②社会科教育の内面的充実で十分。  ③大人の世界の
浄化が先決。  ④子どもの考え方を尊重せよ。   
（貝塚（ 2001） 279 頁に基づき筆者作成。賛投書内容の分類は貝塚による。）  
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だという非難が、今の学校では一体何を教えているのかという知育の
面における非難同様、新教育制度への不信としてあげられている」こ
とを伝えており 99、学校における道徳教育改善の要求が強まっていた
社会情勢を知ることができる。  
 
（4）文部省による全面主義道徳教育の推進  
天野文相による「道徳教育振興について」の諮問を受けた文部省は、
道徳教育の方針について教育課程審議会で審議し、1951（昭和 26）年
1 月 4 日に「道徳教育振興に関する答申」100（以下、「道徳振興答申」）
を得る。これを受けた文部省は「道徳教育振興方策案」101（以下、「方
策案」）を示し、その後『道徳教育のための手引書要綱―児童・生徒が
道徳的に成長するためにはどんな指導が必要であるか―』（以下、「手
引書要綱」）を作成した。この一連の動向を「道徳教育振興策」と呼ぶ
こととする。  
①教科設置否定の方針と揺らぎ  
修身科復活問題の処理を背景とした「道徳教育振興策」の中で、道
徳教育の教科設置という選択について示された方針は、「道徳教育を主
体とする教科あるいは科目を設けることは望ましくない。」として、道
徳教科の設置を否定するものであった。「道徳振興答申」の示す教科設
置否定の理由は以下の通りである。  
 
道徳教育の方法は、児童、生徒に一定の教説を上から与えて行くやり方
よりは、むしろそれを児童、生徒に自ら考えさせ、実践の過程において
体得させて行くやり方をとるべきである。道徳教育を主体とする教科あ
るいは科目は、ややもすれば過去の修身科に類似したものになり勝ちで
あるのみならず、過去の教育の幣に陥る糸口ともなる恐れがある。社会
科その他現在の教育課程に再検討を加え、これを正しく運営することに
よって、実践に裏付けられた道徳教育を効果的に行い得るものと信ずる。 
 
このように、実践を通して学ぶという方針の選択と修身科への逆行対
策措置としての「教科設置否定」の趣旨が説明されている。  
こうして文部省が全面主義道徳教育の路線を明示的に打ち出したこ
とから、従来、この一連の動向は新教育における道徳教育の「終着駅」
102と称されてきた。しかし、教課審審議過程を分析した松下は、本答
申は「戦後民主主義における『教科としての道徳』の設置の可否とい
う側面では、論理内在的に否定されたわけではな」く、「『答申』が表
88 
現した道徳教科の否定はあくまでも『修身科』復活への『外在的イデ
オロギー批判』としての否定」であったとする。背景には「過去の修
身科の評価を確定しないまま、その形式的な否定のうえに成り立って
きた議論」等の影響があるとしている 103。  
さらに「手引書要綱」においては、道徳教育を主体とする教科設置
の可否について「学校の段階によりいちがいにいうことはできない」104
ともしている。松下はこれを「『特設』道徳設置に対する『譲歩事項』」
と称し、「手引書要綱」作成段階において提案があった「高等学校での
教科特設の要望を内在させつつ、記述された」105ものと分析している。
貝塚もこの記述は「社会科改訂へと連続する含みを持つことで、その
後の道徳教育問題の論点の一つを用意することになった」 106としてい
る。  
とはいえ、「手引書要綱」が「もしとくに教科を設けるということを
した場合には、道徳教育に関する指導を教育の一部面にかぎる傾向を、
ふたたびひきおこすおそれがすくなくないといわなくてはならない」
107と述べるように、教科設置という選択は、学校生活全体において道
徳教育を実施すること、ひいては教師全員が道徳教育に責任を持つこ
とを優先させることで、この時点では最終的に否定の結論が導かれた
ものと考えられる。「方策案」において、「教科・科目設置」の否定よ
りも前に、第一の方針として掲げられたのは「道徳教育は、学校教育
全体の責任である。したがって各学校においては、全教師はその指導
の責任を自覚しなければならない。」との文言であった。  
②全面主義道徳教育の充実策  
「全面主義」という総称は、制度問題としての“教科非設置”と同
意で使用されることが多いように思われるが、“学校教育全体で道徳教
育を実施する”という意味での「全面主義」道徳教育としては、これ
を実質的に推進するための策がどのように示されたのかを知ることが
重要である。では、「道徳教育振興策」においてはどのような方針が示
されたのか。  
a）全面主義の主要実質化策 3 点  
まず、「学校生活全体において道徳教育を実施する」策として「方策
案」は、各教科における道徳教育の要素を強化することを掲げた。具
体的には、改訂が進められていた学習指導要領において、次の 3 つの
事項が解明されるよう指示を示した。①「一般編において、道徳教育
の重要性およびそのあり方について、各教師によく理解できるよう説
明する」こと、②各教科において「道徳教育の立場から、それぞれの
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目標、内容、指導法に再検討を加え、各教科独自の目標を十分に達成
しつつ、道徳的理解や態度の育成に寄与することができるようにする」
こと、③特に「人間関係をその学習の主体とする社会科」における道
徳教育の立場を明確にし、「生徒の精神的発達段階に応じて、人間性や
思想の問題について学習を行う機会を与えるように考慮する」ことで
ある。つまり、全面主義道徳教育を実質化するためには、①教師の力
量形成、②各教科と道徳教育の関係性整理と貢献、③人間関係学習と
人間性理解の側面での社会科の主たる貢献が必要であるとの方針であ
る。  
なお、「手引書要綱」は、“各教科における道徳教育強化”の意味を
次のように説明する。「道徳教育は、学校教育の全面においておこなう
のが適当である。しかしそのことは、いうまでもなく、学校教育のあ
．．．．．．
らゆる部面において、道徳に関する内容を直接とりあげ、また強調し
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ているということを意味してはいけない
．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。学校教育の種々の部面の指
導が、たがいによく連絡をとりながらそれぞれの特性をじゆうぶんに
．．．．．．．．．．．．．．
発揮して、各自の目標を達成することにより
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
、はじめて児童生徒の円
満な人格を育成することができると考えられるが、そのような人格を
形成することが、実は道徳教育の目的であるといつてよい」（傍点筆者）
108。つまり、各教科には「それぞれ固有の役割があり、その固有の役
割を果たすことが、そのまま道徳教育になる」 109との方針である。こ
れは、戦前に、各教科の指導においても教育勅語に基づく道徳指導が
徹底されたことと区別する意図があったと解される。  
b）道徳教育に関する目的的機会の必要性への言及  
「全面主義」という総称は“教科非設置”と同意で使用されること
が多いように思われるが、学校教育全体で道徳教育を振興するという
意味での「全面主義」道徳教育において、道徳教育についての目的的
機会（一定の時間）の必要性にも触れられている。  
例えば「方策案」では「特別教育活動の再検討」や「道徳教育のた
めに有益な図書、視聴覚教材の選定」を掲げている。図書・視聴覚教
材の選定に関する文脈では、「道徳の問題に関する読書指導や、教師と
ともに研究討議する際の資料の例として」、これに活用できる「児童生
徒の発達段階に応じて分類した目録」の作成を方針に掲げている。こ
の活用の場の一つが特別教育活動であると考えられるが、特別教育活
動については、「道徳教育を主体とする教科や科目は設けないが、児童、
生徒の必要に応じて人生や道徳の問題を中心として、教師の指導の下
90 
に、研究や討議を行うことは望ましい。したがって、特別教育活動に
おいて、このような機会が与えられるように考慮する。」とし、人生や
道徳の問題についての議論の機会の必要性に触れている。あわせて、
「特に高等学校においては、道徳性に関する深い理解を養う上に特別
の考慮を払う必要があると考えられるが、その方法に関しては、更に
研究を進めて行きたい。」としている。後に、特別教育活動の時間から
「道徳の時間」が設置され、高等学校には倫理の単元が設置されたこ
とを鑑みれば、この時にすでにそれらの萌芽があったと見ることもで
きよう。  
c）「手引書要綱」における道徳性理解と学習方法  
最後に、「道徳教育振興策」の方針の中で、どのような道徳的な資質・
能力の育成が想定され、それが何によって学習されると考えたのか。
について概括する。  
「手引書要綱」は、道徳教育の在り方を「道徳的習慣、道徳的心情、
道徳的判断」の 3 つの観点から説明している 110。  
「道徳的習慣」は、「弾力性のゆたかな習慣は、児童生徒の生活の実
際に即した、かれらの自発的な問題解決の活動を通すことによっては
じめて、力強い心情と自主的な判断の力と共に」育成されるとした。
ここで棄却されているのは「習慣だけを反復によつてつくりあげ」る
ことであり、これは「形式的なものに堕してしまう」としている。  
「道徳的心情」は「単に知識を与えたり、説教をしたりするのと同
じような方法によつては、とうてい養うことができない」とし、「児童
生徒のもつている内面的な要求」に適切に合致させる重要性を指摘し
た。そして、「児童生徒の自発的な問題解決の活動がよき心情を形成す
るために有意義である」とする。一方、「すぐれた人格やりつぱな行動、
優秀な文学などに触れることが、心情の育成に力のあることも顕著な
事実である」とした上で、その一例となる教師に対し、「自分の人格と
行動とが児童生徒にいちじるしい影響をおよぼしていることを、つね
に強く自省しなくてはならない」としている。問題解決学習と教師の
人格的陶冶が心情育成に資するとされた。  
そして「道徳的判断力」111は、「自分自身で道徳的にものを考え、決
断し、自分の当面する問題を合理的に解決していく能力をもつこと」
と換言され、「道徳的習慣と道徳的心情とは、道徳的判断と結合するこ
とによつて、はじめて真に道徳的な行動を生みだす」として、「習慣」
と「心情」を道徳的行為に統合させる役割を「判断力」に見出してい
る。この判断力の育成については、「判断は、その性格上自主的なもの
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である。したがつて、道徳的な判断力の養成は、児童や生徒が自分た
ちの生活において直面する切実な問題を正しく解決していくというこ
とを通じておこなうようにすることが必要である。」とした。ここでも
問題解決学習が方法原理とされているわけであるが、その論理背景に
は、学習者の自主性担保を最重要視する姿勢が表れている。これらの
説明は、社会科による道徳教育の方針をそのまま継承する考え方とい
えよう。  
d）道徳教育における教師の役割への期待  
「道徳振興答申」が、全教師の責任の自覚を第一の策に掲げたこと
は先に触れた通りであるが、この時期、CIE も「修身科」停止の立場
から道徳教育を担うべき主体としての「教員の再教育」（中等教育段階）
を道徳教育政策の主眼としていたことが伝えられている 112。「道徳振興
答申」は、「全教師は、民主主義の正しい理解とともに、協力一致して
学校生活全体の民主化をはかり、学校生活を明るく美しいふん囲気に
して、あらゆる機会をとらえて、児童、生徒の道徳的生活の向上に資
するよう努力しなければならない」とし、「道徳教育の徹底は、教師の
道徳的識見とその実践にまつものが多い。したがって教師の養成およ
び再教育に当って、教師の道徳的資質を高めるよう十分な考慮を払わ
れたい」とした。  
当時初等教育課・文部事務官であった上田薫による「手引書要綱」
の解説 113においても、道徳教育における教師の課題と期待が次のよう
に吐露されている。  
 
○「道徳教育のための手引書」をつくることは、問題の性格からいって、
決して容易のことではない。ことに文部省でつくる場合には、とくに困
難な条件が加わることは、多くの識者の指摘しているところである。も
し一般の考えかたが真に民主化され教師の自主的態度が確立されてい
るならばもちろんそのような困難な条件は、ほぼ排除されるということ
も考えられるであろう。しかし、もしかりにそのような状態にあるとし
たならば、道徳教育のために、わざわざ「手引書」をつくる必要もまた、
当然ありえないことになってしまうはずである。  
○そこ（「手引書要綱」のこと：筆者注）には、具体的な徳目に類した
ものが列挙されてはいない。すなわち、これとこれをやればよいのだと
いうものが示されてはいない。それを求めていた人にとっては、おそら
く拍子ぬけがし、肩すかしをくったような感じさえないとはいえないで
あろうと思われる。  
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「要綱」は今日の道徳教育を正しい軌道の上にのせる役割を演ずれば
よい。それがどのようにすみやかに、またどのように力強く動いていく
かは、一に教師の覚悟と努力にかけられたことである。「手引書」ない
し「要綱」が、そのあるべき限界を越えないということにこそ、みずか
らを望ましいものとするゆえんであるといわなくてはならない。 114  
 
ここには、国家（公権力）による道徳的価値基準の提示を排除してき
た戦後改革の経緯を背負いながら、①民主的道徳の普及が不十分な社
会状況、②教師の自主性への懸念による必要性と、③教育方針の提示
に留め道徳的価値（徳目）を明示していないことによって、「手引書要
綱」の意義が説明されている。そして、道徳教育を正しく進めていく
には「教師の研究的な態度」が必要であると示された。  
新たな時代における民主的道徳教育の実現において、そして学校教
育全体を道徳教育の場とする全面主義道徳教育において、教師の道徳
的教養と道徳教育の研鑽が必要不可欠な要素であった。これに加え、
道徳的心情の醸成において触れられたように教師の人格も「教材」と
して重要性を持つ中で、教科・科目を設置しないという全面主義道徳
教育は、教師への期待と役割を優先順位の高いものとする必然性を兼
ね備えていたといえよう。  
 
第 6 節  昭和 26 年度学習指導要領  
 それでは本章の最後に、「道徳教育振興策」の方針を受けた昭和 26
年度学習指導要領における道徳教育の方針についておさえていく。な
お、以下、昭和 26 年度改訂学習指導要領を適宜以下のように略記する。
『学習指導要領一般編（試案）』＝『 S26 学習指導要領（一般）』、『小
学校学習指導要領  社会科編小学校（試案）』＝『S26 学習指導要領（小・
社会）』、『中学校  高等学校  学習指導要領  社会科編Ⅰ  中等社会科とそ
の指導法（試案）』＝『S26 学習指導要領（中・高社会Ⅰ）』、『中学校  高
等学校  学習指導要領  社会科編Ⅱ  一般社会科（中学１年－高等学校１
年，中学校日本史を含む）（試案）』＝『 S26 学習指導要領（中・高社
会Ⅱ）』 115。  
 
（1）全体方針  
昭和 22 年度段階で明確な記述が見られなかった「道徳教育」に関し、
『S26 学習指導要領（一般）』では、「Ⅱ教育課程」の中で「道徳教育
について」の項が設けられ、道徳教育の方針が明示された。  
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 その内容は、まず初めに「道徳教育は、その性質上、教育のある部
分でなく、教育の全面において計画的に実施される必要がある」とす
るとし、「徳目の観念的理解にとどまったり、徳目の盲目的実行に走る
ことを排し、学校教育のあらゆる機会をとらえ、周到の計画のもとに、
児童・生徒の道徳的発達を助け、判断力と実践力に富んだ自主的、自
律的人間の形成を目ざす」と謳われ、全面主義道徳教育の理念を明示
するものであった。また、各教科は「その教科の主として目ざしてい
るねらいが、おろそかにされるということがあってはならない」とし
ながら、全体計画に基いた各教科の道徳教育への関連性を強調した。
学校段階による違いも見られ、小学校ではしつけを通した「道徳的態
度や情操」の形成（高学年から「ある程度の道徳的理解や判断力」の
育成）、中学校では、「高い道徳的理解や判断力」の育成が強調されて
いる。  
 昭和 26 年度学習指導要領では、「生活指導」という言葉が学習指導
要領に初めて登場したことも特徴的である。中学生段階の生徒に関し
て、「この年令の生徒は、ややもすれば、行動に混乱をきたしやすいか
ら、特別教育活動およびその他の機会に、生活指導をいっそう徹底さ
せる必要があろう。」と、生活指導の重要性が指摘されている。先の「道
徳振興答申」でも生活指導の重要性が指摘されており、学校生活の全
面を道徳教育の場とする全面主義道徳教育において、機能的に働く生
活指導は必要不可欠な要素だったと考えられる。  
加えて昭和 26 年度改訂は、これ以前の 1949（昭和 24）年「新制中
学校の教科と時間数」改正で自由研究を廃止して設置された「特別教
育活動」が領域化されたことが特徴の一つである（中学校のみ）。特別
教育活動は、「ホームルーム、生徒会、クラブ活動、生徒集会」が主要
なものであるとされた。ホームルームは、「生徒の諸活動及び生徒指導
の基礎集団として、即ち『学校における家庭』として、まず生徒を楽
しいふん囲気におき、生徒の諸問題をとりあげてその解決に助力し、
その個人的、社会的、公民的な成長発達をはかるものである」とされ、
①「個人としての成長を望みながら、団体として啓発し合い、さらに、
成長発達の指導を受ける機会をもつこと」、②「人格尊重の理想を行為
に生かし、責任や義務をじゅうぶんに果し、また当然の権利はこれを
主張する習慣と態度を養うこと」、③「よい社会生活に必要なあらゆる
基礎的な訓練の場をもつこと」を目標とするものであった。生徒会は
「民主主義の原理を理解することができ、奉仕の精神や協同の精神を
養い、さらに団体生活に必要な道徳を向上させることができる」もの
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とされている。これらは、実際的な生活における問題解決の場、民主
訓練の場の形成であり、実践による学びを重視した全面主義道徳教育
の体現といえる。  
 
（2）社会科における道徳教育の重点化と観点の明示  
一方、道徳教育への主たる貢献が期待された社会科では、「道徳教育
振興方策」の方針を受け、『S26 学習指導要領（小・社会）』では「目
標」既定の中で「望ましい生活態度」の観点が新たに示されることと
なった（資料 2-2）。一種の道徳的価値基準ないし道徳指導基準の提示
といえよう。  
道徳教育における社会科の重要性は変わらず強調され、社会科は「人
間生活・社会生活に対する正しい理解を得させることによって，これ
らの態度の裏づけをし，たえず統一のある生活態度を進展させるとい
う使命をになっている点で，道徳教育に関する特別な使命を負ってい
る」（『S26 学習指導要領（小・社会）』）、「人間関係をそのおもな学習
領域とする社会科が，生徒の道徳的理解や判断力の養成に大きな貫献
をしなければならないことは明らか」（『 S26 学習指導要領（中高・社
会Ⅰ）』）と位置づけられている。そして社会科の教師は「どの単元の
学習にあたっても、自分の責任の自覚や義務の実行、人々と協力する、
他人の権利や業績を尊敬する、礼儀を正しくする、その他の態度の養
成は共通に目ざさなければならないものであるし、観察・調査・面接
などに際しても、その能力や技能ばかりでなく、他人を尊敬し、礼儀
正しい態度が養われるように指導しなければならない」（『S26 学習指
導要領（中高・社会Ⅰ）』）と、社会科における道徳教育の役割が強調
されている。ただし、社会科編学習指導要領においても、「道徳教育は、
ある特定の教科や科目だけが受け持つべきものではない。それは学校
教育全体が責任を負わなければならない」と、全面主義道徳教育の趣
旨を改めて強調している。  
教育・学習方法としての問題解決学習重視路線も継承されている。
学習指導要領に示された「望ましい生活態度」はこれをそのまま取り
出して教えるわけではなく、「道徳的な判断力や態度も、地理的、歴史
的な見方考え方も、それらが互に結びあう問題解決の過程において養
われるのが効果的であ」り、「児童がその生活において直面する問題の
解決を中心とする学習のしかた」で教えられるべきであるとの姿勢を
堅持している。そしてこの習により、「現実の社会生活の中にある種々
の相互依存関係」を理解することが目指された。  
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修身教育に対する評価にも大きな変化はない。例えば、『S26 学習指
導要領（小・社会）』は、「いくつかの徳目を別々に取りあげて、観念
的な理解を得させるだけでは、人格の統一的形成は期待できないであ
ろう」、「かつての修身教授がしばしば陥っていた注入的な教え方によ
っては、人間性を内面から開発して、自主的に判断し行動する能力を
養うことは望み得ない」といった観念的な理解・注入主義に対する批
判が示された。「例話」の扱いについても、生徒の関心に基づき自主的
な態度・批判的活用を前提とすることを挙げている。  
初期社会科を牽引した上田は、修身科で行われたような徳目の教え
込みによる教授や外から与えられる道徳ではなく、「客観的な題材を追
求することによって、そこからおのずからしみ出してくる倫理性を、
みずからのものとして児童に獲得させ」 116ることが社会科における道
徳教育の方法であると解説する。社会科における道徳教育は、問題解
決学習と社会認識力の育成を通して倫理性の培養につとめることを道
徳教育・授業の基本原理とするものであった。  
 
資料 2-2.『 S26 学習指導要領（小・社会）』における「望ましい生活態度」観点  
 
第一：  豊かで重厚な人間性を育てること   
○人格の尊厳を理解し、自他の権利を尊重すること。   
○人間的な欲求を積極的に充足しようとすること。   
○自由を愛好し、したがって他人の自由を尊重すること。   
○個性を重んじ、寛容な態度で人に接すること。   
○いかなる場合にも最善を尽し、決して希望を失わないこと。   
○純粋で豊かな愛情を生活にしみわたらせること。   
○平和を愛し、真理探究の意欲をもつこと。   
○普遍的人間性の立場に立ちながら民族的なほこりもつこと。   
第二：  統一のある生活態度を形成すること   
○絶えずじぶんの考えを検討し深くつきつめ、純粋で統一のあるものにしようと努め
ること。   
○自発性に富み、自主独立の精神をもつこと。   
○無条件に既成のものにとらわれることをしない批判的態度を確立すること。   
○自律的で言ったり行ったりすることに一貫性があること。   
○強固な信念をもって考え、かつ行動すること。   
○絶えず自己を向上発展させるため、謙虚に他に求める態度をとること。   
第三：清新で明るい社会生活を営む態度を養うこと   
○建設的な意欲をもって協力すること。   
○社会連帯の意識に基き、強固な責任感をもつこと。   
○正義に対する鋭敏な感覚をもつこと。   
○法や規則をじぶんたちのものとして尊重するとともに、合法的なやり方でそれを改
善する努力をはらうこと。   
○民主的生活に必要な礼儀を守り、尊敬や感謝の念をもつこと。   
○勤労を尊び、社会に寄与するに足る健康を保持すること。   
○慰安と休養とを正しく活用すること。   
○生活に潤いを与える美的情操をもつこと。  
第四：創造的な問題解決に必要な力を養うこと   
○あくまでも真実を追求してやまないこと。   
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○広い視野で問題をとらえ、その核心をつくことにより、能率的で有意義な解決をは
かる力をもつこと。   
○ものごとを具体的総合的に考え、現実を生き生きととらえること。   
○科学的知性を備え、客観的、合理的な判断をすること。   
○仕事に没入しながらも、たえず独断偏執や形式化を排除すること。   
○事態の急変に正しく対処することのできる沈着機敏な思考と決断の力をもつこと。  
○困難に屈しない強じんな意志と持久力とをもつこと。   
○つねに積極的な態度を持し、ゆたかな実践力をもつこと。  
 
（3）各教科における道徳教育観点の明示  
昭和 26 年度学習指導要領改訂においては、「道徳教育振興方策」の
方針を受け、社会科以外の各教科の規定の中でも道徳教育との関係性
が示されるようになった。例えば、昭和 26 年度『中学校高等学校学習
指導要領音楽科編（試案）』 117では、「第Ⅰ章  音楽教育の目標」の中
で、道徳教育との関連が資料 2-3 のように示されている。  
全教科の学習指導要領において「○○と道徳教育」と項立てされて
いるわけではないが、各教科がどのような点で道徳教育に寄与するも
のかが、学習指導要領上で明示された。このようにして、全面主義道
徳教育は学校教育全体における道徳教育の姿勢をより「自覚化」する
方向で推進されたのであった。  
 
資料 2-3.『 S26 学習指導要領（中高・音楽）』における道徳教育との関係性記述  
 
Ⅰ  道徳教育と音楽   
道徳的態度は、徳目の観念的理解や、徳目の盲目的実行によっては育成されない。批
判力と実践力に富んだ自主的・自律的人間の形成によって、はじめてこれが期待される
のである。   
 このような人間形成のために、音楽の貢献する分野は少なくない。すでに述べたよう
に、音楽は、社会的公民的資質の向上に大いに役だつ。すなわち、次のような諸点で、
特にその力を発揮する。  
１ ) 自由の精神の養成。    ２ ) 他人の人格に対する尊敬心の養成。   
３ ) 責任を果すことの実践。  ４ ) 協力心の養成。   
５ ) 民主的生活経験の発展。  ６ ) 余暇の善用。  
また，個人的能力の発達と音楽との関係を考えてみるに，音楽は，次のような点で，個
人の健全な発達に寄与するが，それらは，ただちに道徳的態度の形成にも役だつもので
ある。  
１ ) 性格の発達。  
２ ) 身体および精神の健康と情緒の安定。  
３ ) レクリエーショシについての能力と習慣の発達。  
４ ) 幸福な家庭生活の営み。  
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第 7 節  まとめ  
 
 以上、戦後教育改革における道徳教育の模索過程について検討して
きた。「教科設置の有無」という制度的観点で見ると、道徳教育の名を
冠する明確な教科がない中で「道徳教育」の存在をどのように扱うか
解釈がわかれる時期であるが、道徳教育の課題と新たな方向性につい
ては、確かに様々に模索が重ねられてきたといえる。  
 では、その模索の中でなぜ「教科」や「授業」が設けられなかった
のか。端的に応えるならば、「教科」設置は修身科への逆行回避という
政策的選択によって否定され、「授業」形態は実践としての道徳性育成
重視の中で相対的に重要性が低下したといえる。後者についてさらに
積極的に意味づけるならば、観念的な〈概念としての道徳〉ではなく
行為的側面における〈実体としての道徳〉、かつ、その行為的側面に焦
点をあてることで個人を社会（関係）から捉える道徳観の拡大が戦後
の道徳教育の出発地点における方向性を規定している。  
この拡大された道徳観に基づけば、公民教育構想や社会科の目指し
た人間形成としての教育の方向性は明らかに道徳教育の領域と重なる
ものであり、その意味では社会科が相当に道徳教育担当教科であった
と考えることが可能である。しかし従来は、意図的には（修身科・道
徳とは異なる）社会科の「民主性」や「進歩性」を強調するねらいか
ら、あるいは素朴には「道徳」という明確な語句が用いられないこと
によって、「社会科における道徳教育」が道徳教育史においてはどこか
中心には位置づけられずにきた。このことが、後に続く「道徳の時間」
成立の理解を困難にしている。  
では、社会科を中心とする戦後教育改革が志向した道徳教育の理念
と方策とはどのようなものであったのかについて改めて整理していき
たい。  
 
（1）戦前道徳教育の批判  
 まずは、戦前道徳教育（教育勅語や修身科）の何を課題と捉え改善
を図ろうとしたのかという点について整理する。  
これについて先行研究においては、戦後教育改革の修身教育への評
価は方法批判に終始し内容批判の徹底さに欠けたという理解が主立っ
ている。例えば、本章第 3 節でも触れた通り貝塚は、公民教育構想は
「修身科そのものの克服という点で『あいまいさ』を残した」とし、
批判されたのは「観念的、画一的で形式主義的な性格」「注入主義的な
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方法の面」においてであって「修身科への目的、内容に及ぶ徹底的な
批判検討を欠いたまま、いわばこれを十分に清算することが出来ない
ままに社会科へと連続した」とする 118。貝塚もその論を引く藤田にお
いても、「戦後初期の文部省著作物にあらわれた修身教育批判」は、「多
分に修身教育の方法に向けられた批判」であり、「それはそれとして重
要である」が、「反面、修身教育の目標・内容に対する批判は、あいま
いかつ不徹底なままに残された」としている 119。  
 しかし、藤田の指摘する『手引書要綱』は「今日における道徳教育
は、その目的とし内容とするものを民主主義的なものにしなくてはな
らないことはいうまでもない」と明記している。続けて「さらにその
指導の方法をとくに慎重に検討し」と強調点を置くことから「方法重
視の立場」と評されるが 120、確かに方法重視ではあっても少なくとも
教育勅語の根本原理である「『皇運扶翼』を頂点とする価値体系」121を
継承するものではないことは、本論でみた社会科における「望ましい
生活態度」や目標に示された道徳的観点を見れば明らかであろう。お
そらく「あいまいさ」が残るとされる部分は、修身科ひいては教育勅
語、究極的には天皇制への評価である。この点について、政治・政策
的に表立った明確な否定がなされなかったこと、理論的に確たる新た
な価値体系をもって乗り越えていなかったことが「あいまいさ」の指
摘の根源であると考えられる。しかしむしろ、極めて政治的・国家原
理的難題を伏在させつつもこの点の「実質的棚上げ」によって内容改
革を進めたとみることも不可能ではない。  
 そもそも、特に道徳領域に関しては、内容（批判）と方法（批判）
は簡単に切り離せるものではない。道徳そのものが「人間の行為や性
格を人間や他の生命体との諸関係のなかで『よい・わるい』『正しい・
不正な』等として評価するときの規準（規則・原理）、あるいはその規
準をめぐる評価的言説や行動の総体」 122であり、知行合一を常に教育
課題に抱えている事実からすれば、価値基準も言説（言葉）も行動も
一体となって問われることが「道徳」の特性である。  
であるならば、（教育勅語に匹敵するような）言語化され、文章化さ
れ、構造化された明示的価値体系の提示には至らなかったとしても、
教育勅語価値体系の転換つまり「『皇運扶翼』を頂点とする価値体系」
の打破において、国家（公権力）が道徳的価値内容決定の主体者であ
ったことを乗り越える実態を創出すること、あわせて、価値体系の「絶
対性」を切り崩し「相対化」する作業は、実質的な
．．．．
道徳的価値内容転
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換作業そのものであったといえよう。それをどのように整理し、概念
化し、理論化するかは後代の課題であったとしてもおかしくはない。  
むしろ、教育の文脈においては、そうした新たな価値体系の構築を
教師の研究に委譲しようとする姿勢も、『公民教師用書』や『手引書要
綱』作成背景、「目標」提示に止まる学習指導要領等に垣間みえる。つ
まり、道徳的価値基準（道徳内容）については、まさに藤田の指摘す
るように「国民的合意追求の努力」とそれを「支え、促すような制度・
組織のあり方」 123の構築が必要だったのであり、国家の示す道徳的価
値基準の「あいまいさ」自体が道徳内容の生成に意義を持つ時代的状
況にあったと考える方が妥当であろう。それが、国家・公権力の立場
に求められる新たな道徳的価値の実体だからである。  
 
（2）全面主義道徳教育の理念―〈社会の中の個としての道徳〉志向  
本稿の課題としてより重要なのは、全面主義道徳教育の理念とはど
のようなものだったのかという点である。これを本論を纏める形で表
にしたのが表 2-2 である。  
 
表 2-2.  戦後初期全面主義道徳教育の理念  
制度的位置づけ  領域を特定しない、教科として設置しない  
道徳観  
「個の内面」と「個の社会でのあり方」の二側面から構成
／歴史的・相対的／創造的  
道徳性理解  習慣・心情を道徳的判断力で統一→道徳的行為・実践へ  
道徳的価値基準  
（内容）  
・軍国主義・国家主義否定→民主道徳へ  
（内実は「あいまい」）  
（低学年段階の生活指導において伝統的儒教倫理残存）  
・指導基準としての内容は教師の研究に委譲  
内容選択の原理  （歴史的に重要性が認められる）「現実的課題」 1 2 4 
道徳教育・学習原理  
（方法）  
問題解決学習、経験主義学習  
（観念的注入主義否定、理想的模型の例話は低評価）  
伝達的知識・理解  
（認識）  
・社会の相互依存関係構造の理解（＠社会科）  
・道徳的価値内容（倫理学的知識）の系統的理解は高校段
階において必要になる  
学 校 教 育 活 動 全 体
における道徳教育  
・姿勢：重視  
・方策：①教師の力量形成（教育方法改善＋人格陶冶）、
②教育一般目標および各教科の目標への道徳教育観点
の提示（自覚化）、③特別教育活動による牽引  
道徳教育の  
目的的機会・時間  
・研究討議（＠特別教育活動、学校教育活動全般）  
・高校段階における系統的知識（＠社会科）  
（筆者作成）  
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公民教育構想や社会科において提示された新たな道徳観が、「個の内
面」と「個の社会でのあり方」という二側面から捉える道徳観であっ
た。本節冒頭で述べた通り、これは道徳の行為という外在的側面に焦
点をあてる発想とも対を成している。あわせて、教育勅語体制の見直
しの中で、道徳は歴史的に変化し相対的なものであるとの把握を前提
に据えるとともに、価値の転倒回復と社会改造を要する社会状況を背
景に道徳の創造的側面に焦点があてられていった。  
そして、「社会」や「行為」という“複雑系の世界”との対峙が、社
会認識力や道徳的判断力育成という志向を生みだしている。実践の世
界は“複雑系”である。例えば松下は、「行為の理解のためには、あえ
て定式化しようとすれば想像を絶するほど複雑な命題群から成る規則
を習得することが必要である」ことを「約束する」という行為概念の
分節化から例示しており、そうした行為の理解のためには「きわめて
高度の知的能力を必要とする」と指摘している。「行為」は「諸条件の
複合体」から成り立つものである 125。  
こうした“複雑系”を（なるべく）複雑系のまま取り出す方法が「現
実的課題」を内容選択の原理とするあり方であり、“複雑系”を（なる
べく）複雑系のまま経験させることで行為・実践につなげようとする
発想が問題解決学習という学習原理が意味するものである。  
 その中で、言語伝達の可能ないわゆる知識やそれの理解として重要
な役割を果たすのが、社会構造の理解―社会の「相互依存関係」の理
解ということになる。これが社会科における道徳教育における認識領
域の主力問題である。一方、高等学校段階においては道徳的価値の概
念・観念の系統的理解、いわゆる倫理学的知識の必要性は触れられて
いた。あわせて小・中学校段階においても、特別教育活動の文脈にお
いて、読書や研究討議、議論をするなどの知的実践活動の必要性にも
触れられている。  
学校生活全体の民主化や上述の発想に基づく全面主義や社会科を主
軸とする道徳教育を推進する中でこれを実質化するための方策として
重視されたのが、①教師の力量形成、②目標・観点の提示、③特別教
育活動による牽引である。①教師の力量形成は、上述のような新たな
道徳教育を推進する（方法における改革を実質化する）という意味で
もあり、心情陶冶の文脈で触れられたように人格陶冶の側面からも求
められた。②目標・観点の提示は、全面主義道徳教育において各教育
活動がどのように道徳性の育成に貢献するのかを教師自身が自覚化す
るという意味では教師の力量形成とも関連の深い方策である。併せて、
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公教育における道徳内容（道徳的価値基準）の共有を図るものでもあ
ったといえよう。③の特別教育活動については、社会科が（経験主義
的発想に基づくものではあるが）相対的に認識形成に寄与するものと
すれば、より実践を牽引する役割を担ったものと位置づけられる。民
主主義的価値の行為形態・実践の鍛錬の場として設けられた特別教育
活動は、全面主義と称される時期において、社会科と匹敵する道徳教
育の目的的機会・時間であったといえよう。  
ただし、こうした理解や理念が、当時広く共有されていたものかど
うかは別問題である。上述の通り、教育勅語の評価という政治的処理
は揺らぎを残すものであり、本論でも見てきたように、伝達的方法に
よる道徳的価値理解の教育を学校に求める声も依然強くあった。例え
ば上田によれば、『手引書要綱』は当時あまり現場の教師たちの眼にふ
れなかったという。その理由について上田は、「教科をつくるかつくら
ないかに人々の耳目が集中していたために、『方策』発表と同時に、大
半の関心が消失したため」ではないかと考察している 126。戦後初期に
模索された全面主義道徳教育理念の評価は、現代のわれわれに改めて
求められる課題である。  
 
 
                                                   
 
1  貝塚茂樹『戦後教育改革と道徳教育問題』日本図書センター、 2001 年、
18-22、 138-139、 394 頁等。  
2  同上、 17 頁。  
3  同上、 53 頁。この方針は、日本側だけのものではなく、文部省と CIE 双
方が新教育勅語の渙発という方向での着地点が模索されていた。（同、 55
頁。）  
4  「新日本建設ノ教育方針」（ 1945 年）、 121 頁。頁は所収元。所収：戦後
日本教育史料集成編集委員会『戦後日本教育史料集成  第一巻』三一書房、
1982 年。  
5  同上、 65 頁。  
6  ただし、日本側教育家委員会の中には新教育勅語渙発に反対の立場の意見
も少数ではあったが存在した。日本教育家委員会の委員の一人であった務
台理作は、「全体の委員があの時に二十七、八人位」であり、意見書を出
した約 20 人のうち、「教育勅語というような勅語の形で示すということは
絶対に反対だ」という意見は 4、5 人。理由は様々だが、「大体そういうよ
うなものを避けよう」という意見が 4 人。教育勅語を「新しい形で戴きた
い」という意見が 15、 6 人だったと報告している（「教育刷新委員会第一
特別委員会  第一回議事速記録（昭和 21 年 9 月 23 日）」日本近代教育史
料研究会編『教育刷新委員会教育刷新審議会会議録第六巻（第一特別委員
会、第二特別委員会）』岩波書店、 1997 年、 7 頁。）  
務台によれば、新教育勅語渙発の反対意見の主な理由は、①主権在民＝国
102 
                                                                                                                                                          
 
会制定論、②新勅語自体が物神化されることへの危惧、③批判に耐える新
勅語は実現不能という意見であったという。（鈴木英一『日本占領と教育改
革』勁草書房、 1983 年、 132 頁。）  
7  貝塚、前掲書（ 2001）、 55 頁。  
8  同上、 48 頁。  
9  同上、 41 頁。  
10  『米国教育使節団報告書―連合国軍最高司令官に提出されたる―』 1951
年、 98 頁。頁は所収元。（所収：前掲『戦後日本教育史料集成  第一巻』、
84-117 頁）。  
11  「第一次報告書」が教育勅語の存廃に触れていない背景として、貝塚は
次の 3 つの要因を指摘している。①教育使節団員の中に新教育勅語渙発に
対しての強い抵抗があったこと。②日本の新聞、雑誌等が新教育勅語渙発
への反対論を展開したことを受け、新教育勅語渙発に対しアメリカ政府が
批判的見解を提示したこと。③新教育勅語渙発を日本側に積極的に働きか
けたダイクが、この時期アメリカ本国に帰国中であったことである。貝塚
は、「政策決定が担当官の判断によって左右される傾向が強かったこの時
期にあって、ダイクが不在であったことの意味は大きかった」と指摘する。
こうした微妙な政治的揺れ動きの中で、教育勅語に対し行なえた明確な処
理が儀式の中止すなわち神格性排除という方針であった。（貝塚、前掲書
（ 2001）、 46-49、 57 頁。）  
12  1946（昭和 21）年 8 月設置、9 月発足。1949 年に教育刷新審議会に改称。  
13  教育勅語について審議されたのは、第一特別委員会の第一回審議（昭和
21 年 9 月 23 日）・第二回審議（同年 9 月 25 日）である。出席した委員は
＜第一回・第二回＞羽渓了諦・芦田均・務台理作・関口鯉吉・森戸辰男、
＜第一回のみ＞島田孝一、＜第二回のみ＞天野貞祐・河井道、出席した幹
事ならびに政府各省庁等関係者は、第一回・第二回とも、文部大臣官房審
議室長  関口隆克、文部次官  山崎匡輔。  
14  「勅語及詔書等の取扱について」（ 1946 年 10 月 8 日）（所収：戦後日本
教育史料集成編集委員会『戦後日本教育史料集成  第二巻』三一書房、1983
年、 338 頁）。  
15  貝塚、前掲書（ 2001）、 175 頁。  
16  「教育刷新委員会第一特別委員会  第二回議事速記録」（昭和 21 年 9 月
25 日）前掲『教育刷新委員会教育刷新審議会会議録  第六巻』、 34 頁。  
17  小野雅章「御真影・奉安殿の戦後「改革」－戦後教育改革における天皇
制の転成－」日本教育学会『教育学研究』第 57 巻第 4 号、 1990 年。  
18  所収：解説教育六法編集委員会『解説教育六法 2003』三省堂、 2003 年、
1114 頁。  
19  貝塚、前掲書（ 2001）、 156 頁。  
20  同上、 210 頁。  
21  貝塚茂樹『戦後道徳教育文献資料集  第Ⅰ期別冊  解説・解題』日本図書
センター、 2003 年、 27 頁。  
22  ①「教育刷新委員会第一特別委員会  第二回議事速記録」所収前掲書、
19 頁。②同、24 頁。③同、22 頁。④同、25 頁および「教育刷新委員会第
一特別委員会  第一回議事速記録」所収同書、 5 頁。⑤同、 19 頁。  
23  水原克敏『近代日本カリキュラム政策史研究』風間書房、 1997 年、 321
頁。  
24  沼田裕之（編著）『〈問い〉としての道徳教育』福村出版、 2000 年、 124
頁。  
25  藤田昌士『道徳教育  その歴史・現状・課題』エイデル研究所、1985 年、
21 頁。  
26  辻田力・田中二郎（監）教育法令研究会（編）『教育基本法の解説』国立
103 
                                                                                                                                                          
 
書院、1947 年、41 頁。（所収：平原春好編『日本現代教育基本文献叢書  教
育基本法制コンメンタール 1 教育基本法の解説』日本図書センター、1998
年）  
27  水原克敏『現代日本の教育課程改革』風間書房、 1992 年、 7 頁。  
28  前掲『戦後日本教育史料集成』第一巻、 43 頁。  
29  CIE において、修身教科書の調査分析を担当したホール（ R.K.Hall）は、
「修身教科書の中に軍国主義的、超国家主義的要素も認めつつも、教科と
しての修身科そのものを『停止』とすることには否定的であった」という。
それは、「修身教科書の詳細な分析は、問題となっている教科書が相対的
に無害であり、全体に及ぶ禁止は適切なものではな」いと判断したためで
ある。結局は、三教科の「停止」を強く主張していた GHQ の政策的意図
も絡んで「停止」措置が敢行されるものの、必ずしも、修身科の内容及び
教科設置という方法が完全に否定されたわけではないことを示している。
（貝塚、前掲書（ 2001）、 75-77 頁。）  
30  貝塚、前掲書（ 2003）、 19 頁。  
31  「第一次米国教育使節団報告書」、所収前掲書、 91-93 頁。以下の引用も
同様。  
32  水原、前掲書（ 1992）、 31 頁。  
33  片上宗二『日本社会科成立史研究』風間書房、 1993 年、 269、 272 頁。  
34  公民教育構想を率いたのは前田多門文相であった。また、1945（昭和 20）
年 11 月 1 日設置の  公民教育刷新委員会について勝田は、「この委員会は、
GHQ とはなんら関係なく、自主的に成立し、運営されたものだというこ
とは、とくに強調しておきたい」としている。（勝田守一『勝田守一著作
集  第 1 巻  戦後教育と社会科』国土社、 1972 年、 20 頁。）  
35  過去に存在した「公民科」と区別するために、公民教育構想の提案する
「公民科」を必要に応じて新「公民科」と表記する。  
36  勝田、前掲書（ 1972）、 43 頁。  
37  貝塚、前掲書（ 2001）、 111 頁。  
38  同上、 32 頁。  
39  勝田、前掲書（ 1972）、 33 頁。  
40  戦後日本教育史料集成編集委員会『戦後日本教育史料集成  第二巻』三一
書房、1983 年、510－ 514 頁。以下、「公民教育刷新委員会答申」からの引
用はすべて同書による。  
41  貝塚、前掲書（ 2001）、 114 頁。  
42  片上、前掲書（ 1993）、 177 頁。  
43  文部省『中等学校・青年学校公民教師用書』1946 年（所収：宮田丈夫（編）
『道徳教育資料集成  3』第一法規、 1959 年）。  
44  勝田、前掲書（ 1972）、 32 頁。  
45  所収：前掲書『戦後日本教育史料集成  第一巻』、 282 頁。  
46  同上、 138 頁。  
47  貝塚、前掲書（ 2001）、 128 頁。  
48  同上、 110 頁。  
49  同上、 141‐ 143 頁。  
50  片上、前掲書（ 1993）、 431 頁。  
51  文部省「公民教育実施に関する件」 1946 年、所収前掲『戦後日本教育史
料集成  第二巻』、 514－ 515 頁。以下、からの引用はすべて同書による。  
52  前掲『戦後日本教育史料集成  第一巻』、 123 頁。  
53  貝塚、前掲書（ 2001）、 96 頁。   
54  片上、前掲書（ 1993）、 174 頁。  
55  押谷由夫『「道徳の時間」成立過程に関する研究―道徳教育の新たな展開
104 
                                                                                                                                                          
 
―』東洋館出版、 2001 年、 20-21 頁。  
56  勝田、前掲書（ 1972）、 29 頁。  
57  水原  前掲書（ 1992）、 15 頁。  
58  貝塚、前掲書（ 2001）、 115 頁。  
59  文部省『新教育指針  第一部冊』、所収前掲『戦後日本教育史料集成  第
一巻』、 169 頁。  
60  勝田、前掲書、 32 頁。  
61  文部省『中等学校・青年学校公民教師用書』、前掲所収書、 306-308 頁。  
62  同上、 318 頁。  
63  同上、 330 頁。  
64  同上、331 頁。ここでは経済道義についての例示のため経済の話題に傾斜
している。  
65  同上、 331-332 頁。  
66  片上、前掲書（ 1993）、 421 頁。  
67  水原、前掲書（ 1992）、 78 頁。  
68  同上、 312 頁。  
69  同上、 330-331 頁。  
70  船山謙次『戦後道徳教育論史  上』青木書店、 1981 年、 69 頁。  
71  平原春好編『教育と教育基本法』勁草書房、 1996 年、 49 頁。（三輪定宣
執筆）  
72  堀尾輝久『いま、教育基本法を読む』岩波書店、 2002 年、 71 頁。  
73  田中耕太郎『教育基本法の理論』有斐閣、 1961 年、 81 頁。  
74  押谷、前掲書（ 2001）、 26 頁。  
75  文部省『学習指導要領一般編（試案）昭和二十二年度』
https://www.nier.go. jp/guideline/s22ej/index.htm  
学習指導要領からの引用については、以下全て、国立教育政策研究所作成
「学習指導要領データベース」（ 2014 年 12 月 26 日最終訂正版）を使用。
当該『学習指導要領』トップページ URL のみ記載。  
76  第三章 .教科課程  二 .小学校の教科課程と時間数の項。  
77『学習指導要領社会科編（Ⅰ）（試案）昭和二十二年度』
https://www.nier.go. jp/guideline/s22ejs1/index.htm  
78  同上。  
79  これは、第七学年～第十学年、つまり中学一年から高校一年を対象とし
ているものである。  
80  片上、前掲書（ 1993）、 696－ 697 頁。  
81  木村博一『日本社会科の成立理念とカリキュラム構造』風間書房、 2006
年、 417-448 頁。  
82  同上、 449-453 頁。  
83  同上、 450 頁。  
84  水原克敏『現代日本の教育課程改革』風間書房、 1992 年、 134 頁。  
85  同上、 195 頁。  
86  貝塚、前掲書（ 2001）、 143 頁。  
87  「教育刷新委員会第二特別委員会  第 16 回議事速記録（昭和 21 年 11 月
29 日審議）」、436 頁。頁は所収元。（所収：日本近代教育史料研究会編『教
育刷新委員会  教育刷新審議会会議録  第六巻（第一特別委員会、第二特
別委員会）』岩波書店、 1997 年）  
88  同上、 483-484 頁。  
89  貝塚、前掲書（ 2001）、 144-145 頁。  
90  貝塚は、『第二次報告書』を、「社会科との関わりの中で模索されてきた
道徳教育のあり方を再検討しようとする気運が高まりを見せていた時期」
にあって、「改めて戦後の道徳教育のあり方を検討する契機を日本側に提
105 
                                                                                                                                                          
 
供する役割を果た」すものであったとしている。（貝塚茂樹『戦後教育改
革と道徳教育問題』日本図書センター、 2001 年、 271 頁。）  
91  貝塚、前掲書（ 2001）、 271 頁。  
92  『第二次訪日米教育使節団報告書』 1950 年、 187 頁（頁は所収元）。（所
収：戦後日本教育史料集成編集委員会『戦後日本教育史料集成  第三巻』
三一書房、 1983 年、 171‐ 187 頁。）以下、『第二次報告書』からの引用は
すべて同書からのもの。  
93  船山謙次『戦後道徳教育論史  上』青木書店、 1981 年、 96-97 頁。  
94  『読売新聞』1950 年 11 月 17 日夕刊（船山、同上書、107 頁より再引用）。  
95  松下行則「戦後『特設』道徳論の浮上― 1950 年後半～ 1951 年前半―」福
島大学教育学部『福島大学教育学部論集  教育・心理部門』53、1993 年、
51 頁。  
96  天野貞祐の当時の発言等についての分析は、貝塚前掲書（ 2001）や貝塚
茂樹『戦後教育のなかの道徳・宗教＜増補版＞』（文化書房博文社、 2006
年）に詳しい。  
97  貝塚、前掲書（ 2001）、 273-281 頁。  
98  「社説  道徳教育の在り方」『朝日新聞』1950 年 12 月 1 日（前掲『戦後
日本教育史料集成  第三巻』、 363 頁。）  
99  「社説  道徳教育・愛国心など」『毎日新聞』1951 年 2 月 12 日（前掲『戦
後日本教育史料集成  第三巻』、 364 頁。）  
100  教育課程審議会「道徳教育振興答申」1951 年（所収：前掲『戦後日本教
育史料集成  第三巻』、341-342 頁）。以下、「道徳教育振興答申」の引用は
すべて同書、同頁による。  
101  文部省「道徳教育方策案」1951 年（所収：前掲『戦後日本教育史料集成  
第三巻』、342-343 頁）。以下、「道徳教育方策案」の引用はすべて同書、同
頁による。  
102  上田薫『上田薫著作集 6 道徳教育論』黎明書房、 1993 年、 231・ 236
頁。  
103  松下行則「『修身科』復活＝教科特設をめぐる相克― 1950 年教育課程審
議会での論争を中心として―」日本教育学会『教育学研究』62（ 2）、1995
年、 26 頁。  
104  『道徳教育のための手引書要綱―児童・生徒が道徳的に成長するために
はどんな指導が必要であるか―』前掲『道徳教育資料集成  ３』、 423 頁。
（以下、『手引書要綱』と略）  
105  松下、前掲論文（ 1993）、 60 頁。  
106  貝塚、前掲書（ 2001）、 330 頁。  
107  『手引書要綱』前掲『道徳教育資料集成  3』、 423 頁。  
108  同上書、 423-424 頁。  
109  安積正雄「道徳教育についての一考察  ―「道徳の時間」の特設と今後
の道徳教育について―」中京大学学術研究会『中京大学教養論叢』22（ 3）
（通巻 56 号）、 1981 年、 129-130 頁。  
110  『手引書要綱』前掲『道徳教育資料集成  3』、 424-426 頁。  
111  同上書、 425 頁。  
112  松下、前掲論文（ 1993）、 52 頁。  
113  上田薫「道徳教育のための手引書要綱の性格」『文部時報』（ 1951 年 6
月号）（所収：前掲『戦後日本教育史料集成  第三巻』、 344－ 348 頁）。  
114  前掲『戦後日本教育史料集成  第三巻』、 345－ 346 頁。  
115  前掲、国立教育政策研究所作成「学習指導要領データベース」を使用。  
○『学習指導要領一般編（試案）  昭和 26（ 1951）改訂版』
https://www.nier.go. jp/guideline/s26ej/index.htm  
106 
                                                                                                                                                          
 
○『小学校学習指導要領  社会科編小学校（試案）昭和 26 年（ 1951）』
https://www.nier.go. jp/guideline/s26es/index.htm  
○『中学校  高等学校  学習指導要領  社会科編Ⅰ  中等社会科とその指導
法（試案）  昭和 26 年（ 1951）改訂版』  
https:/ /www.nier.go. jp/guideline/s26jhs1/index.htm  
○昭和 26 年度『中学校  高等学校  学習指導要領  社会科編Ⅱ  一般社会科
（中学１年－高等学校１年，中学校日本史を含む）（試案）昭和 26 年
（ 1951）改訂版』  
https:/ /www.nier.go. jp/guideline/s26jhs2/index.htm  
116  上田薫『上田薫著作集 13 人間のための教育・社会科とその出発』黎明
書房、 1994 年、 195 頁。  
117  前掲、国立教育政策研究所作成「学習指導要領データベース」を使用。  
『中学校  高等学校  学習指導要領  音楽科編（試案） 昭和 26 年（ 1951）』 
   https://www.nier.go. jp/guideline/s26jho/index.htm  
118  貝塚、前掲書（ 2001）、 141 頁。  
119  藤田、前掲書（ 1985）、 79-80 頁。  
120  同上、 81 頁。  
121  同上、 21 頁。  
122  松下良平「道徳」教育思想史学会（編）『教育思想事典［増補改訂版］』
勁草書房、 2017（増補改訂版）、 580 頁。  
123  藤田、前掲書（ 1985）、 60 頁。  
124  同上、88 頁。藤田は、社会科の理解として、「『学習内容の現実性』とは、
基本的には学習内容選択の観点としての課題の現実性（歴史的課題）とし
てとらえなおされるものであって、地域社会の諸問題および子どもの経験
との結びつきという意味でいわれる学習内容の現実性は、その課題のもと
で、できるかぎり考慮されることが望ましい教材構成の一つの条件をいう」
としている。（同頁。）  
125  松下良平『知ることの力―心情主義の道徳教育を超えて』勁草書房、2002
年、 52-54 頁。  
126  上田薫『上田薫社会科教育著作集 4 徳目主義との対決』明治図書、1978
年、 201 頁。  
107 
 
第 3 章 戦後初期における平野価値葛藤論の成立過程   
 
 
第 1 節  はじめに  
本章の課題は、前章までに整理した戦後初期の道徳教育の混乱と模
索過程と呼応しながら、平野武夫が自身の道徳教育論の基盤をどのよ
うに構築していったのかを明らかにすることである。より具体的には、
平野の道徳教育論の基本原理である「価値葛藤」という発想がどのよ
うな理論的考察および時代的要請によって誕生したものであるかを明
らかにすることを目的とする。  
本章における考察の特徴は、理論的考察と時代的要請の両面から価
値葛藤論の成立過程を捉えることである。これにより、戦後日本道徳
教育史の文脈の中に平野を位置づけるとともに、平野の視点を借りる
ことで前章に見た戦後初期道徳教育政策に対する一つの評価軸を得る
ことができる。  
本章の構成は次の通りである。まず、平野による戦前の道徳教育へ
の批判点とこれに基づく戦後道徳教育の理念を整理する［第 2 節］。次
に、全面主義道徳教育の理論的基盤を構築する作業において「価値葛
藤」の発想が成立した過程をおう［第 3 節］。［第 4 節］［第 5 節］では、
この理論を基盤にすえる平野が昭和 22 年度学習指導要領、修身科復活
問題をどのように評価したのかを捉えるとともに、［第 6 節］は全面主
義道徳教育推進のための平野の実践活動に焦点をあて、その一環とし
て昭和 26 年度学習指導要領への評価もふくめる。以上を総括し、［第
7 節］をまとめとする。  
なお、平野の足跡を追う上で、平野自身が戦後以降の道徳教育の時
期区分をどのようにおこなっていたかをここで前提として提示する。
平野が提示する戦後道徳教育史の区分は表 3-1 の通りである 1。本章は、
平野が「無自覚的」から「自覚的」へと評価を移した時期である 1950
年前後を中心に平野理論の出発地点を探っていく。  
 
表 3-1. 平野による戦後道徳教育史の時期区分  
① 1945～ 1950 年   
② 1950～ 1957 年   
③ 1957～ 1963 年   
④ 1963～ 1975 年   
⑤ 1975 年以降     
無自覚的全面主義道徳教育時代  
自覚的全面主義道徳教育時代  
生活指導的道徳時間の時代  
学習指導的道徳時間の時代  
生活と価値を綜合する道徳時間の時代  
（平野 1985）  
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第 2 節  平野による修身教育の批判的検証と新たな道徳教育の方針  
 
（1）平野の戦後直後の課題意識―道徳教育廃止の誤解への危惧  
平野は、「『修身科の停止』という占領軍の司令を受けて衝撃を受け
た私が、惑迷の末、『修身でない新しい道徳教育』の構想によって、道
徳教育の活路を見出そうと考えた」 2と述べ、自身の道徳教育論を思案
する契機となったのが、占領軍側による修身科の停止であったことを
吐露している。その際の「衝撃」は、以下のように述懐されている。  
 
私は昭和の始めから敗戦までの 20 年間、小学校・中学校・高等女学校・
師範学校、等に勤務していたので、その間、一貫して「修身」の授業を
担当して来た。今その「修身科の停止」という事態に直面して、教師と
しての私の存在根拠が根底から崩れゆく思いを禁ずることができなか
った。 3 
 
戦前に修身科を担っていた教師たちにとって、「修身科」停止が自身の
アイデンティティや教職観に多大な混迷をもたらしたことがこの述懐
から想像することができる。  
その一方で平野は、この修身科停止に対する世間の風潮に課題意識
を抱いたことが道徳教育研究に進む原動力となったとする。平野はこ
のように続ける。  
 
もとよりこの「修身科停止の指令」は「道徳教育そのもの」の禁止命令
ではなかったのであるが、教育界一般の理解は、これを「道徳教育その
ものの禁止」であると速断していたというのが実情であった。 4  
 
このように平野は、「修身科の停止」が「道徳教育の廃止」という誤解
を招いていることを危惧していた。教育勅語の法的廃止措置や修身科
停止措置による社会的影響が、「道徳教育の廃止・禁止」という印象を
世間に形成した様子を知ることができる。  
平野の道徳教育に対する課題意識の根源は、こうして社会に蔓延し
た道徳教育軽視あるいは拒絶という風潮にあった。平野は、「修身科の
廃止は何等道徳教育そのものの廃止を意味するものではなくて、却つ
て真の道徳教育の確立を要請する意図の現われであつた筈である」5と
の姿勢を示すとともに、敗戦後の社会現象として「道徳の頽廃」とい
うことが騒がれていることにも一面の真相があるとし、「新しい社会」
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には「新しい社会の道徳」が必要であるとの考えを強くしていた。  
1945 年の敗戦が平野を含めた日本国民にとって多大なる衝撃をも
たらしたことは言うまでもないが、平野はこの混乱の中で道徳教育再
興の必要性を強く課題意識として有していた。「偏狭なる排他的な国家
意識ではなくて、世界の凡ゆる国々と共に相連携協力せんとするもの」
として新たな日本を再建するために、「冷静真摯なる現実直視」と「虚
心なる自己反省」により、「外的な機構的改革と内的な精神的改革」両
面からの教育改革を行い、教育立国として日本を再建するとの思いを
1950 年段階で表にしている 6。そして「内的な精神的改革」として道
徳教育の再建にとりかかるのである。平野がまず行ったのは、「道徳観」
「人間像」「倫理」といった哲学的基礎の構築であり、続いて修身教育
の批判的検証から「新たな道徳教育」の構想を打ち立てている。  
 
（2）新時代の人間像と倫理―主体的・開拓的・民主的人間の育成  
平野は、アメリカ新教育によるプラグマティズムの傾向が強く影響
していた戦後教育改革の中で、ドイツ哲学系統の倫理学的アプローチ
から今後の道徳教育について考察を深めていった。道徳観・道徳教育
観の形成にあたってはシェーラー・シュプランガー・ハルトマンとい
った哲学者・倫理学者の論が基盤となっており、特に「新しい人間像」
追究についてはシェーラーとシュプランガーの人間観を分析対象とし
ている。この他、天野貞祐（『今日における倫理』）や柳田謙十郎（『民
主主義の倫理』）の論も参照し、新たな時代に求められる人間観・倫理
観を探究していった。  
これらの分析の結果、平野は、二度にわたる世界大戦を経て現代は、
無限の進歩や人間自身に対する信頼・尊敬・自信が崩れた「不安の時
代」であり「人間性そのものへの絶望」に直面している時代であると
する。そしてその絶望が人間性を越えて人間像を 3 つの方向性へと分
裂させているとした。その 3 つの方向性とは、第一に「物質（経済）
への超越」（または「客観への超越」、第二に「生命（本能衝動）への
超越」、第三に「神への超越」である。これらにより近世における「人
間中心主義」的立場が崩壊しているとする。この崩壊（超越）自体は、
より「新しい、より正しい人間像が造立される過程」でもあるが、た
だ「分裂」をしている状態は望ましくない。そこで、分裂回復の方法
を各々の超越（分裂）状態に即して考察を進め、「現代に於ける人間性
への絶望不信に基づく三つの超越（分裂）は何れも理性（知性）の軽
視蔑視を含み、その何れも非合理主義たらしめている」と結論した。
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そして分裂を「回復」し「内在的統一」をもたらす「新たなる理性（知
性）の樹立」が必要であるとしている 7。  
これに続けて、すでに否定された「無限に高揚せられた人間性」で
はなく人間の「有限性」への自覚を前提としながら、人間を「作られ
て作る存在」「倫理的存在」「社会的存在」として把握する。端的にい
えば「作られて作る存在」とは「人間は環境によって作られつつ環境
を作りゆく存在であり、歴史によって作られつつ、歴史を作る存在で
あり、社会によって作られつつ社会を作りゆく存在である」というこ
と。「倫理的存在」とは、自由を持つ存在であると同時に、責任の主体
となる存在であるということであり、その自由と責任のないところに
は倫理（道徳）は生起しないとしている。「社会的存在」とは、人は社
会的関係の中で生きる存在であるということであり、そもそも倫理は
「人間と人間との関係に於ける秩序」であるから「倫理的存在」は同
時に「社会的存在」であることを意味するとする 8。  
そしてここから導かれる「新しい人間」像は、〈主体的人間〉・〈開拓
的人間〉・〈民主的人間〉であると整理した。これに基づき新たな時代
に求められる倫理を、①平等の倫理（民主的倫理／社会的倫理）、②自
律的倫理（理性による自由の倫理）、③開放的倫理（世界的・国際的・
人類的倫理）、④個性尊重の倫理、⑤創造の倫理（開拓的・創造的・革
新的倫理）の 5 点であると導き出している 9。  
  
（3）「修身でない道徳教育」の模索―生活を基盤にした実践力の育成  
 一方、戦後教育改革が教育勅語や修身科の処遇に翻弄しこれらの課
題を克服することから端を発したように、平野もまた、修身教育の批
判的検証から戦後の新たな道徳教育の方向性を模索していく。平野は、
『米国教育使節団報告書』が修身科のすべてを否定してはいないこと
が「修身でない新しい道徳教育」を構想することの可能性を確信させ
たと述べている 10。では平野は、修身教育とこれに対する新たな道徳
教育の性格をどのように捉えていたのだろうか。  
平野（ 1950）の言説を総合すると、修身教育と新たな道徳教育の性
格は表 3-2 のように対比されている 11。平野の修身科への評価を挙げれ
ば、抽象的・観念的・概念的、他律的、形式的・知識暗記型といった
点において批判され、それに代わる新たな道徳教育は主体性・具体（現
実・日常）性・実践性を特質としている。この転換の背景には、先に
見た倫理観の転換がある。「封建的忠孝倫理より民主的社会倫理へ、縦
の倫理より横の倫理へ、差別的階級的倫理より平等的社会連帯の倫
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理へという（略）倫理観の転換」は、「絶対的権威の命令に唯盲目的に
服従するという様な奴隷の倫理ではなくして、各人が個の自覚に徹し、
理性の自律的自由の意志に従つて行為する、いわば自由と責任との主
体たる倫理的存在としての人間の形成を企図」 12することから導かれ
ている。  
平野が新旧の比較から新たな道徳教育の特質の第一にあげたのは、
「特設『修身科』の学習指導につて為される道徳教育」ではなく「全
教科（特に社会科）の学習に即して指導する道徳教育」「社会科の形態
を拡充徹底したコア学習若しくは生活学習に即して為そうとする」道
徳教育という点であった。  
この点についてより具体的にみてみると、平野が修身科に対して批
判するのは、「極めて厳粛な雰囲気
．．．．．．
に於て、或は模範的
．．．
人物の行動の言
動を説話
．．
することによって、児童を感激
．．
せしめ、或は徳目の知的説明
．．．．．．．
によって徳の何たるかを理解せしめ、或は教訓
．．
を与えて児童の道徳生
活を善導しようとした」（傍点筆者） 13点であると批判した。  
これに対し新たな道徳教育は、「「凡ゆる教科の学習に即して道徳的
態度を身につけさせようとする。例えば社会科に於いては夫々の作業
単元若しくは問題単元に即して、道徳的陶冶の諸契機を捉え、単元学
習の展開としての学習活動に即して、間接に指導しようとするもの」
とする。ここに対比されているのは「徳の理解」「教訓」等の“知的概
念的学習指導”と、「道徳的態度」や「道徳的陶冶」を重視し、「徳の
理解」は「間接に」理解させようとする志向である。ここには、「道徳
教育は独り教科としての『修身科』のみの担当するものではなくて、
生活指導としての訓育（訓練）の受持つ重要な任務」であるとする考
え方が基盤となっている。  
表 3-2. 平野による新旧道徳教育の比較  
 修身教育  新道徳教育  
①道徳教育の目的  
（倫理観）  
封建的忠孝倫理／縦の倫
理／差別的階級的倫理  
民主的社会倫理／横の倫理／平
等的社会連帯の倫理  
②道徳教育の目標  知的概念主義  実践力の涵養  
③教育方法・学習原理  観念的精神主義  生活体験主義・問題解決法  
④学習の形態  坐聴的教訓主義  社会共同学習  
⑤生活指導  
（教科外指導）  
鍛錬主義・他律的な訓育  自治的生活指導による訓練  
⑥ 教 育 課 程 上 の 位 置
づけ  
一教科として特設  
全教科（特に社会科）の学習に
即す  
（平野（ 1950） 150～ 160 頁をもとに筆者作成）  
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この志向の基盤となっているのは、天野貞祐の論である。平野は天
野の説を引きながら、「特設教科によつて新しい道徳教育を企図するこ
との、如何に不合理であるか」を示す。天野説から根拠として取り上
げたのは、①模範的行為の学習は「型だけ」の「偽善」を生みやすい
こと、②（修身科で教えられるような）模範は日常性に乏しく、「理想
化された模型たるに止まる」こと、③「教科書を通じて様々な有徳的
言行を限りなく学ぶことには、生徒の道徳感覚を鈍らす危険がある」
だけでなく「反抗心を挑発することさえもあり得る」こと、④「担当
者を置く形であった修身科の場合「他の学科の担当者は修身は全然自
己と無関係のことと考える危険」を有していたこと、の 4 点である 14。  
つまり、 4 点目は次元の異なるものではあるが、基本的には学習効
果に対する考察から特設教科というあり方が批判されており、“理想的
な／型の／説明”という教育方法に起因して斥けられていることがわ
かる。  
新道徳教育の特質第二の点は、「社会倫理の確立」という点から論じ
られた。上記の教育方法とも表裏一体のものであるが、平野は先に示
したような倫理―中でも「社会倫理」を確立するためには、「学習生活
そのものが社会連帯的である様な形態でなければならぬ」とし、「協同
学習」（ないし「社会共同学習」）の学習形態を支持した。理論的に導
かれた倫理観と実践を結びつける先に学習形態への考察が提示されて
いる。  
新道徳教育の特質の第三の点には、「生活体験主義」「生活学習」を
挙げる。ここまでに見てきた事とも通じるが、「観念的精神主義」的手
法が完全に棄却されるべきものとまではいえないとしながらも、それ
には「単なる主観の満足に終る処があるという欠陥」があることを指
摘し、「単にほかの人物の行動に関する説話を聞くという様な観念的な
態度ではなく、現実の自己の生活体験を本とし、之に徹底し、之を反
省凝視することによって、人生を開拓しゆく倫理的態度を身につけさ
せようとする」ことが重要であるとしている 15。  
新道徳教育の特質の第四の点は、「実践力の涵養」である。平野は、
旧道徳教育は「知的概念主義」であり、入学試験などに於ける人物考
査に応ずる」という状況が「徳目の暗記を重要視する」風潮をつくっ
たと評している。しかし「道徳の本質は実にその実践にあ」り、徳目
を暗記し説明できたとしても道徳を身につけているとは言えないとい
う観点から、行為・実践としての道徳により重点をおいた。  
新道徳教育の特質の最後に挙げた点は、「自治的訓練（自治的生活指
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導）」である。対するのは、旧道徳教育における「戦時中の錬成主義」
「他律的訓練」である。こうした権力や権威に従う訓練や「個人の立
場を認めない社会の秩序」は「脆弱」であると痛烈に批判し、「自覚的・
自律的に行動せしめ」ることが新たな道徳教育における訓練であり、
「夫々の個性を通して」「自分らの問題を自分たちの問題として、お互
の協議によつて解決しつつゆく間に、迫り来る人生の諸問題を明快に
解決し得る能力と態度を体得するであろう」とした 16。  
総じて新旧を分けるものとしては「実践力としての道徳性」重視の
志向が読み取れる。時代は移るが 1985 年段階で平野が修身科について
述懐する言葉にも「実践力」に対する課題意識やここまで見てきた批
判点が集約されている。やや長くなるが、修身担当教師であった人物
の言葉として掲載する。  
 
（修身科の方法が：筆者注）教師がとかく「上から」命令的に説明し、
児童生徒はよくこれに服従するという形に傾いたものになるのは火を
みるよりも明らかといわねばなるまい。説教的とまではいかなくても、
教師の「説話」を重視するものであったことに変りはない。感動こめた
教師の巧みな説話に傾聴し感動したことを私は今も懐しく回想するの
である。私もまた昭和の初めから小学校（京都女子師付属）の教師をし
た経験があり、つぶさにかつての「修身」の授業を行ったのであるから、
私のこの叙述に誤りはない。そして教師の人格的感化の重大性が強調さ
れたことは、「修身」の授業に臨む私の姿勢を著しく緊張させ、極めて
窮屈な空気であったこともはっきり覚えている。また「修身」の授業を
受ける児童生徒もまた「修身教科書」を中心にして授業を進めたため、
とかく児童生徒の実生活から遊離したものとなり、彼らの道徳的成長の
助成にどれほど役立ったかは不明のように思う。また「修身」の授業を
受ける児童生徒も極めて静粛ではあったが、形式に捉われすぎたように
も感じられてならない。 17  
 
後に見るように、平野の修身科への評価は本質的には変わらないもの
の時期によって強調点や表現に変化が生じる。その中で、1985 年とい
う平野関西道研における最後と思われる著作にまで継承された修身科
への上述の評価は、修身科理解として一聴に値しよう。  
 こうして平野は、修身科が知的概念的に道徳を理解し形式に止まっ
た点を超えることをめざし、新たな道徳教育では自己の日常生活を基
盤としながら実践力として働く「生きた道徳性」 18の育成を目標に掲
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げたのであった。  
 
第 3 節  全面主義道徳教育の倫理学的考察による基盤構築  
こうして、新たな時代における人間観・倫理観の探究の末、道徳教
育観の基底を得た平野はその関心をカリキュラムへと向けていく。こ
れはすなわち、全面主義道徳教育の倫理学的な理論的根拠を模索する
過程であった。この理論的基盤を平野はシュプランガーの理論を拠り
所として見出し、実際のカリキュラムへの反映については、特に道徳
教育に関連が深い社会科カリキュラムに批判を加えていくことで模索
する。  
（1）カリキュラム構成としての全面主義の理論的根拠  
平野は、人間観を述べるにあたってその「有限性」を指摘する。こ
れは、平野の「価値葛藤論」を成立させるうえで重要な基本概念であ
る。平野は人間を「理性的存在であり又衝動的存在である」「神と動物
の中間者」として捉えていた。平野は、「若し人間が単に合理的にのみ
に行動し得るならば、そこには何の苦悩も存しないであろう。又若し
人間が単に本能衝動にのみ従て行動する存在ならば、そこにも亦何の
苦悩も存しないであろう」とし、「苦悩は人間が（中略）『理性的であ
ると同時に衝動的である』所に生れる」と述べる。そして、この苦悩
は人間の「有限性・不完全性」を前により一層深まるものと捉えてい
た 19。  
「神と動物の中間者」である「有限的人間」は、「よりよく生きよう」
とする欲求のために、価値をいくつ
かの方向性に向かって追求し、文化
を形成してきた。その典型・理想型
を分類したのがシュプランガーの
『生の形式』であるが、平野はこれ
の分析により、全面主義道徳教育と
いう形態の理論的根拠を得る。シュ
プランガー（E.Spranger,1882-1963）
は「Dilthey の精神科学論の後継者
として文化哲学の一方の代表者であ
り、又精神科学的心理学を発展して
心理学界に多大の影響を与え、又特
異なる文化倫理学（人格の倫理学）
を建設して倫理学に新生面を開拓し
科
学  
政
治  
経
済  
社
会  
芸
術  
宗
教  
道徳
性  
図 3-1 シュプランガーによる  
文化的価値の領域  
 
（平野 1967、135 頁を基に一部改変） 
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た」20人物である。シュプランガーの『Lebensformen』（1921 年）は、
『文化哲學概論「生の形式」』（内外出版、辻幸三郎訳）として 1926（昭
和 51）年に日本に紹介された。文化教育学とは、「人間生活の中核で
ある『生命』にその根底を求め」るもので、この「生命」は「単なる
生物的欲求」ではなく「諸々の価値を追求する不可抗的前進力」と定
義される。要するに、人は、「よりよく生きよう」とする欲求のために、
価値をいくつかの方向性に向かって追求し文化を形成してきたが、そ
の歴史的に形成された文化を「受容体得」させたり、新たに文化の創
造に向かわせるのが教育のねらいである、とする考え方である 21。  
 シュプランガーは、人間の価値追求の方向性を６つに類型化した。
すなわち、①経済的（人間・生活）、②社会的（人間・生活）、③芸術
的（人間・生活）、④理論的（人間・生活）、⑤政治的（人間・生活）、
⑥宗教的（人間・生活）である 22。この分類にあたって、シュプラン
ガーが、生活形式として「道徳型」というものを立てていない
．．．．．．
ことに
平野は着目する 23。  
すなわち、従来の考え方では、価値を「真・善・美」と称して考え
ることが一般的であり、道徳的価値である「善」は、「真」や「美」と
並列の次元で捉えられるものであった。しかし、シュプランガーの分
析によれば、道徳的価値はこれらの諸価値とは異なる性格を持つもの
と解される。思考実験として上に挙げた６つの価値を体現する職業家
を想定してみると、１＝実業家・商人、２＝教育家、３＝芸術家、４
＝専門学者、５＝政治家、６＝宗教家と適合させることができるのに
対し、道徳的価値を志向する人間を示すことができない（「道徳家」な
るものが想定できない）。このような考察から、道徳性というものは特
殊な生活領域や体系的な文化を示すものではなく、「諸価値の追求に調
和と統一を与える形式」 24であるとした。  
この道徳性の理解に基づき、「“道徳は何等の特殊な生活領域を示す
ものではなくして、生活一般の形式を示すものであり、夫は常に生活
の全領域に亙って内より之を支える紐帯である”という彼（＝シュプ
ランガー；筆者注）の見解は、新しい道徳教育は“修身科”というよ
うな特設された教科によつてなさるべきものではなく、全教科の学習、
全生活の指導に即してなさるべきものであるという主張に学的根拠を
与えるものである」 25と結論付けたのである。こうして新教育のカリ
キュラム全体における道徳教育の位置づけ、カリキュラム構成原理と
しての全面主義に対し倫理学的正当性を見出したのであった。  
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（2）問題解決学習／生活主義支持の理論的根拠―道徳的体験の発生
点としての価値の対立・相剋  
道徳が他の生活にように領域を構成せず、諸価値の追求に調和と統
一を与える形式であるという理解は、新教育における経験主義志向に
基づく教育方法―具体的には、社会科における問題解決学習―にも道
徳教育・学習方法としての根拠をもたらした。  
平野が実践力としての道徳性の涵養を重視したことは先に見た通り
であるが、平野は「実践に於ける知性を身につけさせる最も有効な道
は、所謂『問題解決法』であろう。問題とはいわば解決を迫られてい
る課題であって、人生に於ける問題とは、要するに自己の意志を阻む
ものであり、吾等は刻々生の問題を解決しつつ生きゆくものであって、
人生とは問題解決の連続であるともいえる。かくて人生を生きる力、
倫理的な力を身につけさせるには、問題解決による方法を講ずべきで
ある」 26として、社会科で目指されていた問題解決法を支持する立場
をとった。  
ここには、平野の「問題」に対する道徳教育としての解釈が加わっ
ている。すなわち上述の通り平野は、“社会問題”といった外在的なも
のとして問題解決法の“問題”を受け取ってはおらず、これらを対象
としながら“自分自身が”「解決を迫られている課題」と捉えている。
この“問題”に着目する背景には、単なる方法論としての話ではなく、
先に示した「有限性」を前提とする人間観が伏在している。平野は、
人間が「理性的であると同時に衝動的である」ところに「苦悩」が生
れるとする 27。そして 1967 年段階での平野の言葉を借りるならば、苦
悩、すなわち「諸々の問題場面―価値葛藤の場に、自らの全存在をか
けて主体的に対決、決断する所に」「新しい理想的人間像」 28の条件を
見ていた。これは修身教育が「模範的人物」を取り上げたことへの批
判と表裏をなすものでもある 29。こうした有限的であり、理性的でも
あり衝動的である現実の人間が、「“自由の主体”として、人間の理想
を実現しようとして、諸々の価値を追求する文化活動を営む」と、必
然的に“価値の選択と断念”をせざるを得ない。この「人間に於ける
所謂“価値の選択と断念”とは現実には“価値の対立相剋”であり、“良
心の葛藤”として現われる。この価値の対立相剋こそ倫理発現の契機」
であるというのが、平野の道徳（生活）の理解である 30。  
平野は総括して次のように述べる。  
  
道徳体験発生の地盤は実に現実生活に於ける諸価値の対立闘争にある
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という彼（＝シュプランガー；筆者注）の見解は、真の生きた道徳的実
践力の涵養は、かかる諸価値の対立相剋を含有する現実具体の生活体験
に於てのみ、真に力強く展開せられるという点に於て、新しい道徳教育
の学習指導方法に学的根拠を与えるものであるということが出来よう。
“生活が陶冶する”とか、“為すことによつて学ぶ”とかいう原理が新
しい道徳教育の方法原理となり得る根拠も亦実にここにある。これは道
徳そのものが理論ではなくて、実践それ自体であるということから来る
当然の帰結である 31 
 
このように平野は、道徳的な経験・体験が発生するのは現実生活
．．．．
にお
いて諸価値の対立闘争
．．．．．．．．
が起こるときであるとの見解を支持した。ここ
で言う「諸価値の対立闘争」という概念は、後に「価値葛藤」として
言語が統一される 32ものである。こうして平野は、「価値葛藤のない所
に、道徳の問題は起きて来ない」 33とし、「問題解決法」を道徳教育に
おける重要な教育方法と位置づけ、道徳発現の契機である問題解決の
経験を通して道徳を学ぶという学習原理を道徳教育の本質的あり方で
あると捉えたのであった。このことは新設社会科への支持と繋がって
いる。  
 
第 4 節  昭和 22 年度学習指導要領への平野の評価  
 道徳教育はその本質的理解からカリキュラムにおいて独自の領域を
構成せず教科としても設置されない全面主義を支持した平野であった
が、このことによって「道徳教育としてのカリキュラムの構成が極め
て困難となる」とし、「今日の道徳教育不振の主なる原因の一つは、道
徳教育がそれ自らのカリキュラムを有たぬ所に存する」と分析した。
しかし、道徳教育が「目的的教育活動である以上、自らのカリキュラ
ムをもたねばならぬことは当然」であるともする。では、どのように
道徳教育のカリキュラムは構成されるべきか。これに対し平野は「夫々
の教科のカリキュラムの構成に即して構成せられることを原則とする」
としている 34。平野はこの観点から、学習指導要領を評価していく。  
 
（1）内容領域を構成しない道徳教育の在り方への肯定的評価  
平野はまず、昭和 22 年度社会科の原型となったアメリカのヴァージ
ニア・プラン『 1934 年版』と『1943 年版』および日本における『昭
和 23 年度小学校社会科学習指導要領補説」における社会生活の主要機
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能の構成を比較し、自身の主張を展開している 35。  
平野がこの比較で注目している点は、ヴァージニア・プランで立て
られている「人格の発達」や「自由の拡大」というような「道徳的な
領域」 36が、『補説」では 1 つの領域として立てられていない
．．．
ことであ
った。平野はヴァージニア・プランに対して、こう述べる。  
 
「人格の発達」とか「自由の拡大」という道徳性が社会生活の主
要機能の一つとして挙げられていて、道徳性への配慮が見られる
のであるが、併しそれはスコープに於ける一領域として挙げられ
ているのであって、各社会機能の夫々に即して道徳性が配慮さる
べきであると見る私の立場とは異なるものである 37 
 
つまり、道徳の本質はあらゆる価値生活の中に内在し、一つの生活領
域を構成するものではないことを道徳の本質と捉えた平野は、社会科
のスコープにおいても道徳的な領域を 1 つのスコープとして設けるも
のではなく、全生活の社会機能それぞれに即して配慮されるべきもの
であると捉えたのである。そして、日本の社会科（『補説」）では、こ
の「自由の拡大」や「人格の発達」といった「道徳的な領域」を 1 つ
のスコープとして設けていないことを、自身の主張と一致するものと
して評価したのだった。  
ただし、平野は次のように注意を促している。  
 
（「自由の拡大」や「人格の発達」といった「道徳的な領域」を 1 つの
スコープとして設けていない：筆者注）点に関する限り、一応私の主張
と一致するものを認めるのであるのであるが、併しそれは飽くまでも右
に掲げた七つの生活領域に即して道徳性が配慮されるということを前
提とするものであって、社会科の指導内容として「道徳生活」を看却し
たり、況んや排除するという如きのものであってはならぬことは勿論で
ある。  
 
このように、「道徳的な領域」を 1 つのスコープとして設けないことは
道徳教育を考慮していないことを意味するのではなく、領域を構成し
．．．．．．
ないのと同時に、各領域において道徳的な配慮をしなくてはならない
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ことを意味するものであると平野は強調したのであった。  
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（2）目標に現れる「道徳的な配慮」とその不足批判  
平野は『新しい道徳教育への道』（ 1950 年）において、新教育に社
会科や「生活学習」のカリキュラム理論において、「カリキュラム構成
の主要軸たるスコープに立つ各領域と道徳との関係、即ち夫々の領域
に於ける道徳性に対する考察が不十分」であると批判している 38。一
方、この時点で昭和 26 年度学習指導要領改訂案を参照した平野は、こ
れが「倫理性への配慮」を向上させていることを評価した 39。「昭和 26
年度学習指導要領社会科編」では「望ましい生活態度」の観点が目標
の中で示されるなどの改訂がなされたことは前章で確認した通りであ
るが、これらを「倫理性への配慮」が一段と鮮明に浮彫りされている」
と評価したのであった。  
道徳的な領域を 1 つのスコープとして設けることはよしとせず、「道
徳問題を中学校に於ける『問題単元』としても、況んや小学校に於け
る『作業単元』としても、立てることが出来ない」とし、「夫々のスコ
ープ」「諸々の問題単元」「夫々の作業単元」「に即して道徳問題を配慮
する以外に道はない」とする全面主義道徳教育推進の立場において、
「道徳的な配慮」を明示する実現方法の一つが教育目標レベルでの規
定にあることが窺える。なお、平野はこの「道徳的配慮」を「道徳的
点睛」と表現している 40。  
ただし、この『新しい道徳教育への道』（ 1950）の時点では、昭和
26 年度学習指導要領への肯定的評価の立場を示すのみで、道徳的点睛
の内実にまでは触れていない。  
 
（3）各教科の指導方法に現れる道徳教育  
一方平野は、社会科以外の各教科を含む教育活動全体における「学
習指導法への道徳的点睛」も重視し、「生活指導」の道徳教育における
意義も認める立場にあった 41。ここでは、「単元学習」「共同学習」「ホ
ームルーム」の考察に現れる平野の道徳教育理解を概観する。  
平野は、「単元学習（課題学習）」と「共同学習」が新教育において
重要な指導方法であると捉えている。平野において「単元学習」は問
題解決学習とほぼ同意で捉えられており、「現実の生きた生活の問題を
捉え」「その中に含まれる問題性を解決してゆく」「単元学習（課題学
習）」に道徳教育としての意義を見出している。ここに対比されている
のは、「出来上がった学問的知識の集積」の「暗記」や「無味乾燥な抽
象的な徳目の暗誦」などであった。「物識的な知識人」ではなく「自然
及び人生の障害を乗り越えて自己の運命を開拓してゆくという様な自
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主的・自律的な人格の完成」に「問題解決による単元学習」が不可欠
であるとしている 42。  
「共同学習」は「社会的人格の形成」という目的に適うとする。こ
こで対比されているのは、「知識人の形成」である。平野の考察によれ
ば、「知識人の形成」を目的とする時は「一人の生徒に一人の教師」と
いう「個別学習」を最上と考える傾向にある。しかし、新たな時代に
おいては社会連帯による「社会倫理」に重要性を認める平野は、「共同
学習」を新たな道徳教育を体現するものとして意義を認めたのであっ
た 43。  
「ホームルーム」については、学級担任の意義を特に強調する。平
野は、「各科の学習指導に即して、真の道徳性の啓培が可能であるとは
いえ、各教師の道徳観乃至人生観が異なっている現実に於ては、統一
的な全人格の調和的発展というようなことは極めて困難」であるとす
る。修身科のようなある意味共通性・統一性が外形的に整えられた道
徳教育ではなく、全面主義道徳教育によって各教師が各学習活動に即
して道徳教育を行う方法を採用した場合、子どもたち一人一人の道徳
性の調和的・統一的発展を支えることができないことを課題としたの
である。そこで、「各科の学習指導の任に当る所謂学科担任以外に、主
として生徒の全人格の統一的指導の任に当る所謂『生活指導教師』を
必要とし、又教師と生徒とがお互に十分知り合い、色々な指導が手落
ちなく行われるやうな機会と場とを用意することが必要となる根拠が
ある」とする 44。このように、子どもたちの調和的・統一的な道徳性
の育成・人格形成を実現する方策として、ホームルームと学級担任の
存在を重視したのであった。  
 
第 5 節  修身科復活問題の評価に見る平野の姿勢  
本節では、全面主義道徳教育を支持し、道徳に関する教科を設けな
い立場を取る平野が、1950 年頃に巻き起こった修身科復活問題をどの
ように捉えたのかを整理する。  
修身科復活問題の引き金となった文相天野貞祐は、カント哲学の研
究者として戦後日本の道徳教育を牽引した人物でもあった。平野にお
いても天野論を参照する場面も多く見受けられる。天野は、従来は道
徳教育の教科設置には反対の立場をとった人物であった。天野が新聞
に寄せた「私はこう考える―教育勅語に代るもの」 45では、そもそも
「修身科は結局知識を媒介とした知育であって本来の意味の徳育では
な」いと修身科を批判し 46、本来の徳育は「実践を通じての人格的影
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響でなければならない」として全教師に「教育者たる自覚」を求めて
いる。さらに、現在行われている社会科は「個人道徳に止まりがちな
従来の修身科よりははるかに広い展望を持って」おり、「修身科より一
歩進めたもの」として評価をしている。しかし、十分その成果をあげ
ていないために 47、「修身科と社会科を契機としてここに新しい道徳教
育の工夫をしてみようというのであります」というように、天野の課
題提起は、「社会科の改編、あるいは『新たな教科』、科目の設置など
の可能な限りの振興方策の一つとして
．．．．．
『修身科』復活をも模索してい
たと捉えるのが事実に近」 48かった。とはいえ、こうした天野の現実
的な課題意識や従来の主張からの変化は、哲学者・天野貞祐の論を理
解しようとした人たちにとって多大なる影響を与えたことが推察され
る。  
「知育の徳育性」論を始めとした天野の論も基盤に据えながら全面
主義道徳教育論を展開していた平野にとって、天野の修身科復活発言
は自身の道徳教育論の再考を余儀なくされる出来事であったに違いな
い。平野は、「天野先生が今日『修身科』の特設を痛感されたというこ
とが事実であるとするならば、それはあくまでも道徳教育の本来ある
べき相を意味するものではなくて、（中略）全く緊急臨機の処置として
の特殊的方法とであるというべきであろう。」 49と述べて天野の修身科
設置の発言の意味を「緊急臨機の措置」「特殊的方法としての『特設』」
と位置づけた。そして、全教科・全生活に即して行われる道徳教育が
本来あるべき形態であるという基本姿勢に変わりはなかったが、「新旧
道徳の転換期に当つて起る、いわば道徳的昏迷の時代に処する緊急已
むを得ない臨機の処置」として「道徳的知見の開発を主眼とする『特
設修身』の如きものを以てすることも、今日の特殊事情に即する新し
い道徳教育の特殊の道も開かれ得る余地があるものと思う」という留
保も示している 50。  
 しかし、平野が修身科復活問題に関わる世間の風潮で課題としたの
は、修身科の復活によって道徳教育を振興できると考える傾向に向け
られている。平野が修身科停止＝道徳教育廃止という世間の誤解に課
題を見ていたことは本章冒頭に触れた通りであるが、その誤解も「道
徳教育は凡て修身科によってのみ可能である」との考え方と表裏を成
しており、そうした「近視眼的短見」が修身科復活を希求する傾向を
生み出していると捉えている 51。  
 そして平野は自身の姿勢を次のように述べる。  
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「新しい倫理性」の啓培はかつての「修身科」というような特設された
教科に於ける、いわば倫理性の直接指導によつて為し得られるものでは
なく、社会科をはじめ全教科・全生活に即する経験学習によつてのみ初
めて可能であると信じる。固よりかゝる「新しい道徳教育への道」はそ
れほど容易の業ではなく、それは人格並に社会の中核を占める倫理性に
対する鋭敏な感覚と、この感覚に基すく「新しい人間形成」に於ける目
的自覚と、更にカリキュラムの構成に於ける道徳的配慮、及び学習指導
並に生活指導の方法形態のもつ道徳的性格の究明とによつてのみ、始め
て可能となるであろう。いわば凡ゆる教育活動に於ける「倫理的点睛」
によつてこそ、真の道徳性啓培の道が開かれるであろう。 52 
 
こうして平野は、新教育における道徳教育の方向性を改めて支持する
立場をとっている。  
しかし一方で、「新しい道徳教育の確立」の問題への関心が高まり、
教育雑誌においてもこの問題を取り扱うものが現われて来たことも、
新教育が「今や第一次の反省段階に入りつつあるものとして注目に値
する現象」であるとし、修身科復活論に揺れる現状を新教育が道徳的
配慮に欠けていることに対する批判の顕れとして受け止めている 53。
そして平野は、新教育の「倫理的点睛」を明らかにすることで全面主
義道徳教育をより推進・改善していくことで課題解決を図る方向性を
示したのであった。  
 
第 6 節  全面主義道徳教育推進のための具体的方策と実践活動  
このように、世間に形成された道徳教育への強い拒否感あるいは一
面で新たな道徳的価値基準を必要とする時代的課題と対峙しながらも、
全面主義道徳教育に道徳教育の本質があるとする理解に理論的基盤を
得た平野は、新たな道徳教育の方針を現実の学校教育に反映させる具
体的方策を講じていく。その一つが関西道徳教育研究会の発足であり、
もう一つが、学習指導要領の道徳教育・倫理学的観点からの分析の推
進であった。  
 
（1）教師と共に進める道徳教育研究の推進―関西道研発足  
平野は、理論的な探求を進める一方で、実際に道徳教育にあたる教
師と共に道徳教育について研究・議論できる場を設立することで、道
徳教育の推進を目指した。それが、 1950（昭和 25）年 10 月に「道徳
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教育の振興に関心を寄せる小・中の同志」とともに発足させた関西道
徳教育研究会である 54。同年 12 月 9 日 55には「第一回全国大会」を開
催したが、参加者は 250 名であった。1950 年は天野発言で修身科復活
問題が騒がれたのと同時期にあたり、第 1 回大会の大会主題は「修身
科復活の是非」であった。平野に、「当時、道徳教育の振興が漸く叫ば
れて来てはいたが、併し教育界及び教育学界の大勢は、なお道徳教育
に対して冷淡であり、批判的であった。私どもが『道徳教育研究会』
を組織し、その振興を叫ぶということは、かなりの勇気を必要とした
ことはいうまでもない。『道徳教育』というだけでさへ、『反動の徒』
であると思われ、教育界から白眼視されていたことは、今日何人も否
定し得ない事実であると思う。」 56と述懐せしめる状況は想像に難くな
い。とはいえ、次年度以降は 750 名、1000 名、1400 名と参会者は増
加し、第 4 回全国大会（昭和 28 年度）以降は西日本大会・中国大会・
北陸大会など地方大会も開催し活動は展開を見せており、関心の高ま
りを知ることもできる。  
新教育における経験主義教育や全面主義道徳教育は、それぞれに困
難さを抱えていた。例えば、「徹底した経験主義教育理論の立場から打
ち出された」社会科 57は、「経験主義教育課程のあり方への理解不足」
から「その位置づけと実際の教育の仕方について、多くの教師は右往
左往せざるをえなかった」という。それは、文部省が「学校現場で実
質的に地理・歴史などに分科して対応していた状況に対して、社会科
として教育すべきことを通達」するほどであった 58。道徳教育に関し
ては、平野が 1950 年以前を「無自覚的全面主義道徳教育」の時代と称
しているように、この時期の全面主義は修身科へのアンチテーゼから
教科を設けないという結果的全面主義という側面も強く、学校現場で
は全面主義的に道徳教育をどのように行えばよいのか
．．．．．．．．．．．．
については依然
不明瞭であった状況が推測される。  
そこで平野は、全面主義道徳教育をいかに自覚的に展開させるかと
いう課題に当面することとなる。当然ながら「自覚」の主体は教師で
ある。これまで見てきたように、全面主義道徳教育を支えるのは「目
標」における道徳的配慮であり、学校生活全体での道徳的配慮であり、
あらゆる場面での教育方法・学習形態に支えられるものであった。修
身科担当教師が道徳教育を担っていた状況とは異なり、これら学校教
育活動全体における道徳教育を支えるのは全教師
．．．
である。さらに、教
育勅語や修身教科書のような指導基準や教材がない以上、教師自身に
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よる道徳教育探究の重要性は相対的に高いものとなる。こうした意味
でも、教師の力量形成が全面主義道徳教育を推進する上で不可欠であ
ったことが、関西道道徳教育研究会発足を推し進めた背景要因の一つ
であったと考えられる。平野自身が 1950 年以降を「自覚的全面主義道
徳教育」の時代とし、哲学的基礎づけのための処女作刊行と関西道研
の発足が同年の出来事であることは偶然の産物ではあるまい。  
 
（2）カリキュラムにおける「道徳的点睛」の具体化  
関西道研を組織してから数年の間（ 1950～1954 年以前頃）、平野は
主に、カリキュラム全体の道徳的点睛の必要性の主張、諸価値の対立
相剋が道徳体験の発生点であるという道徳本質論の主張を繰り返し、
特に前者に関してその具体化を図る過程にあった。  
平野は、先に見た『新しい道徳教育への道』（ 1950）を理論編とし、
実践編として 1951 年に『道徳教育の指導計画―新教育の倫理的点睛―』
を著している。実践編では、修身科復活問題や文部省の動向を分析す
るとともに、より具体的な内容に踏み込んで「道徳教育の方法原理」「内
容構成」「指導方法」「指導計画」等の考察を行っている。  
平野が同書で行った作業は、書名にも顕れているように各科・各教
育活動の道徳教育的観点を詳らかにすることであった。平野は、改め
て「新しい道徳教育はその内容構成に於ても、その指導方法に於ても、
各教科の内容構成及び指導方法に即して
、、、
なさるべきであるという所に
根本的な特質がある」とし、「各教科の内容構成に於て『それゞの単元
内容に即して、いかに道徳性を配慮するか』又『それゞの単元にはい
かなる道徳性啓培の契機が含まれているか』という着眼を誤まらない
為には、是非とも『道徳性の本質的構造の倫理学的分析』」が必要であ
ると主張する。そこで平野は、道徳教育に最も責任を負わなければな
らないとする 59社会科の学習指導要領を始めとし、各教科がそれぞれ
どのように道徳性の育成に関わっているのかを分析し、提案していっ
た。  
①  昭和 26 年度社会科学習指導要領に即した道徳的価値の提示  
 先述の通り、平野は昭和 26 年度学習指導要領に道徳的配慮が増した
ことを評価していた。しかし「社会科の目標と、この目標を実現する
ための社会科の内容構成との間が遮断されて居」 60るとして、平野は
社会科における内容構成について分析を進める。  
 平野は、昭和 26 年度社会科学習指導要領の小学校 1～ 6 年の「指導
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の目標」と「単元の基底」の記述を取り出し、各々、どのような道徳
的価値が含まれているのかを表 3-3 のような形で示した 61。ここに示さ
れた価値語自体が適切かどうかは議論の余地は残されているが、重要
なのは、社会科の目標や単元内容がどのように道徳教育の関心と連関
しているかを示す方策として平野が行なったことは「道徳的価値」の
明示であったということである。こうした倫理学的考察を踏まえ社会
科に含まれる道徳的価値を自覚し、教師が「道徳性啓培の契機」 62を
つかむことで、社会科（同様に各教科）の指導に即しながら道徳教育
を成立させる方途を見出そうとしたのであった。  
 なお、社会科学習指導要領へのこうした考察を通して平野は、ここ
に表れている道徳的価値は「社会倫理」といわれるものであり、「個人
倫理」の側面は不十分であると指摘している。ただしこれについては
「尚研究を要する」として問題の指摘のみである 63。  
②  各教科における道徳教育  
 平野は次に、各教科が道徳的観点からするとどのような意義を持っ
ているのかについても考察を進めている。取りあげられている教科は、
①国語科、②算数科・数学科、③理科、④音楽科、⑤図画・工作科、
⑥保健体育科、⑦家庭科である。  
 国語を例にとってみてみると、平野は、国語（言語）の本質は「人
間と人間との意思（思想）の疎通を図るものである」としている。そ
して、「人間と人間との交渉」の中核を支えるものが道徳であるから、
「社会生活の精神的紐帯である道徳を運載するものの中の重要な一つ
が、国語（言語）である」という。つまり、「国語それ自らは道徳では
ない」し「国語教育はそれ自身直接『道徳性の啓培』を目的とするも
のではないけれども、国語教育によって養われる『国語の力』はより
よき社会生活、従てよりよき道徳生活を為す為には不可欠の要素であ
る」。よって、国語の力は「基礎的な道徳的資質」であると定義してい
る 64。  
 では、算数科・数学ではどうか。算数科・数学は、数学的真理探究
をめざす科学であり、「理論」であるとする。ここに「実践」である道
徳との違いを指摘しつつも、「科学的真理それ自身は理論であっても、
科学的真理の探究それ自身は実践である」から、「科学的真理の探究は
『よき実践』即ち道徳的態度に於てのみ可能である」とする。「数学そ
のものは科学であって、道徳ではないが、数学の研究そのものは道徳
的意志に支えられて可能であるという意味に於て、両者の間に密接な  
表 3-3. 平野による昭和 26 年度社会科学習指導要領の道徳的価値の提示  
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小学校 1 年生  
【指導の目標】  
1.  大人は皆何かの仕事をもっている（職業―分業―協同―生計―努力）  
2.  家の人達は皆何かの役割をもっている（職務―分担―責任―協同）  
3.  親は常に子供のために配慮している（親―愛―感謝―報恩―孝）  
4.  家では私たちの衣食住など毎日の暮しの世話をしてくれる（家―生命維持―恩恵―
感謝―報恩）  
5.  作物をそだて植木の世話をしてくれる人もある（協力―感謝）  
6.  人々は 家庭 や学校 で 皆 で楽し い生 活をす るた めに 色 々な 行事を した り施設 を設け
たりする（娯楽―協同―親和―努力）  
7.  互に親切をつくし合えばわたくしたちの生活は楽しくなる（親切―協同―幸福）   
8.  規則をよく守れば楽しく遊ぶことが出来る（規則―秩序―遵法―協力―幸福）  
9.  注意し て物 を整頓 した り飾っ たり すれば 家庭 や学校 をも っと美 しく するこ とが 出
来る（整頓―美化―協同）  
10.  家庭や学校では健康と安全のために必要な施設を設けている（健康―安全―生命維
持―工夫努力）  
11.  体が丈夫であると、楽しい生活が出来るようになる（健康―基礎的資質―幸福）  
12.  人々は種々の交通機関によって往来したり、物を運んだりする（交通機関―科学の
進歩―恩恵―感謝―努力。往来―社会連帯）  
13.  外の人と一緒に生活するためには時間をよく守ることが大切である（共同生活―時
間厳守―社会協同）  
14.  外の人と一緒に生活するためには、決して人に迷惑をかけてはならない（共同生活
―人権尊重、責任遂行）  
【単元の基底】   
主題：身近かな生活   
(a) 学校における生活  
主眼  学校生活に始めてはいった児童は、万事に不案内であり、また集団生活に慣れな
いた   めに、教師や友だちとの間の円満な関係を結ぶことが仲々困難である。そこ
で学校内の人や施設や行事やきまりなどが、何のためにあるかを知り、それに慣れる
ようにさせ、彼等の学校生活を自由な楽しいものにすることが、直接のねらいとなる
が、これによって広い社会生活への導入も 自ずから行われるようになる。（親交関係
―人・施設・行事・決まりの理解と適応―幸福）   
内容  
1.  学校にはどんなことをする人がいるか（職分―責任）   
2.  どうすれば学校で安全な生活をすることが出来るか（生命維持―安全―工夫）   
3.  どうすれば安全に登校下校ができるか（安全―工夫）  
4.  どうすれば学校を美しくすることが出来るか（美化―工夫―協同）  
5.  どうすれば友達と楽しく遊べるか（友情―工夫―協同）  
6.  人のものや自分のものを使うにはどうすればよいか（所有観念―感謝―大切）  
7.  学校のいろいろな施設は何のためにあるか（教養
マ マ
―共同―利用―丁重）  
8.  学校の色々な行事に楽しく参加するにはどうすればよいか（協同―人権尊重―寛容
―責任）  
小学校６年生  
【指導の目標】  
1.  通信報 道機 関の発 達は 私たち の意 見の交 換や 知識を 豊か にする こと を容易 にした
（相互依存―相互理解）   
2.  ニュースや世論の機関は人間生活の色々な面に非常に役に立つ（相互依存―相互理
解―相互扶助―一体共生観―人間愛）   
3.  通信報道機関の発達は、私たちの相互の理解を進めるのに役立って来た（相互理解
―相互依存―一体共生観―人間愛）   
4.  人々は皆幸福になれる権利をもっている（基本的人権―人間性）   
5.  凡ての人が幸福になれるように、皆で協力することが政治でなければならぬ（幸福
―協力―政治）   
6.  政治上の凡ゆる制度や施設の役割は、社会生活を合理化して、凡ての人を幸福にす
ることにある（人の幸福―協同）  
7.  社会の秩序を維持するためには、個々の人々の協力による民衆の自主的統制が必要
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である（秩序―協力―自主的統制）  
8.  昔は身分に区別があって、人々の自由な活動が妨げられていた（封建的―人権無視
―不平等―非民主的）   
9.  昔は国の政治が一部の人々の意見で行われ、一般民衆は参与出来なかった（独裁的
―人権無視―非民主的）   
10.  世界の国々は物的な面ばかりでなく、文化的な面でも、密接な相互依存に
マ マ
関係にあ
る（相互依存―相互扶助）   
11.  国を異にすれば生活の形式も異って来るけれども、人々は矢張り人間としての共通
の欲求もっている。（人間の生活形式の個有性と人間性の共通性―人間理解の可能
の地盤）  
12.  国を異にする人々も、等しく人類の一員であるから、互に尊敬し合い、互に幸福を
ねがわなければならない（人類の相互敬重と人類愛―世界平和の礎）  
13.  戦争は人類にとって最大の不幸である（戦争の不道徳性）  
14.  私達は全力をあげて戦争の回避に努めなければならぬ（戦争回避―世界平和への道
―最大の道徳）   
15.  自由は常に責任を伴わなくてはならない（自由と責任―道徳の中核的要素）   
16.  私達は絶えず自分達の生活を改善して、合理的で意義のあるものにするように努め
なくてはならない（生活改善―合理化・科学化―不断の努力）  
17.  学問の進歩と人々の協力とに力めれば、私達の生活は益々豊かなよいものにしてい
くことが出来る（学問の進歩―人間の協力―生活向上―努力―道徳的）   
【単元の基底】   
主題：世界に於ける日本  
（ c）私達の生活と諸外国との関係   
主眼  私達の生活が物的な面でも、文化的な面でも諸外国と密接不離の関係にあること
を明確にすると共に、外国及び外国人に対する深い理解を啓培することによって、国際
間の親善と平和とを進める心構えを養い育てることが主眼である。外国の事情について
学ぶ場合、「外国めぐり」などといって、世界の多くの国々の生活事情を広く浅く学ぶ
よりは、むしろ、学習の材料が比較的多く得られる一二の国を選び、その生活様式を深
く調べ、我が国の生活事情と比較する方が望ましい。勿論その比較は十分慎重に行うべ
きで、安価な外国崇拝に陥らせないように注意すべきであることはいうまでもない。  
（国家間の相互依存―外国人の尊敬―国民的矜恃―国際親善―世界平和）  
内容   
1.  私達が日常用いている衣食住物資で、外国から輸入しているものは何か、なぜ外国
から輸入しなくてはならないのか（相互依存―物資不足―有無相通）  
2.  逆に我が国の生産物で、外国が求めているものは何か、なぜそれを求めるか（相互
依存―物資豊富―有無相通―外国への感謝）  
3.  我が国の衣食住の様式や物資で、これまで外国から学んだり輸入したりしたものの
主なものに、どのようなものがあるか（相互依存―相互扶助）   
4.  衣食住以外に外国から入って来た主なものにどのようなものがあるか、外国人の発
明を私達はどのように利用しているか（相互依存―相互扶助）   
5.  私達は現在外国の人々とどのようにつきあっているか（国際親善―人類愛）   
6.  外国人とつきあうのには、どのようなことに気をつけなくてはならないか（外国人
への敬意―国民的矜持）   
7.  日本人で人類文化に貢献した人にはどんな人がいるか（世界文化への貢献）   
8.  戦争は私達にどのような不幸をもたらしたか（人類の不幸―戦争の不道徳性―世界
平和）  
9.  私達は今後外国とどのようにつきあわなくてはならないか（国際親善・世界平和） 
（平野（ 1951） 276-311 頁より部分抜粋。下線太字が平野による加筆部分。）  
 
連りがある」と説明している 65。つまり、数学を学ぶ学習態度に道徳
的実践の場を見たと言えよう。  
 平野はこのようにして、各教科それ自身は道徳性の啓培を直接の目
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的とするものではないが、様々な形で道徳の力の基礎的能力の育成に
各教科の学習が関連性を有していることの一端を示したのであった。  
 
（3）教育活動全体の道徳教育の観点からのカリキュラム構造化  
社会科が、単元内容の構成とそこに含まれる道徳的価値に密接な関
連が見られたのに対し、他教科では道徳教育への間接的な関連性を指
摘しているという違いにも現われているが、この時平野は、「中心徳育」
と「基礎徳育」という考え方を採用していた。これは、倉澤剛の論を
参考としたものである。倉澤論を元に平野が示した道徳教育の構造図
が図 3-2 である。  
平野はこの構造図の中で、社会科を道徳教育の中心に位置づけ、こ
こでは、「共通な問題をとり上げて集団的に解決する機会を与え」ると
した。そして、日常徳育は「民主的な学園生活を日常実践する機会を
与え」るもの、個別徳育は「個人の問題を取り上げて個別的に解決す
る機会を与え」るもの、基礎徳育は「道徳情報や道徳体験を広く身に
つける機会を与え」るもの、校外徳育は「校外生活で道徳的に生長す
る機会を与える」ものとした 66。こうして学校教育全体における各教
育活動が道徳教育に対しどのような意義を持っているのかを示すこと
で、道徳教育を全面主義的に推し進めようとしたのであった。  
 ただしこの道徳教育の構造図は、現在の教科が寄与する道徳教育の
役割を帰納的に分析したものであり、道徳教育の目標や内容に基づく
構造化とは言い難い。平野は、道徳教育の目的は狭義には「道徳的意
志の陶冶」であり、これを「道徳的知見」や「道徳的心情」が裏づけ
るとし、さらに、道徳教育には「よい道徳的習慣の養成」（しつけ）を
目的とする段階と「自律的な道徳的性格の育成」を目的とする二段階
が存在するとしていたが、こうした道徳的資質・能力の構造が全面主
義道徳教育のカリキュラムとしてどのように構造化されるのかは具体
的には示されていなかった。ただし、この時期の主張の強調点ではな
いものの、その萌芽は見ることができる。以下の記述がそれである。  
 
１．道徳的知見や道徳的心情の陶冶は、あくまでも「生活による性格陶
冶」に於て行うのを、道徳教育の本道と考える。  
２．併し道徳的知見の秩序づけをなす為に、小学校・中学校に於ては、
社会科のカリキュラムに道徳的点睛を試みること、高等学校に於て
は倫理学を特設することが必要であると思う。  
３．道徳的心情の陶冶については「生活による性格陶冶」によるを本道
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とするが、小・中学校に於ては特に社会科に於て、社会に起る時事
問題に材料を得て、心情を豊かに養う工夫をし、国語科の教材に道
徳的心情の豊かな文学作品をもり、これが鑑賞による追体験を通し
て、彼らの心情の陶冶を図りたい。 67  
 
 
 
第 7 節  まとめと課題  
 
本章では、平野の戦後出発地点での理論的規定を整理してきた。平
野は、戦前の道徳教育の反省から「実践力の涵養」を目標に据えるこ
とで、カリキュラムとしての全面主義、教育・学習方法としての問題
解決学習を道徳教育の本道と位置づけている。  
これらを支える理論的・倫理学的考察の基盤となったのは、価値の
対立場面における良心の葛藤、つまり「価値葛藤」の発想であった。
カリキュラム構造としての全面主義は、道徳性は諸価値の追求過程に
おいて統一の機能を果たす形式であるとの理解によって支えられてい
る。そのため、カリキュラム全体が生活単元で構成されるコア・カリ
キュラムに代表されるような経験主義カリキュラムを志向していた戦
 
図 3-2. 平野（ 1951）における道徳教育構造図  
（平野（ 1951） 240-241 頁。平野は本図を文章中にて「道徳教育の全体的指導計画」
と記載。）  
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後初期の教育課程においては、道徳に関する特別の領域を設定するこ
とを、単元の細部に至るまで徹底的に拒否した様子が窺えた。しかし、
このことは道徳教育カリキュラムを考えないことではなく、道徳教育
カリキュラムとしては、各教科・学校教育活動全体のカリキュラムの
中で「道徳的配慮」を見出すこと、そして内容や活動に際して道徳性
発現の契機を教師が自覚的に捉えることを要した。これを支える理論
的探究として平野が行なったのが、「道徳的配慮」つまり倫理学的考察
に拠って学習指導要領に即して道徳的価値を明示するという方策であ
った。  
一方、「価値葛藤」の発想は、カリキュラム構成に関してだけではな
く、そのまま道徳教育・学習方法原理として支持した問題解決学習を
理解する基盤ともなっている。すなわち、生活現実に顕れる問題に対
峙しこれを解決しようと試みる過程は、学習者個人を主体として見て
みれば、道徳性発現の場である葛藤状態への対峙と重なるという理解
である。平野は端的にこう述べる。「真の道徳が『価値の対立相剋に於
て生れる』とするならば、幾多の問題を含む生活単元こそ、道徳性啓
培の絶好のチャンスといわねばなるまい」 68と。これにより、平野は
社会科における問題解決学習を道徳教育の中心であると定位した。あ
わせて、学校全体のあらゆる学習活動―生活そのものを通して道徳教
育が行なわれること（「生活による性格陶冶」 69）を道徳教育の理想と
したのであった。  
しかし一方で、社会科において扱われる「問題」が社会道徳に偏し
個人道徳が脆弱であるとの問題意識も一部に吐露している。平野にと
って「問題」、つまり、道徳性発現の場である現実生活における価値の
相剋は、学習者個々人にとっての
．．．．．．．．．．．
問題であることが重要であったと考
えられる。そのことは、修身教育における模範的人物の感動的説話に
よる教育・学習を批判した志向性からも理解される。「理想型」の「暗
記」ではなく「現実問題」の「葛藤経験」を重視した姿勢として解さ
れよう。このことは、実践力涵養の重視という教育方針からだけでは
なく、主体的・開拓的・民主的個人の育成という戦後（道徳）教育に
おける人間形成の主題を背景に据えるものであり、自由と責任による
選択が問われないところに道徳問題は発生しないという理解にも根ざ
すものであった。  
こうした倫理学的考察による理論的探究とともに平野が常に課題と
していたのが「道徳教育軽視ないし忌避」という社会情勢である。新
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たな倫理観や道徳観を共有し、新たな道徳教育を構築していくという
意味でも、全面主義道徳教育の理念を実質化する意味でも、教育主体
となる全教師の力量形成が必要となる。「道徳教育」という言葉自体が
憚れる時期にあって関西道研を発足した経緯からはそうした課題意識
が窺えよう。平野の道徳教育の時期区分に示されているように、まさ
に、「道徳教育の自覚化」が当該時期における平野の最大の課題意識で
あったと考えられる。  
最後に、本論においては詳細には扱えなかった道徳教育における「知」
の理解について、後に繋がる課題として整理をし本章を閉じる。  
 平野が「実践力の涵養」を重視したことは再三見てきた通りである
が、そうであっても「知識の役割」を軽視するものではないとも述べ
ていた。平野は次のように表現する。  
 
固より徳に関する知識を全然不必要というのではない。道徳的に無知な
るが故に悪行を為すことのあるは事実であつて、実践に於ける知識の役
割を十分認めるものであるが、併しその場合の知識とは、単なる概念的
知識をもつているということではなくて、真に実践行為に於て、善悪の
道徳的判断を誤りなく下す人間智、アリストテレスの言葉を借りるなら
ば、「思慮」とも呼ぶべきものでなくてはならぬ。  
 
そして、「実践行為は善意（善き心構え）と勝れた知性（思慮）とに裏
づけられたもの」とし、この実践にお
ける知性を身につけさせる最も有効
な方法が「問題解決法」であるとして
いる 70。この記述からは、「知識」を、
「概念的知識」と「知性（思慮）」に
分けて捉えていることがわかる。  
 一方、「概念的知識」に位置づけら
れるであろう倫理学的知識も、平野は
一貫して高等学校段階の学習におい
ては必要性が認められるという立場
も取っている。これに関連して、平野
（1950）の「道徳的知見」について説
明する文脈を確認する。  
平野は、「道徳的判断」はある程度
の時期まで、道徳行為の実行に対し、
道徳における「知 」  
道徳的知見  
概念的知識  
知性  
（思慮）  
行為の  
秩序づけ  
行為の中での
学び（判断）  
修身科  
倫理学  
問題解決法  
図 3-3.平野による道徳における
「知」の理解  
（筆者作成）  
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他者から承認・否認、あるいは訓諭を得ることで身につけていくとす
る。そしてこうして身につける「判断力」は、具体的で、行為に対し
直接的で、体験的で、「有力」である。ただし、道徳の実行は、状況や
その人の個性に応じ変化し、偶発的なものであり、全ての道徳的判断
を網羅することはできない。これが「生活主義に基づく道徳教育」の
デメリットである。ゆえに、上述の方法は「有力」ではあるが、実行
から得られる道徳的判断力のみに一任せず、「何処かで之に秩序と統一
を与え」たり、不足を補ったり、実行によって得た判断で十分はっき
りはしていない物を「明瞭な意識に持ち来す」必要もある。したがっ
て、この点は、社会科の学習指導、他教科の学習指導、生活指導に即
して、「適宜道徳的知見の啓培をなす機会を把握することが肝要」であ
るとする 71。  
以上の言明からわかる平野の「道徳における知」、「道徳的知見」の
理解を図示すると図 3-3 の通りとなろう。「知性（思慮）」については
さらなる考究が必要であるが、ここでは「知」として指すものに少な
くとも 2 つの意味が含まれていることをおさえるに止めたい。  
なお、この道徳的「知」の育成を担う現実的な場（カリキュラム上
の領域・教科）に関して、平野は次のように述べている。  
そもそも修身科はこの役割を担うものであったが、「修身科」自体は
「道徳本質論」から外れており「是認することが出来ない」。また、道
徳単元の設定や「学習活動の一つとして道徳的知見の秩序づけを加え
ること」も「理論的には原則として認められぬ」と前提を確認しつつ、
しかし「現実問題として必要」で「已を得ぬ」ともする。それであっ
てもこうした知見による秩序づけの学習は小学校低学年には「殆んど
必要なく」、学年段階に応じて徐々に必要性が増すとし、「高等学校に
於ては一般社会科に於て倫理学的教材を或程度提出すべき」であり、
「大学に於ける一般教養」としても必要ではないかと提言している。  
しかし本論でも見たように、時事課題であった「修身科復活問題」
を想定しながら、「道徳的知見の知見の啓培を目的とする学科を特設す
ること」については、急激な時代の転換、道義的昏迷、社会秩序の混
乱の時代や「全教科乃至全生活に即してなすべき道徳教育が、現実の
問題として効果をあげることの困難である実状」にあっては、「緊急已
むを得ない臨機の処置」として認めることもあるとする。そしてその
場合は、これが「臨機の特殊的方法」であり道徳教育の理想的な本来
的姿ではないことを忘れてはならないとしている 72。  
以上の平野の説明からは、道徳の本質的・理論的理解と現実方策の
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創出の間での迷いが窺える。平野の理論的考察としては、道徳教育に
おける教科特設・単元設置は本来的姿ではないというのが結論であっ
たが、問題はどのような現状を「緊急やむを得ぬ」とするかどうかの
状況判断ということにもなろう。上述の道徳的「知」の理解ともあわ
せて、後の「道徳の時間」への平野の評価を理解する一助としたい。  
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第 4 章 全面主義道徳教育期の道徳教育の現状と課題  
 
 
第 1 節  はじめに  
本章は、1950 年代の全面主義道徳教育期における道徳教育の政策動
向を踏まえた全体的課題を整理・分析することを目的とする。  
一般に、1958（昭和 33）年「道徳の時間」特設は、当時の「教育の
反動化」や「逆コース」と称される政策転換の象徴的存在として描写
される。このことを敢えて端的に言い換えれば、「道徳の時間」はなぜ
設けられたのかという問いに対して、保守反動的政治意図が働いたか
らという回答がまず用意されることを意味している。本稿では、こう
した政治力学の存在を否定することを目的とはしていない。しかし、
本研究の課題においてはこの説明では不十分である。前章までに見て
きたように、戦後道徳教育は、一般に「空白の時代」 1と称されてきた
時期においても道徳教育はどうあるべきか模索し、カリキュラム構成
としての全面主義、教育・学習方法としての経験主義や問題解決学習
を道徳教育の方向性と位置づけてきた。このことを踏まえるならば、
次代の「道徳の時間」に続く過程を連続的に捉える上では、全面主義
道徳教育期における道徳教育の課題
．．．．．．．
が何であったのかを知る必要があ
る。これが本章の課題である。  
本章は、次の展開で戦後初期の道徳教育の課題を確認していく。ま
ず、戦後新教育に寄せられた批判的見解や社会的要請についておさえ
る［第 2 節］。次に、全面主義道徳教育期に台頭した生活指導の模索過
程を見ていく［第 3 節］。［第 4 節］は一般的に語られる教育政策の転
換動向であるがこれについても概観し、道徳教育としての意味を考察
する。［第 5 節］は戦後新教育かつ全面主義道徳教育において中心的役
割を担った社会科の変容について整理する。［第 6 節］は本章の小括で
ある。  
 
第 2 節  戦後新教育および社会科による道徳教育の課題  
（1）学校に基本的行動様式教育を求める社会的要請  
戦後新教育における道徳教育に対しては、1950 年代中頃に差し掛か
るまでにはその不調に対する批判の声が指摘されるようになった。例
えば、早くは 1951（昭和 26）年 2 月の『毎日新聞』社説において、「自
由な個性の伸長という原則」に基づく教育改革の過渡期の弊害によっ
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て「子供たちのしつけがなってないとか、道徳教育がゼロだという非
難が、今の学校では一体何を教えているのかという知育の面における
非難同様、新教育制度への不信としてあげられている」ことを伝えて
いる 2。『朝日新聞』（ 1950 年 12 月 1 日）社説「道徳教育の在り方」で
は、「問題は、修身科をおくことではなくて、修身という科目に代表さ
れる教育内容をどういうふうに教えるか」であり、その受容先の一つ
として考えられるのが社会科であるが、現状の「社会科が断片的な知
識の偏重に陥って、初期の目的から遠く離れている」ので、「それなら
ば、歴史や地理を独立科目にして、社会科では、社会生活の実際と、
これに処する心構えとに力を入れたら、やゝやりやすくなるのではあ
るまいか」としている 3。ここからは、歴史・地理の知識教授を省いた
道徳教育独立の内容として生活の実際的な様式や「心構え」の教育が
想定されており、これを社会科の役割として求めていることが理解さ
れる。こうした批判は、「しつけ」つまり日常生活における基本的行動
様式の教育を学校教育に求める根強い社会的要請のあらわれであった。 
 この背景には、社会体制と価値観の転換に伴う混迷ということの他
に、戦後混乱期の非行増加による危機感が蔓延した社会情勢がある。
前田によれば、1945～1955 年の「戦後混乱期」は少年・成人ともに「戦
後もっとも刑法犯が多発した時期」であり、窃盗・強盗罪および殺人
罪が多発したことが特徴的な時期とされる。具体的には、戦後直後は
窮乏の時代における「食べるための犯罪」が多発し、経済復興が徐々
に始まる 50 年代後半からは強姦罪、傷害罪の増加、覚せい剤の濫用が
広まっていく。そして特に 60 年に向けては都市部において強盗罪・殺
人罪を主とする「凶悪犯」の少年犯罪が増加した 4。貝塚も、例えば金
子武蔵が「道徳教育は現在でも社会科に於て行われて居ると反駁して
も、社会科が道徳教育の実をあげて居るとは到底信ぜられないという
のが庶民のいつわらざる声である」と述べていることを挙げ、混乱の
中できまりをつけるだけの道徳教育が要請されていたことを指摘して
いる 5。このような社会的混乱と不安定さが、学校教育に「しつけ」と
しての道徳教育を要請する声となってあらわれていた。  
 
（2）社会科道徳教育の態度主義的実態  
一方、戦後新教育の経験主義カリキュラムを前提とした全面主義道
徳教育であったが、経験主義カリキュラムやその中核を担った社会科
への理解自体に困難が伴ったことも事実である。それは、前章におい
ても指摘した通り、文部省が「学校現場で実質的に地理・歴史などに
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分科して対応していた状況に対して、社会科として教育すべきことを
通達」するほどであった 6。社会科における道徳教育の実態について、
日本教職員組合は当時の状況を次のように記している。すなわち、「経
験をとおして社会が人間の相互依存関係でできていること、だんだん
に便利になっていくことを知りさえすればよいとした。極端に言えば、
どの単元でも『いろいろな人にお世話になっているから感謝しましょ
う』という結論と、『便利になってよい』という結論とを出しさえすれ
ばことたりたのであった。こうして、社会の客観的・法則的・科学的
認識を教える代わりに、道徳主義的結論が引き出された。学校教育の
全過程で道徳教育を行なうといいながらも、科学的認識を放棄して、
裏口から、徳目主義・態度主義を導き入れるという、歪んだ理解と授
業のやり方を広めた」という 7。つまり、社会科が理念の中枢としてい
た「相互依存関係」の理解が、「感謝」で終わる態度主義に矮小化され
る実態があったのである。  
1948（昭和 23）年の『社会科教育』において宗像は、社会科は「相
互依存関係」という「大変合理的な社会像」を描き出しているが、「実
際はアメリカ社会と日本の社会の非常な違いのために、向うでは真実
性を持っているが、日本へ移し植えたら嘘になる」と指摘し、丸山も
「今日の一番の課題はまず古い社会的束縛から人間を解放するという
ことでありそれからその解放された自由な人間が新しい社会を作る能
動的な力になって行く、そういう問題なんですね。ところが、現在の
ようにまだ古い社会的きずなが大いに残っている所へ相互依存という
ことをいきなり持って来ると結局これは現実の社会的秩序を所与のも
のとして、そのなかへ自分が適応して行くことに重きが置かれる結果
になると思うのです」と指摘している 8。これらの指摘に表れているよ
うに、〈創造の道徳〉を目指す社会科道徳教育が、現状においては逆に
既存の道徳観・価値観への〈適応の道徳〉にすり替わる矛盾が生じて
いた。  
こうして、社会科を中心に据える戦後道徳教育が創造的な道徳や開
拓的人間像の育成を目指そうとしていたのに対し、社会的要請として
従来型の基本的生活習慣・行動様式をしつける道徳教育が求められる
とともに、学校現場においても理念と実態の乖離が認識される現状に
あったことが当時の時代的課題として理解される。  
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第 3 節  全面主義道徳教育期の模索  
 
（1）道徳的価値の実証的科学的探究―科学的認識に基づく生活指導  
生活指導・道徳教育における科学性・実証性を重視する傾向を示す
一つの動向が、道徳に関する各種調査・診断・テストや社会学的アプ
ローチによる実証研究である。全国教育研究所連盟 9が「道徳教育のた
めの基礎的研究」を課題研究の一つにすることに決めたのは、1955（昭
和 30）年のことであった。それ以前にも各都道府県教育研究所におい
て道徳教育に関する自由研究が進められていたが 10、 1957（昭和 32）
年から 2 年にわたり「共同研究」の形で全国的調査を行うとし、報告
書を刊行している 11。  
報告書冒頭で国立教育研究所の小沼は、戦後直後の道徳教育の状況
を「混乱」とし、その実態を次のように伝えている。修身教育の停止
や教育勅語廃止措置が「道徳教育の廃止とまで思わせるような印象を
深く与えた」ことに起因して、教師たちは「こどもたちの道徳教育に
ついては、自信をもっては、指導もできなかったというのが大方の傾
向」であり、「卑近な作法や行動様式についてさえも、ふつうにしつけ
ることを控えたというのが実情」であった 12、と。そこで、「今日の社
会には支配的価値観がまだない」中で、「ただ観念的に道徳を決めてし
まう」のではない形で、一般化され是認された社会規範を調査するな
どの実証的な道徳教育研究の必要性を提唱したのが全国教育研究所連
盟であった 13。  
報告書では、児童生徒の道徳意識や判断は、社会観や人生観に左右
されるものであり、生活環境も「歴史的風土的に」その行為を規制す
るものとして捉え、道徳観が社会的影響関係の中で醸成されるもので
あると捉えている 14。こうした姿勢に基づき調査では、広く a）児童生
徒の道徳意識と道徳的判断、b）道徳意識と行動（ a とさほど差異はな
いが、とくに行動を意図的に捉えようとしたもの）、 c）児童生徒のし
つけ、d）基本的欲求と性の調査、e）生徒の悩みと社会観、人生観、f）
児童生徒の生活と環境、g）父母と教師の道徳意識の 7 つの類型によっ
て調査・報告がなされた 15。  
本稿では本調査の結果を仔細に追う余裕はないが、例えば、「従順に
ついての意識は、一般に都市に弱く、僅か工業都市の男子の一部に認
められる程度である。然し農山村においても女子に意識されているが、
男子には弱い。礼儀については一般的に弱く、その現われ方も地域に
よってまちまちである」16といった一つ一つの徳目に関する意識調査に
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ついての結果や、農村社会においては意識調査としては「教師の考え
と父母の考えの間にもかなり明確な断層がある」が、実態としては学
校には「前近代的半封建的な人間関係」が多分に残されており、これ
らの民主化が「農村社会の教師に課せられている」といった結果が示
されている 17。  
こうした実証研究による実態調査は、現状の子どもや教師・父母の
抱える道徳的実態を顕わにするものであり、教師が教育を計画・設計
する際に指標となる。特に、子どもの道徳性に関する発達段階を明ら
かにする調査研究はカリキュラム構成の知見に貢献しよう。調査結果
の活用には困難さも伴うが、科学的・実証的アプローチから道徳の実
態を知る取り組みが全国的に展開していたことは、道徳教育模索過程
における推進力の一つとして機能したことが予測される。  
 
（2）生活指導による個に応じた実践性重視の道徳教育の台頭  
一方、戦後道徳教育において大きな影響力をもったのは、ガイダン
ス理論の導入であった。勝部（ 1959）は、「戦後の新教育では、いろい
ろと新しい横文字の教育用語が流行したが、その代表的なものが、カ
リキュラムという語と、ガイダンスという語であった」 18と回顧して
いる。このガイダンス理論をもとに「生活指導（生徒指導）」 19が発展
し、生活指導を道徳教育の本道であるとする見方が急速に台頭するこ
ととなる。  
 ガイダンス理論は 1920 年代のアメリカで職業指導の一環として始
まったもので、「民主的社会に適応し望ましい市民として成長するため
に、個人が当面する生活上の諸問題を自主的に解決できるようにする
援助」20のことを指している。日本では 1947（昭和 22）年頃に現場に
紹介され、「学校教育における民主教育推進のための１つとして注目」
を受けるとともに、「児童生徒の人格尊重、個人差を尊重する教育計画、
個人の人格尊重の重視などを具体化する方法の１つとして脚光を浴び
た」 21。  
磯田は、戦前からの生活指導の系譜から、生活指導概念が内包する
性格を次の 3 つに整理している。第一に、「子どもの認識の発達、主体
の形成における生活の重視」である。これは戦中以前から実践の蓄積
がなされてきた「生活綴り方」の系譜に基づくもので、「公教育の論理
の外にはみだしたありのままの意識や感情、あるいは生活の土台」に
関心を持つものとされる。第二に、「子どもの遊びや自治活動などのい
わゆる教科外の領域、あるいは学校外の生活そのものの指導あるいは
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取り締まり」を意味するもので、「生活訓練」と同義とされる。第三に、
「教科学習自体の生活化」志向の現れであり、「生活学習」「生活教育」
と同義とされる 22。ただし第三の点は公式用語としては採用されなか
ったとしており、磯田の整理は広義の生活指導概念の整理である。と
はいえ、要するに生活指導は①生活現実への関心、②個々の子どもに
応じた指導、③実践的性格、④経験主義教育観が集約された概念であ
り、その発現は教科内・外の枠を超えた教育活動全般に渡るものであ
った。これは民主社会建設と「生活と教育の結合、あるいは教授と訓
練の統一」 23を中心思想とした戦後教育改革が生みだした象徴的教育
方法であり、特別の領域を持たず学校教育全体において行うとした戦
後初期の全面主義道徳教育理念とも重なるとことが多いものであった
といえる。  
また、勝部は、生活指導は「狭義に解すれば、登校から下校にいた
るまでの日常の学校生活における基本的生活習慣のしつけであり、ま
た行事による指導であるが、これら指導の根底に横たわる考え方は、
児童生徒の一人一人が環境に適応することであり、心理的に安定する
にはどうすればよいか、という心理学的観点がその指導の尺度となっ
ているのが普通」24とする。この理解は特に戦後直後に台頭した生活指
導概念を象徴する理解である。戦後の生活指導（ガイダンス理論）の
台頭は、学習者、子どもたち一人一人への関心を有する「心理学」と
いう科学に対する「異常な関心の裏づけ」 25によっても支えられたも
のであった。  
 
（3）「正しいしつけ」の実践事例－奈良女子附属小学校の事例  
 奈良女子大学奈良女子高等師範学校附属小学校は、 1950（昭和 25）
年に『正しいしつけ』と題する実践研究報告書を纏めている。本報告
書において「しつけ」は、従来他律的な習慣形成を「しつけ」、自律的
な意志育成や自主的性格の育成を「訓育」と区別していたことを批判
し、「しつけ」即「訓育」、また「ガイダンス」とも同義であると定義
している。また、「自主的な性格の形成をめざす民主主義教育」にも反
するものではないという立場から、戦後の新たな教育の道筋を模索す
る実践的研究が進められた。ここには、「新教育の歩みをふりかえって
みると、古い教育の強圧主義に対する反動から、子どもたちを放任し
すぎたというような事実はないわけではない」という「反省」が課題
意識としてあることが言明されている 26。  
そしてこの「しつけ」の教育においては、「人間らしい生活を自分た
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ちの共同生活の中において実現するに必要な資質（徳性・知識・技能・
体力・人生観等）を持つ人間で独立した人間としての尊厳をもってい
るような人間」、「現存の社会生活の秩序の中に入りながら、それを乗
り越え、よりよき秩序を実現していく所の人間」を教育目標としての
人間像に据えている 27。これは広義には道徳教育実践と位置づけてよ
いものであると考えるが、「しつけ」という語彙の選択や「ガイダンス」
との関連性への言及から「生活指導」の実践としてここに取り上げる。  
 本報告書が「しつけの原則」として掲げるのは次の 3 点であった。  
 
 ①「子どもの生活の全部面にわたって存在しているそのきっかけを常
に活かしていく。言いかえれば、子どもの全生活を通じてしつけてい
くということである。」  
 ②「その全生活の場面というものを支配している空気というものを、
望ましい性格形成に適合するようにしていく。」（後略）  
 ③「さまざまのきっかけに反応する、子どもたちの自己の在り方を、
問題にしていかなければならない。その自己は性格の中心であり、同
一のきっかけに対しても、それを生かしたり、殺したりする要因であ
るからである。このような、子どもたちの自己を確立させていくとい
う原則を立てた場合には、当然のことであるが、急速にその効果が外
面に現われるということは期待出来ない。けれども、その変化は確実
なものであるから、あともどりしない『しつけ』を期待することが出
来る。」  
 
キーフレーズ化すれば、「全生活」「雰囲気」「自己確立」をしつけ 3 原
則としている 28。つまり、全面主義に基づき、環境設計まで含みこん
で、人格形成としての教育を行うことを「しつけ」として捉えている
ことがわかる。  
 報告書はこの「しつけ」実践について、学年別系統、年間計画、事
例紹介等を通して仔細に伝えているが、ここでは当校が示す「新しい
教育」「新しい学習」形態の構造について取り上げる。  
当校は、当校での教育を 3 つの「生活区分」で概念化している。そ
れは、〈しごと〉〈けいこ〉〈なかよし〉の 3 区分である。それぞれ「単
元学習」「基礎学習」「特別活動」と呼応させており、〈しごと〉は経験
主義に基づく教科関連の学習を指す。〈なかよし〉は特別活動を主とす
る学校生活全体での活動であり、本書は「自分たちの社会生活（現在
は学校生活）」として子どもたちの社会生活であると位置づけている。
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〈けいこ〉は「『しごと』や『なかよし』で自然に発展させられる機会
を持ち得なかった能力で、しかも我々が、子どもたちに対する社会の
気合いに照らしてぜひとも与えなければならないと考える能力を、個
人別に磨いていくこと」とされる。「体育・ダンス・音楽・図画工作・
国語・算数・家庭・衛生・理科・社会科」に関連して「各人の能力の
発展を勘案しつつ」「各個人に十分徹底するように、教材が選定され、
活動が展開されていく」とする。つまり、個別学習、個に応じた指導
である 29。  
これら 3 つの生活と「しつけ」との関連性についての同書の理解を
抜き出すと表 4-1 の通りとなる 30。  
 
表 4-1. 奈良女子大付属小の「正しいしつけ」実践生活 3 区分  
 しごと（単元学習）  けいこ（基礎学習）  なかよし（特別活動）  
形
態  
共同学習（学級単位）  個別学習  共同学習（学校単位）  
学
び  
●活動に対する目標の
自 覚 、 活 動 後 の 反
省・確認  
＝自律性  
●共同学習  
＝責任分担、他者への
配慮  
●客観的基準に照らし
自己の課題や成長点
を確認する  
＝自己の「統制力」  
＝個の能力向上  
●実践  
●「学校生活全体にお
ける位置を与える」  
＝共同体への参画意識  
（筆者作成）  
 
 〈しごと〉の説明において重点がおかれているのは、子どもたちが
目標をはっきりと自覚し、活動後には活動に対し「反省や確認」をす
るという、現代的に言えば自己調整学習による学びである。こうした
「内面的な責任」が伴う活動によって「自己の統制力強化」が図れる
としており、概括すれば「自律性」の育成に繋がるとの理解が読み取
れる。また、〈しごと〉はよほど特殊な状況でない限り共同学習で行わ
れるとされており、そこからは自己の「責任」や「責任の分担」（要す
るに協力）や他者に対する「配慮援助」や「思慮と配慮」が学ばれる
としている。  
〈なかよし〉は、実質的にはクラブ活動や委員会活動などであるが、
これはすなわち実践的学びの場そのものである。若干逆説的な書き方
となるが、「なかよし」だけをしつけの場と考えて自治活動や特別活動
を行うと「失敗」するとして、「しつけ」を〈しごと〉と〈けいこ〉を
含めた 3 側面で考えるべきだと報告書が伝えるところから鑑みれば、
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いかに〈なかよし〉が「しつけ」に対し直接的関わりを持っているか
が窺える。加えて報告書では、〈なかよし〉によって「学校生活全体に
おける位置を与える」としている。言い換えれば、学校という共同体
への参画意識、当事者意識の醸成に繋がるということであろう。この
ことから、〈なかよし〉は「しつけ」 3 原則の「全生活」「雰囲気」を
創り上げる上で重要な学びの場として位置づいている。  
 〈けいこ〉では「しごと」や「なかよし」では学べない「子どもた
ちの知らない世界、接触の少ない世界を切り開かせていくことになる」
としており、学習内容領域として他の生活を補充・拡充する役割を有
する位置にある。また、〈けいこ〉の説明の力点は「能力別」であり「個
人別指導」であることに置かれている。単に個別単位の学習というこ
とではなく、“個の能力に応じた活動”の選定を教師には求めている。
こうした個別学習では、子どもたちが「客観的基準の中に位置づけら
れ」、「その位置はいわば他人と関係のない位置である」と説明される。
つまり、「他人を羨望したり、嫉視したりする」ことなく「客観的基準
に照合して」、「自己の努力を反省し、自己の進歩を確認し」、自分自身
の能力を成長させることを通して「自己の統制力」が強化されるとし
ている。  
 以上のように本実践では、学校生活全体における「しつけ」ないし
新教育を、「個―学級―学校」という重層的な構成単位の組み合わせに
よって実現しようとしていた。特に興味深いのは〈けいこ〉の位置で
ある。「一定期間重点をおいて指導する」 31ことも重要とされるこの活
動が、具体的にどのような物理的場所・時間で行われたのか明確では
ないが、これを実質化するためには、教師と子どもの密な関係性の構
築や弾力性のある時間設計が必要となろう。いずれにしても、道徳教
育に対する忌避的感情も強く戦後新教育において正面から取り上げら
れなかった「しつけ」について、学校教育に対して「しつけ」的教育
を求める社会的要請も背景としながら、新教育理念との融合を実践的
に模索した事例として注目に値しよう。  
 
第 4 節  教育政策の転換による道徳教育を取り巻く背景状況の変容  
一方、戦後初期の道徳教育において中核的な役割を期待された社会
科は、新教育批判やこれに伴う社会科見直しの機運を背景としながら、
1952（昭和 27）年 12 月 19 日の岡野清豪文相による諮問「社会科の改
善、特に地理・歴史・道徳教育について」によって改訂が進められる
こととなった。これは、「社会科の中で統合されたといわれる道徳教育、
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地理、歴史教育について、それぞれどのような学習ができるのかを、
この時点で社会科という全体的な学習内容とのかかわりのなかで明確
にしていくことを求め」 32るものであった。これを受け、教育課程審
議会は「社会科の改善、特に道徳教育、地理・歴史教育についての答
申」（ 1953 年 8 月 7 日）（以下、「教課審社会科改善答申」）をまとめた。
その後、中央教育審議会が「社会科教育の改善に関する答申」（ 1953
年 8 月 8 日）（以下、「中教審社会科改善答申」）を、文部省が「社会科
の改善についての方策」（ 1953 年 8 月 22 日）（以下、「社会科改善方策」）
を出し、1955（昭和 30）年度には社会科学習指導要領が改訂されるこ
ととなる 33。この改訂は一般に、社会科の系統主義への傾斜と道徳教
育の強化改善を特徴とするものとされている。その内実に触れる前に、
この改訂が置かれた背景状況について整理していく。  
 
（1）改訂背景①  政治的動向―愛国心問題・教育勅語問題  
社会科改訂の背景には、現状の主として社会科で行われている道徳
教育が社会問題に傾斜しており、個人の内面性や精神性への教育を軽
視しているという批判があった。この批判論理の背景の一つには、一
般に「逆コース」と称される政策動向に伴った「再軍備のための愛国
心養成」 34という政治的要請がある。  
水原は、社会科改訂の一連の動向における政治的要請の影響動向を
次のように指摘している。契機は 1950（昭和 25）年 6 月の朝鮮戦争
勃発後の安全保障政策の転向である。1953（昭和 27）年 10 月の池田・
ロバートソン会談では「日本人の愛国心教育・防衛意識の形成を積極
的に展開すること」を合意しており、国策としての愛国心養成が重要
課題となった。こうした中、当時の首相・文相らから国家・国民意識
の醸成を必要とする観点から個々人の内面の意識改革を求める発言が
続き、自由党第 16 国会報告書「文教政策の充実改善」（ 1953 年 8 月）
では、現行社会科が「専ら科学的解決のみを過信して、人間の精神力
を軽視し、あるいは全く無視するような傾向がある」として、現行教
育全般においても「人間の精神力を軽視」していると批判した。こう
した動向の中、「教課審社会科改善答申」はこうした「国家主義的要請
を排除」する形で戦後社会科理念を継承し、社会科の目的は「基本的
人権の尊重を中心とする民主的道徳の育成」にあること、社会科だけ
でなく学校教育全体の責任として道徳教育を捉える方針を示したが、
「中教審社会科改善答申」では、教課審答申に「基本的人権の尊重を
中心とする民主的道徳とある意味は、民主的道徳の中心は人格の尊重、
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ひいては社会公共への奉仕にあるものとの意味に理解すべきである」
と、公共や奉仕の概念を強調する再解釈が示され、「政策理念の転換を
強く表明」し直している。これを受けた文部省「社会科改善方策」で
は、「社会公共のために尽すべき個人の立場や役割を自覚し、国を愛す
る心情を養い、他国や他国民を敬愛する態度を育てることが必要であ
る」と強調されるに至った 35。こうして、政治的要請としての精神性
―特に公共心や愛国心を中心とする心情醸成を道徳教育の役割として
求める動きが社会科改訂に影響を及ぼしたのであった。  
こうした改訂動向は「『社会改造科』から『社会順応科』への転換」
36と称され、当然ながら多くの批判を呼んだ。社会科問題協議会は、「社
会を学ぶ『社会科』を、個人の内面の美しさに求める『個人科』にす
りかえようとしている。（中略）社会に眼を向けることをやめ、単に個
人の内面的な善良さに期待するというならば、もはや、『社会科』では
なくて『個人科』であり社会科の本質は、全く失われたわけである」37
との意見を表明している。これらの批判は、国家（公権力）による道
徳的価値基準選択・決定介入への抵抗であり、同時に、道徳的価値（内
容）として個々人の内面性や精神性を重視することが、結果的に
．．．．
「個
人」よりも「社会」（国家）を優先させる価値観が入り込むことへ懸念
であったといえよう。  
この懸念を加速させたと考えられるのが、教育勅語問題の再燃であ
る。1953（昭和 28）年 2～3 月にかけて、岡野清豪文部大臣は「国民
の道義を高揚しなければならぬ」「民主国家において、国民がほんとう
に従つて行つて人様に迷惑をかけないで、仲良くこの国に住んで、そ
うして民主的の国家、文化的の国家として繁栄して行く道徳律はあつ
てしかるべき」 38と主張し、「日本国民としての精神のよりどころ」と
して教育勅語の妥当性を主張した。その趣旨は、教育勅語は「封建的
な関係の時代の文句を使つたり、形式を使つてあるから廃止されてい
るのでありますけれども、しかし私はその内容においては、千古の真
理を持つていると考えます」という、教育勅語が掲げる道徳的価値（徳
目）を支持するものであった 39。  
なお同時期である 1953（昭和 28）年 3 月には、天野貞祐が文部大
臣退官後個人名義で『国民実践要領』を刊行している。『国民実践要領』
は、天野が文相時代（ 1951 年前後）に「独立回復後の日本国民が真に
自主独立の精神をもって道徳的に生きていく目標を示」 40すものとし
て作成を企図したものであった。貝塚によれば、当時天野の国民実践
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要領作成発言に対しては新聞紙上ではほとんど具体的な反応はなかっ
たが、天野が「国家の道徳的中心は天皇にある」 41と発言して以降、
活発な論議へと発展したとされる 42。道徳的価値基準の必要性につい
ては認める風潮がある中で、復古的・伝統的価値観や国家による道徳
的価値基準の制定には敏感であった様子が窺える。この国民実践要領
をめぐる議論は、「道徳教育問題が、教育問題としてよりも政治的な争
点の対象として展開していく状況を形成することに重要な役割を果た
すことになった」 43ものであった。  
 
（2）改訂背景②  個人の内面性・精神性教育不足批判  
しかし、新教育における道徳教育が個人の内面性や精神性の指導に
欠ける点があることを憂慮する声は識者の間においても高まっていた。
例えば勝田守一は、「社会科の客観主義が、主体的な倫理の領域を無視
するかたむきを見せていることも否定しえぬ」とし、社会科の改善点
として「社会的状況に対して知的な理解と結んで、主体的な決断や態
度決定を経験する機会をさらに配慮しなければならぬ」、「これこそ倫
理の問題である」とする 44。森昭は、戦後教育が「自己よりも社会に、
内省よりも実践に、沈潜よりも変革に強い傾斜をかけた」ものであり、
「自己の内面を掘下げ、自己の主体的自覚から問題に迫ってゆく態度
を見失うべきではない」と主張した 45。  
加えて勝部は、社会科はそもそも主体的な倫理観の育成には不向き
であると指摘する。社会科の源流であるアメリカの社会科は「もとも
と宗教や道徳のことに手を触れない」ことを前提としたものであり、
社会科が意味をなすのはアメリカのように宗教が社会に浸透している
場合であって、「荒涼たる貧しき食卓に、社会科というパンのみ千切っ
てきても、それで日本の児童の道徳的栄養が摂れるはずがない」と、
道徳教育の役割を社会科に多く期待するのは文化社会の違いから限界
性があることを指摘したのであった 46。  
こうして、社会科における道徳教育は宗教的基盤の薄弱な日本にお
いては均衡に欠く側面があり、個人の内面性や主体的自覚に迫るよう
な道徳教育を学校教育が担う必要があるとする見方が改めて高まって
いったのである。  
 
（3）改訂背景③  基礎学力低下批判と経験主義教育路線の揺り戻し  
道徳教育の観点以外からの新教育および社会科に向けられた批判に
ついても見てみよう。1949（昭和 24）年頃から「学力低下」に対する
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危機感が全国的に広がりを見せ、戦後最初の学力論争を生む。その中
で、戦前の旧学力を「百科全書的知識集積主義、画一的詰込主義」と
して批判し「生活に役に立つ教育」「子ども中心の教育」「生活に密着
した教育」を打ち立てた新教育およびそこでの「新学力」が、「読み・
書き・算」を基盤とする基礎学力の低下をもたらしたとされ、新教育
の路線を再検討する機運が高まりを見せた 47。こうした基礎学力低下
批判を基底に据える「はいまわる経験主義」批判は、社会科を核とし
た問題解決学習（経験主義的学習方法）に向けられていく。  
1952（昭和 27）年の勝田―梅根による社会科教育論議では、「内容
編成の問題で分化か統合か、社会科の性格として教科的か超教科的か、
また学習方法で系統主義か生活主義か」で対立し議論が繰り広げられ
た 48。そしてコア・カリキュラム連盟においては、経験主義を原理と
したカリキュラムを基盤としつつも、基礎学力低下批判の中で系統学
習の取り込みをねらった三層四領域のカリキュラム構想を打ち出す。
これは、表現・社会・経済・健康の四つからなる生活の問題解決領域
と技能・基本的知識・情意的な態度の三層で捉える基礎学力を組み合
わせるもので、「旧来の断片的な知識中心主義・記憶中心主義の克服を
志向」する「問題解決能力・生活能力・生きて働く力」を育成する経
験主義カリキュラムの提案によって、問題解決学習と基礎学力習得の
学習の融合を図ろうとするものであった 49。  
 こうした動きの背景には、経験学習や問題解決学習への不信がある。
学習者の興味や自主性を尊重し「なすことによって学ぶ」ことを強調
した新教育においては「教師が指導性をもつことはいけないと誤解」
される向きもあり、「子どもが勝手に動いていることも多かった」とさ
れる。また、問題解決学習が、「『ごっこ』学習」や「ただ活動さえす
ればよい」と考えられる中でその効果に疑問が生じつつもあった 50。
こうした経験主義に基づく教育実践の未成熟と旧来の学力観に基づく
基礎学力低下批判が、系統的知識の教授を重視する系統主義社会科を
求める推進力となったのである。  
 
（4）改訂背景④  教育課程の国家基準性強化と政治・社会問題の取
扱い抑制傾向  
他方で、教育行政全般に関わる前提条件にも変化が生じていた。文
部省は 1951（昭和 26）年 11 月「文部省の権限について考慮すべき事
項」をまとめ、「教育内容に関る最低基準を定めること」、「教科書及び
学習指導要領の編集」、「地方教育行政に関する一般的監督権を保持す
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ること」、「教科書の検定件は文部大臣に専属させること」などを文部
省権限として定めた。これにより、これまで「指導行政」を理念とし
ていた文部省の役割が「監督行政に転ずる」ことになる 51。  
具体的に変化が生じたのは学習指導要領の位置づけである。1952（昭
和 27）年 7 月の文部省設置法の改正では、学習指導要領の編成権が文
部省のみに属すものと規定された。従来、学習指導要領は教育委員会
に編成権があるという前提の下、実態としては要領作成の準備が整っ
ている教育委員会がほとんどなかったために「当分の間」文部省が作
成するとの趣旨により、学習指導要領は「試案」としての性格づけが
なされていた。しかし本改正を受けた 1955（昭和 30）年の小・中学
校学習指導要領社会科編の改訂では「試案」の文字が付されることは
なく、学習指導要領の法的基準性が強化されたのであった 52。  
学習指導要領の性格の変化は、道徳教育にとっては道徳的価値基準
の設定主権問題と密接に関わってくる。基準性が高められた学習指導
要領において「道徳教育の内容」が定められることは、すなわち「道
徳的価値基準」ないし「道徳指導基準」の国家規準化となり得ること
から、これに対する警戒感も高まることとなった。  
加えて、1954（昭和 29）年 6 月に「教育公務員特例法の一部を改正
する法律」と「義務教育諸学校における教育の政治的中立の確保に関
する法律案」のいわゆる「教育二法」と呼ばれる法律の制定もこうし
た警戒感を加速させた。教育二法が制定されるきっかけとなったのは
「山口日記事件」と呼ばれる騒動である。これは、1953（昭和 28）年
に山口県教職員組合が編集した『小学生日記』と『中学生日記』の内
容が反米的で政治的に偏っているとして問題にされた事件である。こ
の際文部省は、教育の中立性の観点から特定政党の政治的主張に偏っ
た教育を「はなはだ遺憾とする」とした通達を出した 53。これに対し
山口県教組は強引な思想注入の教育はしておらず、日本国憲法と教育
基本法の理念にそって教育を進めているとして抗議している 54。水原
はこの騒動が、「時事問題を含めて、日本の課題について活発な討論を
させ、社会を科学的に認識し変革して行く力」を形成するという教育
理念が「時代の変化の中で、政府与党から反発を受けることになった」
55ことを示すものとなったと指摘している。  
こうした経緯の下で制定された「教育二法」では、教育公務員が一
般公務員よりも政治的行為の制限を強く受けること等、義務教育諸学
校における政治的中立確保強化の方針が示された。「義務教育諸学校に
おける教育の政治的中立の確保に関する法律案」では、第 1 条に「教
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育基本法の精神に基づき、義務教育諸学校における教育を党派的勢力
の不当な影響又は支配から守り、もつて義務教育の政治的中立を確保
するとともに、これに従事する教育職員の自主性を擁護することを目
的としている」と掲げている。この「教育二法」の制定は「無言の圧
力」として「教育基本法第八条第一項の『良識ある公民たるに必要な
政治的教養は、教育上これを尊重』することが困難な雰囲気をつく」56
ることとなり、「学校教育での政治・経済に関する鋭角的な問題のとり
あげ方に抑制が掛かることとなったことは否めな」かった 57。これに
より教師は、教科書を掘り下げて討論させたり、社会を科学すること
に「警戒的・防衛的意識を感ずるようになってしまった」のである 58。
このことは、社会科が目指した道徳教育、すなわち、問題解決学習と
社会認識力の育成を通して倫理性の培養につとめるという役割を瓦解
させる背景状況を形成するものであったといえる。  
 
第 5 節  昭和 30 年度改訂社会科における道徳教育  
 以上のように、昭和 30 年度社会科改訂は、様々な観点からの道徳教
育強化の声のもとに生れた改訂であった。では実際に改訂された学習
指導要領の内容について見ていく 59。  
 
（1）昭和 30 年度社会科改訂における「深く考える機会」充実策  
「教課審社会科改善答申」では、社会科が「民主主義の育成に対し
て、重要な教育的役割を担うものであり」、「児童・生徒に民主社会に
おける正しい人間関係の在り方を考えさせ、児童・生徒が狭い国家主
義から脱却した広い見地に立つ民主的社会人として、道徳的に成長す
ることに寄与することを大きなねらいとしている」とした上で、現状
の社会科が「民主的社会における道徳の理解や、道徳的判断力の養成
がじゅうぶんに行なわれていない場合もある」ことを指摘した。そし
て、「社会科の改善に当って力を注ぐべき面の一つは、基本的人権の尊
重を中心とする民主的道徳の育成である。（中略）社会科が道徳教育に
対して、責任をもつべき主要な面を明確に考え、道徳教育に確実に寄
与するように、その指導計画および指導法に改善を加えることは重要
なことである」と、改訂の主旨に道徳教育改善の方針があることを示
している。ただし、道徳教育は学校教育全体の責任であるという全面
主義道徳教育の路線も保持している。  
道徳教育改善の方策として「教課審社会科改善答申」は、小学校、
中学校、高等学校で段階的に異なる方策を示した。  
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小学校の道徳教育については、教育全体にわたる「児童に身近な具
体的問題を中心とした実際的な生活指導」に重点が置かれた。そして、
社会科においては、「各教師が、まず民主的社会における道徳教育の理
念をはっきりつかみ、それに基づく道徳的価値
．．．．．
が、社会科の学習活動
．．．．
を通して児童の心情に訴えて理解される
．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ような指導が望ましい」（傍点
筆者）とした。そして「各教師は、学年の発達段階に応じて、児童の
日常生活における道徳的判断の基準
．．．．．．．．
となるような価値のある行動や態
度を考え、社会科における具体的事象の学習を通して、その行動や態
度の重要であることが、おのずから児童に理解されるような指導
．．．．．．．．．．．．．．．．．．
も必
要である。」（傍点筆者）と述べている。つまり、道徳的価値を直接取
り上げて教授することではなく、教師自身が正しい価値観を持ち、社
会科の学習活動の随所でその価値観が自然と児童に伝わることを重視
した。より意図的な方法としては、「発達段階に即した道徳教育の指導
法や各学年それぞれの社会科学習内容に即した道徳教育上の力点を示
．．．．．．．．．．
唆するような
．．．．．．
資料
．．
を提供することが望ましい」（傍点筆者）と、学習教
材である資料の選定における工夫を取り上げている。ただし、小学校
においては「特定の時間や特定の期間にまとめてなされることは、効
果が少ない」とした。  
中学校においては、「青年前期の心理的発達の特性」と「義務教育の
最終段階であること」を考慮して、「主体的社会における道徳生活につ
いて、特に深く考える機会を与える
．．．．．．．．．．．
計画を研究すること」（傍点筆者）
という方針を打ち出した。この中では、「科学的世界史的立場を堅持す
ること」を条件に、「日本人の感情や思想等に関する面も取り入れるよ
うに考慮すること」も指示している。この「深く考える機会」の計画
については、後の文部省の方策において具体的に「単元の設置」が明
示される。  
高等学校では、「倫理・政治・経済・社会などを主とする一科目を新
たに確立すること」が提言され、「この学習の一部として、人生観や社
．．．．．
会行為の基準となる道徳や思想について深く考える機会
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
をもつことが
必要である」とし、その際注意すべき点として、「単なる知識としての
倫理学概論や哲学概論になることを避け高等学校生徒が自分自身の問
題として学習するような内容を精選することが望ましい」としている。 
こうして、発達段階・学校段階が上がるにつれて、道徳に関して「深
く考える機会」を充実させることが方策として掲げられたのであった。 
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（2）昭和 30 年学習指導要領社会科の道徳教育の変化  
『小学校学習指導要領社会科編  昭和 30 年度改訂版』（以下、『S30
学習指導要領（小・社）』）では、「第 2 章  小学校社会科の目標」の中
で、「社会科の目標と児童の望ましい生活態度」を示した。従来からの
内容的な変更点は表 4-2 下線部の通りである。  
先に見た通り、愛国心問題や教育勅語問題に揺れたことを背景とし
て一般には「郷土や国土を愛し」の文言追加に耳目が集まるが、「人間
尊重の精神」や人種・国籍等による偏見の排除も同時に掲げられてい
る。その他、「自主的」な態度とともに「みずからを慎しみ、良心に恥
じない言動」に努めることや、「自己の主張をはっきり述べるとともに、
他人の意見もよく聞」くなど、「自己」と「他者」の両者の尊重や「創
造的」であるとともに「自省的」である二面的な要素を含ませている。
「改訂」としては「自省的」文言の追加も多いが、それは旧学習指導
要領との相対的なものである。  
 一方、方法の記述においては、道徳教育重視の方向性や「深く考え
る機会」を充実させる意図の中で、修身科に対する評価記述に変化が
表れている。例えば、『S30 学習指導要領（小・社）』では、修身科の
注入主義的・観念的な理解の仕方を問題とする点では昭和 26 年度版と
変化はなかったが、修身科で用いられた「例話」の説明において、「例
話は、時と所を異にした人物の行為の例であっても、それが児童の道
徳的心情をゆり動かし、かなり強い感銘を与えるという教育的効果は
大いに認めなければならない。」としており、昭和 26 年度版が「それ
（例話；筆者注）が児童の心情をゆり動かす力をもつことは認められ
るにしても（中略）さほど効果のあるものではないであろう」として
いた記述 60からは、やや肯定的評価に転じている。ただし、徳目の観
点的な理解や感銘を与えるだけではなく、「自主的に考え、実行できる
ような人間」の育成の重要性や、そのための「社会の相互関係や歴史、
地理などの社会の理解の裏付け」の必要性は引き続き認めており、「道
徳的判断力を効果的に養うには、ただ例話などを活用するだけでなく、
学習全体を児童が自発的、積極的な関心を持って進め得るようにする
必要がある」ともしている。  
ただしその方法として、昭和 26 年度版が「児童が直面する問題の解
．．
決を通して
．．．．．
、みずから獲得するのでなくてはならない」（傍点筆者）と
問題解決学習に力点を置いていたのに対し、昭和 30 年度版では「かれ
らが生活の中で出会う個々の具体的な問題に即し
．．．
、望ましい道徳的判
．．．．
 
153 
 
表 4-2.『小学校学習指導要領社会科編昭和 30 年度改訂版』の目標における改訂点  
 
第一  人間尊重の精神と豊かな心情をつねに日常生活の上に具体的に表現して
いこうとする生活態度を育てること   
○生命、自由、幸福追求などに関する自他の権利を尊重すること。   
○人格の尊厳を理解し、他人の立場を尊重すること。   
○個性を重んじ、寛容な態度で人に接し、信頼と友愛の念を深めること。   
○いかなる場合にも最善を尽し、決して希望を失わないこと。   
○自然やすぐれた芸術に親しむ機会を多くもち、純粋な豊かな愛情を生活にし
みわたらせること。   
○平和を愛し、真理探求の意欲をもつこと。   
○人種・国籍・生活様式の違いなどに基く偏見をなくすように努めること。   
○民族的誇りをもち、郷土や国土を愛し、よりよくしようとする意欲をもつこ
と。  
第二  自主的で統一のある生活態度を形成すること  
○絶えず自分の考えを検討し深くつきつめ、無条件に既成のものにとらわれる
ことをしない批判的態度を確立すること。   
○信念をもって行動し、志した仕事を最後までやりとげる勇気をもつこと。   
○自律的で言ったり行ったりすることに一貫性があること。   
○絶えず自己を向上発展させるため、謙虚に他に求める態度をとること。   
○みずからを慎しみ、良心に恥じない言動をするように努めること。  
第三  清新で明るい社会主活を営むために必要な生活態度を養うこと  
○自己の主張をはっきり述べるとともに、他人の意見もよく聞き、建設的な意
欲をもって協力すること。   
○集団の一員としての義務と責任にめざめ、各人の長所を生かして仕事をす
る  こと。   
○いろいろなきまりや規則を自分たちのものとして尊重するとともに、民主的
な方法でそれを改善する努力をはらうこと。   
○正義に対する鋭敏な感覚をもち、周囲の誘惑に負けない強い意志をもつ こ
と。   
○民主的な生活に必要な礼儀を守り、尊敬、感謝、いたわりの念などをもつこ
と。   
○勤労を尊び、職業の意義を考え、社会に寄与するに足る健康を保持すること。  
○社会に尽した先人に学ぶとともに、現在の社会の制度や施設のじょうずな
活用とその改善についてくふうすること。   
○生活に潤いを与える方法や、余暇を有効に活用する方法などについて考え、
喜びや悲しみを人々とわかち合つて暮すようにつとめること  
第四  創造的に問題解決を行う場合に必要な力を養うこと  
○あくまでも真実を追求してやまないこと。   
○広い視野で問題をとらえ、その核心をつくことにより、能率的で有意義な解
決をはかる力をもつこと。   
○物事を具体的総合的に考え、現実を生き生きととらえること。   
○科学的知性を備え、客観的、合理的な判断をすること。   
○仕事に没入しながらも、絶えず独断偏執や形式化を排除すること。   
○困難に屈しない強じんな意志と豊かな実践力をもつこと。  
 
（下線太字は主な改訂点。ただし、表現の修正、項目の分離・統合等の修正を除く。）  
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断や行為のしかたを考える
．．．．．．．．．．．．
ことのできるような学習の過程を重視しな
ければならない」（傍点筆者）とされ、問題解決を経験するだけではな
く、その中から道徳的問題について「考える」ことに力点が移動して
いる。  
次に中学校であるが、本改訂において中学校社会科に特徴的なのは、
従来の学年別の単元組織ではなく、地理的分野、歴史的分野、政治・
経済・社会的分野に分けて内容が示されたことである。『中学校学習指
導要領社会科編  昭和 30 年度改訂版』では、小学校社会科が「児童に
とって具体的な事象を重視して学習を進めていく傾向が強かった」の
に比べ「中学校では、生徒の発達段階を考え、（中略）小学校のときよ
りも、ある程度系統だって身につけさせていく必要がある」と説明し
ている。ここに基礎学力批判の影響がみられる。  
そして、中学校社会科には、“道徳生活について深く考える機会”と
しての単元が設けられることとなった。具体的には、昭和 30 年度中学
校社会科に設けられた「政治・経済・社会的分野」の一つである「生
活態度と人生」という単元がこれに相当すると考えられる 61。  
「生活態度と人生」の内容は以下のように説明された。  
 
民主主義的生活は個人の自由や権利を保障するものであるだけに、個人
が社会生活を正しく送るためには、深く自分の責任を感じ、自己を反省
して真に尊厳に値する自己を確立することが必要であること、また社会
は、それぞれ人間関係を円滑にするための慣習などをもっていることを
理解させて、社会における対人関係を平和に進めていく生活態度の重要
なことを考えさせる。そのためには、人間の社会的存在の本質や社会慣
習の意義などについて、日常生活における事例などによって理解させ、
作法などのたいせつなことに気づかせる。ことに具体的事象の学習を通
して、正直・勇気・正義・独立心のような徳性を身につけることのたい
せつなことを理解させ、進んで人生の意義などについて考えさせるよう
にする。このためには、国語の教材などにも関連して、中学生にふさわ
しい著名な人生論や文芸作品などにもふれて学習させることもよい方
法である。（下線筆者）  
 
ここには、社会生活の成立要件として、社会による個人の自由や権利
の保障の一方、個々人が社会的責任を負う側面に触れ、自己を反省的
に捉える必要性が説かれている。そして、正直・勇気・正義といった
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ような道徳的価値の大切さを理解し、人生の意義を考えさせるとして
いる。どのようにこれを実現していくのかという「方法」については、
「日常生活における事例」「具体的事象の学習」を用いるとしているが、
用いてどのようにするのかはこの記述からは解釈できない。とはいえ、
「社会科の目標」においても、「抽象的、観念的な理論に陥るようなこ
とを避けて、身近な生活上の問題などを通して、個人の価値や、人生
の問題について考えさせていくことがたいせつである」とし、学習者
にとって現実味のある素材を取り上げるよう指示されている。この他
には「中学生にふさわしい著名な人生論や文芸作品」に触れさせるこ
とを挙げた。  
高等学校の社会科学習指導要領は昭和 31 年度に改訂され、従来の
「一般社会」・「日本史」・「世界史」・「人文地理」・「時事問題」の 5 科
目構成から、「社会」・「日本史」・「世界史」・「人文地理」の 4 科目構成
となった。新科目である「社会」は、「人生観や行為の基準となる道徳
や思想について深く考えさせる機会をもたせることの必要を認め」、政
治・経済・社会・倫理の問題を中心とする内容を含むものと説明され
ている。  
こうして中学校には単元、高等学校には「倫理」を含む科目の設置
が行なわれたことにより、昭和 30 年度社会科改訂は「全面主義道徳教
育を変質させる画期」62とも称されている。ただしその内実としては、
特に小中学校段階においては道徳的価値の知的理解や倫理思想の理論
的理解ではなく、「深く考えさせる」という表現に集約されるような、
自分自身について反省的に捉える機会の創出が意図されている。  
 
（3）社会科の「社会化」による問題解決学習の変容  
こうした「自己」や「内面性・精神性」の関心が社会科改訂を推し
進め、これを担う「単元」「科目」を誕生させた一方で、社会科全体の
傾向としては①系統化と②社会化の傾向が強まっていった。その背景
には、先述の通り、基礎学力批判への対応や社会科推進論者内部にお
ける教科観の対立があった。  
森分は、社会科はその取扱う対象が徐々に社会的な問題に傾斜して
いったと分析する。森分によれば、社会科は「『実生活で直面する具体
的問題の解決』を社会認識形成の原理として授業を構成する」もので
あるとし、その際、A）子どもの生活過程として授業を構成する場合、
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B）子どもが実生活で直面している具体的問題を基盤として授業を構成
する場合の 2 通りの考え方があるとする。加えて、B の立場はさらに、
B‐ⅰ）「実生活で直面する具体的問題」を生活主体である子どもにと
．．．．．
っての問題
．．．．．
とする場合と、B‐ⅱ）「実生活で直面する具体的問題」を
子どもが生活している社会のもつ問題
．．．．．．．
あるいは子どもの生活する社会
．．
の客観的な問題
．．．．．．．
とみなす場合があるとする。  
そしてこの整理を、①昭和 22 年度学習指導要領の社会科、②昭和
26 年度学習指導要領の社会科（および社会科の初志を貫く会の社会科
授業）、③昭和 25～35 年頃までのコア・カリキュラム連盟および日本
生活教育連盟の社会科授業に当てはめると、①は A、②は B－ⅰ、③
は B－ⅱを志向していたとされている。そしてその後、③（B－ⅱ）の
潮流は「現代社会の科学的認識」を社会認識形成の原理として社会科
授業を構成する立場へと変化していくという 63。この森分による社会
科の類型を表にすると表 4-3 の通りである。  
こうして、社会科の社会化・科学化・系統化という流れが相まって、
社会科の問題解決学習において、「自己にとっての問題性」という性格
が次第に薄れていくこととなった。  
 
第 6 節  まとめ  
 以上 1950 年代前半を中心として、道徳教育に関わる動向を広く確認
してきた。  
 戦後新教育には、社会的混乱を背景に、いわゆる「しつけ」として
表 4-3. 森分による問題解決学習を原理とする初期社会科の類型と変遷  
①昭和 22 年度  
学習指導要領社会科  
（Ａ）子どもの生活
過程として授業を構
成する場合  
 
②昭和 26 年度  
学習指導要領社会科  
（社会科の初志を貫
く会）  
 
（Ｂ）子どもが実生活で直面している具
体 的 問 題 を 基 盤 と し て 授 業 を 構 成 す る
場合  
ⅰ）生活主体であ
る子どもにとって
の問題とする場合  
 
③昭和 25～ 35 年頃
のコア・カリキュラ
ム連盟および日本生
活教育連盟  
  
ⅱ）子どもが生活し
て い る 社 会 の も つ
問題、あるいは、子
ど も の 生 活 す る 社
会 の 客 観 的 な 問 題
とみなす場合  
                            （筆者作成）  
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の道徳教育の要請が寄せられる状況にもあった。一方で、社会科にお
ける道徳教育の実態として「感謝主義」に偏する状況や、現実生活を
対象に捉えながら学習を進める社会科において、現実社会に残存する
伝統的な価値観と新教育の推進する民主主義的価値観が相克する矛盾
なども指摘されるようになった。  
一方、社会や学校、子どもたちの道徳的状況を科学的・実証的に捉
えようとする動向が生れてきたとともに、戦後台頭した「生活指導」
によって新教育理念に基づく道徳教育実践を生み出す模索も重ねられ
ていた。  
しかし、1952 年以降の教育政策転換は、道徳教育問題が政治問題に
絡めとられ、道徳教育への拒否感を増大させる社会状況を形成したと
いう意味で、道徳教育にとって重大な影響を持つものであった。と同
時により本質的には、道徳教育の指導基準・価値基準をどのように扱
うかという問題や、現実社会における「問題」との対峙によって道徳
性を育むことを理念としていた社会科における道徳教育に歯止めがか
かる傾向を生んだことが重要な背景変化である。  
政治的・政策的意向とは別に、社会科（および新教育）に対しては、
基礎学力批判や個人の内面性に関わる教育の不足といった批判が寄せ
られるようになる。これらの諸要請の総合的な結実点として、昭和 30
年度社会科では、道徳教育を強化するというねらいのもと、他者の尊
重と共に自己の責任等も明示する形の道徳教育的観点の目標が追加さ
れた他、単元や科目の形で、人生について「考える機会」が創出され
ることとなった。  
この「考える機会」について若干の考察を加える。  
本章に見てきたような政策動向を背景に「考える機会」を捉えると、
保守的傾向を感じさせるものに映るが、「考える機会」の単元・科目を
設置したことは、他の内容領域において系統化が進み、問題解決学習
の中でも「自己にとっての問題性」が希薄化するという全体的動向の
中で、自己に結びつく問題解決的思考探索の場を残す役割を果たした
とも考えられる。また、一事例ではあるが参考となるのが奈良女子附
属小学校での事例である。経験主義に基づく新教育における道徳教育
の在り方を模索する本校の実践においては、個別学習―学級での共同
学習―学校全体での共同学習という複層的な学習形態を採用していた。
そして自律性や自主性の育成を掲げる中で、自己の確立や自己の統制
力といった、自己との対峙による学びを棄却していない様子が窺えた。
そこで扱われる内容や方法如何によって意味合いは変わるため、一概
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に同列の次元で論ずることはできないが、「内面性」「精神性」に関わ
る「自己」への関心をどのように教育課程ないし教育実践の中で実現
していくかは、「愛国心」問題等とは別にして、道徳教育のあり方を考
える重要課題であったといえよう。  
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第 5 章 平野の全面主義道徳教育の模索と「道徳授業」への
接近  
 
第 1 節  はじめに  
本章は、第 4 章で明らかにした 1950 年代の全面主義道徳教育期にお
ける道徳教育の全体的動向を背景としながら、平野武夫および平野価
値葛藤論がどのような模索を経て「特設主義」（特別の時間を設けて行
う道徳教育）という形態の発想へと接近していったのかを明らかにす
ることを目的とする。具体的には、平野が価値葛藤論という理論的基
盤をもとに全面主義道徳教育を推進する上で何を課題と認識していた
のかを分析するとともに、平野が特設主義を捉えていく過程における
影響要因、そこでの変容点・継承点について整理する。これにより、
全面主義と特設主義の接続の間隙を埋めることが本章のねらいである。 
1950 年代、平野は、経験主義カリキュラムと歩みを共にする道徳教
育―教育課程上の形態としては特別の教科や領域を設けない全面主義
道徳教育―を推進すべく、カリキュラム全体における道徳的配慮（点
睛）の考察を深めていた。そして、全面主義道徳教育を推進する上で
要となる教師自身の探究と力量形成の場でもある関西道徳教育研究会
を発足させ、道徳教育の再興を図っていた。しかし、1950 年代中頃に
は経験主義カリキュラムそのものに批判や疑問が寄せられるようにな
る。これにより、新教育の核であった社会科の経験主義教育・問題解
決学習が変容していったことは第 4 章で見てきた通りである。1955（昭
和 30）年の社会科改訂は、社会科の系統主義への傾斜と道徳教育の強
化改善を特徴とするものであった。この改訂の背景には、主として社
会科で行われている道徳教育の現状が、社会問題の検討に傾斜して個
人の内面性や主体性を軽視しているという批判等がある 1。そして本改
訂により「道徳生活について特に深く考える機会の単元」が設置され、
高等学校には「倫理」を含んだ科目が設置された。昭和 30 年度社会科
改訂は「『全面主義』を変質させる画期」 2とも称されるものであり、
社会科は「社会の問題」を対象とする性質を強めることとなった。  
こうして全面主義道徳教育が揺らぎを見せ始める過程を平野はどの
ように歩んだのか。本章はこれを次の展開で確認をしていく。まず、
全面主義道徳教育の実態に対する平野の課題意識を整理し［第 2 節］、
これに対する打開方策を［第 3 節］［第 4 節］でおう。［第 5 節］では
関西道研における実践事例にふれ、［第 6 節］で平野の「道徳の時間」
への見解を整理する。  
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第 2 節  全面主義の実態への課題意識：直接化・画一的・平面化傾向  
 
教師の（全面主義）道徳教育への自覚化を促進するために、「カリキ
ュラムにおける道徳的点睛」すなわち、社会科や各教科内における道
徳的価値の提示および道徳教育の構造化を行ってきた平野であったが、
1953（昭和 28）年頃になると、次第に道徳教育の現状に疑問を抱くよ
うになる。  
1953（昭和 28）年に開催された関西道研第 4 回全国大会の大会主題
は「道徳教育の隘路とその打開」であった。大会記録はしがきには次
のように記されている。  
 
新教育に於ける「倫理的なるものの喪失」が指摘され、学校教育の全面
に亘って、その倫理的点睛の必要が強調されてから既に三年。その間、
或は理論的に、或は実践的に幾多の努力が相当なされたに拘らず、「生
きた道徳性を身につけさせる」ということは仲々容易なことでなく、今
や「社会科改善の問題」にも関連して、道徳教育の前途は決して坦々た
る大道ではなく誠に多難な荊棘の道といわねばならぬ。 3 
 
この 6 年後の 1959（昭和 34）年第 10 回大会の際にこれまでの沿革が
まとめられた「大会の歩み」においても、第 4 回（S28）大会当時につ
いては、「『学校教育の全面において』道徳性を啓培するという、新し
い道徳教育の基本形態の下に、漸次軌道にのるものと期待されたが、
併し実際は仲々そのようには進展しなかった」4として、全面主義道徳
教育が停滞の様相を呈していたことを記している。  
第 4 回（S28）大会において平野が、道徳教育の混迷として取上げた
のが、次の 10 観点であった。①道徳基準の混迷性、②道徳性啓培の困
難性、③道徳指導目標の抽象化、⑤道徳指導内容の無系統、⑤道徳指
導計画の平面化、⑥道徳評価基準の抽象化、⑦教育技術への偏向、⑧
 
表 5-1. 関西道研全国大会（ 1953～ 1954 年）  
回次  年  大会主題  会場  参会者  
第 4 回  1953(S28) 道徳教育の隘路とその打開  
京都学芸大
学  
1400 
第 5 回  1954(S29) 
道徳教育の実践に於いて相対
立する二つの立場  
同  1100 
（平野 1959a を基に筆者作成。ただし、第五回大会主題のみ修正。詳細は註 6 に記載） 
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社会的環境の不道徳性、⑨「倫理科」特設に対する無批判的反動視、
⑩教師養成に於ける倫理学的教養の不足。ここには、道徳観や道徳教
育の内容、方法、教育界全体の動向、社会状況、教師の資質・能力に
関する項目など、多岐にわたり課題が提示されている。平野は、全面
主義道徳教育を理念的に支持するものの、その実態に対しては危機感
を募らせていた。「学校教育活動のいずこにも行われていない」とさえ
感ずるようになっていたことをさらに後に回顧している 5。  
 こうした停滞の原因を追究したのが翌年の第 5 回（S29）大会であり、
平野は「道徳教育において相対立する二つの立場」として会に議題を
投げかけている 6。平野が「二つの立場」としたのは単一の事項を指す
ものではなく、①「二つの世界の対立」、②「道徳の時代性と恒常性」、
③「諸価値の葛藤とその高低強弱」、④「道徳の実践に於ける『知』と
『行』、⑤「行為評価に於ける動機と結果」、⑥「人性は善か悪か」、⑦
「人生観に於ける快楽主義と禁欲主義」、⑧「人格の完成と道徳性の啓
培」、⑨「道徳教育と宗教教育」、⑩「生活主義と徳目主義」、⑪「学校
教育の全面に於て」と「倫理科の特設」、⑫「直接法か間接法か」⑬「『理
解』か『実践』か」、⑭「『しつけ』か『問題解決』か」、⑮「道徳基準
か、自由意志か」、⑯「感化か、訓諭か」、⑰「『叱ること』と『ほめる
こと』」といった、道徳および道徳教育理解において検討され得る幅広
い観点からの二面性について、参会者に問うものであった 7。  
そして、1955（昭和 30）年になると、この低迷・混迷状況の打開策
を打ち出し始めるのであるが、この打開策があまり反響を呼ぶことが
できなかったことから、「本大会（第 6 回大会：筆者注）を見て、『今
日、道徳教育は足踏みしている』との観を深くした」 8と述べている。
打開策の内実については次節で見ていくこととするが、平野は当時の
道徳教育の現状は「『学校教育の全面において』という生活指導的方法
の世界にのみとじこもっている」9と評価している。より具体化すると、
現状の道徳教育はその指導方法が「直接化傾向」・「画一視的傾向」・「平
面化的傾向」に陥っていると分析した。なお平野は、これら「直接化・
画一化・平面化」を総称して「道徳指導方法の抽象化」ともしている 10。  
指導方法の「直接化傾向」とは、一般的な意味でのしつけ的な生活
指導のことである。平野は後に見るように、教師による徳目研究の重
要性を強調したが、同時に教育方法としては「徳目研究によって明ら
かにせられた各徳目の内容は、徳目主義によってではなくて、間接的
体験による生活主義によって始めて真に身につけさせることが出来る」
11との立場をとっていた。つまり、「指導せらるべき指導内容としての
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道徳性を、生きた児童生徒の生活体験から抽象して、これを説明理解
せしめるというような方法によるべきでな」く、「道徳指導の具体的方
法は常に間接的方法によるべきことが、少なくとも本道でなくてはな
らぬ」という主張である。ところが、「道徳指導の任に当る教師は稍々
もすれば、道徳性（徳目）を真正面に取出して、直接的にこれを与え
ようとする傾向に陥り易い」とし、これは子どもたちに抵抗反発を感
じさせたり、新鮮な道徳観を麻痺させるものとして警戒を促した 12。
こうした直接化傾向は、この頃隆盛していた一般的な生活指導実践に
おいては陥りがちな傾向であったと推察される。  
 道徳指導方法の「画一視的傾向」とは、端的には、「道徳指導の方法
が学年的・段階的に工夫されていない」ということであった。平野は、
道徳教育の内容の学年的配列・年間配列の問題について「道徳性の発
達段階」を把握することの重要性を指摘している 13。こうした方法の
段階性という発想により、「しつけ」と「問題解決法」を二律背反的に
捉えるような状況に解決の糸口を見たといえよう。  
加えて、今主張されている道徳指導の形態に「しつけ」・「徳化」、「問
題解決による方法」、「追体験による方法」、「各科学習の学習態度」、「倫
理科の特設」・「道徳単元の設定」などがあると整理し、これらの諸方
法が平面的羅列的に論じられているため、そうではなく、各方法の独
自性と限界性を自覚し、諸方法がどういった独自の役割を持っている
のかを理解することが必要であると平野は考えた。これが「平面化傾
向」への批判である 14。  
そして平野は、「画一視的傾向」への批判から“縦の段階性”を、「平
面化傾向」の指摘から“横の方法的立体化”を主張していく。  
 
第 3 節  打開策①：問題解決学習を主軸とした道徳教育カリキュラム
構造化構想  
 
“縦の段階性”“横の方法的立体化”とは、要するに道徳教育カリキ
ュラムの構造化といえよう。全面主義道徳教育の「隘路」を打開する
一つの策がカリキュラム全体を学習者の発達段階や指導形態「独自性
と限界性」の考察から構造化していくことであった。  
この動向は、関西道研の動向ともリンクしている。平野は、第 5 回
（S29）大会では発表者数が過去最高を数える中、「今回は『各教科と
道徳教育』についての研究発表を多くし」「『分科会』も『各教科と道
徳教育』の部会をそれぞれ立ててみた」としている 15。各教科と道徳
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教育の関係を問いカリキュラム全体における道徳教育の様相を問う姿
勢が窺える。  
関西道研での課題提起と検討を重ねる一方で、指導方法の画一視的
傾向から方法的段階性を、平面化傾向から方法的立体化を図る必要が
あると考えた平野は、図 5-1 の道徳教育の構造を示すに到った 16。  
 
平野によれば、道徳教育の基盤となるものは「教師の人格による感
化－徳化」と「校風・級風による感化」であり、「他律的な『しつけ』
（習慣形成）」が「道徳教育の出発点」である。これに続くものが「問
題解決に拠る道徳的性格の陶冶」であり、これを道徳教育の「本道」
と位置づけた。この問題解決学習は主に社会科が担うとされていたが、
図中には生活作文や特別教育活動もこの問題解決学習を実現するもの
として位置づけられている。ここに、本道を「両側」 17で支えるもの
として、「特設の『倫理科』及び『道徳単元』の設定による道徳的知見
の開発」と「追体験による道徳的心情の陶冶」を配している。「道徳単
元」については、時期的に昭和 30 年度改訂学習指導要領の実際を見た
ものではないと思われるが、平野は「社会科改善方策」の提案を引い
ている。その「背後から『各教科の学習』並に『特別教育活動』によ
る『学習態度・生活態度の涵養』で支え、更に『各教科に於て学習す
る夫々の諸能力（知識・技能）』を、道徳的実践力の基礎的要素的資質
を培う補助的・手段的方法として構想しようと思う」と平野は述べて
 
図 5-1. 平野（ 1953）による道徳教育構造図  
（平野 1953、 49 頁。）  
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いる 18。  
このカリキュラム構造は、第 3 章において提示した構造図とは異な
り、「習慣形成」「道徳的知見」「道徳的心情」「道徳的性格」といった
道徳教育において育成を目指す諸能力によって構成された構造化を図
っている。また、各科目の比重を下げ、社会科と各科目の他に、道徳
的知見の育成を担う「道徳単元」および「倫理科」、道徳的心情の育成
を担う「追体験」という方法を新たに配し、構造化を図ったのであっ
た。  
これに加えて、幼・小・中・高・大の段階性についても言及してい
る（表 5-2）。すなわち、「『しつけ』は他律的な道徳指導の方法であっ
て、それは比較的幼少の児童に対して試みられることを原則とするも
のであり、問題解決による方法は中学校以上、少くとも小学校高学年
に適用されるのが本体である」。また「道徳的知見の開発による方法は
比較的上学年、特に中学校以上に於て重視さるべき方法」であり、「感
化とか徳化とかいわれるものは人間の生涯を通じて大切なものであろ
うが、教育的には特に人格的な影響を受け易い小学校生徒に於て特に
重要視されなくてはならぬ」としている 19。そして、「小学校時代の児
童のように、比較的未分化の生活を営む時代の道徳性の指導は、当然
『学校教育の全面に於て』営まるべき」とするのであるが、「高等学校
の生徒に於けるように、知的乃至精神的能力が躍進する時期に至れば、
人生及び道徳上の諸問題について疑問をもち、それらの矛盾に悩み、
これを解決せんとして思索するようになる」ので、その場その場にお
ける臨機な指導とともに、高校段階においては「倫理科」の創設が必
要であるとした 20。  
社会科およびコア・カリキュラムが、経験学習と系統学習の融合を
図ろうと試みていたように 21、平野においては、時代の教育課程の変
容とも呼応しながら、直接的な生活主義道徳教育のみではない方法を
含めたカリキュラム構想を試みていたことが見てとれる。  
 
表 5-2. 平野による主たる道徳教育方法の段階性構想  
高  道徳的知見の開発（倫理科）  論理・系
統  
↑  
↑  
生活・経
験  
特設  
↑  
↑  
全面  
中  
小（高学年） 
道 徳 的 知 見 の 開 発 （ 社 会 科 の 一 単
元）  
問題解決法（社会科）  
幼・小  
しつけ／人格的感化・徳化／道徳的
心情  
（平野 1953 を基に筆者作成）  
168 
 
第 4 節  打開策②：道徳教育内容研究の推進  
（1）教師の道徳観形成のための道徳的価値基準の必要性  
全面主義道徳教育の行き詰まりをカリキュラムの構造化という発想
で打開しようとしていた平野であるが、一方で、道徳教育が隘路に立
たされていると認識した時に平野が課題として捉えたのが教師自身の
「道徳観の混迷」という状況であった。この道徳観の混迷は、道徳教
育内容の選択問題とも関わっている。この課題状況に対する打開策の
一つとして主張したのが「徳目研究」の必要性であった。  
平野による徳目研究推進の背景には、「新しい道徳教育も既に六年の
年月を重ねたのであるから、『道徳教育の一般的方法形態』の研究論議
の域を出て、道徳教育の内容そのものの検討に進むべき」 22との考え
があった。「道徳教育の一応の全体計画の輪郭が出来た」段階において、
「生きた道徳性」を身につけさせようとすれば、「『新しい道徳性の具
体的内容』を究明する」道を通らぬわけにはいかず、それには、「透徹
した倫理学的考察、正しくは教育倫理学的考察
、、、、、、、、
によらずしては不可能
（傍点原著）」 23だと平野は考えていたのである。  
こうして平野は、道徳基準を他律的に設定し、これをそのまま無批
判的に受け入れるのであればもちろん意味を成さないことを前提とし
ながら、教師自身の倫理学的教養を重視した 24。平野は、「『道徳基準』
といえば、直ちにそれを他律的であるとして拒斥するのが一般的では
あるけれども、若し教師にして自らの不完全なることを自覚するなら
ば、否人間そのものが本来有限である点に思い至るならば、児童生徒
の道徳指導に当って、何らかの道徳基準を求めるというのは、むしろ
真に教育的良心を有するものの当然とるべき態度」 25であると述べて
いる。平野にとって、倫理学の教養は、教師自身が道徳教育のカリキ
ュラムを設計するために必要不可欠な知識・技能であった。  
 
（2）全面主義道徳教育推進のための徳目研究―徳目主義との差異化  
 ただし平野は、徳目研究の重要性を主張する一方で「徳目研究と徳
目主義」の「峻別」を強調している。平野はまず「道徳的行為の習慣
化によって得られた道徳的能力を一般に『徳』」といい、「これら個々
特殊の徳を一般に『徳目』として数えあげる」と整理する 26。そして
徳目主義とは「道徳上の諸徳をかゝげ、これを知的に説明し理解させ
ようとする教育方法上の立場」であり、徳目研究とは「教育内容とし
ての徳目について、その本質及び構造を明かにし、指導観の基礎に培
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わうとするもの」 27とする。そして、「徳目研究によって明かにせられ
た徳目の内容を、いかなる方法によって児童の身につけさせるかは自
ら別個の問題である。即ち徳目研究と生活主義とは何等矛盾するもの
ではなく、真に有力に道徳教育を実践する上には欠くべからざる方途」
28であると主張した。  
徳目研究と生活主義に基づく道徳教育が相反しないとする考えは、
次のような言にも表れている。すなわち、平野は「道徳指導の具体的
内容としての『新しい道徳』（徳目）が具体的に把握されていなければ、
児童生徒の生活現実をいかに見つめても
．．．．．．．．．．．．．．．．．．
、その中に道徳指導の具体的
．．．．．．．．
契機を発見することは出来ない
．．．．．．．．．．．．．．
であろう」 29とする。そして「徳目研
究によって明らかにせられた各徳目の内容は、徳目主義によってでは
なくて、間接的体験による生活主義
．．．．．．．．．．．．
によって初めて真に身につけさせ
ることが出来る」 30とも述べている。  
つまり、教師が道徳的価値の指導基準を必要とするのは、子どもの
実生活に即した全面主義（生活主義・経験主義）道徳教育を行う上で、
生活現実から道徳的体験の発生の場・道徳指導の契機を把握し、意図
的・自覚的な教育行為として行うために必須であるとの主張であった。 
平野自身、徳目研究の推進は、「徳目主義
、、、、
への復活」という「誤解」
31を招く恐れがあることを懸念していた。前章に見たように、時代は
教育政策の転換によるイデオロギー対立が再度顕在化しつつある時期
である。それにもかかわらず「徳目の再検討」といった課題を掲げた
事実からは、平野が道徳教育の推進に教師自身の道徳観の醸成が不可
欠であるとの課題意識を強く持っていたことが窺い知れる。  
 
（3）関西道徳教育研究会における「徳目研究」の推進  
では、「徳目研究」は関西道研では具体的にどのような問われ方をし
たのだろうか。  
1955（昭和 30）～ 1957（昭和 32）年の関西道研の大会主題は、こ
の徳目研究に関わるテーマが並んでいる（表 5-3）。平野は 1955（昭和
170 
 
30）年の第 6 回全国大会において、「道徳教育の内容としての徳目の再
検討」を大会主題に打ち出した。第 7 回全国大会では、「問題の倫理と
しての愛国心と親孝行」と掲げ、徳目の検討をさらに具体化している。
テーマに挙げた「愛国心」と「親孝行」の二つについて平野は、特に
「孝行」という言葉が封建的な意味合いを感じさせるため抵抗が予想
され、テーマ決定時に議論があったことを回顧している 32が、例えば
全国教育所連盟の調査においても、「愛国心」と「親孝行」の二つが「社
会でよく道徳教育上問題とされている」あるいは「民主的考え方の一
つの基準を示すもの」として調査対象に取り上げられており 33、当時
の主要テーマであったと考えられる。  
第 8 回（S32）大会の「道徳基準の設定」の問題も、要するに徳目研
究・道徳教育の内容の検討と意味を同じくする。ここではさらに、「道
徳指導と評価の具体的基準」とそれに沿った「指導計画」の例を紹介
するなどして、実践に向けた具体策の提案へと駒を進めている。なお、
ここで評価基準や指導計画の例として紹介されているのが、新潟県立
教育研究所が作成した「行動観察評価の基準」や長岡市教育課程構成
委員会作成の「小学校・中学校生活指導計画」等であった 34。これら
の研究が全国的に進められていたことを窺い知ることができる。また、
大会討議資料としては『現場が設定した道徳教育の指導基準―道徳基
準設定の問題―』が配布され十数校の学校の研究事例が掲載されてい
る 35。  
 
第 5 節  特設時間活用型実践の端緒とこれへの着目  
このようにして、平野が全面主義道徳教育（生活／経験主義道徳教
育）の「隘路」を打開しようとしていたこの時期、学校現場において
は学級会（HR）を利用したり特別の時間を設けたりする形で道徳教育
表 5-3. 関西道研全国大会（ 1955～ 1957 年）  
回次  年  大会主題  会場  参会者  
第 6 回  1955(S30) 
道徳教育の内容としての  
徳目の再検討  
京都市洛北  
高等学校  
1100 
第 7 回  1956(S31) 
問題の倫理としての  
愛国心と親孝行  
同  1200 
第 8 回  1957(S32) 
道徳基準の設定と  
時間特設の問題  
同  1600 
（平野 1959a を基に筆者作成）  
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を推進しようとする実践が生まれてきていた。これに基づき関西道研
は、1957（昭和 32）年『注視の的に立つ特設時間による道徳指導  実
験例二つ』という実践事例集を作成するに至っている。集録されたの
は、徳島県徳島市助任小学校「道徳的心情の陶冶をめざす特設時間」
と大阪府堺市百舌鳥小学校「よい子の会朝の時間による実践計画」の 2
つの学校における実践例であった。両校は、1955（昭和 30）年の関西
道研第 6 回全国大会で「特設時間」による道徳教育の研究発表を行っ
ていることが確認でき 36、両校の実践自体が開始されたのは 1951 年頃
とされている。  
なお、1958（昭和 33）年 2 月開催の第 5 回西日本大会では、「特設
時間」による実践の「7 年の歩み」（すなわち 1951 年頃開始）を徳島
市助任小学校・大阪府堺市百舌鳥小学校が、「 3 年の歩み」（すなわち
1955 年頃開始）を下松市下松小学校・広島市西条中学校、佐世保市大
野中学校・福岡県福島小学校が特別発表として報告を行っている 37。  
 
（1）大阪府堺市百舌鳥小学校の例―生活指導型特設時間  
大阪府堺市百舌鳥小学校の実践 38で
は、社会科における問題解決能力の育
成が道徳教育に最も責任を持ってい
るとしながらも、社会科教育では実践
指導の面に限界があるとしている。参
観日や懇談会で父兄の声を集めたと
ころ、子どもたちが「口では達者なこ
とを云って親をへこますが、自分の行
いは、てんでなってない」といった声
があり、理解と実践の結びつきの弱さ
に課題を抱いていた。そこで、「子供
たちによって組織されている教科外活動に一つのまとまりを与え」「よ
い子の会」という百舌鳥小学校子ども集団をつくり、「『よい子の会』
の中に指導時間を設けて『よい子の会の朝の時間』と名づけ、道徳指
導の時間とした」という（図 5-2） 39。この時間は、設置当初は 15 分
（後に 20 分）であった。  
指導内容は、「民主社会に望ましい人間像から演繹して地域性を加味」
したところ、32 項目 168 観点におよんだが、これらは観念的であった
ため、次に「実践指導記録を集積して、これを帰納的に」まとめたと
いう。いくつかの段階を経て 13 項目の基底主題をまとめ、各学年毎の
図 5-2. 百舌鳥小実践概念図  
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指導主題表を作り実践を行った。これに基づき作成された実践計画を
見てみると、低学年では「自分の衣服は自分でしまつしよう」「手足を
きれいにしよう」などの習慣形成の面が強く、高学年になるにつれ「自
分で考え役員選挙をしよう」「給食係への協力の仕方を工夫させる」な
ど、自らきまりを考え工夫を促すような実践が増えている。  
いずれにせよ、百舌鳥小学校の実践は、実践指導の面に課題を見て
いたことからも、生活指導の要素の強い実践であったといえよう。  
 
（2）徳島県徳島市助任小学校の例―心情陶冶型特設時間  
助任小学校では、「週一時間の心情陶冶をねらった時間特設」を設け
た実践を試みていた。ただし、この「特設時間」だけではなく、社会
科や各教科における道徳教育への貢献を基盤としながら、朝や放課後
に 10～15 分の「話し合いの時間」を設け、かつ毎週月曜日の第一校時
を「学級子供会の時間として生活問題の共同解決」にあてる時間とす
るなど、種々の機会を設ける中の一つである。  
助任小学校は、まず民主社会における道徳を「自由と自律」「人格と
平等」「道徳と正義」 40「自主性と社会性」の観点で捉える。そして、
道徳教育には、①「自主性、自律性」を養うこと、②「自己抑制と服
従の態度の養成」、③「道徳的判断力と心情の育成」、④「学校教育の
全活動」を通じた道徳教育、⑤「具体的生活問題を重視する」こと、
⑥「道徳的環境への配慮」、⑦「教師の人格と熱情」が必要であるとし
ている。助任小学校の「特設時間」は表題の通り「心情陶冶」を目的
としているが、これに関わる記述は、②や③の観点に表れている。  
助任小学校の課題意識は、「小学校の児童が自ら生活の中から道徳的
規範を見出して、これによって自律的に行動するということは、そう
かんたんにはいかぬ」、「児童はともすれば我侭に流れてしまう」とい
う実態が背景となっている。当校は、「子供の自然に任せておけば、彼
等自身の進退や生命を損う場合さえ起り」、「我侭を容許することは、
本能と衝動の奴隷たらしめることであって、決して自主性を養うこと
にはならぬ。」という方針を示している。  
そして、当校の選択に独自な見解としては、「小学校児童の道徳実践
について考えても、『いかになすべきか』という判断力や知見を欠いた
ために不正を行うということは、低学年の児童を除いては割合に少い」
という見解であった。そのため「道徳的知見の啓培という域に止」る
のではなく、「特に実行の意欲を常にかき立てるところの道徳的心情の
陶冶に力を致さねばならぬ」という判断から、社会科や各教科、学校
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全面における「生活経験を通して直接的に養う方法」の他に、「追体験
による間接経験によって養」う「特設時間」を設ける実践としたとい
う。この特設時間においては、童話、幻灯、影絵芝居、人形劇、紙芝
居、実話、生活作文、劇、紙芝居（製作）、偉人逸話・伝記、読み聞か
せ、物語などが方法として採用されていた 41。  
 
（3）平野への影響―間接的方法の意義の再考  
この実践事例集のはしがきにおいて平野は、「『学校教育の全面にお
いて』道徳性の啓培を企図する方法形態は道徳教育の理想形態である
ことに誤はないのであるが、現実の問題としては、これが実践に非常
に困難を伴うことは多くの真摯な教育実践家の身に以て体験した所で
ある」とし、「この二つの教育実践は幾多の問題点を包蔵して居り、そ
こには各方面からの批判が可能であろうとは思うが、とにかく道徳教
育の進展の途上に於ける注目すべき教育実験であることに間違はない
と信ずる」としている 42。  
平野が「幾多の問題」としているのは、この実践が生活指導の要素
を多く含んでいた点などにあると推測される。しかし、道徳教育が「学
校教育活動のいずこにも行われていない」 43とする状況の中で、道徳
教育推進の動きが学校現場において推進され、時間を特別に設けて道
徳教育の充実を図る実践が見られるようになったことは、指導方法の
平面化を打開する策として時間特設の意義を再考する契機として、平
野にも少なからぬ影響を与えたと考えられる。  
一方で、特設時間という形態だけでなく、「追体験」という道徳教育
の方法を再考していたことにも、これら実践の影響が推察される。先
に示したカリキュラム構造化の図でも、あくまで本道は社会科を中心
とした「問題解決」ではあるものの、「道徳的心情」の陶冶に関わる「追
体験」（○童話・小説、○映画・幻灯、○紙芝居・劇）が方法の一つと
して取り込まれていた。追体験の意義については、以前修身科復活問
題で修身科について議論が交わされた時にも、平野は修身科が持って
いた意義の一つであることを認めてはいたが 44、それによって修身科
の復活、ひいては特別の時間を設ける形の道徳教育を肯定するまでに
は転じなかった。しかしこの時期、学校現場から実際に特設時間を活
用した実践が現れる中で、その指導上の意義の再考を促されたと考え
られる。そしてこれは、道徳教育方法の立体化・構造化志向の中で再
定位され、道徳的心情育成のための追体験的方法を道徳教育の一方法
として再評価することに繋がるものであった。  
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平野は後に、戦後における生活経験主義は「児童生徒の自発的な独
立活動のみを重視するの余り」、教育上の「受容」の価値を、「軽率に
も軽視しもしくは排斥した」ところに課題があったとしている。そし
て、「かくて戦後における我が国の道徳教育が、児童生徒の直接経験を
重んじるの余り、間接経験による理解の原理を軽視する風潮に陥った
ことは、重大な誤謬といわねばならない．もとよりかっての『修身科』
がもっぱら模範的人物の例話の理解のみを重視したことが誤りである
ことはいうまでもないが、しかし人間形成の中核的地位を占める道徳
教育においては、主体的な体験の内省と共に、間接的な追体験による
理解が重要であることを強調しなくてはならない」と述べるに至って
いる 45。  
ただし、この時期に再評価した「追体験」と上記引用の「間接経験」
には幾分か違いがあるようにも思われる。また、生活指導型や心情陶
冶型の実践によって特設時間という形態が考慮の範疇となったことは
推察されるものの、これらを「道徳授業」（「道徳の時間」）の主要な役
割と平野が捉えたかは別の問題である。先の図 5-1 を参考にすれば、「本
道」とされていた「問題解決」、道徳的心情育成の「追体験」、道徳的
知見育成の「道徳単元」は、いずれも時間特設型の道徳教育（「道徳授
業」）に繋がるものとして見ることができる。これらがどのように「道
徳授業」において融合されるのかは、第 7 章での検討に譲る。  
 
第 6 節  「道徳の時間」に対する平野の見解  
 こうして平野において特設主義という形態に道徳教育の一方法とし
て意義を認める中、政策動向としては 1958（昭和 33）年「道徳の時
間」設置という局面を迎える。この政策動向および学習指導要領上の
「道徳の時間」自体の検討は次章で行うが、本節ではこれに先んじて、
特設政策および「道徳の時間」に対する平野の評価を見ていくことと
する。それは、この特設政策と「道徳の時間」に対する評価を含みこ
むことで、ここまで見てきた全面主義道徳教育に対する課題意識の具
体的態度が確認されるからである。  
 なお、平野の「道徳の時間」に対する態度は、第 1 章で確認した先
行研究が示すように、基本的には「肯定派」として位置づけられる姿
勢であった。ここではその「肯定」の内実
．．
がどのようなものであった
かを具体的にすることにもなる。  
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（1）特設肯定背景①：非体系的道徳的価値の提示への評価  
一般に特設政策に対しては、国家主体で道徳的価値が明示されるこ
と―法的基準性の強化された学習指導要領に道徳教育の内容（道徳的
価値）が明示されることに対して批判が寄せられる。しかし平野は、
これを教師の指導基準として意義を認める立場にあった。  
平野が着目したのは、学習指導要領における道徳教育の内容が指導
の順序性を示すものではなく「並列的羅列的」 46に提示されているこ
とであった。平野は、「この点で『学習指導要領』には『道徳の体系』
は示されていないといってよい。」としている。そして、「それは『指
導要領』の欠点ではなくて、むしろ長所である。何となれば、『学習指
導要領』は教師に対して国家基準性を有しているから、道徳内容を立
体的な道徳体系の形で示すべきものではない。それは専ら教師の主体
性に委ねるべきものであろう。この意味において、『国家権力』が国民
の道徳基準を設定したとして非難するのは必ずしも当っていない。」と
評価した 47。  
つまり、学習指導要領に示された道徳教育の「内容」は観点に過ぎ
ず、価値相互の体系性を示すものではないということ。そして、その
体系性を有していないことが教師や教育実践における主体性を担保す
る方策となっているという指摘である。ここには、道徳的価値の体系
―すなわち、各価値観の高低の選別や構造性に道徳における各自の主
体性・自律性が存するという理解が背景にあると考えられる。  
道徳的価値の「平面的羅列的掲示」と「立体的構造的提示」に異な
る意義を認める平野は、価値体系を国家が固定的に押し付けることに
は反対をし、教師の倫理学的考察の上に指導内容の構造化を図ること
を強調した 48。先の教師に対する徳目研究要請の動向と重なる姿勢で
ある。  
 
（2）特設肯定背景②：社会科への課題意識  
道徳特設への評価については、昭和 30 年度社会科改訂への評価が関
連している。  
昭和 30 年度社会科改訂は、道徳教育強化のねらいのもとなされた改
訂であったが、基礎学力批判への対応や社会科内部における教科観の
対立と改善の模索等の結果、社会科はそれが取り扱う対象をより「社
会」に向ける傾向を強めていた。また、カリキュラム全体の系統主義
化に伴い、徐々に初期社会科が目指していた問題解決学習という経験
主義的学習方法も相対的に低下していったのであった。  
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図 5-3.  平野（ 1958）による  
道徳教育方法形態の全体構造  
こうした社会科の変化を受け、平野は社会科と道徳教育の分離を意
識するようになる。昭和 30 年度社会科改訂について平野は、道徳教育
の要素が取り入れられたことに対し「道徳教育の振興という点からは
確に一つの前進であるとも考えられるが」、この時期進められた系統化
路線も背景に、社会科の充実という観点からすると「社会科本来の独
自性を喪失させる危険がある」としている。そして、平野にとって道
徳教育の本道であり、「生きた道徳性の根基」に培うことを期待された
「主体的な問題解決の過程」である社会科の「問題解決学習の後退現
象」が、社会科とは別に道徳教育を企図する後押しとなっていった 49。  
 
（3）特設肯定背景③：間接経験を含むカリキュラムの構造化  
加えて、平野にとって特設道徳は道徳教育に関する多様な方法形態
の一つとして位置づけられており、カリキュラムの構造化の中で「特
設」という形態が取り込まれていっている。図 5-3 は、平野が 1958（昭
和 33）年に示した道徳教育の方法形態を図式化したものである 50。こ
こには、方法のカテゴリーに
おける「経験の相」として「直
接経験」と「間接経験」が配
され、それぞれが全面・特設
の役割として呼応させられて
いる。  
平野は、「『学級会』はあく
までも生活指導的性格の強い
領域であってそれは学級内で
起る具体的な現実の問題を解
決されることに即していとな
まれる『道徳指導』である」51
として、学級会とは異なるも
のとして特設時間を捉えてい
る。「道徳の時間」特設直後、
当時盛んであった生活指導を
もって「道徳の時間」とする
実践が大勢を占めていたので
あるが、これに対しても平野
は次のように批判をしている。  
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（「道徳の時間」が―筆者注）全面主義の行き詰まりを打開するために
特設されたものであるかぎり、単に児童生徒が直面する日常生活におけ
る問題点、すなわち直接経験だけでは、特設の意義が著しく減殺されて
しまうといわねばならない。（略）他者体験という間接経験的資料を導
入することが「道徳性の内面化」に不可欠であるからこそ、道徳時間の
特設が必要となったものと私は考える。 52  
 
全面主義道徳教育が「生活指導的方法」（道徳性の直接的指導）の世界
に留まっていることを批判していた平野からすれば、生活指導によっ
て「道徳の時間」を理解している状態は解決しなければならないもの
だった。これを打開するものとして平野は、間接経験の活用こそが「道
徳の時間」の独自性が発揮できるものと捉えていたのである。  
平野は、戦後における生活経験主義は「児童生徒の自発的な独立活
動のみを重視するの余り」、教育上の「受容」の価値を、「軽率にも軽
視しもしくは排斥した」ところに課題があったとしている 53。そして、
「かくて戦後における我が国の道徳教育が、児童生徒の直接経験を重
んじるの余り、間接経験による理解の原理を軽視する風潮に陥ったこ
とは、重大な誤謬といわねばならない。もとよりかっての『修身科』
がもっぱら模範的人物の例話の理解のみを重視したことが誤りである
ことはいうまでもないが、しかし人間形成の中核的地位を占める道徳
教育においては、主体的な体験の内省と共に、間接的な追体験による
理解が重要であることを強調しなくてはならない」54と考えるようにな
ったのであった。  
 なお、これまでも、道徳的心情の育成に資する
．．．．．．．．．
「追体験」の意義は
平野もたびたび指摘する所であった。しかし、上記引用で指摘する「間
接経験」の意義は、道徳的心情の育成（のみ）を目的とするものでは
なく「道徳性（道徳的自覚）の内面化」に資するものとして表現され
ている。また、 1955（昭和 30）年時点では、「追体験」は、①「他人
の体験を、恰も自己の体験であるかのような心境に於て経験すること」
であること、②「一般に『理解する』という作用の中核を占める」こ
と、③「人間形成」に資することを説明する程度である 55が、後の第 7
章で見るように「間接経験」が授業論として取り込まれる過程では、
より詳細な意味づけがなされている。これらについては後の考察とし、
ここでは「追体験」と後の「間接経験」が必ずしも完全に一致するも
のではないことを指摘するに止める。  
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（4）全面主義と特設主義を貫く「価値葛藤」原理  
こうして特設型の道徳教育形態の意義を見出す平野であったが、形
態が特設であっても全面であっても「価値葛藤の場を捉える」という
道徳教育原理に変更はなかった。それは、全面主義においても課題で
あり、特設主義の形態を推進する上でも中核となっていく。  
例えば、全面主義における道徳教育について次のように評価する。  
 
戦後の新教育における経験主義的な生活指導による道徳指導が、なお十
分な成果をあげることができないで、いたずらに道徳的なるものの周辺
を低徊しているに過ぎないといわざるを得ないのも、要するに、道徳そ
のものが「価値葛藤の場」においてのみ、はじめて真に生起するもので
あるという一点が根本的に捉えられていないからである． 56 
 
全面主義という形態によって目指した道徳教育理念の根幹は、子ども
の生活に基づき、これを問題解決という過程を経験させるという生活
経験主義的道徳教育の発想にあった。その道徳的問題の解決が必要と
なる契機が、平野の考える「価値葛藤の場」である。この「場」を捉
えられていないことに、全面主義における道徳教育の課題を集約させ
たのであった。  
 全面主義期において「方法の立体化」を構想し、高等学校段階にお
ける「倫理科」設置を構想に取り入れる発想にある中でも、「『問題解
決を通して』道徳性の啓培を図ろうとする方法を、『道徳教育の本道』
とすることは正しい」とする姿勢に変わりはなかった。そしてその「問
題解決」は「『価値の葛藤』を『いかに解決するか』」と言い換えられ
ている 57。  
 加えて、「道徳の時間」という特設型形態が現実となることと呼応し
て、「価値葛藤」が内包していた性質が一つ明確になる。それは、「内
容構成」ないし「内容選択」原理としての「価値葛藤」の役割である。  
 平野は、先に見た「徳目研究」と「徳目主義」の違いを論ずる中や
道徳特設論争の中で、「修身科」への再度の批判的考察により、修身科
の有していた長所短所を整理し直している。その中で、修身科の欠点
の一つとして、「徳目主義」ではなく、「一時一徳目主義」という特徴
を挙げるようになる。「一時一徳目主義」とは、「各『徳目』が各単元
毎に一つづつもり込まれている方式」であり、「自主、共同、自由、平
等、等の諸徳目が、一つづつ孤立して取扱われるという方式」として
いる 58。  
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この修身科の「一時一徳目主義」に相対するものとしたのが「価値
葛藤」であった。平野は、修身科が「例話」に基づいて「徳目」の理
解に偏したことと同時に、その「『徳目』が単一の形において提出され
ていた為、そこには『価値葛藤の場』は殆んど見られなかった」と評
している 59。つまり、一つ一つの徳目を「別々に取上げれば皆善」であ
ることが当然である。あわせて、「勇気は善で、卑怯は悪」というよう
な「善」と「悪」の比較も「幼少の子供にとつても自明であつて、そ
の善悪の判断に迷うというようなことはない。」しかし、それぞれは善
である価値が、「現実にはその中の一をとれば他をすてなくてはならぬ」
場合があり、その時の迷いと「決断」が道徳性の啓培に重要であると
いう姿勢であった 60。  
 こうした道徳教育原理としての考え方自体は従来からも見られるも
のではあったが、「道徳の時間」への言及においてはこれが「『価値葛
藤の場』の設定」61が要訣であるという表現となり、先に示した図 5-3
においても、「価値葛藤」は「方法」の層ではなく「内容」の層の中で
「道徳性発現の地盤」として位置づいている。  
平野は、「内容構成」における二つの立場として「生活主義と徳目主
義」を対比させ、「徳目主義」は「道徳性の本質的構造を論理的・体系
的に分析考察」して単元に区分する方法、「生活主義」は「道徳性発現
の基盤としての生活そのもの」を「生活単元」として構成する立場と
する。そして道徳性は「相対立する二つの価値の相剋・葛藤する所に
こそ、始めて発現する」としている。つまり、徳目主義は〈善さ（価
値）の体系による内容構成〉であり、価値葛藤は〈生活問題の抽出〉
さらにいえば〈迷いの抽出による内容構成〉と言いかえることができ
よう。  
道徳・道徳性の本質あるいは全面主義カリキュラムの構成原理であ
った「価値葛藤」の発想は、“授業”という、より“目的的な機会”と
しての道徳教育の文脈に接する中で、授業の「内容構成原理」、さらに
言えば「内容選択原理」62としての性格を明確に持ち始めたといえよう。
逆に言えば、そのことによって、全面主義・生活主義道徳教育におけ
る「価値葛藤」の発想が「道徳授業」に接続されたのである。  
 
第 7 節  まとめ  
本章では、平野武夫の全面主義道徳教育期における模索と、道徳徳
政策との呼応の中で「道徳の時間」をどのように捉えたのかを考察し
てきた。  
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平野はこれまで、「価値葛藤」を道徳性の本質的理解であるとの認識
に基づき、経験主義的な教授学習法という意味と、独自の領域を持た
ない全面主義道徳教育カリキュラムを支持し、戦後道徳教育を推進し
てきた。そして全面主義の実践的課題や政策動向と呼応・対峙する中
で、自身の道徳教育論も改善を図っていく。  
全面主義道徳教育の実践的課題は、全面主義道徳教育の実態として
の道徳教育指導方法の直接化・画一化・平面化傾向への課題意識であ
った。これらを打開する方策として、道徳教育カリキュラムの構造化
と教師の倫理観醸成を期待する「徳目研究」を推進していく。  
一方で、特設時間を活用した実践の誕生、全面主義道徳教育を成り
立たせていた社会科の変容や道徳教育政策の進行の中で、道徳教育の
方法／形態を再構成し直していくとともに、「追体験」という間接的指
導方法の意義を再考することが、特設型道徳教育の意義を認める直接
的契機となった。特に、全面主義における道徳教育が、生活指導を主
とした指導方法によって直接化傾向が生じやすくなってしまう実態は
平野が憂慮するところであった。主体的・開拓的・民主的な人間育成
を目指し道徳的実践力を育成するため、直接的に徳目を取り上げ他律
的に道徳的行為を規制することや、概念的・観念的な性格を持ってい
た徳目主義を廃したところに平野における全面主義道徳教育の理念が
あったからである。全面主義道徳教育のこうした実態は、平野に間接
的方法（特設時間や追体験的方法）の意義を見直させる要因となった
と考えられる。  
この意味で全面主義道徳教育を見直す平野にあっては、特設主義は
道徳教育カリキュラム構造化の一形態であるとともに、特設形態であ
っても「価値葛藤の場」を捉えるという根本原理から外れるものでは
なかった。このことは、平野が同じ「特設」の形態をとる「道徳の時
間」と「修身科」を厳格に区別する理由の一つでもある。平野は次の
ように述べる。  
 
「道徳の時間」と特設すれば、直ちに天下り的説教になり、注入的な教
訓に堕するといえるであろうか。尤もそのような教師がないとは断言出
来ない。併しそれは教師自身の教育的態度によるものであって、「道徳
の時間」の基本性格に基づくものではないと思う。今日では既に、天皇
の絶対的権威に支えられた「教育勅語」は生きていない。教師が絶対随
順すべき道徳基準というようなものは、自己の「良心」（倫理観）以外
には存しないとすれば、児童生徒の道徳指導に当っても、教師は天下り
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的に説教しなければならぬ理由はどこにも存しないのである。児童生徒
が直面する現実の問題と、直接に、又間接に取組ませ、この問題解決の
道を児童生徒自らに考えさせ、発見させるー教師はそのように指導する
というのが、新しい「道徳の時間」の方法であるとするならば、「道徳
の時間」の特設が直ちに「修身科の復活」であるという批判は当ってい
ないといわねばならぬ。殊に「道徳の時間」は、教師が児童に人生の道
を指導するというような姿勢ではなくて、児童と共に人生の道を求める
というような構えをとるべきだとする点に於いて、「修身科」とは全く
その趣を異にしていると私は考え（る） 63 
 
少々長い引用になったが、ここには「道徳の時間」の各種（批判）要
素に対する平野の姿勢が端的に含まれている。「価値葛藤」という発想
で問題解決学習を引き継ぐ平野の発想にあっては、「道徳の時間」は、
社会科から失われつつあった問題解決学習の要素を継承するものであ
ったともいえよう。  
ただし、平野において道徳授業論の成立はこの時点では達成されて
おらず、価値葛藤に基づく「道徳授業」の発想をどのように授業論と
して具体化していくかは今後の課題として残されていた。  
例えば、本章第 2 節で示した図 5-1 のように、平野は、特設形態で
ある道徳単元や倫理科は「道徳的知見」の育成に寄与するものと考え
ていた。前章以前も遡れば、修身科復活問題の際にも道徳的知見の啓
．．．．．．．
培を意図する特殊的方法
．．．．．．．．．．．
として、特設主義的な道徳教育の方法を一部
認めていた。一方で、関西道研が取り上げた特設方法による道徳教育
実践は「生活指導型」「心情陶冶型」の実践であった。これに対し平野
が「幾多の問題点」があり「道徳教育の進展の途上」としていたこと
は本章でも確認した通りである。  
これらを総合すると、平野の「道徳授業」方法としての価値葛藤論
は、現実には道徳的心情育成の流れで隆起した特設型の形態、および
そこで再興された追体験（間接経験）という学習方法と、平野が理念
上求める傾向にあった「道徳授業」における道徳的知見の啓培という
目的をいかに合致させるかということに課題があったと考えられる。  
より素朴には、修身科における徳目主義的方法を批判しこれと対峙
する形で価値葛藤を提唱する立場にあって、改めて、「修身教育ではな
い道徳教育」ならぬ「道徳授業」を検討する課題と対峙することにな
ったといえよう。  
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第 6 章 道徳特設政策の意味と「道徳授業」の課題  
 
 
第 1 節  はじめに  
本章は、1958（昭和 33）年学習指導要領改訂によって戦後日本の教
育課程に新たに設けられた領域「道徳」（以下、「道徳の時間」）と、そ
の「道徳の時間」設置過程における各種議論を分析対象とし、当時の
学校教育における道徳教育の実施において「道徳授業」に求められた
役割について再整理を試みるものである。  
本論でも確認するように、道徳特設論争においてはイデオロギー対
立が最大の争点であったことは間違いない。そのため、本稿が課題と
する「道徳授業」の原理的追究は、明示的に議論され統一見解の確立
をみて議論が収束したわけではないと見る方が妥当である。  
しかし一方で、全面主義の姿勢から道徳教育を明示的に目的として
掲げる領域の成立に転換するにあたっては、道徳特設政策に対する賛
否両面から、道徳教育における「道徳授業」（目的的機会の下で行われ
る教育）への役割と課題性が多様な角度から問われたことは確かであ
る。そこで本章では、「道徳特設政策」という教育政策問題と道徳教育
において「特別の時間」を設けて実施する教育方法・形態である「道
徳授業」とを可能な限り区分けし、一般に「道徳」特設政策肯定派・
否定派と分類される枠組みを超えて「道徳授業」に要請された役割に
ついて分析する。その上で、戦後日本の道徳教育において「道徳」特
設という選択が何を意味するものであったのかを考察する。  
なお、ここで「可能な限り」とするのは、双方の問題が実態として
は明確に区分され得るものではないからである。そのため議論の重複
もあるが、それ自体が「学校教育における道徳教育（授業）」が持つ性
質であり困難さの本質的要因でもあるため、区分それ自体を追究課題
とはしない。  
本章の構成は次の通りである。［第 2 節］は昭和 33 年度学習指導要
領改訂（道徳特設過程）の概略を整理する。次に、道徳特設批判論を
理論的に総括した日本教育学会における特設批判の見解を材料に、特
設批判論における「道徳授業」の見解を分析する［第 3 節］。［第 4 節］
は実際に設置された「道徳の時間」について学習指導要領をもとに「道
徳授業」としての性質を分析する。［第 5 節］はまとめとして、 1958
（昭和 33）年道徳特設という選択の意味と「道徳授業」として課題を
考察する。  
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第 2 節  「道徳の時間」特設動向の概略  
（1）沿革  
1956（昭和 31）年 3 月 15 日、清瀬一郎文部大臣が教育課程審議会
（以下、「第一次教課審」と略）に「小学校中学校教育課程ならびに高
等学校通信教育の改善について」を諮問し、審議を開始した。審議は
1957（昭和 32）年 2 月に委員の任期満了に伴い一時休止となったが、
同年文部大臣に就任した松永東が再び諮問し、委員を入れ替えた教課
審（以下、「第二次教課審」あるいは「教課審」と略）が 9 月 14 日か
ら審議を再開する。  
諮問においては、道徳教育徹底の方策として「道徳的指導のための
時間を特設」する案が提示される。その理由は、「学校の教育活動全体
を通じて道徳教育を行うということは、とかくその徹底を欠きがち」
であり、社会科は「道徳を主として人間関係の知的理解として指導す
ることになり、基本的な生活習慣や内面的な道徳的心情の育成には、
これまた困難な実情にある」というものであった 1。  
 教課審は、 1958（昭和 33）年 3 月 15 日に「小学校・中学校教育課
程の改善について」（以下、「教課審 33 答申」と略）を答申する。本答
申では、「道徳教育の徹底については学校の教育活動全体を通じて行う
という従来の方針は変更しないが、さらに、その徹底を期するため、
新たに『道徳』の時間を設け、毎学年、毎週継続してまとまった指導
を行うこと」とした 2。これにより、学校教育全体を通じて行う全面主
義道徳教育を基盤とした特設主義道徳教育という二段構えの道徳教育
の方針が示された。また、「教課審 33 答申」では、①道徳の時間は、
毎学年、毎週一時間以上とし、従来の意味における「教科」としては
表 6-1. 1958（昭和 33）年道徳特設沿革  
1956（昭和 31）年 3 月 15 日  清瀬一郎文部大臣諮問  
 第一次教育課程審議会審議  
1957（昭和 32）年 9 月 14 日～  第二次教育課程審議会審議  
1958（昭和 33）年 3 月 15 日  教課審答申  
同年  3 月 18 日  文部省「道徳」実施要領通達  
同年  4 月～  「道徳の時間」実質実施  
同年  8 月 28 日  学校教育法施行規則の一部を改正する省令
公布  
『小・中学校学習指導要領  道徳編』公示  
同年  9 月 1 日～  『小・中学校学習指導要領  道徳編』施行  
「道徳の時間」正式実施  
同年  10 月 1 日～  『小・中学校学習指導要領』  公示・施行  
（筆者作成）  
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扱わない 3こと、②道徳の目標・内容等については、教育基本法の精神
に則り本審議会の意見に基いて教材等調査研究会において慎重に研究
するものとすることの 2 点を小・中学校共通事項の方針として示して
いる。  
同年 3 月 18 日に文部省は「道徳」の実施要領を各府県に通達し、①
「道徳」は毎学年毎週一時間とし、小学校においては「教科以外の活
動」、中学校においては「特別教育活動」の時間のうちにこれを特設し
て指導すること。②「道徳の時間」における指導は学級の担任の教師
が担当することなどを示し、新年度の 1958（昭和 33）年度から「道
徳の時間」を特設する旨を明らかにした 4。「実施要領」では、別紙『小
学校「道徳」実施要綱』・『中学校「道徳」実施要綱』（以下、それぞれ
「実施要綱（小）」「実施要領（中）」と略）が示され、「道徳の時間」
の具体的な実施方法が示された。  
ただし、「道徳」が教育課程上に正式に位置づけられるのは 1958（昭
和 33）年 8 月 28 日の学校教育法施行規則の一部を改正する省令が公
布され、『小・中学校学習指導要領道徳編』が告示された時である。同
年 9 月 1 日の『小・中学校学習指導要領道徳編』施行によって「道徳」
の正式実施となった。  
 
（2）一般的評価としての「抵抗」  
道徳特設政策への最大の批判は、言うまでもなくイデオロギー対立
構図における国家主義的教育路線への危惧と抵抗であったといえよう。
1950 年代の逆コースと言われる文教政策の転換と共に学習指導要領
は国家的基準性が強化されたものであったため、公権力が道徳教育の
内容（道徳的価値）を規定することに対する批判と 5、その内容自体の
是非が問われることとなった。道徳特設を修身科復活と重ねあわせる
論調においては、国家主義・軍国主義的教育への布石として道徳特設
政策を批判する声も高まったのであった。  
批判の声を拡大させた要因の一つは道徳特設の進行過程にある。学
習指導要領改訂の諮問において既に「道徳的指導のための時間を特設」
することの必要性が示唆されていたこと、第二次教課審による道徳特
設の決定が 4 回の審議（審議時間は通算 5 時間余り）と短いものであ
ったこと、教課審答申の 3 日後という迅速さで文部省が「道徳」実施
要領を各府県に通達したこと、そして他の学習指導要領改訂に先んじ
て道徳編学習指導要領の改訂が進んだことなどから、政治的意向の追
及とその拙速さへの非難の声を呼ぶこととなった 6。  
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文部省はこれに対し、①道徳教育の重要性と緊急性、②従来のホー
ムルームでの実践の工夫改善によって「道徳」のねらいを生かすこと
が困難でないこと、③教科とは異なるために教科書作成の期間が必要
でないこと、④学年の当初から指導計画を立案する便宜のために年度
初めからの実施を決定したと説明し、「党の圧力や外部の圧力によって
早急に実施に移したのであるということは、まったくの誤解であって、
純教育的配慮から実施した」と説明を行っている 7。  
とはいえ、日教組を始めとした「抵抗」の実態は烈々たるものであ
った。文部省が 1958（昭和 33）年 9 月に開催した道徳教育指導者講
習会には警官が導入されるほどであった 8。日教組は、例えば「国民一
人一人の良心に関与し、国民生活の基本的な問題であり、国民自身の
手によつてつくられていくべき道徳問題を権力によって規制し、その
内容までも押しつけようとしている。教育基本法第十条（中略）を、
この際、教育行政当局は確認し、教育内容の統制を強化し、教育の自
由を奪う官僚行政を改め」 9よと痛烈に非難している。  
新聞紙面上でも批判の声は寄せられ、朝日新聞（ 1957 年 5 月 31 日）
では「『道徳教育』はそもそもたれがするのかということである。それ
は、学校にあっては教師であり、家庭にあっては父母であり、社会に
あっては大人たちの全部なのである。それは、一部の役人の気負いす
ぎたような観念が、そのまま下に押しつけられる性質のものでは、決
してあるまい。」とした他、毎日新聞（ 1957 年 8 月 8 日）でも、道徳
特設の動きを「修身科構想」とし、「拙速主義」に疑義を呈している 10。  
こうした情勢の中で、道徳特設という政策選択は政治的・イデオロ
ギー対立構図に集約され、道徳教育の方策として「特別の時間」を設
けることの教育・学習的意義や役割を問うことに大きな障碍を抱える
こととなったのであった。  
 
（3）教育課程審議会審議過程  
 拙速さが批判された教育課程審議会審議ではあったが、この中で、
特に道徳特設の必要性についてどのように結論が導かれたのかを、押
谷の伝える審議経緯をもとに概観する。  
 1956（昭和 31）年の諮問を受け、教育課程審議会は初等教育課程分
科審議会と中等教育課程分科審議会に分かれて審議を行った。教育全
般に関する審議を行う中で、道徳教育について最も熱心に議論された
のは中等教育課程分科審議会であり、道徳教育についての議論が活発
したのは「社会科について」を議題とした審議であった（同年 12 月 7
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日・12 月 17 日の第 11 回・12 回会議）。この中で、委員の一人からな
された「道徳科独立の意見がかなり強いと思うが、文部省はどう考え
ているか」という発言を発端に道徳特設に関する議論が交わされ、文
部省側が道徳科設置に否定的見解を取ったものの、①社会科における
道徳教育の限界性、②宗教的基盤のない日本社会における学校教育の
道徳教育への役割の重要性の指摘、③全面主義という理想のもとで道
徳教育が行なわれていない現状への課題認識、④道徳の方向性を示す
必要性の指摘などから、道徳教育を行う時間の必要性について意見が
挙がったとされている 11。  
道徳特設の方針が決定しまとまった案を示したのは、1957（昭和 32）
に再開された「第二次教課審」の審議であった。「第二次教課審」にお
いて道徳特設方針が了承されたのは、第 4 回総会（10 月 12 日）であ
るが、それまでの審議で道徳の問題について本格審議されたのは第 3
回総会（10 月 5 日）である。第 3 回審議では、大島視学官による道徳
教育の現状に対する課題認識と時間設置の基本方針案の説明を土台に
質疑が交わされている。視学官説明よる基本方針はその後打ち出され
る実際の「道徳の時間」と大方相違ないものであったが、合意までに
は委員から 1951（昭和 26）年度発行の『手引書要項』の使用状況や
この方策への評価、1955（昭和 30）年社会科改訂以後の社会科におけ
る道徳教育への評価について質問がなされるなどし、第 3 回審議時点
で時間設置について採決を諮った際には、①「全教科でやることはか
えない」こと、②「独立教科とするかどうかについては、なお十分議
論」すべき、③「小学校の低学年では必要ないのではないか」、④「ど
ういう内容、方法かをきめるのが先ではないか」といった疑義により
採決見送りとなっている 12。  
第 4 回総会では、これまでの議論を基に大島視学官から、採決にお
いて明らかにすべき事項として 5 点の補足説明がなされた。項目は、
①「時間特設とその時間を教科とみなすかどうか」、②「学校の段階に
よる特設時間の扱い方の違いについて」、③「教科以外の活動・特別教
育活動との関係」、④「社会科との関係」、⑤「宗教科との関係」であ
る。それぞれに対する文部省の方針は次の通りであった。①：「学校教
育全体でやることは従来通り」、「時間を設けてそれを補充進化する」、
「従来の他の教科と同列に並べて考えるものではない」、「地域の実情
に応じた幅の広い教育計画」が必要、「評価の方法もこの時間の内容だ
けを切りはなしてやることはむずかしい」ため、「教科と呼んでいいも
のかどうかは今後審議の問題」である。②：当然「発達に応じた措置
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が必要」、「各学年に適応した教育」は「分科会で具体的に審議してい
ただきたい」。③：「小学校の学級会」と「中学校のホームルーム」の
「大部分は発展的にこの時間に入ってくるであろう」、「クラブ活動」
は「おそらく入らないと思うがこれらの点をよくお考え願いたい」。
④：「社会科の基本的性格は変わるとは考えていない」。⑤：「宗教科」
の設置は可能であり、「宗教科において道徳教育のねらいが達成される
場合には、」「時間をおく必要はない」 13。  
こうした方針確認のうえ、委員においても基本路線賛成の流れで審
議が進んでいく。最終的には、会長の日高が、「道徳教育の問題につい
ては、道徳教育の現状が満足すべきではないことは全員賛成だと思う。
どういう方法でどういう内容をもつかは分科会でやる」、「今までの態
勢をくずさないという前提のもとに特別の工夫が必要だという立場で
はかりたい」、「一部の政治家のいういわゆる修身復活の意味ではなく、
道徳教育がこのままでは不徹底であるから特別な時間を設ける。内容
や方法については今後審議するということで賛成の方は挙手願いたい」
といった発言で採決を採り、全員一致で道徳教育のための時間特設が
決定されている 14。  
以上のように教課審審議においては、これまで蓄積されてきた学校
教育における道徳教育の課題、すなわち①民主社会における新たな倫
理観確立のための学校教育への期待、②宗教的基盤の欠如という日本
社会の課題認識、③内面的な個人の心情育成の必要性、④生活指導的
方法の道徳教育上の限界の指摘、⑤社会科自体の変化（社会化・系統
化等）による道徳教育の切り離しといった課題を網羅的に確認・共有
し、各課題の方策としては個別の意見もあるものの「充実・強化」の
方針という点で合意、その方策として「特別の時間」設置の方向性を
まずは決したのであった。その際、なぜその方策が「特別の時間」の
設置となるのかという内実が本稿の課題ではあるが、内容と方法の審
議を後続の分科会に委ねた教課審総会審議の中では、審議会会長の日
高が第 3 回審議での採決を諮る前にそれまでの議論を受けながら個人
としての意見として語った民主主義社会を支える新たな道徳的価値基
準の構築と普及の必要性の訴え 15が、最も結びつきの強い理由として
認められるに止まる。とはいえ、道徳教育政策の問題としては、何ら
かの強化策の必要性が審議会として合意を得たということも踏まえて
おく必要があろう。  
その後の具体的な事項については、初等教育教育課程分科審議会と
中等教育教育課程分科審議会に分かれ審議がなされたが、内容・方法
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の具体像の検討については、結実した『昭和 33 年度学習指導要領  道
徳編』をもとに 4 節にて検討する。  
 
（4）政策関係者による「道徳の時間」の必要性の説明  
では次に、主に特設政策関係者が「道徳の時間」の必要性がどのよ
うに指摘したのかを概括する。なおここでは、広義の道徳教育強化の
必要性ではなく「道徳の時間」（「道徳授業」）の必要性の説明に絞る。 
「道徳指導者講習会」（以下、「講習会」と略） 16で時間設置の意義
を論じた稲富栄次郎は、「道徳教育は全教科でやるべきだということは
当然のこと」であるとし、しかもそれはことさらに道徳的指導とこじ
つけるのではなく、「全教科をその本質に従って教授することが、道徳
教育の基礎をつくることとなる」とした。しかし、「道徳教育を野放し
でやることは誤りである。各教科はそれぞれ目標も内容も異なるので
あるから、それらの連絡を考え、総合的に、中心から指導する必要が
あるのである。そうでなければ、単なる知識のモザイクに終り、道徳
教育とはならないのである」、「社会科その他の教科はおのおのの目的
を持ち、道徳は正面の目的ではないので、十全ということはいえない
のである。したがって、特別の時間で、教えることもやむを得ないと
思う」と結論づけている 17。  
また、文部省教材等調査研究員会の委員として道徳特設審議に関わ
った勝部真長は、生活指導による道徳教育の限界を指摘した。勝部は、
道徳教育には「直接的方法」と「間接的方法」があることを取り上げ
る。直接的方法とは、戦前の修身のように倫理的知識を諄々と教える
ことに始まる品性教育であり、間接的方法とは、戦後の生活指導のよ
うにいきいきとした場における行為、すなわち事実を通して態度習慣
の形成に主力をおくものであるという。勝部はまた、「道徳教育はイデ
アリズム（理想主義）であり、生活指導はリアリズム（現実主義）で
ある」という。そして道徳教育も生活指導も、ともにそれだけでは不
十分であり、「たとえていえば、道徳教育は表門、生活指導は裏門であ
る。道徳教育あっての生活指導で、道徳教育を欠いた生活指導だけで
は、舵のない船のごときものである」から、両方が相まってなされて
こそ道徳教育が十分となるのであると論じられている。そして「なす
事によって学ぶ」といっても、何もかも経験するわけにはいかず限界
がある。特に道徳については、「人を殺してみなければ、人命を奪うこ
との不可なることがわからないというものではない。嘘をついてみて
初めて、嘘の不可なることがわかるというのでは困る。道徳のことに
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関しては、経験主義にも限度がある。そこに生活指導も、行詰まらざ
るをえない理由があるのである。」と、生活指導の限界性を指摘した 18。 
あわせて、再度 1957（昭和 32）年 9 月の諮問を振り返ると、次の
ように道徳特設の背景となる課題意識を示していた。  
 
学校の教育活動全体を通じて道徳教育を行うということは、とかくそ
の徹底を欠きがちであるし、また社会科でも、道徳を主として人間関係
の知的理解として指導することになり、基本的な生活習慣や内面的な道
．．．．．．．．．．．．．．
徳的心情の育成には、これまた困難な実情にある
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。これらの点を考える
と、学校教育全体を通じて道徳教育を行うという立場をとりながら、な
おかつ道徳的指導のための時間を特設して、毎学年指導する必要がある
のではないかと思う。（傍点筆者） 19  
 
この趣旨は、「第二次教課審」第 3 回総会における大島視学官の説明に
も引き継がれている 20。「道徳」成立の背景としては、「基本的な生活習
慣や道徳的心情を養う」ことが新たな道徳教育および「道徳の時間」
に求められる力点であったことが窺える。  
このように、これまでの全面主義道徳教育における「ふじゅうぶん
な面」 21の指摘は各方面からなされたが、これらを統一的見解として
まとめることはできない。ただ、あえて集約するならば、道徳教育そ
のものを明示的に目的とした活動の創出を求めた、というほかないだ
ろう。『中学校道徳指導書』には、「教科においては、それぞれ教科独
自の目標を達成しなければならないから、そこで行われる道徳教育に
はおのずから限界がある。また、特別教育活動においては、おもに生
徒の身近かな生活の中のさまざまな問題の自発的な解決や実践的活動
に実際上の関心がおかれていて、そのままただちに道徳教育を目ざす
ものとは必ずしもいえない。」 22と記されており、ここに見たような趣
旨を概括している。  
 
第 3 節  特設批判論にみる「道徳授業」の要請―日本教育学会『草案』  
 日本教育学会教育政策特別委員会は、 1957（昭和 32）年 11 月 4 日
に『道徳教育に関する問題点（草案）』（以下、『草案』と略）を発表し
た。本草案は、先行研究において「道徳の時間」特設反対論の基盤的
存在と位置づけられているものである 23。押谷は、『草案』の特設への
批判点を次の 6 点に要約した。①教育の中立性への侵害、②「上から
押しつける道徳教育」、③審議過程の問題、④法的手続きの問題、⑤指
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導内容が不適当、⑥社会科解体の意図性、である。そして、総じて「教
育論的考察はもちろん見られるし、それは極めて重要な指摘ではある
が、全体を通して政治的観点からの批判が強く展開されている」と評
している 24。  
確かに『草案』は、それ自身が語るように、「強引に推し進められよ
うとする」「道徳教育の強化」 25に対し批判的姿勢を示すものであり、
「特設論争」においては反対派に位置づけられるとともに、「教育政策
特別委員会」の名の通り、教育政策の在り方としての追及や、国家と
教育の関係、公教育問題についての問題提起が基調にある。しかし、『草
案』の主張は、国家主義的道徳教育を排する前提の下では、学校教育
の道徳教育に果たす役割を認めるものであり、かつ「道徳授業」自体
の可能性は否定していない、と本研究では捉える。以下、これを検証
する。  
 
（1）『草案』の前提とする道徳教育の原則  
まず、『草案』が示す道徳教育の根本原則と、その上で“否定”して
いるものが何かを整理する。  
『草案』は、戦後日本の道徳教育が、修身科教育の批判のもとに次
のような原則を「いちおうは一貫」して貫いてきていると総括する。  
 
その原則は、基本的人権の尊重を中心とする民主的道徳の育成にあたっ
て、（一）観念的、画一的な形式主義に陥ることのないよう、教育全般
をとおしてそれをはかることにし、そのために固定した特別の時間を設
けないこと。（二）既成の社会秩序からわり出された徳目を与えて、そ
れにしたがうような個人の心術をつくりあげるのではなく、社会生活に
ついての深い理解にもとづき、子どもが生活の中で出合う個々の具体的
な問題に即し、望ましい道徳的判断や行為のしかたを考えることのでき
るような学習の過程を重視することである。 26  
 
ここでは、①大原則としての民主的道徳という目的の確認、②観念的・
画一的な形式主義の道徳教育の否定、③既成道徳追従型教育の否定、
④徳目による心術育成の否定、⑤社会生活の理解＝社会認識教育の支
持、⑥学習方法としての生活主義、問題主義支持の姿勢が示されてい
る。その中で、「固定した特別の時間」については、「観念的、画一的
な形式主義」に陥ることを避ける方策として否定されている。  
 こうした立場から『草案』は、「特定の立場の道徳教育」 27を一貫し
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て否定する。それはより具体的には「国家主義的道徳教育」や「支配
関係を円滑にすることを期待する上からの企図」 28の否定ということ
になるが、これを否定する本質的理由は、「無批判的に追随する人間」
ではなく、民主的で「人間らしい実感や自主的な判断力」を持った人
間の育成を教育目的に掲げるからである 29。そして『草案』は、「一つ
一つをとりあげれば大して問題のない徳目をばらばらにしかも現実の
場からきりはなして抽象的に考えることが、その場その場で適応する
人間をしらずしらずに作りあげていく危険のあることも十分考えてお
かなければならない」 30と述べ、「抽象的」「観念的」である「徳目主
義」は、深い理解に基づかない「適応型人間」の育成に通ずるものと
して否定されている。  
これと合わせて否定されているのが、「個人道徳」と「社会道徳」、「内
面性」と「社会認識」、「道徳」と「科学」の分離分断の発想である。『草
案』は、新教育が子どもの内面性、主体性、自覚面についての配慮が
おろそかにされているという批判に対し、「具体的に生活問題と対決す
ればするほど人は深く自己にかえる必要にせまられるものであり、社
会的認識、社会とのとりくみをぬいては、個人のあり方は考えられぬ」
という見解を支持している 31。そのため、「個人道徳と社会道徳」を融
合させる発想に基づいていた社会科による道徳教育および全課程を通
じて行う道徳教育の瓦解を批判したのであった。  
 ここで改めて確認をしておきたいのは、『草案』の示している「固定
した特別の時間」否定の論理構造である。上記の見解では、観念的・
画一的な徳目主義道徳教育や個‐社会分断型道徳教育は「適応型人間」
育成に通ずる
．．．
という因果関係と、「固定した特別の時間」という教育形
態は観念的・画一的な形式主義教育になる（正確には、なりやすい
．．．．．
）
という因果関係によって、「固定した特別の時間」と「適応型人間」育
成の危険性が結びつけられている。この結びつきを強固にする
．．．．．
のが政
治的圧力の存在である。それゆえ「固定した特別の時間」はイデオロ
ギー対立の争点に転化する構造を持っているといえよう。  
しかし一方で、「固定した特別の時間」が観念的・画一的・形式的道
徳教育を克服する方策を有していればこの否定の構造は緩まることに
なる。というよりは、ここで明らかに否定したいのは「適応型人間」
の育成であり、これを否定する同じ目的の下であれば、「時間」の棄却
ではなく「時間」の改善（すなわち、観点的・画一的・形式的道徳教
育の克服）の道筋にも可能性が残されることになるといえよう 32。  
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また、全面主義道徳教育において課題とされた、生活上で素朴に行
われる「しつけ」の画一性や社会科道徳教育の感謝で終わる実践のよ
うな態度主義の実態を想起すれば、「固定した特別の時間」という形態
が観念的・画一的・形式的道徳教育の課題を背負っているというより
は、道徳教育全体がこの種の課題性を孕んでいると考えられる。  
とはいえ『草案』はこの道徳教育全般が有する課題についても適確
に提示している。そして『草案』の支持する目的に適する道徳教育の
実現にも多くの未解決課題があることも指摘している。そこで問われ
る課題こそが、「道徳特設政策」問題に包含される「道徳授業」の道徳
教育としての課題であろう。  
では、『草案』が提示した道徳教育の未解決課題とはどのようなもの
だろうか。  
 
（2）『草案』の指摘する道徳教育未解決課題  
 『草案』が道徳教育の課題を網羅的に整理した「現行制度の下にお
ける道徳教育の問題点」の目次を確認すると、次の通りである。  
 
１．道徳教育のねらいと内容に関する問題  
 ①道徳は時代とともに変わるかどうか  
  ②従属の道徳か発展の道徳か  
  ③道徳における内面性と科学的判断の問題  
  ④道徳教育の内容構造  
２．教育全般を通じて道徳教育を行うことに関する問題  
３．道徳教育と生活指導との関係の問題  
  ①生活指導観の対立  
  ②生活指導をとおしての道徳教育の解明  
４．道徳教育をはばむ客観的諸条件の打開に関する問題  
 
この中で『草案』は、まずは前提としての“道徳”そのものの複雑さ
を指摘する。「１－①」においては、道徳の普遍性と特殊性について触
れられている。道徳の普遍的な側面を認めつつ、「道徳の具体的な姿は
時代とともに変わる」という姿勢である。こうした「道徳」自体の理
解の変化に伴い、「縦の道徳と横の道徳」「上からの道徳と下からの道
徳」「年配者の道徳感と若いものの道徳」という対立が存在しているこ
とが、「じつは何よりも教師の実践を困難にしている」という現状認識
を示している 33。  
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「１－②」においては、「従属の道徳」と「発展の道徳」を対比させ
ている。前者は、「支配者の側から出されるものを批判せずに受けとる」
構えであり、後者は「より豊かにより幸福に生きようとする人間の自
然な欲求を認め、困難な事情の中で生きる人間の弱さを温く理解した
うえで、人間性を尊重し、社会生活を全体として発展的に改造してい
くことをめざす」ものとされる。この 2 つは〈規範型道徳〉と〈創造
型道徳〉と言い換えることもできよう 34。『草案』の論旨からして〈規
範型道徳〉を強く肯定するわけでは当然ないが、どちらが個人と民族
にとって望ましいものか、加えて「二つの立場は統一することができ
るのか」は今後の追究が待たれる課題として提起されている 35。  
〈規範型道徳〉を完全否定するわけではない論調は、「３－②」の生
活指導との関連における記述にも垣間見られる。『草案』は、生活指導
の理解において、生活指導を「生活規範のしつけ」と解する立場と「個々
の児童生徒の生活の中でのものの見かた考えかた感じかた、行動のし
かたの指導」と解する立場、これと表裏一体で「意志訓練の方法とし
て鍛錬主材」を肯定する立場と否定する立場のあることを指摘してい
る。ここに〈規範型道徳〉と〈創造型道徳〉の対比構図が再提示され
ている。この文脈において『草案』は、「生活指導即しつけとする考え
かたにしても、このような規定のしかたが不充分であるということは
いえるが、必しも全面的にあやまつているとはいいきれない」とする。
そして、「集団づくり」を推進する教育実践においてはしつけや規律の
意味を構造的に位置づける研究の推進が期待されるとした。鍛錬主義
的意志形成についても、これが有する非教育性を警戒する反面、「児童
生徒のその場かぎりの興味や必要におし流されるだけの教科指導や特
別教育活動のあり方」も「しんに実践力のある人間を作りあげるとい
う観点から充分に検討されなければならない」として、一定の教育的
意味を留保している 36。  
『草案』は、これからの社会を築く人間形成としては〈創造型道徳〉
を基調とすることを求める立場にあることは確かであるが、このよう
に〈規範型道徳〉と〈創造型道徳〉という道徳の二面性を認めている
のである。  
では、道徳教育の内容についてはどうか。『草案』は、「しつけ」は
本来方法概念であり、「『しつけ』を道徳教育の内容と考え、それを不
当に濫用したり、個人的な生活信条を道徳教育の内容の大部分と考え
る」「不見識は排除されなければならない」とし、道徳教育の内容研究
の必要性を説く。ただし、その具体的な内容については今後の課題と
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して位置づけられ、観点のみが示されている。『草案』が道徳教育の内
容を検討するための観点として挙げたのは次の 6 点である 37。  
 
①民族の伝統としての生活慣習  
②個人的な生活信条  
③集団の規律  
④労働と学習についての徳性  
⑤社会の諸制度（家・地域団体・経済制度・国家・国際社会）に
ついての徳性  
⑥社会観・人間観  
 
これを見ても、一般には国家主義的との批判を呼び起こしがちな「民
族の伝統」に触れられ、また「集団の規律」も一項目を成している。
こうした観点（領域）自体が道徳教育に不要なわけではないとする認
識が窺える。  
ただし、これらの内容については、①憲法と教育基本法の精神に基
づく一貫性ある「明確な価値基準」を立てること、②それぞれの具体
的中身については「新しいものと古いものをすつきりと区別すること」、
③「どれが学校教育でめざすべき中心的なものであるかを、家庭や社
会の教育機能との関連でおさえること」、④「それぞれの内容におうず
る方法的特質をあきらかにすること」を注意点および検討課題とした
38。この注意点の中で着目しておきたいのは③の指摘である。これは
裏を返せば、学校教育が中心的に取り扱うには適さない内容があるこ
とも示唆しているといえよう。  
加えて示唆的な点は、例えば〈規範型道徳〉と〈創造型道徳〉に分
岐点を探ろうとすれば、より文脈依存的な次元にまで具体化し、内容
だけでなく方法論とセットで問わなければならないということであろ
う。なお『草案』は、内容よりも方法の改革を優先させる立場にある。
『草案』は、たとえ内容（徳目）が民主的なものであっても、分割的
で、生活文脈から抽象化され、「象徴的な言葉」として教えられる言語
主義的方法では、やはり、目指すべき人間像の育成には繋がらないと
指摘している 39。このことは、従来、戦後教育改革において政府が修
身教育の方法批判に止まった点を批判点としてきた声とは異なるもの
といえよう 40。  
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（3）『草案』に見られる「道徳授業」の要請  
 こうした前提にたつ『草案』は、道徳教育を担う「特定の時間」（道
徳授業）の何を批判したのであろうか。『草案』が整理した総括を資料
として後掲する（資料 6-1）。  
ここに示された批判点は、基本的には〈創造的道徳〉よりも〈規範
的道徳〉が国家主義的意向により優先されることへの危惧に回収され
るものである。しかし、これまで見てきたように、〈規範的道徳〉自体
は道徳自体の持つ性質として完全に捨象されるものでもない。  
つまり、「特定の時間」（道徳授業）ではないことが〈創造的道徳〉
育成にとっての原理的要素なわけではなく、時代的・社会的背景から
相対的に導かれる現実的方策としての批判であるといえる。  
 『草案』は、「特定の時間」ではなく全課程で道徳教育を実施する全
面主義道徳教育を支持する立場にあるが、これの実践課題についても
次のように指摘している。  
第一に、「各教科における道徳教育」の理解／誤解への示唆である。
各教科で道徳教育を実施するという際に、各教科の目的即道徳教育と
する考え方と、各教科の教育内容に「道徳的な知識内容を、教材とし
て」盛り込むという考え方がある。このいずれも考究を要するが、『草
案』は後者の方法は戦前の道徳教育の方法と構造としては同じもので
あり、その内容の是非と、この方法が「各教科の相対的独立性をそこ
なうおそれ」を配慮しなければならないとしている。第二に、各教科
における教育方法、学習形態の問題である。各教科の教育において「問
題解決的な助け合い学習」ではなく「教師中心の詰め込み的な講義式
の学習形態」が残存する中では望ましい道徳的態度が育まれない可能
性を示唆している。第三に、学級経営や学習環境設計の問題である。『草
案』は、「例えば、教室内の秩序が、教師の威嚇によつて保持されるか、
生徒集団の自覚的な規律によつてまもられるかでは、そこから期待さ
れる人間形成の質に大きな相違が予想される」としている 41。  
以上の指摘からわかるように、全面主義道徳教育を実施する中にも
〈規範的道徳〉が内在する危険性は多分に潜んでおり、〈創造的道徳〉
育成につなげる意図的工夫
．．．．．
が不可欠である。もちろん、時代的選択と
して『草案』は、これらの改革の方を優先させるべきであり、〈規範的
道徳〉に親和性の強い「特定の時間」（道徳授業）の導入は、現状にお
いては、これを阻む危険性があることを主張するものであった。しか
し、〈創造的道徳〉＝全面主義道徳教育、〈規範的道徳〉＝特設主義道
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徳教育（道徳授業）という原理的な固定関係が導かれるものではない。  
 この固定関係認識解消の意味で注目されるのは、『草案』が「総合社
会科」の瓦解を危惧する文脈において示した次のような主張である。  
 
   綜合社会科としての性格を再確認し、その上で、その全内容が社会問
題についての思考であり、社会についての科学的認識であるとともに、
また社会倫理であるようにそして又その社会的なものとの関連にお
いていわゆる主体的倫理の問題が取扱われるように編成さるべきで
はないか。  
   倫理科の独立ではなしに、中等学校における一般社会科の社会科本来
の目的にそつての強化のための研究こそ必要ではないか。時間数につ
いて仮りに試案を言うならば中学、高校とも、各学年とも最少
マ マ
限毎週
三時間（高校に於ける国語、体育並み）の時間を一般社会科に充当す
べきではないか。 42  
 
ここでは、総合社会科は「主体的倫理の問題」を扱うものであるとい
う認識のもと、「最小限毎週三時間」の時間充当を主張している。つま
り、社会科において目指された道徳教育―すなわち、個人と社会の問
．．．．．．．
題を統合して捉える道徳教育観に基づく道徳教育であれば
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
、「特定の時
間」がむしろ必要であるとする理解を読みとることができる 43。  
その中で『草案』が求めているのが、「社会についての科学的認識」
の育成である。つまり、『草案』は、新たな道徳教育観に基づく「道徳
授業」における「認識」領域の中核を、社会認識―つまり、人と人と
の関係性によって成立するものであるはずの「社会」と「個人」の関
係の認識―に据え、そこに「特定の時間」の必要性を認めているので
ある。  
『草案』に代表されるような道徳特設という政策的選択に反対する
立場においては、道徳教育に関する種々の課題を認めつつも、“国家主
義的道徳を生む「道徳の時間」”という構図を強調せざるを得なかった。
その結果、「道徳授業」＝〈規範的道徳〉を育む旧態依然の道徳教育と
いうイメージを逆に固定化させたものと考えられる。しかし、『草案』
は、「どのような学習プロセスをたどらせることによつて、外にむかつ
ての科学的判断を主体的な力、行動の基準にまで高めうるかを地道に
検討すること」が道徳教育を考える「唯一の問題解決のみち」として
いる 44。つまり、「道徳授業」の問題としては、「特定の時間」を設置
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しないことではなく、『草案』が否定する「個人道徳」と「社会道徳」、
「内面性」と「社会認識」、「道徳」と「科学」を分離分担する発想の
道徳観の転換をいかに図るか、そしてそれに基づく新たな「道徳授業」
をどのように推進するのかが重要課題だったといえよう。  
 
資料 6-1.『草案』「学校教育との関連において」の特設批判総括抜粋  
 
１．道徳教科（又は授業時間）の特設は、これまでの教育のねらい、教育課程の全体的
なしくみ、教育の鳳凰を根本からかえてしまうおそれがある。道徳は人間の生き方に
関する問題であり、もっとも人間的、創造的、主体的な性質のものであつて、とうぜ
ん、教育全体の究極な到達点である。事実についての科学的な学習、温い自由な雰囲
気の中での生き方の追求など、要するに各教科指導、生活指導をつうじて培われるも
のであろう。ところが、道徳教科を特設することは、これら教科指導、生活指導の全
体的な成果をあらかじめ想定し、これを規制することになるから、結局、道徳教科で
の立場や方法が強く、全教育課程を拘束することになるであろう。このことは、教育
全体のあり方としてはたして肯定されてよいことであろうか。  
２．しかもそこで教えようとする道徳内容が、国家主義的な縦の倫理であつたり、具体
的な社会理解や、生活問題とのとりくみからきりはなされた「主体的倫理」やばらば
らの抽象的な徳目であつたり、あるいは聖書・論語などを含む道徳的文化財であつた
りするならば、この教科特設およびそれが結果する教育課程改革が、世界の歴史の流
れに逆行し、政治や経済の要求に無批判的に追随する人間の育成をめざすものではな
いとはいいきれない。  
３．とくに、日本社会の民主化のための中核的な教科としての社会科は、これまでとに
もかくにも基本的人権 の尊重と平和的な国際 理解という近代的な人 間の生き方を貫
く基本線を肯定する形のものとしてすすめられてきた。もし道徳教科が右のような性
格のものとしてうち出されるならば、それが従来の社会科の基本精神を否定し、やが
てそれを解体しようとする意図をもつものではないかと疑われる。  
  また、もし両者が併立させられ、社会科での社会理解と、きり話して、道徳教科で、
主体的倫理がとり扱われるとすれば、そこでの主体的倫理の教育がどのような質のも
のになるかは、十分に検討されなければならないであろう。  
４．また、特設時間での道徳教育の内容が、たとえいちおう民主的とみられる徳目であ
つたにしても、それが、ばらばらにとりあげられたり、また時間的な制約から、具体
的な行動の場からとり出され、抽象的一般的または象徴的な言葉として子どもに教え
こまれゝば、その結果は、その場その場で適応する人間、人間らしい実感や自主的な
判断力を焼失した人間を作りあげることになるのではないか。  
５．特定の時間で道徳教育を集中的に行うことになれば、その時間を担当する教師は、
ある程度道徳的な基準 を身につけたものとし てふるまわねばならな くなり、この結
果、教師と教師、教師と子どもの間の温かい人間的なつながりがたちきられ、かれら
のあいだに一種の疎遠関係が生じるとともに、ふたたび教員社会が特殊な重苦しい雰
囲気につつみこまれてしまう危険がある。  
６．戦後十二年、教育の現場では、人間らしい生き方を身につけさせるための教科指導、
生活指導のあり方を求めて、実践を積み重ね、その考え方をしだいに明確にしてきた。
この段階で、政治が一方向的に道徳時間を特設し、道徳教育のあり方についてわくづ
けをするならば、教師の自主的な研究は芽をつまれ、その良心的な教育探究は阻害さ
れ、かれらをして自由から逃避させる結果を招く。自由と自主的な研究、判断を放棄
した教師によつて、はたしてほんとうの道徳教育ができると考えられようか。  
 
第 4 節  昭和 33 年度学習指導要領における「道徳授業」  
では次に、昭和 33 年度学習指導要領における「道徳の時間」の内実
について検討する。  
201 
 
（1）『昭和 33 年度学習指導要領』全体構成と道徳教育  
 「道徳の時間」そのものの検討に移る前に、『昭和 33 年度学習指導
要領』の全体像についておさえておきたい。「道徳」の設置は教育課程
上の新たな領域の設置であり、他の領域との相対的な関係性の中で捉
える必要があることに加え、『昭和 33 年度学習指導要領』においても
道徳教育は学校教育全体で実施することを重視したため、教育課程全
体の動向について目を向ける必要があるからである。  
 『昭和 33 年度学習指導要領』は、日本が独立国家として初めて独自
に実施した全面的改訂であった。そのため、「民族の独立と国家の発展」
を基本的眼目に据える中で、①国民性の教育、②基礎学力の充実、③
科学技術教育の向上、中学校ではこれに加え④職業的陶冶の強化を図
る目的で改訂がなされている 45。  
国民性教育という観点は熾烈なイデオロギー闘争を呼ぶが、賛否は
別として、民族的劣等感が蔓延する情勢の中で、国民形成という教育
の一側面から「日本人としての誇り」の復興がねらいとされた。具体
的には、国民性陶冶の観点から地理・歴史・古典（国語）・音楽教育が
重視され、例えば音楽においては、「国民を統合してゆくシンボル的な
ものの一つとして、『君が代』を初めとした文部省唱歌が積極的に位置
づけられた 46。  
 一方、基礎学力や科学技術教育の向上の観点からは、学習の基盤と
なる言語教育として特に低学年の国語の充実が図られ改訂で最も時間
数が増加された。「戦前よりも戦後は一～二年遅れている」と指摘され
ていた算数も時間数が増加し、理科では小学校では「従来の保健・社
会的な教材は関係教科に移し」て実験・観察による教育を重視し、中
学校でも「教育内容構成の原理として系統性を重視し」「科学的な考え
方ができるように」、身近な問題よりも「基本的な事実、原理、法則を
中心」とする改訂が図られている 47。こうした改訂により、『昭和 33
年度学習指導要領』は系統主義化が図られたことが特質とされている。 
加えて、『昭和 33 年度学習指導要領』の教育課程の特徴は、小・中
学校の教育課程が各教科、道徳、特別教育活動、学校行事の 4 領域で
編成されたことである。本改訂によって特別教育活動は教育課程を構
成する領域として明確に位置づけられた 48。従来「教科外」と補完的
な称され方がなされていた教育活動を「特別教育活動」「学校行事等」
と領域化したことは、これらの活動の発展あるいは重視の姿勢の現れ
といえよう。そしてこれらの領域の活動の充実は、学校教育が知識教
育だけではない人間形成の役割を担うという一つの意図的選択と解釈
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できる。道徳教育の側面から見れば、戦後道徳教育が重視してきた「生
活起点」の道徳教育、生活経験の中で道徳性を育む実践的要素がこう
した領域に継承されているとも見ることができよう。  
こうして学問的系統性に基づく知識理解が重視され、教科外では実
践的な学びが重視されるという全体構造の中で、「道徳の時間」はどの
ような役割が期待されたのであろうか。  
 
（2）「道徳の時間」の概要  
『昭和 33 年度学習指導要領』 49では、「第 1 章  総則」の第 3 項目
に道徳教育の方針が掲げられ、以下のように規定された。   
 
第３  道徳教育   
学校における道徳教育は、本来、学校の教育活動全体を通じて行
うことを基本とする。したがって、道徳の時間はもちろん、各教科、
特別教育活動および学校行事等学校教育のあらゆる機会に、道徳性
を高める指導が行われなければならない。   
道徳教育の目標は、教育基本法および学校教育法に定められた教
育の根本精神に基く。すなわち、人間尊重の精神を一貫して失わず、
この精神を、家庭、学校その他各自がその一員であるそれぞれの社
会の具体的な生活の中に生かし、個性豊かな文化の創造、民主的な
国家および社会の発展に努め、進んで平和的な国際社会に貢献でき
る日本人を育成することを目標とする。   
道徳の時間においては、各教科、特別教育活動および学校行事等
における道徳教育と密接な関連を保ちながら、これを補充し、深化
し、統合し、またはこれとの交流を図り、生徒の望ましい道徳的習
慣、心情、判断力を養い、社会における個人のあり方についての自
覚を主体的に深め、道徳的実践力の向上を図るように指導するもの
とする。   
（道徳の時間における指導は、学級担任の教師が担当することを原
則とする。）  
             ※（）内は中学校学習指導要領のみ  
 
ここにある通り、道徳教育の基本はあくまで学校全体で行うものとす
る立場を堅持した上で、「道徳の時間」は他の教育活動における道徳教
育を「補充・深化・統合（・交流）」しながら、「道徳的習慣、心情、
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判断力」を育成し、「社会における個人のあり方についての自覚を主体
的に深め」ることを通して「道徳的実践力」を向上させるとしている。  
「実施要綱」では、「道徳の時間」は、「児童生徒が道徳教育の目標
である道徳性を自覚できるように、計画性のある指導の機会を与えよ
うとするものである」とされている。『中学校道徳指導書』においては、
「道徳の時間」の指導を効果的にするために必要な事は、①「道徳教
育が計画的に行われるようにすること」、②「道徳性の内面化を図るこ
と」であるとされた（『小学校道徳指導書』も同趣旨） 50。②について
は 7 章で詳述するが、①に関してはさらに、「学校全体としての道徳教
育に関する一貫した方針を確立し、道徳の時間と他の教育活動との道
徳教育上の役割を明らかにし、道徳の時間の指導については、組織的・
発展的に指導しうるような周到な計画を立てる必要がある。」とされて
いる。つまり、全面主義道徳教育で課題とされる偶発性の克服、かつ
道徳領域として考えたい内容・観点の網羅性を高めるために「計画性」
を求めたといえよう。ここに全面主義道徳で不足するものへの呼応と
しても「補充」の役割が読み取れる。  
「深化」・「統合」は、道徳教育そのものを第一の目的として明示的
に掲げる領域を設けたことそれ自体に意味が付与されていよう。（それ
が保守的か否かや方法論は別の問題として）道徳教育の内容を一定程
度示し、全面主義道徳教育期において、しつけの中に従前の道徳観が
入り込む課題や、価値の転換期において民主的道徳観の理解が十全で
ない課題が指摘されてきたように、ある種の“望ましさ”や“価値基
準”を示すあるいは創り出す役割を「道徳の時間」に持たせることで、
新たな時代の道徳観に基づく学校教育全体の道徳教育を牽引する「起
点」としての役割が求められたといえる。その上で、「道徳の時間」の
内容の十全さと多様な方法の開発によって、「道徳授業」として教育・
学習効果を高めていくことに「深化」の進化が問われていよう。  
 
（3）内容の二面性と方法の多様性―イデオロギー批判との呼応検証  
①規範的道徳内容と創造的道徳内容の併存  
では「道徳」で扱う内容はどのようなものだったであろうか。道徳
特設に際しては、「教課審答申」が教育基本法の精神を、「人間尊重の
精神」に加え「共同体の倫理」が基盤にあるとの解釈を示した 51こと
に関して、保守的傾向として批判を受けた経緯もあり 52、「内容」につ
いての問題を等閑視することはできない。  
そこでここでは、『昭和 33 年度学習指導要領道徳編』の小学校版・
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中学校版両方の内容を、①規範的・自省的表現と思われるもの、②自
律的・創造的表現と思われるもの、③どちらも志向しているあるいは
どちらともとれないものの 3 分類で表 6-2、表 6-3 の通り分類した。①・
②については分類の根拠とした表現に下線を付してある。  
分類に異論も残るとは思われるが、これを見る限りは、学習指導要
領の示す「内容」は、〈規範的道徳〉〈創造的道徳〉いずれもが併存し
ている。当然、先の日本教育学会教育政策特別員会『草案』が示して
いたように、内容の教え方の如何に拠る側面も大きい。例えば表中で
は「自分や世の中のために尽してくれる人々に対し，尊敬し感謝する」
を、「尊敬」に規範性の介入余地があるとシビアに判断し規範的表現と
して当てはめたが、これが権威崇拝と結びつくのか他者尊重として教
えられるのかは、これだけでは判断できない。このことを前提とした
上であるが、「内容」の“表現”レベルで言えば、学習指導要領の示す
「道徳の時間」は〈規範的〉〈創造的〉のいずれかに偏るでもなく、ど
ちらも志向するものであるという結論を導かざるを得ないだろう。  
 
表 6-2. 『昭和 33 年度学習指導要領（小学校）』における道徳の「内容」  
規範的・自省的表現と思われるもの  自律的・創造的志向表現と思われるもの  
・ 服装・言語・動作など，時と場に応じて適
切にし，礼儀作法を正しくする。  
・ 時間をたいせつにし，きまりのある生活を
する。  
・ 正を愛し不正を僧み，誘惑に負けないで行
動する。  
・ 正しい目標の実現のためには，困難に耐え
て最後までしんぼう強くやり通す。  
・ 自分を反省するとともに，人の教えをよく
聞き，深く考えて行動する。  
・ わがままな行動をしないで，節度のある生
活をする。  
・ 自分や世の中のために尽してくれる人々
に対し，尊敬し感謝する。  
・ 自分の好ききらいや利害にとらわれずに，
公正にふるまうとともに，だれに対しても
公平な態度をとる。  
・ 人の立場を理解して，広い心で人のあやま
ちをも許す。  
・ 規則や，自分たちで作るきまりの意義を理
解し，進んでこれを守る。  
・ 公共物をたいせつにし，公徳を守り，人に
迷惑をかけない。  
・ 学校の人々を敬愛し，りっぱな校風を作り
あげようとする。  
・ 日本人としての自覚を持って国を愛し，国
・ 自分のことは自分でし，他人にたよ
らない。  
・ 自分の正しいと信ずるところに従
つて意見を述べ，行動し，みだりに
他人の意見や行動に動かされない。  
・ 自分の考えや希望に従つてのびの
びと行動し，それについて責任を持
つ。  
・ 自分の特徴を知り，長所を伸ばす。  
・ 常により高い目標に向かつて全力
を尽し，大きな希望を持つ。  
・ ものごとを合理的に考えて行動す
る。  
・ 創意くふうをこらして生活をより
よくしようとする。  
・ 常に研究的態度を持って，真理の探
究に努める。  
・ よいと思ったことは進んで行い，新
しい分野も開いていく。  
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際社会の一環としての国家の発展に尽す。 
両方あるいはどちらともとれないもの  
・ 生命を尊び，健康を増進し，安全の保持に努める。  
・ 身のまわりを整理・整とんし，環境の美化に努める。  
・ ものや金銭をだいじにし，じょうずに使う。  
・ 自他の人格を尊重し，お互の幸福を図る。  
・ 正直でかげひなたなく、真心を持った一貫性のある行動をする。  
・ いつも明るく，なごやかな気持で，はきはきと行動する。  
・ やさしい心を持つて，動物や植物を愛護する。  
・ 美しいものや崇高なものを尊び，清らかな心を持つ。  
・ だれにも親切にし，弱い人や不幸な人をいたわる。  
・ 互に信頼しあい，仲よく助けあう。  
・ 権利を正しく主張するとともに，自分の果すべき義務は確実に果す。  
・ 勤労の尊さを知るとともに，進んで力を合わせて人のためになる仕事をする。  
・ 家族の人々を敬愛し，よい家庭を作りあげようとする。  
・ 広く世界の人々に対して正しい理解を持ち，仲よくしていこうとする。  
（筆者作成）  
表 6-3. 『昭和 33 年度学習指導要領（中学校）』における道徳の「内容」  
規範的・自省的表現と思われるもの  自律的・創造的志向表現と思われるもの  
・ つとめて謙虚な心をもって、他人の意
見に耳を傾け、自己を高めていこう。  
・ 時間や物資や金銭の価値をわきまえ
て、これらを活用しよう。   
・ あやまちは率直に認め、失敗にはくじ
けないようにしよう。また、他人の失
敗や不幸には、つとめて暖かい励まし
をおくろう。  
・ 異性関係の正しいあり方をよく考え、
健全な交際をしよう。  
・ お互に信頼しあい、きまりや約束を守
って、集団生活の向上に努めよう。   
・ 狭い仲間意識にとらわれないで、より
大きな集団の成員であるという自覚を
もって行動しよう。  
・ 国民としての自覚を高めるとともに、
国際理解、人類愛の精神をつちかって
いこう。  
・ 他人と意見が食い違う場合には、つと
めて相手の立場になってみて、建設的
に批判する態度を築いていこう。  
・ 常に真理を愛し、理想に向かって進む
誠実積極的な生活態度を築いていこ
う。   
・ 真の幸福は何であるかを考え、絶えず
これを求めていこう。  
・ 人間としての誇をもち、自分で考え、
決断し、実行し、その責任をみずから
とるように努めよう。   
・ 正義を愛し、理想の社会の実現に向か
って、理性的、平和的な態度で努力し
ていこう。  
両方あるいはどちらともとれないもの  
・ 悪を悪としてはっきりとらえ、決然と退ける強い意志や態度を築いていこう。   
・ 整理整とんの習慣を身につけて、きまりよくものごとが処理できるようにしよう。   
・ 仕事を進んで行い、根気よく最後までやりぬく態度や習慣を身につけよう。  
・ 生命を尊び安全の保持に努め、心身ともに健全な成長と発達を遂げるように励もう。  
・ 正確適切なことばづかいや能率的な動作ができるように努めよう。   
・ 情操を豊かにし、文化の継承と創造に励もう。  
・ 家族員相互の愛情と思いやりと尊敬とによって、健全な家族を築いていこう。   
・ すべての人の人格を尊敬して、自他の特性が、ともに生かされるように努めよう。   
・ どんな場合にも人間愛を失わないで、強く生きよう。  
（筆者作成）  
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②多様な授業方法の導入  
次に、道徳特設の批判点でもあった徳目主義や注入主義批判の克服
について見てみる。  
学習指導要領は、徳目主義や注入主義に対して次のような姿勢を示
している。『昭和 33 年学習指導要領道徳編（小学校）』の記述を取り出
すと、次の通りである。  
 
指導は，広い角度から種々の場面・機会・教材を利用して行わなければ
ならない。その際，話し合い，教師の説話，読み物の利用，視聴覚教材
の利用，劇化，実践活動などの諸方法を適切に組み合わせて用い，教師
の一方的な教授や単なる徳目の解説に終ることのないようにしなけれ
ばならない。  
 
「実施要綱」においても、「『徳目』は、生徒の理解を容易にする手
段として考えられ、使用されるもの」であり、「生徒の発達段階や理解
の能力」や「学校や地域の差、生活環境などに応じ」、「徳目の単なる
説明や訓示に終わってはならない」とされ 53、「教え込みにならないた
めの方法や生活と遊離しないための方法」 54の工夫について細かくそ
の方針が示された。  
「実施要綱」が例示する各種指導方法は表 6-4 の通りである 55。小・
中両方において、日常生活上の問題や社会的な問題を利用した「話し
合い」「討議」を第一に掲げながら、「説話」「講話」における「観念、
知識、理解を明確、豊富」にすることや、「読み物」の「すぐれた伝記、
文学作品、物語、古典などによって感銘をつちかう」ことも幅広く取
り入れ、「観念、知識、理解、判断、推理、感銘、思考整理、論理、道
徳的知見」など多様な資質・能力の育成が目指されている。  
その中でも、「教師の一方的興味に流れたり、教師の考え方を押しつ
けるようになったり、生徒を受身の立場に立たせたりする危険性」の
ある「講話」では、「話しながら問題を投げかけたり、質問や討議を挟
みながら話を進めたり例話や体験談を折りこむなどの配慮」を求める
など「教え込み」への注意を促す。また、一方向的教授の排除という
消極的姿勢だけではなく、例えば「読み物利用」において、「読み物の
内容の道徳的場面をその時代や社会の背景との関連の中で分析させ」
ることや「観点や感想が人によって異なっていることを知り、相互の
立場の尊重と理解」を図るなど、より積極的に多様性の認識育成を目
指す記述も見受けられる。  
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表 6-4. 「実施要綱（小学校）」における「道徳の時間」指導方法の例  
項目名  解説・具体例  主とする教育・学習効果への言及  
話合い  児 童 が 自 発 的 に 取 り 上 げ た 問
題や、教師の提出した問題につ
い て 学 級 あ る い は グ ル ー プ 単
位に話し合いをさせる。  
道徳的な問題の理解を深め、判断力を
養う  
児童相互の協調・協力を進める  
心情の養成に役立つ  
集団の道徳的水準を高める  
教師の説話  教 師 の 話 を 中 心 と し て 指 導 す
る方法。  
一 方 向 的 説 話 で は な く 問 答 を
交わしながら進めていくべき。 
比 較 的 短 い 時 間 で 豊 富 な 内 容 を 与 え
られる  
知識だけでなく、興味、理解、心情を
養う  
読 み 物 の 利
用  
童話、物語、伝記、作文、図書、
雑誌、新聞などから題材を選び
読む、読み聞かせる、感想を話
し合う、感想文を書かせる。批
判的態度の養成にも注意。  
経験の拡大  
理解、批判、心情への訴えによる道徳
的な価値の体得  
視 聴 覚 教 材
の利用  
幻灯、映画、演劇、ラジオ、テ
レ ビ 、 録 音 教 材 な ど の 集 団 視
聴。そのご、道徳的な問題を発
見させ、批判、感想をまとめる。 
興味関心の喚起  
容易な理解  
感銘を強める  
道徳的意欲や態度の育成  
心情や判断を発達させる  
劇化  劇の形を利用して、道徳的な問
題 に 関 心 を も た せ た り 批 判 さ
せたりする方法。  
道徳的問題への関心喚起  
児童本来の欲求に根ざす  
判断や心情育成に効果  
集団間の問題解決に役立つ  
実践活動  身近な作法、校内外における奉
仕活動、調査、研究  
 
道徳的態度や実践力の養成  
実践後の反省、改善の工夫など、まと
めや反省がむしろ重要な意義をもつ  
（筆者作成）  
 
（4）内容・方法における生活主義発想の継承―全面主義との接続  
多様な方法により、単なる徳目主義・注入主義に陥ることを克服し
ようとしていた「道徳の時間」であるが、戦後道徳教育の基調、つま
り、学習者である子どもたちにとって身近な生活経験を重視すること
で主体性の醸成や実践への連結を高めようとした方向性を継承する方
策についても、「指導方法」も内包しつつより広範囲な視点で具体化さ
れている。その方策は、少なくとも次の 4 点に見出すことができる。
すなわち、①生活題材重視と時事問題題材の使用、②担任担当制、③
内容配列の半構造性と計画の可変性、そして④価値葛藤の発想の登場
である。  
①生活題材重視と時事問題題材の使用  
先述の通り「道徳の時間」には多様な方法が例示された。これは徳
目主義への懸念という側面もあるが、学習指導要領が「方法」説明の
冒頭で示すように、「生徒の経験や関心を考慮し、なるべくその具体的
な生活に即しながら、」と、具体的な生活を起点とすることを前提とし
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ている。  
「具体的な生活」題材の中には、「時事問題」も取上げられた。『道
徳指導書』で確認すると、説話の題材には「ア  日常生活の問題  イ  
教師の体験談  ウ  新聞、ラジオなどによる時事問題  エ  物語、伝
記、小説、映画など」があげられている。読み物の題材にも「ア  物
語、伝記、文学作品、古典  イ  新聞、雑誌などの記事」があげられ
ており 56、現代社会の時事的題材も「道徳の時間」の題材として想定
されていることがわかる。  
『学習指導要領』には、「生徒の道徳性は、家族、友人、学校、地域
社会、職場、国家、国際社会など、いろいろの場との関連において形
成されるものであることを常に念願において、指導がなされなければ
ならない」とされており、社会科道徳教育が志向したような、道徳を
個に閉じるものではなくあらゆる社会的（身近な他者を含む）関係性
の中で捉えるものとする道徳観が緩やかに継承されている。  
②学級担任担当制  
「道徳の時間」は専任を置かず学級担任が担うとされたが「実施要
綱」はその理由を、「児童生徒の実態を最もよく理解しているというこ
と、道徳教育を全教師の関心のもとにおくということ、また道徳教育
には、つねに教師と児童、生徒がともに人格の完成を目ざして進むと
いう態度がきわめてたいせつであるということなどによる」 57と説明
する。特設政策反対派からは、学級担任制という選択は教員免許法改
正手続きを免れる策として捉えられる側面もあるが、生徒の実態や生
活と遊離しないための方策の一つであると解釈することにも論理的矛
盾はないだろう。  
③内容配列の半構造性と計画の可変性  
『昭和 33 年度学習指導要領  道徳編（小学校）』には、「指導計画作
成および指導上の留意事項」において、第 1 項に学校教育全体におけ
る道徳教育が前提であることを述べた後、次のように規定した。「 2、
指導計画は、学校における道徳教育の全体計画、地域や児童の実態等
を考慮して、具体的に立てることが必要である。3、指導計画は固定的
なものとは考えず、児童の生活の中に起る問題や時事的な問題等をも
適宜取り入れ、修正を加え得るよう、弾力性を持たせることがとくに
たいせつである。」（中学校版も同趣旨）とされた。この背景には、「実
施要綱」が述べるように、「道徳教育の生きた資料や問題は、生徒の日
常生活や地域社会の問題の中に見いだされることが多いから、『道徳』
の時間の指導計画とその展開は、そのような現実に即した生きたもの
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であることが必要である」58という姿勢が反映されている。つまり、「計
画の弾力性」や「可変性」は、具体的な生活問題を取り入れる一つの
方策となっている。  
なお、「実施要綱」は、指導計画作成にあたっては①「すべての教師
がこれに参加し、協力すること」、②「学校の実情、生徒の生活の実態、
地域社会の諸条件などを具体的に考慮に入れて、それぞれの学校が独
自の計画をたてること」を求めた。指導計画作成に全教師の参加と協
力を促したことは、道徳教育が学校の教育活動全体を通じて行うこと
を基本とするという方針を継承するものである。そして、学校の独自
計画を重視することで、各学校や子どもたちの生活実態を取り入れた
教育内容とする方針であることも窺えよう。  
一方、学習指導要領「道徳」の「内容」には、小学校 36 項目、中学
校 21 項目の観点が示されたが、これについて学習指導要領は「内容の
配列は、指導の順序を示すもの
．．．．．．．．．．
ではない
．．．．
。指導計画は、内容の各項目
の単なるられつにとどまることなく、各学校において生徒の生活の実
．．．．．．．
態や地域の特色などを考慮して具体化
．．．．．．．．．．．．．．．．．
したものでなければならない。
（傍点筆者）」とした。  
つまり、学習指導要領に示された「内容」は“観点”とも言い換え
られるべき半構造的な性質のものであるといえよう。『道徳指導書』に
おいても「読み物資料」について解説する中で、「生徒用の読本の類を
使用する場合には、年間にわたってこれをおもな資料とし、章を追っ
．．．．
て説明していくというようなやり方は望ましくない
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
（傍点筆者）」とし、
改めて「内容」の配列が指導の順序性を規定するものではないことを
強調している 59。こうした半構造的内容の提示方法や計画の可変性に
より、観念的・抽象的徳目の暗記学習を超え、学校の特色や子どもた
ちの生活現実との呼応を可能にする意図があったと考えられる。この
方針は、系統主義（徳目主義）的道徳授業との差別化を図る上で重要
な機能を果たすものである。  
加えて、「実施要綱（中学校）」では、「道徳の内容」説明の冒頭を次
のように示した。  
 
道徳教育の内容は
．．．．．．．．
、教師も生徒もいっしょになって理想的な人間
のあり方を追求しながら、われわれはいかに生きるべきかを、と
もに考え、ともに語り合い、その実行に努めるための共通の課題
．．
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である
．．．
。（傍点筆者） 60 
 
先に、「内容」が“観点”に類するものであるとの理解を示したが、こ
こでは教師と生徒がともに検討する「課題」であると言い換えられて
いる。ここには、社会科道徳教育が志向した問題解決学習に近しい発
想を読みとることができよう。  
④「価値葛藤」の登場―「生活」と「問題」の継承  
「実施要綱（中学校）」は、より明示的に問題解決学習との接続を図
っている。「実施要綱（中学校）」は、「道徳性指導の観点」の中で、「自
分の能力や自分がもつ社会的な役割、現実の社会の諸条件などを考え
合わせて、実際に自分がどんな行為に出ることが最も望ましいかを推
理して、当面する問題の解決に努めるように指導することが重要であ
る。道徳的問題の解決は、他の教科と違って、直接自分の欲求とかか
わりがあり、主体的になんらかの行動をとらなければならないところ
に特色がある。」と述べ、社会科道徳教育の問題解決学習を継承を示唆
するとともに、自己の行為・欲求など“自己”を起点とする主体性が
問われることを指摘した。  
そして、この主体性が問われる問題場面を表す言葉として、「実施要
綱（中学校）」には「価値のかっとう」の語が登場している。具体的に
は次の通りである。  
 
いくつかの望ましい価値のなかから一つを選ばなければならないとか、
ある立場からは望ましいが他の立場からは望ましくない場合があるな
ど、現実の生活ではむしろ価値のかっとう（葛藤）場面が常態である
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
と
もみられるが、これらの場面に直面して自律的によりよい判断ができた
り、正しい批判ができたりするようになることは、中学校段階でとくに
指導上重視されなければならない。 61（傍点筆者）  
 
この引用部分を指して、文部省小杉視学官は、「道徳実施要綱」に示さ
れた「内容」について触れ、以下のように述べている。  
 
ここで特に留意すべき点は、具体的内容がどの場合も、価値の対立かっ
．．．．．．．
とう（葛藤）
．．．．．．
の場面において捕えられていることである。価値を現実に
．．．
近い場
．．．
、すなわち対立かっとうの場面で捕えることによって、これらの
具体的内容を生活から遊離させまいとした意図
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
が理解していただける
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と思う。 62  
 
ここには、「価値の葛藤場面」とは、“自己”を主体・主語にした際の
生活問題場面であり、「価値の葛藤場面」を取り上げることは、観念的・
抽象的になりがちな道徳授業を現実生活から乖離させない方策である
との認識が読み取れよう。  
つまり、社会科道徳教育における「問題解決」との接点、「生活主義」
との接点、そして「自己を起点」とする姿勢が背負う中で、「価値葛藤」
という用語・発想が、「道徳の時間」にも登場していることが理解され
るのである。  
 
第 5 節  まとめと考察―政策転換における選択と「道徳授業」の課題  
（1）道徳教育における学校教育の指導性・専門性強化という選択  
 『道徳指導書（中学校）』では、「道徳教育は本来学校・家庭・社会
の三者を通じてじゅうぶんに行われ、かつそれらの間に一貫性
．．．
が保た
れることによってはじめてその徹底を期することができる」が現状は
不十分であり、「学校・家庭・社会を結ぶ新しい道徳教育の振興を図る
上からも、まずもって学校における道徳教育を充実する必要が痛感せ
られる」 63としている。教材等調査研究会委員だった小沼洋夫は道徳
教育指導者講習会において、「学校が中心になって道徳教育をしなけれ
ばならないのは、平たいことでいえば、日本の学校教育が背負った宿
命」であり、日本では道徳教育の地盤が学校にあると説明した 64。同
様に大島康生も、「民主的社会をささえる一つの新しい公分母」を作る
という表現で道徳教育強化政策のねらいを「講習会」にて説明してい
る。大島は、今日存在するような学校・家庭・社会の溝をうめ、ヒュ
ーマニズムに基づく「新しい共通の理解のための基盤」をつくること
を道徳特設の意義とした。 65  
こうした説明からは、戦後の精神的基盤が揺らぐ中で、民主主義社
会における道徳的価値基準を示し、社会全般における道徳教育向上の
起点として学校教育の役割を再強化しようとした意図が明確に窺える。
これは、1951（昭和 26）年に文部省「道徳教育の手引書要綱」作成の
際、作成に携った上田が「『手引書』ないし『要綱』が、そのあるべき
限界を越えないということにこそ、みずからを望ましいものとするゆ
えんであるといわなくてはならない。」 66と、道徳教育の内容や方法を
具体的に指し示さない
．．．．．．
ことで文部省の役割の限界性を示すことに重き
212 
 
をおいていた姿勢からは、方針は大きく転換したといえる。  
この選択によって学校教育における道徳教育（およびその政策）は、
少なくとも次の 3 点の課題を公然のものとして背負うこととなった。
第一に、学校教育は一定の道徳的優秀性を持たなければならないとい
うこと、第二に、道徳的価値基準を更新し続ける「国民的合意形成」
の方法を改善していかなければならないということ、第三に、道徳教
育・授業の専門性を向上する責務を負うということである。  
『草案』が、近代民主主義政治のもとでの道徳に関する公権力の一
定の方向づけやわくづけへの妥当性について問題提起したように、ま
た、戦後の修身科と教育勅語問題が示しているように、公教育機関で
ある学校教育の指針として道徳領域の価値基準を何をどこまで指し示
すのかは非常に難解な課題である。しかし一方で、公教育は基本的人
権や教育の機会均等、子どもたちの学習権を実質化するために機能し
ており、学校教育は、社会に氾濫する情報から「一定の公認された知
識を等しく提供し、それを学習するように枠付け」ることで、格差を
是正する役割を果たすという役割もある 67。今次の道徳特設政策は、
こうした課題を引き受けながら、一定程度の道徳的価値基準を提示す
ることを学校教育の役割として位置づけ直す選択がなされたといえよ
う。それは、どんなに一方向的規制として伝達するものではないとし
ても、広義には“一定の公認の知識”の選択である。問題解決学習で
もそれは同様であり、“何が社会において問う課題であるか”の一定の
選択を発信することとなる。その上では、その選択の妥当性や優秀性
がある程度担保されなくてはならず、学校という組織・機関における
ミッションとして、この課題が再定位されたということができる。  
一方、教育の自律性を獲得する闘争の歴史の中で、国家権力が道徳
的価値基準を決定しこれを国民に教育として強制する在り方は改善さ
れるべきものであることが確認されてきた。これは、教育権問題や公
教育原理の問題、あるいは国民の思想信教の自由をどのように保障す
るかという問題でもあるが、道徳に関する教育と学習の問題としては、
その教育・学習の内容（価値）選択の妥当性・適切性・正当性をどの
ように担保するか、という問題と言い換えられる。つまり、道徳教育
の内容（価値基準）の正当性を支配関係や上下関係に基づく優位性・
権威性によって外形的に担保するのではない方法を創出する
．．．．
という命
題である。この点に関し藤田は、「特設『道徳』論争のなかではあまり
論じられることのなかった」側面として次のように課題を指摘する。  
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国家（公権力）による国民の価値観の統制を排除することは、価値のア
ナーキーを認めることではない。公教育における道徳教育が成立可能で
あり、また成立すべきであるとするならば、その道徳教育（とりわけそ
の目標と内容）を支える国家的合意を形成するという課題が、国民一人
ひとりにより自己形成の努力を内に含んで追求されなければならない。
公教育の問題としてはまた、その国民的合意の形成を促進し、表現する
制度のあり方も考慮されなければならない。 68  
 
道徳教育における学校の指導性強化という選択は、政策レベルにおい
てはこうした国民的合意形成のプロセスをどう構築するかという課題
を生起させたといえよう。そしてこのことは、単位を地方、地域、学
校、教室にミクロ化しても、同様の構図を描くものである。  
加えて、道徳に関する教育・学習の内容（価値）選択の適切性の問
題には、手続き的課題だけではなくその範囲・領域設定の問題も浮上
させる。換言すれば、道徳教育における学校教育の役割と限界性の問
いである。例えば林竹二は、「道徳とか道徳教育に対して第一次的に責
任を持つべき、そしてもつことの出来るものは、社会とか家」である
とし、「学校は、教育上重い意味を持つ。しかしそれにも拘らず、人間
が形成せられる過程としての道徳教育において学校教育の演じる役割
は限られている。しかもその役割をはたすために学校は直接の教育に
過大の期待をかけることはゆるされない。」とした。ただし林において
も、「道徳教育の場合特に、間接の、環境を介してのあるいは生活を通
しての教育がほとんどすべてである。」としつつ、「道徳というものに
は、一面テクニカル（技術的）なもの（「社会生活のなかで守るべきル
ールなど」；筆者補足）としての側面があるのですから、その意味での
道徳を教えることは、十分可能」だとも述べている 69。  
こうした見解が存在する中で、学校教育における道徳教育はどこま
でを範囲におさめるのかが問われることになる。これは要するに、道
徳教育カリキュラムの問題と言い換えられよう。道徳教育“強化”政
策は、こうした道徳領域における学校教育の教育的専門性向上の要請
を生起させるものであった。  
 
（2）「道徳の時間」（「道徳授業」）の特徴と課題  
 道徳教育に関する専門性向上の役割は「道徳の時間」の発展に寄せ
られることは言うまでもない。では、この時点で「道徳の時間」がど
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図 6-1.『草案』による対比構図  
（筆者作成）  
特設政策  
賛成  
特設政策  
反対  
適応型人間
育成  
開拓型人間  
育成  
「道徳授業」  
 
 
 
 
 
 
 
…etc  
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規範型道徳  開拓型道徳  
のような性質を有するものとして成立したのか、そしてどのような課
題を内包していたのかを総括する。  
①『草案』が提出する「道徳授業」の検討課題  
第 3 節で見てきた『草案』が
描く「政策賛成」「政策反対」対
立構図の内実は、図 6-1 のよう
なものであった。道徳特設論争
で着目されるのは「政策賛成・
反対」の総論やそこで意味する
「人間像」のレベルが多いと考
えられるが、それらも視野に入
れつつ、「道徳授業」の具体的課
題として摘出できるのは二重線
で囲んだような観点であろう。
そしてこの左右どちらに寄る授
業となるのかは、道徳の“時間”
を設置するかどうかで決定され
るものではない。「道徳授業」設
計の課題としては、これらの観
点を自覚的に捉えることが必要
となろう。  
②「起点型時間」と「集約型時間」の二面性  
「道徳の時間」は、学校全体の道徳教育の中で「補充・深化・統合・
交流」という役割を果たすものとされていた。その内実を紐解いてい
くと、図 6-2 のように「起点型時間」と「集約型時間」としての二面
性があることがわかる。「起点型時間」としては、学習指導要領に示さ
れた「道徳」の内容（観点）、学校や教師によって計画的・組織的に必
要性を認められた内容を子どもたちに学ばせることによって民主的道
徳という一定の価値の“正しさ”をもって全体を牽引する側面がある。
ただし、「起点」という際にも、単純な一方向的伝達を描くだけではな
く、「話し合い」や「問答」等の教育方法の担保によって、「道徳の時  
間」を使い、教師と児童・生徒がともに正しさを創り出す側面も理念
的には含意されている。そうして伝達ないし創造された道徳的望まし
さを波及させる役割が、起点としての「道徳の時間」の役割である。
この「起点型時間」の性質は、より具体的には、望ましさの起点とい
う意味で「価値起点型」と言い換えることもできよう。  
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一方、「集約型時間」としての性格は、その“望ましさ”を理解した
り考えるための題材（問題、課題）を「道徳の時間」以外の学校生活
や社会生活などの現実生活から見出す志向に表れている。内容の半構
造性、計画性の中に弾力性、可変性を求める方策がこの「集約型時間」
としての性質を実質化しようとしている。これは、学習課題・目標と
しての道徳的価値が問われる題材を集約する意味で「課題集約型」と
言い換えられよう。  
ここで重要なのは、「価値」と「課題」とすると「価値」の方に道徳
教育たる本質があるように見えがちだが、道徳教育の学習材料として
の「内容」にはどちらも重要であるということである。つまり、「価値」
「道徳の内容」を教え学ぶための方法として「課題」や「題材」があ
るという従属関係というよりは、道徳の性質上、「課題」や「題材」そ
のものが「道徳の内容」でもある。本論において、「実施要綱（中学校）」
が、「道徳教育の内容は」「課題である」という認識を示していたこと
を取り上げたが、まさにこの理解に道徳という領域の特殊性が備わっ
ている。  
したがって、「観念的・抽象的・形式的」道徳授業の克服方策として
重要なのは、「価値起点型」性格を捨象し「課題集約型」性格のみを強
化することではなく、「価値起点型」性格と「課題集約型」性格の双方
において、子どもたち（学習者）の生活現実や興味関心との接続性を
高める工夫にあるといえよう。その意味で、「道徳の時間」が両方の性
格を兼ね備えることに一定程度（理念的には）成功したと考えられる
ことは、一つの成果と言えるのではないだろうか。  
③二面的内容・方法の「併存型」道徳授業  
第 3 節において、特設政策批判論において、道徳の持つ二面性が課
題として提示されていることに触れた。この課題に対し「道徳の時間」
（価値）起点型時間             （課題）集約型時間  
図 6-2. 「道徳の時間」の機能の二面性  
（筆者作成）  
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はどのような回答（選択）を示しているといえるだろうか。本稿の検
討を踏まえると、その回答は「併存」である。第 4 節に見てきた通り、
「内容」における〈規範型道徳〉と〈創造型道徳〉の併存が「道徳の
時間」の実態であった。「方法」においても、多様な方法を提示する中
には、規範性と創造性の併存が図られているといえよう。  
二面性を「二項対立」という図式で描くのならば、その解消法は、
①二律背反的に他を排除するか、②両者を止揚し第三の道による統一
的理解を目指すか、③併存によって両者の割合問題とするかの少なく
とも 3 つの選択肢が考え得る。この選択肢を指標とするならば、「道徳
の時間」は明らかに「併存」型を選択しているといえよう。道徳特設
論争がイデオロギー対立に巻き込まれ、教育的議論が看過されたとい
う評価は、“政策的関心によって教育的関心が看過された”という側面
の他に、特設是か非かという「二分法的議論に収斂していった」 70中
で、この「併存」状態を「道徳の時間」の現実として認め（られ）な
かったことに、教育論的不毛さを生じさせたのではないだろうか。  
本稿では、この「併存」による〈いびつさ〉が、戦後日本の教育課
程に現われた「道徳の時間」の特徴であると捉える。なお、この「併
存」状態は、両者が止揚される“過渡期”と捉えることもできるが、
これ自体が「道徳授業」の“完成態”と捉えることもできる。この違
いには道徳観・道徳教育観の重要な論点が存在していると考えられる
が、これについては今後の課題としたい。  
 
（3）「道徳の時間」成立における「価値葛藤」の役割  
本章では、「道徳の時間」の意義を説明する中で、「価値葛藤」の語
が登場したことを明らかにした。これについて初期社会科を推進した
上田薫は、「『道徳』が生まれたとき、教育課程審議会中等分科会では、
価値葛藤のことを問題にすべきだという意見があったという。もしそ
．．．
のことが徹底すれば、「道徳」も徳目主義のからを破れたかもしれない
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
のである。しかし当然のことながらそれは不徹底に終わり、葛藤させ
るためにもまず重要な価値を与えねばならぬという俗論にとどまった。
これでは知的なものが本質的な働きをすることは至難なのである。（傍
点筆者）」 71と述べた。全体としては「不徹底さ」を批判する文脈では
あるが、初期社会科の発想に立つ上田から見ても、「価値葛藤」は徳目
主義を破る方策であり、道徳の「知的なもの」の育成に寄与する可能
性を期待するものであったことが理解されよう。  
217 
 
宮田は、「価値葛藤論」が果たした歴史的役割を以下のように評する。 
 
価値葛藤論が成立をみるようになった根拠としては、さまざまなものが
あげられようが、過去に行なわれた修身科批判は、その主要な根拠であ
ったようにみられる。過去の修身科教育においては、価値葛藤は問題に
ならなかった。（略）新しい道徳教育を、過去の修身科教育に復帰させ
ないようにしようとする努力が、価値葛藤論をひき起こす一つの機縁に
なったようにうかがわれる。   
 
そして、「価値葛藤の問題は、修身科教育の時代にはなかったことで、
まさに戦後の産物」と称している 72。ここには、厳密な理論的考察はさ
ておき、「価値葛藤」という発想
．．
が修身教育を批判的に乗り越える着眼
点であったことが指摘されている。このことは、貝塚研究によって指
摘された“占領期に残された戦後道徳教育理念のあいまいさ”という
課題を引き受け、戦前道徳教育に変わる道徳教育理念として結実した
一つの形が「価値葛藤論」であったという見方ができる可能性がある。  
つまり、「価値葛藤」という発想は、全面主義を基盤とした戦後新教
育における社会科道徳教育（問題解決学習）の発想や児童生徒の生活
体験を重視した生活主義の流れを継承しながら、それは同時に政策論
争としての国家主義批判を乗り越える役割を担いながら、特設形態と
しての「道徳授業」を成立させる論理を提供したといえよう。  
 
（4）「道徳授業」における「正しさ」に関する考察  
こうして「道徳の時間」の設置形態には一定の成果も認められるも
のの、道徳教育・授業理論として成熟した成立とはいいがたく、「道徳
授業」としての検討課題は多く残されていた。発達段階の考慮や評価
の問題など多方面にあるが、ここでは、〈規範性〉〈創造性〉について
検討してきた経緯から、「道徳授業」における「正しさ」について若干
の考察を加える。これは、道徳教育における知識とは何か、「道徳的価
値」の理解とは何か、学習者側からすれば、理解とは何を知り、学ぶ
することなのか、という課題である。この難題をここで解くことは不
可能であるが、1958 年道徳特設時の文部省文書に見られる問題構造を
整理することで、課題提起としたい。  
「実施要綱（中学校）」では、子どもたちが身につける道徳的資質・
能力の一つである「心情」について、「道徳的心情は、指導される道徳
．．
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的諸価値を望ましいものとして受け取り
．．．．．．．．．．．．．．．．．．
、自分でもこれを追求しよう
とする価値感情であ」ると定義している。ここからは、「心情」の育成
には、“道徳的価値を望ましいものとして受け取る”言い換えれば“道
徳的諸価値の望ましさを知る”ことが必要とされていることがわかる。
ここには道徳教育の規範的性格が表れるが、この規範性も道徳教育の
役割の一つとして認めると、次に新たな課題が生起する。すなわち、
観念主義や注入主義の克服を課題とするのであれば、「これが正しい」
と“教え込む”のではなく、そして「正直は正しい」というような“観
念”を知るのではない方法で、望ましさを知るにはどうしたらよいか
ということである。ここに「道徳授業」を構想する難しさがある。  
 では「判断力」の育成はどうか。「判断力」については単文で定義を
示していないため、関係する文全体を抜き出す。  
 
よい判断ができるためには、正しい観念、知識を基礎
．．．．．．．．．．．
として、理解
．．
を発
達させることが必要である。すなわちいろいろな価値についての諸観念
．．．．．．．．．．
の間の異同と関連
．．．．．．．．
、ある価値が必要とされる理由
．．．．．．．．．．．．．
について理解し、また
行為の結果を動機との間の因果関係としてとらえる
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
こと、さらにこれこ
れの条件がある場合には、一般的にこのような行為が望ましいものとし
て行われれているというように、いろいろな場面の行為の実行を通して
．．．．．．．．．．．．．．．．．
共通な価値を概括すること
．．．．．．．．．．．．
などができなければならない。  
 
「判断力」には、①価値の関係性および価値が価値とされる理由の理
解力、②行為の結果と動機の因果関係を捉える能力、③場面や行為か
ら共通価値を見出す能力を要素とし、これらの“価値”と“行為”そ
れぞれに関する理解力によって、行為の望ましさ・正しさを判断する
という構図を描いている。しかし、その望ましさ・正しさを判断する
基礎にも「正しい観念、知識」つまり、道徳的価値の理解が前提に位
置づけられている。  
 確かに、何かの行為を「望ましい・望ましくない」と判断する際に、
「何が望ましくて望ましくないのか」を何も知らない“無の状態”で
は判断はできない。しかし、その前提として知るべき「望ましい観念、
知識」が、単なる外形的行動の仕方であったり、言葉としての観念で
あっては、やはり、徳目主義批判に内包されていた観念主義や形式主
義を乗り越えることはできない。そして、道徳特設反対の立場から強
く批判されたのは、この事前に想定される“正しさ”によって判断の
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自主性が剥奪されることであった。  
例えば勝田守一は、道徳が「慣習や規範と確かに無関係ではない」
ことを認めながらも、「価値の比較で、どちらが高いかという問題では
なく、そもそも、道徳的行為が成り立つ基本」として、「対立する価値
の比較や選択が自主的に行なわれるというところに、道徳が成立する」
73とする。  
 社会科道徳教育は「判断力」の育成を重視するものであったが、こ
の際は原理的には“あらかじめ想定される道徳的正しさ”はない。そ
れに代わって「認識」すべきことは、人と人との相互依存関係や社会
の仕組みであった。これらを「認識」することで、自主的に価値を選
択する行為の中に、道徳性育成の役割を持たせたのである。しかしそ
の際の課題は、子どもたちの判断の次元や日常生活の次元（それは多
分に旧態依然の道徳観も含まれる）ではい回ることや、社会が正しい
と是認していることを知る力が弱まることであった。  
これを克服することを意図した道徳特設政策の選択における「道徳
授業」は、ある種の「望ましさ」（道徳的価値）に関する理解を「道徳
授業」における認識形成の課題とせざるを得ない。そこにはやはり、〈創
造型道徳〉の実現の困難さがつきまとうのであり、「道徳授業」の実践
的困難さが残されるのである。  
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第 7 章 初期「道徳の時間」道徳授業論の展開と授業原理  
―価値葛藤概念を軸にして―  
 
第 1 節  はじめに  
本章では、「道徳の時間」草創期ともいえる 1958 年から 1970 年頃
の約 10 年間を「初期『道徳の時間』」として、当該時期の「道徳の時
間」の実践的模索の一端を明らかにすることを副次的ねらいとしなが
ら、主目的には、当時授業展開典型例として普及した授業展開案の比
較を取り入れながら、「道徳の時間」成立に一定の影響を有した「価値
葛藤」概念を軸とする道徳授業原理を分析することを課題とする。「価
値葛藤」概念に基づくとき、何が学習者にとっての“授業での学び”
となるのかを問うことが本章を通しての問いである。  
なお、1968 年頃までという時期設定は、本稿が主軸としてきた平野
の主著である『価値葛藤の場と道徳教育』が 1967 年に刊行されており、
この時期を平野道徳教育論・授業論の一定の成立を見たと考えられる
こと、および、道徳授業実践の変遷についての先行研究である宮田の
射程も 1968 年前後までであることに由来する。  
 本章の展開は次の通りである。［第 2 節］ではまず、初期「道徳の時
間」の政策動向を概括し、［第 3 節］において当該期における平野・関
西道研の模索過程をおう。［第 4 節］では、初期「道徳の時間」の授業
論（授業展開原理）を概括するとともに、そこでの「葛藤」の差異に
着目する。その中から、［第 5 節］・［第 6 節］は、政策動向としても初
期「道徳の時間」授業論においても代表的なテーマである「道徳性の
内面化」論と、本稿が主軸としてきた平野価値葛藤論を主題として、「価
値葛藤」概念の比較を行う。この相対化作業を経て、［第 7 節］では平
野価値葛藤論における授業論の全体像・具体像を捉える。これを通し
て、1958（昭和 33）年に特設された「道徳の時間」が内包していた「価
値葛藤」の発想の展開過程と（主に平野を軸とする）授業論としての
成立過程を明らかにする。［第 8 節］は本章のまとめである。  
 
第 2 節  「道徳の時間」特設後の道徳資料の充実と活用推進政策  
まずは道徳特設後の政策的動向について押さえる。道徳特設後にま
とまった道徳教育政策の方針が示されたのは、1963（昭和 38）年 7 月
11 日の教育課程審議会答申「学校における道徳教育の充実方策につい
て」 1であった。  
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本答申では、道徳教育の現状と問題点について「学校や地域によつ
てかなりの格差」があり、十分に効果をあげていないと指摘する。そ
の理由は、教師の間で「一般社会における倫理的秩序の動揺に関連し
て価値観の相違がみられ」ること、「道徳教育についての指導理念を明
確に把握していない者」がいること、「道徳の指導について熱意に乏し
く自信と勇気を欠いている者」がいること、一部の学校で道徳の時間
を設けていない学校があることなどであり、「道徳の時間」への意図
的・無意図的抵抗が背景課題にあることがわかる。  
また、①指導計画の作成や教材の選定の困難さ、②学校経営が弛緩
し秩序が保持されていないこと、③家庭教育や社会教育と学校教育に
おける道徳教育との間に価値観の相違や動揺がみられること、④教育
委員会などにおける道徳教育の指導主事の配置が不十分であることな
ども理由として列挙している。これらの課題の打開策として本答申は、
①道徳の目標や内容の明確化、②教師用の指導資料をできるだけ豊富
に提供すること、③児童生徒用の読み物資料の推奨、④教員養成の改
善、⑤現職教育の改善、⑥校内体制の確立、⑦家庭や社会との協力、
⑧教育委員会など多方面における指導強化の方針を掲げたが、中でも、
読み物資料の推奨はその後一連の動きとなって具体化されていく。  
本答申を受けた文部省は、 1965（昭和 40）年 1 月 30 日に通知「道
徳の読み物資料について」を指示した。これによれば、道徳読み物資
料の題材としては、「児童生徒の日常生活の中からの具体的な事例」や
「物語、童話、伝記」などから「児童生徒にとつて興味があり、感銘
を与えるとともに、その思考を深め、豊かな情操を育てるものが選ば
れていなければならない」とした。また、「一面的な見方、考え方だけ
にかたよつて
マ マ
内容や、望ましくない心情、行動を誘発するおそれのな
る内容を含んでいないこと」、「教訓的な結論を安易に与えるものでは
なく、児童生徒の思考をいつそう発展させたり、感動を深めたりする
ものであること」という留意点も示された 2。これらの説明の中で“感
銘を与える”“情操を育てる”“感動を深める”といった言葉が列挙さ
れているように、宮田によれば、この「『通知』が機縁となって、道徳
的心情を重視する傾向が強められるようにな」り、同時に「読み物資
料のもつ資料的価値が一段と高められるようになった」 3という。  
その後、文部省は『学習指導要領』『指導書』のほかに、小・中学校
向けの『道徳の指導資料』を 1964（昭和 39）年から 1966（昭和 41）
年にかけて毎年発行し、学校へ無償配布した（小学校・中学校各三集
を発行）。併せて、 1965（昭和 40）年には『初等教育実験学校報告書
225 
 
10 読み物資料の効果的利用―小学校道徳の指導法』を、 1969（昭和
44）年には『中学校道徳資料の手引き』を発行している。このように
して、道徳教育に資する指導資料の充実の国家的動きが加速したので
あった。  
 
第 3 節  平野・関西道研における「道徳の時間」模索過程の実態  
平野は道徳特設以後の道徳教育を、1957～1963 年：生活指導的道徳
時間の時代、1963～1975 年：学習指導的道徳時間の時代と称していた
が、後に見るように、平野は生活指導的傾向も学習指導的傾向も“課
題”として捉えている。これらの課題克服の模索過程が「道徳の時間」
展開過程であった。本節では、「道徳の時間」草創期の展開として 1958
（昭和 33）年からの約 10 年間の関西道研の足跡を分析していくが、
これは平野の区分で言えば、「道徳の時間」の「学習指導的」傾向に対
峙し始めた時期ということになる。なお、本章が平野の区分に従わず
1967 年頃までを扱うのは、「道徳の時間」の傾向的区分ではなく平野
道徳授業論形成過程の発展段階を区切りとしたためである。  
概観として 1958（昭和 33）年からの関西道研大会主題を再確認す
ると表 7-1 の通りである。併せて、全体協議会の課題設定も示す。全
体協議会の課題設定は大会主題とほぼリンクした形で構成されており、
主題をより具体的に理解することができる。  
 
表 7-1. 1958（昭和 33）～ 1959（昭 36）年全国大会主題・全体協議会課題設定  
回次  大会主題  「全体協議会」課題設定  
第 9 回  
（ S33）  
全 面 を ふ ま え
た 特 設 道 徳 の
計 画 と そ の 実
践  
道 徳 の 時 間 を ど う 受 け 止 め る か  
１ .「 特 設 」 か 「 全 面 」 か ― 「 全 面 を 踏 ま え た 特 設 」  
２ ． 特 設 「 道 徳 の 時 間 」 の 基 本 的 性 格 と そ の 問 題 点  
３ ． 道 徳 性 を 身 に つ け る 二 つ の 方 法 ― 直 接 経 験 と 間 接 経 験  
４．「副読本」の問題―その教育的意義と限界（弊害）  
５ ． 道 徳 指 導 に 当 る 教 師 の 態 度 ― 子 供 と 共 に ― 主 体 性 の 確
立  
第 10 回  
（ S34）  
価 値 葛 藤 の 場
に 生 き る 道 徳
の時間の要訣  
Ａ  「 価 値 葛 藤 の 場 の 設 定 」 は ど う す れ ば よ い か  
Ｂ  「 道 徳 の 時 間 」 の 壁 を ど の よ う に し て 破 る か  
第 11 回  
（ S35）  
価 値 葛 藤 の 場
を 生 か す 道 徳
時 間 の 展 開 原
理  
Ａ  「 価 値 葛 藤 の 場 」 を 活 か す 「 道 徳 時 間 」 の 展 開 は ど の
よ う に す れ ば よ い か  
Ｂ  ［ 道 徳 の 時 間 」 実 践 上 の 問 題 点 を さ ぐ る  
第 12 回  
（ S36）  
道 徳 指 導 に お
け る 知 と 実 践
の問題  
Ａ  道 徳 （ 行 為 ） に お け る 知 と 実 践 の ズ レ を ど う 指 導 す れ
ば よ い か  
Ｂ  道 徳 教 育 の 新 路 線 を さ ぐ る ― 道 徳 教 育 の 反 省 と 展 望 ―  
（大会資料等をもとに筆者作成）  
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先んじて展開を明らかにすれば、平野（関西道研）はまず、①「道
徳の時間」実践の創出を試み②「道徳の時間」の性格を既定・整理し
た。そして③「道徳授業」の課題性とその克服策として価値葛藤論を
道徳授業と接続させる中で「生成過程への還元」という原理に終着点
を見出す。これを基に④「道徳性内面化」論と資料充実政策動向との
理論的折衝の中で、「自覚」の構造分析を進展させ、「他者体験の媒介」
としての資料の意義を「生成過程への還元」原理を通して位置づけて
いく。これについて、以下詳細に見ていく。  
 
（1）「道徳の時間」の実践の創出  
第 9 回（S33）大会は、主題に「実践」の字が掲げられているように、
道徳特設以後の「道徳の時間」を軌道に乗せようとする課題意識が読
み取れる。「道徳の時間」の計画、主題、展開例の実践創出とその記録
集積に努め「道徳の時間」の開発にあたっていた。第 9 回（S33）大会
の「大会記録資料」は実践記録の集録に特化し、代表的学校とされる
学校の実践事例を小学校 21 例、中学校 15 例、高等学校 4 例の計 41
事例を取り上げるとともに、小・中学校各 2～3 校の全学年の学年別指
導計画が紹介されている。資料巻末には大阪市教育委員会の「道徳」
指導主題と指導案例を集録するなどし、パイロット版となる実践事例
の紹介をメインに据え、他実践を牽引する役割が強く出ている。  
また本大会は、道徳特設の年とあって、海後宗巨、稲富栄次郎、大
島康生、勝部真長ら東京を拠点とする道徳教育研究者たちが講演者・
分科会等の指導講師として招かれた。関西道研からは、長田新、森昭、
堀田兼成、西脇英逸、藤田政雄、山本政夫、武田加寿雄、小森健吉、
村上敏治らが出席し、「『全国大会』最大の陣容を揃えて臨んだ」 4とい
う。  
勝部や稲富、大島など道徳特設審議過程に直接関わった面々がいる
一方、例えば、森は小学校低学年・中学年における特設「道徳」には
慎重の構えを示していた論者であり 5、長田は「知育即徳育」を説き、
「道徳」特設には否定的な立場であった 6ことからすると、東西の面々
というだけでなく、「道徳の時間」に対する見方も多様な顔ぶれが揃っ
た会であったと言えよう。これらの顔ぶれを揃えて、誕生したばかり
の「道徳の時間」を多角的に検討したのが第 9 回（S33）大会であった。  
第 10 回（S34）大会「大会記録資料」における実践報告は、「価値
葛藤の場に生きる『道徳の時間』の主題設定と指導展開」とテーマ設
定された区分と、一般研究発表の区分に分割されて集録された。前者
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図 7-1  関西道研全国大会における「研究発表」数の変遷（ 1953～ 1970 年）  
（大会資料等をもとに筆者作成）  
 
は小・中含む 26 例、後者は小学校 31 例、中学校 22 例、高等学校 3
例の計 56 例の発表数であった。研究発表（実践事例）の数を見ると、
「道徳」特設直後 4 年間は毎年増加の途を辿り、1961（昭和 36）年の
第 12 回討議資料では、過去最多となる 78 の研究発表を集録するに至
っている（図 7-1）。  
なお、第 12 回（S37）大会からは、関西道研の新名称である「全国
道徳教育研究者連盟」の名が併記 7されるようになった。関西道研の規
模拡大とあわせて道徳教育への関心の増加を物語っている。  
同時期に平野は、宮田丈夫と共著の形で『―価値葛藤の場を生かす
―道徳時間の展開過程・小学校編』『同、中学校編』（ 1961 年）を出版
している。同著にも、関西道研の 10 年の回顧録が掲載されるとともに、
前篇は平野の価値葛藤理論、後編は小・中各学年ごとの主題例に即し
た実践例が掲載されており、さながら「平主張大会資料」と「大会記
録資料」が合わさったような著となっている。関西道研での実績を基
としながら、より一般向けにも活動を精力的に広げている実態を掴む
ことができよう。  
ここで、少しだけ図 7-1 に示された「研究発表」の発表内容に目を
転じてみる。現段階では発表タイトルとして現れているものの数に過
ぎないためより詳細な分析が必要ではあるが、「HR」「生活指導」と「道
徳の時間」の関係を題材とした発表は、確認できている大会資料の中
では第 10 回（S32）大会が歴代の中で最も多い。むしろ、この時期を
過ぎると、ほとんどこれらの語をタイトルに冠した研究発表を見るこ
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とができないため、これらと「道徳の時間」の異同という課題は「道
徳」特設前後の特徴ということができよう。  
 
（2）「道徳の時間」の性格既定  
 平野（や関西道研）の課題意識は分科会の編成からも窺い知ること
ができる（表 7-2）。  
この時期の分科会は、「内容」「指導法」「計画」「授業展開」「資料活
用」「道徳と他活動との関係」等を基本として編成されている。その中
でも、第 9～ 12 回（S33～36）大会には道徳と他活動との関係―特に、
HR（学級会）や生活指導との関係性を議題とする分科会が毎年立てら
れている点が初期「道徳の時間」の課題を表している。  
 平野は「道徳の時間」の性格既定に関し、課題意識を次のように述
べた。  
 
「単なる教科でもなく、又単なる特活でもない」といわれる「道
徳の時間」の展開過程は、これを単に「学習指導過程」として論
ずるというわけにもいかず、又これを単に「特活（学級会）の展
開過程」として構想するという事も出来ないのである。ここに「道
徳の時間の展開過程」の原理的究明の複雑さと困難さがあるとい
われる所以があると、私は考える。 8 
 
ここでは、「教科」と「特活」、「学習指導」的展開と「特活」的展開が
対比されており、「道徳の時間」はその中間的位置づけにあるとしてい
るが、この時期「道徳の時間」との関係性において特に議論の焦点と
なったのは、後者の方であった。分科会テーマを見ても、取り上げた 4
回分の大会全てにおいて、「特活」や「学級会（HR）」との関係につい
てのテーマが多く掲げられている。このことは、「道徳」特設直後、「道
徳の時間」を生活指導的に理解する傾向が強かったという実態を間接
的に示しているものとも言える。  
では、平野は、「道徳の時間」と「学級会（HR）」の違いをどのよう
に説明していたであろうか。このことについて平野は、「『学級会』に
おける『道徳指導』は児童生徒自らの『体験を内省させる』ことを中
心とする指導であり、いわば生活指導的方法によるもの」であり、こ
れに対して「『道徳の時間』は、このような『体験の内省』を主とする
指導の外に、『他者の体験を理解（追体験）させる
．．．．．．．．．．．．．．．．
ことを中心とする指
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導、即ち『学習指導的方法
．．．．．．．
』を加えるという、いわば直接、間接両面
．．．．．．．
の経験
．．．
を併用するもの（傍点筆者）」としている。また、「『学級会』は
学級全体に関する問題を取上げるのが原則であるのに対して『道徳の
時間』は、勿論この様な『学級の問題』も取上げるが、むしろ『個人
の主体的決断』の問題を取り上げるのが原則ではあるまいか」とも述
べている 9。  
この説明には、「道徳の時間」・「道徳授業」を性格づける重要な要素
が盛り込まれている。まず、経験主義学習の流れを汲む「体験」とい
表 7-2. 関西道研における「分科会」の編成（ 1958～ 1964 年）  
第 9 回  
（ S33）  
特設「道徳」の
指 導 内 容 の 検
討  
特 設 「 道 徳 」
の 指 導 方 法 の
問題  
特 設 道 徳 の 指
導計画  
特設「道徳」の
指 導 過 程 と 指
導案  
「副読本」の
問題  
社 会 科 と 道 徳
教育  
「 特 活 」 と 道
徳教育  
（小学）「しつ
け 」 と 道 徳 教
育  
高校「倫理」の
問題  
道 徳 評 価 と
行動記録  
第 10 回  
（ S34）  
「道徳の時間」
に お け る 指 導
内 容 を 再 検 討
しよう  
「 道 徳 の 時
間 」 の 指 導 法
を 再 吟 味 し よ
う  
「 価 値 葛 藤 を
含 む 主 題 の 設
定 と 展 開 は ど
の よ う に す る
か  
「学級会」（ HR）
と 「 道 徳 の 時
間」とはどのよ
う な 関 係 に あ
るか  
「 高 校 に お
け る 道 徳 教
育 の 問 題 点
は ど こ に あ
るか」  
第 11 回  
（ S35）  
「 内 容 の 検 討 」
（ 倫 理 観 の 確
立）―「道徳時
間 」 に お け る
「内容」を再検
討してみよう  
「 指 導 方 法 の
吟 味 」 ― 「 道
徳 の 時 間 」 に
お け る 指 導 法
を 再 吟 味 し よ
う  
「 道 徳 の 時
間」の「資料」
は ど の よ う に
活 用 す れ ば よ
いか  
「道徳の時間」
における「主題
の設定」と「そ
の展開過程」は
ど の よ う に す
れ ば よ い か を
考察しよう  
「 道 徳 の 時
間」と「学級
会 」（ Ｈ Ｒ ）
と の 関 係 は
ど の よ う に
考 え れ ば よ
いか  
第 12 回  
（ S36）  
人 格 的 感 化 と
教師の問題  
方 法 原 理 と し
て の 価 値 葛 藤
の場  
道 徳 指 導 の 観
点 ・ 方 法 の 学
年的段階  
道 徳 教 育 の 評
価 と 行 動 の 記
録  
「資料」とし
て の 生 活 記
録と副読本  
「 学 級 会 」 と
「道徳時間」の
関係  
「 道 徳 時 間 」
展 開 上 の 問 題
点  
 
第 13 回  
（ S37）  
力 動 的 な 指 導
計画  
主 題 設 定 と 価
値葛藤  
「 内 面 化 」 と
指導方法  
「内面化」と資
料の活用  
道 徳 性 の 発
達と「評価」 
「 学 級 会 」 と
「道徳の時間」 
「 し つ け 」 と
教師の感化  
授 業 分 析 と 指
導の改善  
高校「倫・社」
の問題点  
 
第 14 回  
（ S38）  
「人づくり」と
人間像の問題  
「 内 面 化 」 と
価値葛藤の場  
「 副 読 本 」 採
用と指導計画  
道 徳 教 育 と 同
和教育  
少 年 非 行 の
問題  
道 徳 時 間 の 指
導過程  
「 話 合 い 」 に
よる共同思考  
小 学 低 学 年 の
道徳指導法  
「副読本」の問
題  
読 み 物 資 料
の活用  
視 聴 覚 資 料 の
活用  
「 学 級 会 」 と
道徳の時間  
高校「倫・社」
教科書の検討  
高校「倫・社」
指 導 上 の 問 題
点  
 
第 15 回  
（ S39）  
倫 理 観 と 主 題
の観方  
内 面 化 と 指 導
過程  
資料（副読本）
活用の問題  
学 級 会 と 道 徳
の時間  
高校「倫・社」
指 導 上 の 問
題  
高 校 「 倫 ・ 社 」 教 科 書 の
検討  
※このほかに別立てで、「学年別道徳指導資料研究・分
科会」が設けられ ている  
（大会資料等もとに筆者作成）  
※関西道研第 15 回全国大会資料（ 1964）内の「道徳教育研究協議全国大会の歩み」をベースに、
当該大会資料を入手しているもの（第 9,10,11,14,15 回）はより詳細な情報を優先し作成  
※第 12 回大会は「問題別座談会」とな っているが、主題・提案者・司会者・助言者を立てる形
態が同様であり 、他に分科会に相当するものが見当たらなかったため、分科会として分類。  
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大学  倫理学  
高校  倫理科（人生観）  
中学  道徳的知見  
小学  道徳的心情  
幼稚園  （全面）（しつけ）  
 
図 7-2.平野（ 1959）の  
道徳教育段階図  
う発想を直接経験と間接経験に分け、学級会と道徳授業に機能分化さ
せていること。加えて、全体への焦点化と個人への焦点化という点で、
同様に学級会と道徳授業の役割として当てはめたこと。最後に、学習
指導的と表現される「認識・理解」の側面に「他者の体験の理解」を
位置づけていることである。それぞれの理論的根拠については後述す
るが、ここでは、学級会や生活指導との相対的関係から「道徳の時間」
が上記の通り特徴づけされていったことを確認しておく。  
こうした考究を総括し、平野は、第 10（S33）回大会において、「道
徳の時間」の基本性格として①重層的性格、②両面的性格、③計画的
性格、④一斉的性格、⑤無記的性格、⑥段階的性格の 6 点を提示した 10。  
①の重層的性格は、「全面をふまえた特設」という位置づけを言い表
したものである。平野はこれを氷山に例え、海面上に浮かぶ 7 分の 1
の部分を「道徳の時間」、海面下に沈む 7 分の 6 を「全面における道徳
指導」とし、氷山全体を道徳教育であるとした。  
②両面的性格は、間接経験による直接法 11としての「学習指導的」
側面と、直接経験による間接法としての「生活指導的」側面、両面を
併せ持つものとしての性格を指している。ただし、「道徳の時間」は「ど
ちらかといえば間接経験的性格が多くなることをまぬがれぬ」ともし
ている。  
③計画的性格は、間接経験を使用した学習指導的側面と対をなすも
ので、④一斉的性格は、「道徳の時間」が計画的な面を持ち合わせ、あ
る「固定された時間」に指導する形態であるがゆえに導き出される性
質である。この一斉的性格は、個々人への直接的な道徳指導と比べた
際に「切実」さに欠けるものの、利点として「児童生徒同士による切
磋琢磨、共同思考による真理の発見、学級づくりによる人間関係（社
会性）の発達」等が見込まれるとした。  
⑥段階的性格は、「道徳の時間」と一口に言っても、小学校・中学校・
高校・大学と、段階によって趣を異に
するという発達段階的あるいはカリ
キュラム的視点による指摘である。平
野は図 7-2 のような段階概略図を示し、
小学校中学年以上は特設の形態が適
しており、小学校中・高学年は「道徳
的心情の啓培」、中学校は「道徳的知
見の開発」、高校では「人生観の基礎」
を培い、大学では「倫理学」を学的に
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研究させるという構図を描いた。  
⑤の無記的性格は、他の 5 つの性格とは趣を異にする。これは、「道
徳の時間」を特設することが「進歩的とか保守的とかいうこととは無
関係であること」を意味するものである。「無記」とは仏教用語で「善
でも悪でもないもの」（広辞苑）のことを指すが、文脈を踏まえれば中
立的性格とも言い換えられよう。平野がここで「無期的性格」を挙げ
る意図は、「道徳教育において進歩的とか保守的（反動）とかいうのは、
主として教師の倫理観が前向きか後向きかによって決定さるべきもの
であって、『時間』を特設するか、しないかというようなことに直ちに
連るものではない」という主張による。換言すれば、「道徳授業」とい
う形態自体は“保守・進歩”という方向付けに関与せず、性格既定の
要素ではないということになろう。  
 
（3）「道徳授業」の課題克服策としての価値葛藤  
実践開発に力を入れ「道徳の時間」の性格を整理する一方、平野が
課題としたのが、「道徳の時間」（「道徳授業」）の「平板化」を打開す
るという課題であった。「平板化」という言葉が表だって使用されたの
は、1959（昭和 34）年第 10 回全国大会時からである。  
「道徳の時間」設置後、これを軌道に乗せる必要があると考えた平
野は、道徳教育における特設形態つまり「道徳授業」の弊害を「平板
化」という言葉に集約させ課題提示した。平野は、他の教科であって
も指導技術によっては「平板化」の懸念は付きまとうものであるとす
る 12が、道徳教育においては、時間を設置するという形態が招く懸念
として、「その指導を生活現実から遊離させ、そしてそれを単なる『徳
目の観念的・抽象的説明』」に終わり、「『生きた道徳性』の啓培」に役
に立たない事態に陥ることがあるとする。つまり、「平板化」とは、道
徳教育の「生活遊離化」と「観念的抽象化」を指すものであった 13。  
そして平野は、「平板化」を救う道は、「道徳の本質構造に即して、『道
徳の時間』の指導が展開される」 14こと、それはすなわち「価値葛藤
の場に生きる倫理観の確立」と「価値葛藤の場を生かす道徳時間の展
開原理」の究明の 2 点であるとした 15。  
したがって、平野にあっては、全面主義から特設主義という教育課
程あるいは指導形態の変化の中でも、「価値葛藤」という発想は共通す
るものであり、これに立脚することによって道徳教育・道徳授業が軌
道にのるものと考えていたといえよう。  
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表 7-3.「平野主張大会資料」の目次構成（ 1957～ 1959 年）  
第 8 回  
（ S32）  
１．新し
い愛国心
とその教
育  
２、新し
い孝行と
その教育  
３ 、「 徳
目」の再
検討  
４、新し
い道徳教
育の大道  
５ 、 新
し い 道
徳 教 育
の構想  
６、新し
い 道 徳
教 育 の
指 導 計
画  
７ 、 所 謂
「 道 徳 基
準 」 と 指
導・評価の
基準  
第 9 回  
（ S33）  
序、特設「道徳」の基本
性格  
１ 、「 道 徳基 準 の 設定 」
と「時間特設」の問題  
２、現下道徳教育の問題  
第 10 回  
（ S34）  
序 、「 価 値 葛
藤 の 場 の 設
定」といふこ
と  
１ 、「 難 航 す
る道徳教育」
とその活路  
２ 、「 価 値 葛
藤の場」の分
析的考察  
３、価値葛藤
の 場 に 生 き
る「道徳の時
間」の指導原
理  
４ 、 価 値 葛 藤
の 場 に 生 き る
「 道 徳 の 時
間 」 展 開 の 実
践記録  
（大会資料をもとに筆者作成）  
 
「平板化」の語と共に第 10 回（S34）大会で大会主題に初めて冠さ
れたのが、平野道徳教育論の骨格である「価値葛藤論」の語である。
第 11 回（S35）大会も引き続き、「価値葛藤」を前面に打ち出しており、
本会での新しい点は具体的な授業の展開過程にまで論を進めたことで
あった。第 12 回（S36）大会は、一見「価値葛藤」の語は控えられて
いるように見えるが、平野の「大会主張」は、「道徳教育における知見
と実践とのミゾに対処する―（価値葛藤の場において）―」であった。
「知と実践の（ズレの）問題」は、平野曰く「我々が長年道徳教育の
中心問題であると考えていながら、今日まで取上げ得なかった問題」16
であったという。知行合一は道徳教育における普遍的課題とも言える
が、この突破口としても「価値葛藤の場」を位置づけていることがわ
かる。  
あわせて第 8・9・ 10 回（S32・S33・S34）大会の「平野主張大会
資料」の変遷を見てみると表 7-3 の通りである。第 9 回（S33）大会時
は、「道徳」に向けられた批判への見解や「道徳の時間」の基本性格を
論じているが 17、第 10 回大会時になると「価値葛藤」を前面に出した
構成となっている 18。「平板化」という課題と「価値葛藤」という原理・
方法が対を成して世に問われたことがわかる。  
なお、第 10 回時の資料では「価値葛藤を含む主題展開の実践例」を
集録していることが注目される。「平野主張大会資料」において実践事
例を集録しているのは、筆者集積の範囲内ではあるが、本書が唯一で
ある。ここでは山口県下松市下松小学校における実践事例を「価値葛
藤を含む主題展開の実践例」と題して、第一学年から第六学年までの
各学年ごとの指導案と指導記録を詳細に集録している。  
こうして関西道研においても、道徳特設後は「価値葛藤」の語を大
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会主題に打ち出し、価値葛藤論の理解と普及によって、「価値葛藤」理
論と実践を結びつけた事例の創出を課題とし、「道徳の時間」の方法論
確立と実践の活性化を主たる課題として取り組みを進めていたことが
窺える。そして、平野自身も「道徳の時間」という特設主義形態でい
かに価値葛藤論を展開させていくか、価値葛藤論に基づく道徳授業論
の確立を模索していく。  
 
（4）道徳性内面化論と道徳資料充実政策との呼応・折衝  
改めて表 7-2 を見てみると、平野の主張である価値葛藤論や「指導
法」「指導内容」「評価」といった一般用語が並ぶ中で特徴的なのが、
第 13 回（S37）～第 15 回（S39）大会に登場する「内面化」の語であ
る。第 13 回（S37）大会は、大会主題としても「道徳実践の根基に培
う内面的自覚への道」が掲げられ、同会配布の冊子資料も『道徳性の
内面化への指導原理』と題された。  
「道徳性の内面化」とは、当時、「道徳の時間」の役割を示すために
使用された用語で、「道徳」設置過程の文部省見解においても「道徳の
時間」の独自性の一つは「道徳の内面化・主体化」を図ることと説明
されていた 19。この趣旨は 1958（昭和 33）年に発行された『道徳指導
書』に引き継がれ、『道徳指導書』では「道徳の時間」の効果を高める
ためには、第一に計画性、その次に「道徳性の内面化を図ること」す
なわち「生徒が発達段階相応に、道徳性を自己の自覚として主体的に
とらえ、また、身につけていくように指導すること」が重要であると
している 20。平野は「『道徳性の内面化』という用語は、従来一般には
使用されてはいなかったものであり、恐らく昭和三十三年九月に出た
文部省の『道徳指導書』において始めて用いられたものといっても誤
まりではなかろう」21としている。この「道徳性の内面化」という「道
徳の時間」推進ワードが道徳特設から 5 年経過したこの時期に課題と
して関西道研の議論の俎上に挙げられたのであった。  
続く第 14・15 回（S38・39）大会では、「資料」に関わる分科会が
複数設置されている。大会主題にも「資料の活用」「資料の観方」とい
った言葉が打ち出された。特に第 15 回大会では、教課審「充実方策答
申」や『道徳指導資料』に対する賛否両面からの論稿十数編 22が研究
討議資料として直接検討の俎上にあげられている。道徳教育政策にお
ける指導資料推進の動きとの呼応・折衝の状況が関西道研の動向の中
に確認できる。  
なお、ここに掲載された論稿においても文部省『道徳の指導資料』
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への批判の第一は、「国定道徳の押しつけ」に対する批判であった。例
えば、生活指導推進の立場から「特設」道徳に否定的であった春田正
治は、『道徳の指導資料』の配布に対し「特設道徳実施以来五カ年もつ
づいた、道徳教育についての方法論上の論争が政治権力によって決定
的な段階においこまれたことでもあり、かつ、内容論的には国定道徳
が日本の子どもに強制されることになるだろう」23と批判した。こうし
た批判により道徳教育問題は政治的問題へと引き戻されることとなる
が、平野は「道徳指導における間接経験的資料の重要性を文部省自体
が認めるに至ったものであることは注目すべきである」と、道徳教育
における資料の問題として受け取る。その上で、『道徳の指導資料』の
価値は、①価値葛藤の場を豊かに含みこんでいるか、②児童生徒の道
徳性の発達段階に即応しているかという二つの観点を検討すべきと述
べ、①の観点からすると、『指導資料』は不十分であると評価している。  
 平野がイデオロギー批判に与しない理由の一つは、文部省の示す資
料が抽象的で道徳教育実践にとっては参考資料としてしか機能しない
こと、裏を返せば、道徳教育実践における教師の役割を高く位置づけ
ていたことに由来する。平野は、批判論者による「このような『資料』
は具体的な人生の場に生きる人間の行動指針としては無力だ」といっ
た批判に対し再批判を加える。すなわち、資料に示された徳目を、立
体的に構造化し、教材化するのは「道徳指導にあたる教師自らの倫理
観（価値観）によっていとなまれるべきものであり、したがって、今
回の『指導資料』の編集刊行に当ってとった文部省の態度は正しいと
私は考える」とするのである 24。  
この態度は、道徳特設時の学習指導要領「内容」に対する評価・態
度と同一のものである。平野にとって徳目の「平面的羅列構造」と「立
体的連関構造」は大きく異質なものであること、道徳教育の成否を握
るのはあくまで教師の力量（倫理観）であり、いかに価値葛藤の場を
踏まえるかどうかであると考えていたことが、これらの言動からも窺
い知ることができる。  
なお、「道徳性の内面化」と「資料」に関する考察は、平野道徳授業
論の形成に重要な役割を果たした。そのため内実については後節で再
論する。  
 もう一点、この時期に特徴的なことは、高等教育における「倫理・
社会」についても検討の対象となっている事である。高等学校の学習
指導要領は 1960（S35）年に改訂された。その際、小・中学校が「道
徳」の時間を一領域として設けたことと文脈をほぼ同じくして、「道徳」
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を設けない代わりに、社会の一分野に「倫理・社会」が設置されるこ
ととなった。これは「高校生の発達段階を考慮し、専門的教養のある
教師が倫理思想史的背景のもとに指導をすることが効果的であると考
えられた」 25からである。関西道研はこれまでも高等学校における道
徳教育の課題についても視野に入れ、数は少ないものの研究発表も行
われてきた。改訂学習指導要領に基づく教育課程の全面実施を翌年に
控えた 1963（昭和 58）年の第 14 回大会において、改めて、高等学校
における「倫理・社会」にも焦点を当てる形となったのであった。  
 
第 4 節  初期「道徳の時間」の授業展開原型における「葛藤」の差異  
 こうして、生活指導との対比の中で「道徳の時間」の道徳授業とし
ての独自性を探究する中で、「道徳の時間」草創期には“指導過程の原
型”とされる授業展開案が提案された。宮田（ 1968）に取りあげられ
ている授業展開例は、平野武夫、勝部真長、越智通敏、大平勝馬のも
のである。間瀬（ 1982）でもほぼ同様に大平勝馬、平野武夫、勝部真
長のものが掲載されている。また、1965（昭和 40）年に青木孝頼・宇
留田敬一・沢田慶輔・宮田丈夫の編集により刊行された『道徳教育事
典』で指導過程の原型として紹介されたのは、大平勝馬、平野武夫、
勝部真長の案であった 26。ここでは共通項として、大平、勝部、平野
に着目する。  
 
（1）授業展開原型 3 案（大平案・勝部案・平野案）概要  
宮田、間瀬、『道徳教育事典』（執筆は宇留田）の記述を基にすると、
各案の概要は表 7-4 のように整理される。  
それぞれ時期に関しては、「道徳の時間」設置から約 10 年間ほどの
間に提案され現場に普及したものと考えられるが、宇留田によれば勝
部案はこの中で「最も早く公表されたもの」 27とされる。間瀬によれ
ば、大平案は「『道徳』の時間が実施されて十年近く経過」した頃、「道
徳指導の基本を前提として、大学側の教授や文部省の指導行政官や各
教育委員会の指導主事たちによって、それぞれの立場から各種の原型
や類型が開発され、現場へ普及していった」中で「最も代表的」であ
ったとされる 28。平野案は、間瀬の記述では大平よりも後の時期に位
置づけられており、「道徳の時間」が一応の軌道には乗ったが「その授
業は平板化してしだいにマンネリズムに陥っていった」時期に、道徳
指導の平板化を脱却する現場の実践的運動を行ったのが平野であると
されている。そして、「道徳指導は価値葛藤の資料が主となり、『主人
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公はどうしたか』とか、『自分だったらどうするか』というパターンが、
一時現場を支配した」とされている 29。  
3 案の特色としては、大平が「問題解決的な指導過程」の提案や事
前・事後指導を取り入れた点に特徴が指摘されている。勝部案は「内
面化」をキーワードとした指導過程である点や「道徳的判断力と心情
の両方の育成  
について、特に考慮を払った原型」として特徴づけられている。平野
の指導過程は「直接経験と間接経験の関連による内面化」と「共同思
考と個人思考の関連」に特色があるとされた 30。また、間瀬は「平野
氏の理論で特徴的なことは、なんといっても道徳指導過程において『価
値葛藤の場』を積極的に取り入れて、教師の一方的な指導にならない
ようにし、児童・生徒の自主的な学習による主体化と実践を促したこ
と」 31が特徴であるとしている。  
 一方、3 案の共通する授業展開過程は、「生活から生活へ」という原
理を前提としている点が共通している。全面主義道徳教育における志
向を継承し、子どもの生活現実と遊離させない生活主義の発想が授業
展開過程にも表現されている。加えて、共通点のもう一つは、「価値葛
藤」という用語が表立って表現されるのは平野案であるが、指導過程
案の展開の中身や指導過程の解説に目を通していくと、大平案、勝部
案もともに「葛藤」過程が取り入れられている点である。このことは
（広義の）価値葛藤という発想が、「道徳の時間」における道徳授業の
原理的要素であったことを裏付けるものと解することができる。  
 
（2）授業展開原型 3 案における「葛藤」の使われ方  
 では、それぞれの授業展開において「葛藤」はどのような位置づけ
で使用されているのか、原型 3 案の授業展開過程を見てみたい。  
 大平案に登場する「葛藤」の文字は 2 箇所ある。一つは、導入時の
表 7-4. 初期「道徳の時間」における指導展開過程原型の概要比較  
 大平案  勝部案  平野案  
展開原理  生活から生活へ  
特色  
問題解決  
事前・事後指導  
内面化  価値葛藤の場  
重視する道徳
性  
判断力  心情、判断力  判断力  
主な想定段階  小学校  小学校  中学校  
葛藤場面  あり  あり  （あり）  
 （宮田・間瀬・宇留田の記述を総合し、筆者作成）  
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「問題の意識化」段階で「葛藤場面においこむ」とある。もう一つは、
展開時の「問題の主体化と内面的吟味」の際に「葛藤場面に対決する
自己の態度を出し合い、考え合わせる」とある。大平案は、「問題主義」
と言われるように、基本路線として検討すべき「問題」があり、これ
を解決していくことを目的としている。その際に、その問題を自己の
問題として捉えさせる“課題意識の喚起”や“主体化”を促す方法と
して「葛藤」段階を取り入れている 32。  
勝部案では、展開時の「内面化」の冒頭に「価値かっとう」（後に「心
理葛藤」）がある。これは次に「反問」されることが想定されているが、
この意味については「内面化」自体の意味するところを検討しなくて
はならない。そのためここでは、「内面化する」ための契機・方法とし
て「葛藤」が位置づけられていることのみをおさえておく。  
 一方平野案では、実は展開過程自体には「葛藤」の文字は表れてい
ない。当然「価値葛藤論」を提唱する平野は授業展開にも「葛藤」場
面は想定されているが、これらは「自己体験の内省」や「他者体験の
理解」として換言され、授業展開の随所に散りばめられている。とい
うよりは、平野の「価値葛藤」の発想は授業展開の基となる道徳教育
観そのものである。そのため、展開過程の一部分を示す形では示され
ていない。  
 この 3 氏の「葛藤」の使われ方を比較すると、大平・勝部は、授業
展開の部分的・方法的に「葛藤」を取り入れているのに対し、平野は、
授業展開の全体的・目的的に「葛藤」を位置づけているといえよう。
その違いが意味する内実については、次節以降において勝部と平野の
道徳教育観の検討に委ねることとする。  
 
第 5 節  「道徳性の内面化」道徳授業論―方法的価値葛藤  
（1）「道徳性の内面化」の意味  
「価値葛藤」と並んで「戦後の道徳教育実践史にエポックメーキン
グであった」とされるのが「道徳性の内面化」という着眼である。間
瀬は、この概念の普及に役割を果たした人物として「当時お茶の水女
子大学の勝部真長教授や東京都教育庁の宇留田敬一指導主事たちが、
現場指導のリーダーとなってその理論面と実践面で活躍した」と述べ
ている 33。勝部は道徳特設政策にも携わっており「道徳」特設に大き
な影響を及ぼした人物である 34。  
勝部は、「戦前の修身とちがうことの一つは、まさにこの内面化を重
視するところにある」と強調する 35。勝部と同じく「道徳」特設時に
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教材等調査研究会中学校高等学校道徳小委員会委員であり、後に文部
省教科調査官（道徳担当）となった宇留田敬一は、調査官時代に『内
面化をすすめる道徳指導』（ 1965）という著を公にした。では、「内面
化」とは何を意味するものだったのか、勝部の道徳教育論から紐解い
ていく。  
勝部は、道徳教育の全体構造は習慣化・内面化・社会化の三つの展
開があるとし、道徳授業の主たる役割は「内面化」の過程にあるとし
た 36。勝部は、内面化とは「心理学的にいえば、『動機づけ』（motivation）
のことであり、倫理学的にいえば『魂のめざめ』『自我の自覚』」 37で
あるとする。この説明にも表れているように、勝部が重視したことの
一つは、結果として善い行為をすること（だけ）ではなく「動機」に
着目することであった。「小さい子どもは、行為の結果だけをみて善・
悪を判断する傾向がある」が、「結果論から動機論へ」と移り「行為の
動機がわかるようになるのが、道徳判断の進歩」であるとしている 38。
また勝部は、「一時的な心の経験」である「情緒」と「永続性のある心
の状態」である「心情」とを区別し、意志や態度形成に繋がるとする
「心情」育成を重視した 39。ただし「情」は「無意識」のものであり
これを意識化させることに道徳教育の重点がある 40。この意識化に動
機への着目が呼応しており、「理性」に問うことを道徳の本質と捉える
勝部は、主体性や自覚を促す方法として「理由を考える」ことを重ん
じている 41。  
勝部が「心情」や「動機」に着目する背景には、道徳教育を「たん
なる理屈」 42や「口先道徳」に止まらせないとする発想がある。その
ため勝部は、価値理解中心の授業や資料中心の授業等には否定的であ
り、子どもの生活の基盤を遊離させない事を道徳授業展開の原則とす
る 43。こうして観念的・抽象的な道徳授業を排し生活に根ざす点で戦
後道徳教育の思潮を汲むものであった。  
一方勝部は、自身の道徳観・道徳教育観において規範的側面を重視
する側面を有している。勝部は、「社会の要求」と「個人の欲求」を調
和させることを「教育の仕事」とし 44、両者の関係を図 7-3 のように提
示した。この中で勝部は「内面化」を次のように説明する。「『社会の
約束』にたいして抵抗なしに同化し、社会に同質化してゆく面」があ
る一方で、子どもたちは「自分なりに納得のいくまでは、簡単にオイ
ソレと同調できない」側面がある。そのため「手間ヒマをかけて、『な
るほど』と『社会の要求』を受け入れるに至るのが『内面化』であり」
「それは心情化ともいえ」るとしている 45。  
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図 7-3. 勝部による個と社会の調節方法の図  
（勝部 1983、 70 頁。）  
この前提には、「要するに道徳とは、『社会の要求または約束』とし
ての社会的価値の体系のことですが、それが人々の心の中に内面化し
定着して『良心』となる」という道徳観や、「道徳教育とは、一方でこ
れらの社会的価値の体系（社会の約束）を子どもに認識・理解させ、
他方でそれらの価値を子どもたちの心の中に内面化し定着させて良心
を培養させ、そうして社会の約束を実行しうる能力・態度を身につけ
させる」という道徳教育観がある 46。  
つまり、子どもの素朴な欲求を大事にし、理性の力で理由を考え、
情緒と区別される心情育成によって態度形成を図るという過程を描い
ている。では何を納得し「なるほど」と思うのか（授業で何を学ぶの
か）という点を仔細に見てみると、「社会的価値体系」を認識・理解さ
せ、（あくまで理由に納得するという点での自律性担保を前提とするが）
「社会の要求」に同調させるという道徳の規範的性格が強く前提とさ
れているのである 47。  
勝部は、デューイ批判を基盤としながら、「子どもの価値観は外から
注入すべきものではなく、子どもの生活経験の中でおのずから体得さ
るべきものである、とする思考法」「こうした考え方はあきらかに誤り
であるか、または一面的にすぎる。」とし、「そもそも教育とは、その
社会における生き方（way of life 生活様式）を、今の世代が、次の世
代に伝達する営みを言う」、「その社会のことばはすでに生まれる以前
からあり、そのすでにあることばを子どもは覚えなければならない。
ことばと同様に、道徳や価値観は、すでに生まれる以前からあるもの
を、子どもは学んで身につけていかなければならない」と述べている 48。
「内面化」という言葉の選択もここに理由があろう。宇留田も、「内面
化とは、いちおう外なる規範や価値を真に自己の自覚によって、内面
のものとするという意味」49
と述べており、自己の外部に
ある規範や価値の理解に重
点を置く説明となっている。 
つまり、勝部（や宇留部）
の内面化・自覚を、簡易的に
換言すれば、“道徳的価値の
正しさの納得”、より詳細に
は、“道徳的価値の正しさを
理性的に考えることで生ま
れる心からの納得”を意味し
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ていると解される。なお勝部はその際、「集団思考・共同思考」を通し
て、「決して一人よがりでない普遍的な考え方として確認されながら、
それがひとりひとりの心に浸透して『なるほど』と受け止められる、
つまり『主体化』される」ことが「内面化」であるとし、プロセスに
おける共同性にも触れている 50。  
 
（2）道徳性内面化論における「葛藤」  
 では、こうした「道徳性の内面化」を目的とする道徳授業において
「葛藤」は何を意味するのであろうか。勝部は、初期の頃は授業展開
原型に「価値かっとう」と記していたが、後年「価値葛藤ではなく心
理葛藤である」と強調し 51、授業展開案にも「心理葛藤」と記すよう
になっている。勝部は次のように述べる。  
 
 よく道徳は価値葛藤が中心だなどといいますが、あれは間違いです。
理念的な刺激である価値と価値とをいくらからませてみても、せいぜい
道徳的理解、判断力をつける効果はあっても、それは意識の面にとどま
る口先道徳にすぎないので、子どもの行動なり性癖なりが改善されるだ
けの効力はないのです。  
 価値の葛藤でなくて、実際は心理葛藤なのです。「どっちにしようか」
という子どもの迷いは、善心と悪心、建設心と破壊心、愛と憎しみとの
転機に立ったときの、自己自身の心の中の闘い（葛藤）なのです。 52  
 
そして勝部は、「道徳的心情を育て、強力な自我とすること」を道徳教
育の目標に据える。勝部は、「道徳指導のねらいは（中略）心の中の闘
い（心理的葛藤）において、迷いを振り切り、誘惑心に打ち勝ち、自
己自身に打ち勝つこと、すなわち克己心を育てることにつきる」とす
るのである。  
以上の説明を踏まえれば、前節において課題を残した授業展開過程
における「葛藤」とその後の「反問」の意味が理解される。つまり、
勝部において「葛藤」は、「内面化」すなわち“価値の正しさの納得”
の前段階に据えられる、自身の欲求・欲望との闘いであり、これは「克
服」され「反問」される対象であることがわかる。  
勝部の論を引く宇留田の説明においても、「望ましい価値」同士の対
立と、欲求と善価値の対立の 2 種類が「価値葛藤」として取り上げら
れている。そして欲求と善価値の葛藤の場合、「欲求や利害に打ちかつ
心情（意志といってもよい）」の欠如・未熟に問題があると考えること
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から、前者は判断力の育成に効果があるが、後者は心情の育成が重要
であるとしている。「葛藤場面の指導といえば、理解や判断に終始する
ように考えられているが、それにつづく心情に指導を行なうことなし
には、じゅうぶんな効果（実践化あるいは態度化）をあげえない」と
強調する文脈からは、宇留田においても、欲求克服としての
．．．．．．．．
「葛藤」
の意味に重点をおいていたと解することができる 53。  
 
第 6 節  平野の「価値葛藤の場」の理論―目的的価値葛藤  
 それでは本節では、平野論における道徳授業の「価値葛藤」の意味
を探っていく。ただし、第 4 節（ 2）で触れたように、平野の「価値葛
藤」概念は、道徳教育・授業論全体の理解を必要とする。加えて、「価
値葛藤」自体は平野に限る発想ではないことを見てきたが、先行研究
においても「価値葛藤論」の先駆的提唱者とされているため、平野論
についてはその全体像を詳細に整理していくこととする。ここでは、
1967（昭和 42）年の平野主著を平野道徳教育論の一定の結実と捉え、
主に本書に示された説明を基に平野道徳教育論の全体像を整理する。  
なおこの作業は、本稿全体において、本章以前を含めここまで追っ
てきた平野の模索過程を総括する作業としても位置付けられる。  
 
（1）平野の道徳観―道徳教育の内容・道徳的知識とは  
本稿第 3 章でみたように、平野はシュプランガーの説から経済的・
社会的・芸術的・理論的・政治的・宗教的諸価値と道徳的価値は異な
る性質を有するものであると捉えた。具体的には、道徳性とは諸価値
の統一・調和形式であり、道徳の本質を「基礎的・全体性」「作用的・
態度性」「体験的・実践性」に見出している。  
平野は、上の道徳以外の 6 つの価値（以下、諸価値と略）を「対象
価値」、道徳的価値を「作用価値」として区別した（参照：図 7-4）。「対
象価値」とは、個人から切り離されて存在が可能な概念であり、それ
自体を実現の目的とすることができる。例えば、経済的価値を志向す
る場合は「効用」の実現を目的に行為し、理論的価値を志向する場合
は「真」の実現のために行為する。そして、「効用」や「真」が実現し
た結果としての文化が形作られ、それらの文化は対象として存在する
ことができる。そのためこれらは概念的知識として集積され知識とし
て教えることが可能である。  
一方「作用価値」は、「行為の直接の対象や目的となる価値ではなく  
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図 7-4. 作用価値と対象価値のイメージ図  
（筆者作成）  
 
して、それらの対象価値を実現する作用」 54である。個人の行為や内
面から切り離すことができない道徳的価値「善」は、それ自体の実現
を目的に行為するのではなく、諸価値を実現しようとする際に「より
高い、またはより低い価値を選取実現する作用において現われる価値」
55である。つまり、諸価値の実現という行為において「よりよい」方
向を求める過程
．．
、低→高というベクトル（志向性）
．．．．．．．．．．．．．．．
を示すのが作用価
値としての道徳的価値であると捉えている。  
しかし実際には、私たちは、「自由」や「責任」、「正直」といった徳
が道徳的に価値があるとされていることを知っている。このように考
えると、道徳的価値（善）が実現した結果としての文化・知識を対象
化することも可能なように思える。確かにこれは可能であり、この知
識体系の追究が「倫理学」の体系を成しているといえよう。しかし、
倫理学的知識が十分であれば道徳的であるかというとそうではない。
このことが表しているように、道徳には、行為や実践、人格的要素が
含みこまれている。平野は「作用的・態度性」を「作用的人格的性格」
とも言い換えている 56。  
加えて、「他の諸々の価値実現の作用を外にしては、成立の根拠をも
たない」 57道徳的価値は、諸価値の実現という行為や実践の文脈と切
り離すことができない。つまり道徳的価値は文脈と切り離して概念化
対象価値  
作用価値  
欲求：価値の追求  
結果：暫定的な価値の実現  
結果：（さらによい状態で）暫定的な価値の実現  
作用価値  
作用価値  よりよい価値を追求する態度：
追求する価値の目的となるもの  
よりよい価値を追求する態度：
よりよい価値を追求する態度：
243 
 
されたところに道徳的意義を保持できない。ここに「実践性」の性質
がある。平野は、修身教育の批判的考察から修身科を「概念的知識」
の習得を中心とした点で批判し、戦後の道徳教育は実際の行為に結び
つく「生きた道徳性の啓培」を道徳教育の目的に掲げたが、ここには
こうした道徳の持つ原理的性質の理解が関わっているといえよう。  
ただし、平野は、「道徳に関する概念的知識」が道徳教育に全く不要
であると主張したわけではない。しかし、「道徳に関する概念的知識」
を単なる知識として伝達するだけ、あるいはそれを道徳教育の主たる
役割であると捉える考え方には否定的であり、「道徳的経験
．．．．．
、それに思
．
惟的反省
．．．．
が加えられて、そこに初めて道徳的知識が成立する
．．．．．．．．．．．．．．．．
」と強調
する 58。静的な結果としての道徳的価値を知る事ではなく、自身の経
験や行為に結びつくことで初めて道徳的価値を知ったといえるという
ことであろう。  
では、作用価値としての道徳的価値、つまり、諸価値の追求におい
てよりよい価値を志向する態度や行為はどのような場面で生じること
になるか。それが、シュプランガーの「道徳体験発生の地盤は実に現
実生活に於ける諸価値の対立闘争にある」という見解に発想を得た、
平野のいう「価値葛藤の場」であった。  
 
（2）道徳教育・授業で育成する力・道徳性  
 「価値葛藤の場」の整理に進む前に、道徳の概念的知識の修得に重
きをおかない中で、どのような力の育成が必要だと考えたのか、道徳
についての諸能力・道徳性を平野がどのように理解していたのかを整
理する。  
平野は道徳教育で育成する力を「道徳的実践力」としたうえで、そ
の構造を「心的作用としての機能の面」から「道徳的意志」・「道徳的
知見」・「道徳的心情」の三つの「契機」として把握した 59。この三者
の関係は図 7-5 の通りである。この中で平野が「道徳的実践力」の中
核にあるものと考えたのが、道徳的実践を行おうとする「道徳的意志」
であった。  
「道徳的意志」を「道徳的実践力」の中核的な存在としたのは、道
徳実践を「他律的・形式的な行為」と画する課題意識が反映されてい
る。平野は、道徳の根本的理解として、「自己が自律と責任とによって
支えられるところに、道徳の成立する基盤がある。」「主体性と自由と
責任とが、道徳を成立させる基礎的条件である」 60としていた。そこ
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図 7-5. 平野による道徳性の心的作用の構造  
（筆者作成）  
 
から、「自由と責任との主体たる倫理的存在としての人間」 61の育成を
目指すという道徳教育理念が生起している。そのため、主体性を担保
するため自らの「意志」（平野はこれを「自由意志」 62と呼ぶ）を根本
要件に据えたのであった 63。  
さらに平野は、「道徳的意志」を「善意志」と「強意志」に分ける。
「善意志」とは「高きにつこうとする機能」、つまり、道徳的に価値が
あるとされるものに向かおうとする力、「強意志」とは「低い価値を斥
けようとする意志の機能」であり、道徳的に価値が低いとされるもの
を斥けようとする力である。平野は、人が何か決断し行為を行う場合
には、このような「善意志」と「強意志」が共働することで道徳的意
志が発動するものと捉えた 64。  
しかし、何が高い・善い価値で何が低い・悪い価値なのかを知らな
ければ、「道徳的意志」を方向付けることができない。この判断の方向
付けを行うのが「道徳的知見」と「道徳的心情」とする。「道徳的意志」
自体は、主体的な自由意志を原理とするため、道徳教育  の目標ではあ
るがこれを意図的に育成することはできない。しかし、自由意志が「道
徳的（善的）」意志となるためには、やはり何らかの方向付けを必要と
する。こうした道徳性の持つ自律性と規範性の二側面を見据えながら、
特に「道徳の時間」のような意図的・計画的・継続的な道徳授業にお
いては、「道徳的意志」を方向付ける「道徳的知見」や「道徳的心情」
の育成を目標に掲げることとなる。  
道
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では、「道徳的知見」と「道徳的心情」とは何を指すのか。まず「道
徳的知見」は、平野は「『徳に関する概念的知識』ではなくして、具体
的な価値葛藤の場面に直面して、何が『善』であり、何が『悪』であ
るのかを弁別する能力」、さらに厳密には「『価値葛藤の場』において、
二つもしくは二つ以上の価値の間に存する価値の『高低の序列を弁別
する能力』」を指すとした 65。これは、学習指導要領の言葉で言えば「道
徳的判断力」に相当する概念といえよう。道徳的判断は「善」と「悪」
を区別するものであり、価値を追求する上で「よりよい」方向を目指
すものである。この「より」「よい」という比較を前提とする限り、価
値自体の高い・低いという序列を問題としないわけにはいかないとし
た。つまり、平野においては、道徳授業における「道徳的判断力」は、
「価値の高低の序列の弁別能力」として言い換えられよう。  
次に、「道徳的心情」は、「道徳的価値に対する快・不快の感情の作
用」であり、「道徳的な善に対しては、快適・満足の情を覚え、逆に道
徳的な悪に対しては、不快・不満の情を覚えるような精神作用」とさ
れた 66。「道徳的知見」つまり「何が『善』であり、何が『悪』である
のかを弁別する能力」を有していたとしてもこれがすぐに「道徳的意
志」を発動させるわけではなく、「道徳的心情」の「裏からの支え」 67
が必要であると位置づけた。道徳的心情育成が求められる根拠には、
道徳的価値の高低と強弱に相反的関係があるとする道徳理解があるが、
これについては後述する。  
したがって、道徳的実践の実現を目的に掲げる道徳教育は、個々人
が日常生活において道徳的意志を発動させることを目指し、そのため
に、道徳授業においては道徳的知見と道徳的心情を育成する役割を担
うものと整理できる。道徳的知見と道徳的心情に順序をつけるのであ
れば、道徳的心情は「裏からの支え」としてより基盤に位置づけられ
るといえよう。ただし、道徳的知見と心情が「共働」すると述べてい
るように、その働きの重要性は同程度認めていると考えられる。ここ
に、道徳教育の段階性の発想との関連および道徳的心情を再評価して
きた過程の反映が窺える。  
 
（3）道徳的知見と道徳的心情の指導基準としての価値構造理解  
道徳的知見とは「価値の高低の弁別能力」であるとする平野の見解
を示したが、この「価値の高低」広く言えば価値の構造についての平
野の理解を概括する。平野は、価値の高低の序列を a）同一価値間に
おける序列、 b）異なる価値間における序列に分けて考察する。  
246 
 
 
a）同一価値間における価値の序列とは、ある領域における価値（＋）
と反価値（－）との比較によって想定される価値の高低である。これ
を平野は図 7-6 のように示した。この図で留意すべき点は、価値と反
価値の間が「水準線からの距離」の度合いで示されていることである。
この表記について平野は、快・不快を例にとれば、「最高度の快と最低
度の不快との間には、ほとんど無際限の快と不快とが系列的に連続し
て存在」することを意味するとしている。これは、実際場面において
ある価値判断をする時に、「正か邪か」「真か偽か」という二項対立的
図式を用いることが妥当でないことを意味していよう。  
b）異なる価値間の高低の序列は、平野が同一価値間の問題よりも重
きをおいたものである。「異なる価値間」という時の「価値」は、「善
価値」を想定していると考えられる。そこで、a・b を言い換えるなら
ば、 a は「善価値と反価値の対立」、 b は「善価値と善価値の対立」と
いうことができよう。そして一般に、善価値と反価値の判別よりも、
善価値と善価値の判別の方が困難である。ここに、平野が異なる価値
間における価値の高低の序列を重視した理由があると考えられる。  
平野は、シェーラー・シュプランガーらの理論から異なる価値間に
おける序列を考察した。シュプランガー理論からは、経済的価値を最
下位、宗教的価値を最高位に位置づけ、社会的・芸術的・理論的・政
治的価値を同列とする構図を得ている。序列化の際の基準は、「空間・
時間ならびに物質を克服し得る程度」とされた 68。シェーラー理論か
らは感性的価値を最低とし、その上に生命的価値、精神的価値、宗教
的価値とするピラミッド型の構図を得、価値高低の判別基準としては
①超時間性、②不可分性、③基礎確実性、④満足の深さ、⑤価値論的
絶対性などを見出している。  
こうした序列化の作業について平野は、「ごく大体の輪郭を定めるこ
とができるに過ぎない」が、「それほど無意義なものではなくて、道徳
的決断の場における価値高低の判別の基準として、相当高く評価せら
れるべきもの」と意義付けた 69。それは、「葛藤の場における決断に基
  正  愛  利  快  健  美  真  聖  善  
無
記 
価値（＋）           
反価値（－）          
  邪  憎  損  不快  病  醜  偽  俗  悪  
図 7-6. 平野による同一価値内における価値の序列関係図  
（平野 1967、 73 頁）  
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準を与えるものは、『価値の高低』以外にあり得」ないと考えたからで
ある 70。そして平野は、自身の提案する「徳の体系」も明示している。  
しかし、こうした価値体系や基準を学習者が直接的に学ぶことを想
定していたわけではない。平野は、「国家基準」はもとより「教育学者、
倫理学者が設定する道徳指導の基準」も「外的基準」であると位置づ
けていた。そして、「教師自らの手によって設定する指導基準」を「内
的基準（主体的基準）」とし、これによって導き出された道徳教育のた
めの指導基準に拠るとき初めて「真の意味での道徳指導」になると平
野は捉えている 71。この平野の理解は、道徳の内容を「平面羅列的」
に提示するに過ぎない学習指導要領に対し、肯定的評価をしていた態
度を繋がるものである。道徳的価値の「立体的構造」つまり体系的に
価値の序列を判別するところに、道徳の主体性・自律性のありかをみ
ていたといえる。  
ただし、国家的基準との区別という時代的課題が反映されてか、平
野の言説は道徳教育を行う教師に価値選択の自律性・主体性を確保す
ることに力点を置く側面が強く、そのことと学習者の自律性・主体性
をどのように確保し育成することとの差異化はあまり厳密にはなされ
ていない。ここに、平野理論における「価値の高低の弁別能力」＝「道
徳的知見」の育成を道徳授業においてどのように実現するかという主
張の不足がある。特に、平野が高校段階には「倫理学」の科目設置を
企図し、価値体系理解等を概念的知識として子どもたちに学ばせるこ
とを全く排除していたわけではなかったことも、さらに理解を困難に
したと考えられる。こうしたことが価値葛藤理論における「知見」の
育成が倫理学的概念知識の教授に取って代わって理解される危険性を
内包していたと考えられる。  
 一方、価値の高低とは別に、平野は「強弱」という概念も持ち出し
ている。平野によれば、価値の高低とは「我々の価値体験において、
まさに体験せらるべきはずの価値の客観的高さ」のこと、価値の強弱
とは、「我々の価値体験が一定の特殊な状況の中に入れられるとき、主
体の内的生活全体からくる必要度によって生じる価値の強さの体験」
を意味するものであるとした 72。換言すれば、価値の強弱とは「行為
主体による欲求の強さ」を表しているといえよう。つまり、価値の高
低は行為主体からは客観的なものであるが、価値の強弱は行為主体の
主観的なものである。そして平野は、客観的な「価値の高低」と主観
的な「価値に対する欲求の強弱」には相反的関係があるとした 73。こ
こに、道徳教育において課題となる知行合一の困難性の根拠があり、
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かつ、（自然状態に任せるのではなく）教育によって学ぶ必要性、道徳
教育の必要性を見出しているといえよう。  
 
（4）道徳教育基本原理としての「価値葛藤の場」  
 これらの道徳的資質を、どのように育成するのか。つまり、道徳領
域における（授業技術ではなく広義の意味での）教育方法として平野
が提唱したのが「価値葛藤の場に立たせる」という原理であった。  
①道徳教育の内容選択原理としての「価値葛藤の場」  
道徳的意志を「発動」することが道徳的実践力の源泉とされたが、
ではそれはどのような場面において発動されるのか。その答えが平野
の主張する「価値葛藤の場」である。  
平野は、これまでも見てきた通り、平野は価値葛藤のない所に、道
徳の問題は起きて来ないと強調した。葛藤場面に対峙する時、人は初
めて主体的に判断を下し、「道徳的意志」である「善意志」と「強意志」
を発動させる必要性に駆られる。行為をするためには葛藤状態のまま
ではいられず、何らかの選択・決断をしなくてはならないからである。
言い換えれば、葛藤場面に立っていない時は、真に「道徳的意志」を
発動しているとは言えないと平野は考えた。そのため「価値葛藤の場」
の原理は、道徳教育・授業を受ける学び手に真に道徳的体験を引き起
こす本質的な学習原理として位置づけられている。  
これは敷衍すれば、道徳教育が射程とする学習領域・内容はどのよ
うな場面や事象なのかという問いとも表裏一体のものである。つまり、
道徳的意志の発動する場＝道徳が発生する場＝価値葛藤の場は、道徳
教育・授業における「内容選択の原理」としての性質も持ち合わせて
いる。その意味で、平野の価値葛藤論は、本来は「価値葛藤の場
．．
の理
論」とする方が厳密には正しい。平野の主著も『価値葛藤の場と道徳
教育』というタイトルである。  
この内容選択原理としての「価値葛藤」の側面は、第 5 章において
修身科と比較する形で既に論じたが、結論のみ再掲すれば、徳目主義
は〈善さの体系〉による内容構成原理であり、価値葛藤は〈迷いの抽
出〉による内容構成原理であるといえる。  
 「価値葛藤の場」概念の基盤には、平野の「有限的人間観」が根ざ
している。道徳とは、ある行為を“善いもの”“悪いもの”と評価（価
値判断）することを必然とし、この判断は行為主体者の自由意志に基
づいて行うことが道徳には原理的に求められる。つまり、人は様々な
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価値を追求して行為・生活しておりその中で“善い”“悪い”の判断を
するが、常に完全な
．．．
判断・選択を行うことはできない存在であり、に
もかかわらず、道徳的行為たるためには主体的に判断することが求め
られるため、「よりよく生きよう」とする限りは必然的に悩みや迷いが
生じ「葛藤」する。このような有限的人間観という人間理解に基づく
ことで、「価値葛藤の場」が人の日常生活の常態であると捉えることが
初めて可能となる。  
以上の見解からは、「価値葛藤（の場）」の発想が、人が道徳的経験
．．．．．
をする日常生活の状態
．．．．．．．
に即すことを重視した結果として生れた発想で
あることがわかる。平野は修身科を「模範的人物の行動の言動」を説
話する方法であったことを批判したが、なぜ「模範的人物」の言動と
「道徳的実践力」がつながらないのかと言えば、そうした「模範的」
な言動は（それだけを取り出せば）葛藤のない非日常的な
．．．．．
状況である
と捉えられるからである。生活を基盤とする思潮に「価値葛藤」が親
和性を持った原理的根拠は、こうした道徳教育における人間観の転換
に淵源を持つものであったと考えられる。  
②「生成過程への還元」という方法原理  
「価値葛藤の場」を捉えることが内容選択原理であれば、平野は教
育方法原理としては「価値葛藤の場に立たせる
．．．．．
」という表現をした 74。  
これまで見てきたように、道徳的実践力の要である道徳的意志は「価
値葛藤の場」において発動される。これは、価値葛藤場面は、道徳的
選択と判断つまり道徳的価値追求の過程
．．
と言い換えられる。そしてこ
の価値葛藤過程を経て道徳的意志が発動し、葛藤状態を克服した結果
．．
生じるのが道徳的実践・行為であり、これらに名前を付けてカテゴラ
イズしたものが道徳的価値（徳目）である 75。平野は、徳目主義と徳
目研究を区別していたように、徳目が教師にとって「指導基準」とな
ることを認めている。しかし、徳目自体は抽象的で観念的なものに過
ぎないとし、子どもたちにこれを学習させるには、道徳的価値が生れ
る過程
．．
そのもの＝「価値葛藤」の過程を学ばせる必要があると考えた。  
「価値葛藤」という道徳的価値が生れる過程
．．
そのものを学習過程と
する構想を平野は、フリットナー、リット、デューイ、キルパトリッ
ク、シュプランガーらの理論を経て、「生成の過程への還元」という方
法原理として説明している。「生成の過程への還元」とは、平野の言葉
を借りれば、「既に学問的体系もしくは法則・原理の形をとっている学
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習の対象」を、その対象の「発見・発明の過程に、価値創造の過程に
還元することによって、その対象は児童生徒の精神活動の中に合流す
ることができる」という考え方である。これによって客観的に存在す
る文化や道徳的価値は「それがかつてあったもの、すなわち疑問・問
題・苦悩・創造の欲求とな」るとする 76。換言すれば、客観的知識は
それをそのまま伝達するのではなく、その知識が生れた生活現実に引
き戻し、その知識が創造される過程を経験させることで、学習者がそ
の知識を真に理解することができる、という考え方である。  
平野は、文化教育学が究明する道徳文化自体は客観的な「教師中心
の立場」ともいえるが、「生成過程への還元」という方法原理には、「著
しく『児童生徒の主体的な生活経験』への接近傾向が見られる」もの
であるとした 77。ここには、全面主義道徳教育期の経験主義的発想と
の接続や道徳の持つ規範性と創造性の止揚を図ろうとする志向が、平
野をして「価値葛藤の場」理論を主張の核とさせた様子が垣間見える。  
③「自己」を起点とした「価値葛藤」  
平野「価値葛藤」が有する特徴のもう一点は、「個人」「自己」を起
点とするという点である。言い換えれば、平野が唱えた「価値葛藤」
は、価値と価値の概念的位置関係や対立という意味での論理的問題で
はなく、行為主体である個々人の内面における心的葛藤としての「価
値葛藤」であった。  
平野による「価値葛藤」の定義を２つ、以下に引用する。  
 
A…私が「価値葛藤」という語で意味するものは、道徳実践の主体とし
ての人間における内面的意識としての「価値葛藤」であって、客観的な
価値それ自体における「価値葛藤」の謂ではない。いわば「価値に対す
る主体の意識－価値意識の葛藤」を意味するものであって、価値それ自
体の矛盾に基づく「論理的葛藤
．．．．．
」の謂ではないのである。78（傍点筆者）  
B…「行為的主体の内面における価値葛藤」の謂であって、決して「価
値それ自体における葛藤」を意味するものではない。「価値と価値とが
それ自体において矛盾対立」するという意味における価値葛藤ではなく
て、「行為的主体としての個人の内面において、二つもしくは二つ以上
の価値要求が同時に起り、これらの価値要求を同時に最高度に満たすこ
とができない場合、その選択ないし決断に迷う心的状況
．．．．．．．．．．．．．．
」を意味する 79
（傍点筆者）  
 
A では、「価値葛藤」が価値自体の論理的葛藤ではないことを示してい
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る。B では、価値を求めるときに起こる、選択の場面での心的葛藤が
価値葛藤であることを述べている。ここからわかるように、平野の言
う「価値葛藤」とは、“価値選択の場における行為主体の内面的・心的
葛藤”である。また、平野は、次のようにも説明している。  
 
現代社会におけるこのような諸々の対立葛藤、いいかえれば「社会的葛
．．．．
藤
．
」の中に、行為的主体としての個人が絡みこまれ、その主体的な態度
決定に迫られる時、これを我々は『道徳的葛藤』の場に立つと呼ぶので
ある。その時個人と個人、個人と集団、集団と集団の対立葛藤、すなわ
ち社会的葛藤は、
．．．．．．．
主体的な内的葛藤の場に転じる
．．．．．．．．．．．．．．
のである。我々が「価
値葛藤の場」と呼ぶのは、このような主体的な道徳的葛藤
．．．．．．．．．
を指すのであ
る。 80（傍点筆者）  
 
ここからわかることは、社会的な問題（社会的な葛藤状態）を扱う際
にも、この問題・葛藤状態の解決を一義的な
．．．．
目的としているわけでは
なく、その社会問題を受けて、“行為主体である個人（自分）”がどの
ように行為を決定したらよいか「葛藤」するところに焦点が当たって
いると言えよう。  
したがって、平野の道徳教育の中核的理念である「価値葛藤」は、
倫理学な価値体系の論理的矛盾を検討することでも、客観的・社会的
問題の解決を図ることでもないことがわかる。それらは「個人内葛藤」
の原因となり素材となり得るが、むしろそうした社会的あるいは論理
的矛盾状態との往復関係
．．．．
の中で、起点を「自己」に置くところに、道
徳教育・授業の独自性があるとの見解として解することができる。初
期社会科が「社会化」傾向に傾く中で、このことが「道徳の時間」を
必要とした根拠ともなろう。  
ただし、平野のこの「価値葛藤」理解は一般にはあまり理解されな
かった、あるいは誤解を生じさせたと考えられる。一つは、平野自身
様々な動向の中で「中庸的」立場で折衝する傾向があり、かつ「価値
葛藤」という言葉の定義を非常に多義的に設定している節もあり、平
野自身にも揺らぎがあったと推察されること。一つは、「価値」「葛藤」
自体が一般用語としても多義的であること、一つは、平野自身の道徳
や価値の追究は倫理学的手法をベースにしていたことに加え、教師の
倫理学的教養を求め続けていたように、“教師の力量形成”としては価
値自体の理解＝道徳教育の内容に関する洞察を求めていたために、こ
252 
 
れと道徳教育・授業としての方法論が混同されたということである。  
 
第 7 節  平野道徳授業論  
以上は平野の道徳教育論全体像である。では、このような平野の道
徳教育論に基づく「道徳授業」の特質や展開方法はどのようなもので
あろうか。  
 
（1）「道徳授業」における「価値葛藤」の設定
．．
―内容構成原理  
道徳教育の目的・目標は道徳的実践力に繋がる道徳的意志の育成で
あった。この道徳的意志は本来的には日常生活の行為として発現する
ものであるため、自分事として捉える「切実さ」 81は日常生活におけ
る経験に即すことに優る物はない。しかしこれの限界性を認識したこ
とに、「道徳の時間」（「道徳授業）」の意義が見出されてきた。  
限界性の一つは、一般に経験主義カリキュラムに向けられる批判と
同様、日常生活を基盤とするだけでは、子どもたちの生活経験の範囲
を越える道徳的問題（葛藤）と出会わせることができないことである。
加えて平野は、全面主義道徳教育においても「道徳的点睛」や「観点」
の把握
．．
を教師に求めたが、これの困難さも指摘する。全面主義道徳教
育の場合、様々な行動に溢れる日常生活の中から、道徳的意志発現基
盤としての「価値葛藤の場」を教師が適切に「把握
．．
」することが重要
となる。しかし、「今日の学校における教師と生徒との人間関係の現実
からみて、児童生徒の生活の中に入り込み得る可能性には限界があり、
それを越えては不可能といわねばならない。殊に一学級 50 人以上の児
童生徒を担任する教師の現実を思う時、彼らが直面する価値葛藤の場
を的確にとらえて、これに適切な指導を加えることができるというよ
うな機会はむしろ極めて稀であるといわねばならない」 82と述べてい
る。全面主義道徳教育が結局学校のどこにも行なわれていないという
批判があったことに触れてきたが、これを単に教師の不理解や不熱心
の問題としてではなく、現状の物理的環境の限界性という課題からも
捉えていた。  
そこで「道徳の時間」特設において求められたのが道徳教育の「計
画性」であった。この道徳授業の役割の一つである意図性・計画性を
平野価値葛藤論に基づいて表現する時、それは価値葛藤場面の「設定
．．
」
となる。これは、「道徳授業」の内容構成原理である。これについては
本稿第 5 章 6 節に詳しい。  
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（2）「道徳授業」の方法・展開過程  
「道徳授業」の方法は、当然「価値葛藤の場に立たせる」（生成過程
への還元）を基本発想としているが、授業の展開過程ではこの生成過
程への還元の流れを具体化することが課題となる。平野が授業展開の
過程として示したのは表 7-583のような流れであった。この指導展開例
は取り扱う主題、育成したい資質・能力、発達段階によって重点の置
き方が変わるものであり、平野も種々のパターンの展開例を示してい
るが、ひとまずは個々以示すものを平野展開例の典型として示す。  
道徳授業は、まず、「A 学習動機の喚起」「B 学習目的の自覚」から
はじまる。これは、平野が「新教育における生活経験主義が主張する
指導方法の基本原理」と認識していた「生活から生活へ」の原理に基
づいた導入である 84。以降は、自己内省→他者理解→自己超越と大き
く展開部がわけられているが、次項より、この展開例の意味理解を深
めるための考察を行う。  
 
表 7-5.  平野の授業業展開の典型例  
（平野 1985、 221 頁）  
 
指導過程  主な学習活動  
導入  
A 学習動機の喚起  
a 道徳体験の想起  
b 道徳体験の発表―理解  
B 学習目的の自覚  
a 問題意識の共通化  
b 学習目的の自覚  
展開  
自己内省  
A 問題場面の具象化  
a 価値葛藤場面の想起  
b 価値葛藤体験の相互発表・理解  
B 問題点の省察  
a 問題点の想定  
b 問題点の省察  
c 問題解決の方途の工夫  
他者理解  
A 問題場面の具象化  
a 価値葛藤場面の想像  
b 価値葛藤体験の相互発表  
B 問題点の考察  
a 問題点の想定  
b 問題点の考察  
c 問題解決の確認  
自己超越  
A 共感・批判による主体化  
a 共感による主体化  
b 批判による主体化  
B 自他浸透による自己超越  
a 内省的解決の再吟味  
b 内省的解決の再確認・修正  
終結  
A 原理的考察による法則化  a 道徳法則として一般化  
B 道徳法則の生活化  b 具体的な生活問題へ適用  
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（3）道徳性内面化論と資料充実政策への理論的折衝  
①「道徳性内面化」の再解釈と取り込み  
第 3 節の平野・関西道研における模索過程で示した通り、平野は「道
徳性の内面化」および道徳指導資料の扱いという時勢の課題に対峙し
ていた。平野はこの課題を 1962（昭和 37）年～ 1965（昭和 40）年を
中心に検討し自身の道徳授業論を形成し、先の授業展開例へと結実さ
せている。ここでは、その「道徳性内面化」の平野理解について整理
する 85。  
平野は当初「道徳性の内面化」という用語は「極めてあいまいな概
念」であり「この用語に何だかぴったりとしないものを感じたため、
意識的にこの語を用いなかった」という。違和感の端的な理由は、「道
徳性」とは本来内面的なものであり、「『外面的な道徳性』などという
ものはあり得ない」という考えからくるものであった。しかし、論理
的に厳密性を欠くものの「今日既に一般に教育界において用いられて
いる」現状を鑑み、「内面化」に関する諸氏の説を概観した上で考察を
進めていった。  
道徳性はそもそも内面的な性質であるという前提に立つ平野は、内
面化される道徳性＝内面化される以前は「外面的」である道徳性の存
在を仮定し、「外面的な道徳性」概念とこれを「内面化する」方法概念
に分けて整理を行った。これを筆者が再整理したものが図 7-7 である。
平野が「外面的な道徳性」と捉えた一つのグループが、内面的な道徳
性が発露したもの、簡単に言えば、「道徳的な行為（実践）」である。
平野はこれをさらに 4 つに場合分けする。A は「道徳的な行為（実践）」
つまり「内面的な道徳性と外面的な身体的行動との合一したもの」で
あり、これはそもそも内面化を要しない。B は最も単純には不道徳な
行為を指し、より厳密には無自覚・他律的・慣習や習俗に従っただけ
の（結果としては道徳的に見える）行為も含むものと捉えている。こ
れを「内面化」するとは、内面的な道徳性の「回復」「良心の覚醒」「道
徳性の内面的自覚」を意味するとしている。C は B の喪失態とほぼ類
似のものであるが、「完全に喪失」しているというよりは不完全である
状態を示しており、日常的にはこちらの方が多いとしている。これを
「内面化する」とは、「より完全に」近づけることを意味し、「不完全
な道徳的自覚の深化・発展」と表現される。D「道徳性の欠如態」は道
徳以前の潜在的な道徳性とも言い換えており、例えば幼児の行動に見
られるような「道徳的自覚の発現しない単なる本能的・衝動的な無自
覚的行動」を指す。これは厳密には「外面的な道徳性」に区分すべき  
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でないと付言しているが、ひとまず、顕在化していない「道徳的可能
性としての道徳性」に対しこれを「内面化する」ことを意味する言葉
には、「啓培」をあてている。D は若干異質であるが、基本的には「内
面化」とは「道徳性についての内面的・主体的自覚」と差異はないと
いう結論を導いている。  
一方②の道徳性の概念態とは、すなわち道徳的価値＝徳目である。
平野は、道徳性とは「具体的な人間の行為（実践）において発現する
もの」であり、その行為に考察批判を加えるためには、道徳体験を「言
語的な形において概念化」することは避けられないとする。そうした
際に用いられるのが「内面的道徳性の概念態」であり、これを「内面
化」するとは、「内面的に生動する道徳性そのものに還元すること」「生
きた道徳性を回復すること」であるとしている。これは平野の道徳教
育論の基底を成す考え方である。平野は「価値葛藤の場に立つ」こと
を「生成過程への還元」と表現するがこれと同一の意味であり、「道徳
性の概念態」＝道徳的価値＝徳目を内面化するには、「『出来上った完
成態』を理解体得させるのではなくて、それが完成されるに至るプロ
セス、すなわち『生成の過程』に還元し」、勇気・親切・共同といった
「道徳的態度を生み出す生動的な道徳体験」によって自覚体得させる
ことが重要であるとした 86。こうして平野は道徳教育における「道徳
的価値」の意味・位置づけを、「内面化」の考察を経由しながら、「『道
徳性の内面化』と呼ばれるものも、『価値葛藤の場において」のみ、真
にすぐれて可能である」として自身の価値葛藤論の基底である「生成
過程への還元」という発想に引き戻している。そして「道徳の本質に
即して、その中核的なもの迫
マ マ
ろうとすれば、『道徳性についての内面
化・主体的自覚』もしくは『道徳的自覚』と呼ばれる精神作用の基本
構造を根本的に究明しなくてはならない」と「内面化」を「自覚」と
再定義し、自身の価値葛藤論の中に位置づけていった。  
外面的な道徳性の種類           内面化の内実（方法）  
①道徳的な行為（実践）  
A 道徳的行為（実践）     （→「内面化」の対象外）  
B 内面的道徳性の喪失態（行動）   →道徳性の回復、主体的・内面的自覚、覚醒  
C 道徳的に不完全な行為       →不完全な道徳的自覚の深化・発展  
D 道徳性の欠如態―道徳以前      →道徳性の啓培  
②内面的道徳性の概念態           →生動する道徳性への還元（回復）  
 
図 7-7. 平野による「道徳性の内面化」の概念整理  
（筆者作成）  
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以上の概念整理からわかる重要な点は以下の 2 点である。一つは、
「内面化」は単一の方法を意味する物ではなく、想定する外面化され
た道徳性の違いによって異なる方法を意味するということ（啓培、自
覚、深化、発展、還元、覚醒）。一つは、「内面化」は「（主体的・内面
的）自覚」作用の解明によって理解されるということである。  
②「自覚」の構造分析と「他者理解」としての資料の意義づけ  
では、「自覚」とはどのような構造によってなされるものと平野は考
えたのであろうか。平野は「自覚」および「道徳的自覚」の構造を図
7-8 の通り示している 87。  
 
 
平野は、「自覚」を「自己意識」「自己認識」「自己の在り方への関心」
三段階で捉える。そして、単に自分を知るということに止まらず、「自
己が『何をなすべきか』という課題に直面していることを覚り、決断
によってこの課題を解決してゆく」ことや「決断によって新しい自己
の在り方を選びとり、新しい自己を創造する」こと（「自己超越」）が
「自覚」の意味には内包されているとした。「自己超越」は現代的には
「自己変容」と置き換えることもできよう。  
この「自覚」の過程で、課題に直面し解決を試みる思考・行為が「価
値葛藤の場の克服」である。また「価値葛藤の場」に直面することで、
自己の「道徳的有限さ」を知り、このことが「道徳的向上への努力を
図 7-8. 平野による「自覚」（左）と「道徳的自覚」（右）の構造  
（平野 1962、 36・ 42 頁）  
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生み出す有力な基盤」となるとする。つまり、平野における「自覚」
の中核は、“自身の有限さの認知”であり、これは自己の課題の発見と
も言い換えられよう。さらに敷衍すれば、この課題の発見によって学
習の動機づけとすることに、「自覚」の機能を位置づけたと考えられる。 
ただし、自己の道徳的有限さの自覚と反省だけでは「自己内反芻」
に陥りやすく、これを「道徳的向上への努力に転換させる」ためには、
「自己よりも、より高い他者の道徳体験」の媒介が不可欠であるとし
た。このことは、道徳授業における「資料」の意義に通じてくる。平
野は、「資料」には直接的資料と間接的資料があるとし、直接的資料と
は「自己の日記や体験記」でありこれは「自己体験の内省」のための
資料、伝記・童話・体験記・紙芝居・視聴覚資料等は「間接資料」で
ありこれは「他者の理解」のための資料であるとする。そして平野は
特に、道徳授業においては「間接資料」の意義に重点を置く。それは、
他者の道徳体験を媒介にすることで自己内反芻を超えた「自己超越」
（道徳的向上）が可能となると考えたからである。平野は、この「『他
者の理解』を可能にする媒介的役割」に指導資料の意義を認めるので
あった 88。  
こうして、自らの道徳体験を内省し、他者の道徳体験を媒介させな
がら「『批判による主体化』すなわち『自己超越への動機づけ』」を経
る「自覚」の構造図は、平野の提案する道徳授業展開過程の原案とな
っている。  
なお、平野は「道徳性の内面的自覚」の考察の最後に「社会科学的
認識」との相互媒介の必要性について言及している。平野は、「内面的
な道徳的自覚を真に『自己超越的』な道徳的決断に高め、有力な行為
的実践として完結させるためには、我々はまず『他者の道徳体験の理
解』と『社会認識』との媒介を欠くことが出来ない」とする。なぜな
ら、道徳的行為は、「具体的な生活現実、いいかえれば政治的・経済的・
文化的な社会生活の場において、これに即して発現するものであるか
ら」である。道徳教育の最終目的を実践に求める平野は「『道徳の時間』
の指導は『社会科』の指導と避離しては、極めて無力である」という
立場をとった 89。一般に、「社会科」と「道徳」は相反する関係として
捉えられ、特に特設道徳に批判的な立場の論者からは「特設時間の主
張しようとする内面性は、個人に閉鎖した抽象的なものである」 90と
批判される時代にあり、平野の価値葛藤論も個人的、主観的、観念的
志向と批判される向きもあった 91。しかしここに見る平野の主張から
は、むしろ経験主義教育の発想を土台とする平野価値葛藤論の理念を
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垣間見ることができる。  
 こうして平野は、「道徳性の内面化」論と対峙し「道徳性の自覚」構
造の考察に及んだことによって、自身の理論に新たな視点を加えるこ
ととなった。管見の限り平野の著作において図 7-8 は 1960 年代前半に
「道徳性の内面化」論の考察を契機に初めて登場する。そしてこれ以
降、ほぼ同様の図を道徳性の深化発展の構造として使用していること
から、平野の道徳授業論の基盤に据えられたものと考えらえる。平野
は、「道徳の時間」の実践が進む中で俄かに台頭してきた「道徳性の内
面化」論と、政策的にも重点化が図られた道徳指導資料の考察を深め
ながら、道徳授業の指導展開過程の構想を形成していったのであった。
また、平野のこれらの作業は、「道徳性の内面化」という“外部にある
もの”としての道徳的価値とそれの教え込みを想起させやすい用語を
“再解釈”することで、この表現が定着しつつある実態と価値の生成
過程への還元を基盤とする価値葛藤論とを切り結ぶ作業であったとも
言い換えられよう。  
 
（4） 2 つの「経験」による道徳的学び―授業展開の中心部  
 「自覚」の構造分析において資料の意義について触れたが、ここで
改めて、道徳の学びにおける「経験」に対する平野の解釈についてお
さえておきたい。それは、全面主義道徳教育期に志向された生活経験
主義的発想のうち、子どもたちの生活現実を基盤とする発想と経験的
に学ぶという発想の特に後者について、道徳授業にどのように引き継
がれているのかを探る意味でもある。  
平野は経験・体験方法に二通りの方法があるとした。一つは、自己
が日常生活の中で直接体験する方法＝「直接経験」である。二つは、
他者の道徳的価値の生成過程を間接的に体験・追体験する方法＝「間
接経験」である。なお直接・間接の二分法自体は平野に独自のものと
いうわけではなく、勝部らにも見られるものである。  
①直接経験とそこに内包される「内省」  
直接経験とは、日々の生活の中での道徳的体験である。これについ
て平野に特徴的な点は、直接経験を①「主体的実践」と②「主体的内
省」の 2 段階で捉え、特に②を「直接経験」に内包されるものとした
ことである。「主体的実践」は、個々人が日々の生活の中で、葛藤し、
価値の高低を判別し、決断する行為それ自体を指す。この主体的実践
は意識的・無意識的に関わらず、子どもたちが日々経験しているもの
であり、最も純粋な道徳的直接体験（道徳に関する直接体験）といえ
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よう。しかし、人は完全な決断や行為を行うことができるわけではな
いため（有限的人間観）、自分の行為を振り返り、よりよい選択がなか
ったかなどより高次の道徳的行為を追求する必要がある。そこで、日
常の中で次々と生起し過ぎ去ってゆく主体的実践としての直接経験を、
より意識的に吟味するのが「主体的内省」である。この「主体的内省」
によって「より高次な葛藤体験を克服する方途を工夫発見させる」92必
要性に気づかせる。これを平野は「自己の道徳的有限」「道徳的不完全」
を自覚する過程と解釈した 93。平野は、道徳の直接経験は単に主体的
．．．．．
実践だけを指すのではなく
．．．．．．．．．．．．
、主体的内省までを含める
．．．．．．．．．．．
ものと捉えてい
る。この主体的内省を経ることで、「自己の道徳体験の内面的深化」を
はかりよりよい在り方を模索することができる。これを平野は、「体験
の内省による深化発展の原理」とし 94、道徳授業に求められる展開原
理の一つとした。有限性・不完全さの自覚に基づくことが、より善い
ものを追求・追究する学習意欲の源泉になるとの意図が窺える。  
この「主体的内省」は、子ども自身が自然と行う場合もあるが、意
識的に内省を促すことでより効果をあげることができる。直接経験の
場で行う生活指導もこの「内省の促進」に関与しているとするが 95、
道徳授業においてもこの「内省」を重視したのである。  
経験と内省の関係は、現代において経験学習が reflection（反省、省
察）を重要概念に位置づけることと通ずるものといえよう。より実践
的な能力を志向する OECD コンピテンシー概念において「思慮深さ」
がその中核概念に据えられていることからも、平野解釈の現代的課題
との接点が示唆される。  
②「内省」を超える材料としての間接経験  
次に「間接経験」である。平野は、「『道徳の時間』は、週一時間と
いう時間が固定しているため、好むと好まざるとにかかわらず、それ
はむしろ間接的な価値葛藤の場を取り上げることが主となるべきもの
と我々は考える」 96として、道徳授業という形態においては間接経験
による学びが主力となることを指摘している。ただし間接経験が必要
とされるのはそうした外的要因からだけではなく、次のような学習上
の意図があった。  
直接経験は、最も個々人が自身の問題として主体的に取り組むこと
ができる道徳学習の場である。しかし子どもたちの直接経験のみでは、
「主体的内省」によってより高次な葛藤体験を克服する方途を工夫発
見する必要性に気づかせる
．．．．．．．．．
ことができても、そこで子どもたちの現状
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の能力や発想を超える新たな媒介材料（知見）を得ることがなければ、
既有の判断から抜け出し向上させることができない。そこで平野は、
自己の「超越」 97を図るものとして間接経験を意義づけた。これを平
野は、「追体験的理解による拡充超越の原理」 98と呼ぶ。「他者におけ
る直接的な価値葛藤体験を、追体験によって理解させ、価値葛藤の場
を克服する方途を間接的に学びとらせる指導」 99とも説明されている。 
ここで重要なのは、間接経験の意義は、普段経験できない他者経験
に触れられるというような“仮想体験による経験の拡大”に一義的意
味があるのではなく、必ずその前に主体的内省の段階に置き
．．．．．．．．．．．．．．．
100、これ
によって高められた葛藤克服の欲求（言い換えれば、個々人の課題意
識）を“実現する一つの見本・材料”であることに一義的意味が見出
されていることである。言い換えれば、他者体験の理解を目的として、
そのための導入材として「自己体験の内省」をするのではなく、自己
の体験の内省と発展を目的とし、その発展のための媒介材料として間
接経験を活用するという主従関係である。  
平野は、新教育に対する杉谷雅文の言を引きながら「『児童生徒の経
験や生活を一方的に尊重して、彼らがその経験し生活した内容を、わ
ざわざ学校で反復学習させている』のは全く実りうすきものといわね
ばならない」、「発展とは、学習者が常に自己の外なるものとの接触と、
この接触による外なるものとの融合、外なるものの獲得を必要とする」
と述べた 101。ここからは、道徳授業における学びと成長への課題意識
が間接経験の必要性を認める背景に伏在していることがわかる。  
③「他者体験の批判」による主体化  
ただし、「自己」を起点とすることを道徳教育の基本に据える平野に
おいては、直接経験的指導法と間接経験的指導法の「相補連関的」102な
活用を重視した。間接経験を用いることに独自性のある道徳授業も、
あくまで子どもたちの直接経験を基盤とし、さらに直接経験と間接経
験が効果的に結びつくよう工夫される必要がある。そこで平野は授業
（一単元）の展開において、「自己→間接経験→自己」という展開を基
本とした。これは、初期「道徳の時間」の授業展開が「生活から生活
へ」という生活主義を原理としたことと相似である。平野を通して見
る生活主義の内実といえよう。  
「自己①→間接経験→自己②」において、「自己①」と間接経験を連
．．．．．．．．．．．．
結させる
．．．．
役割が「自覚」（自己の有限さの自覚）であるならば、間接経
．．．
験と「自己②」を連結させる
．．．．．．．．．．．．．
役割として平野が設定したのが他者体験
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の「批判による主体化」である。この「批判」とは、他者の道徳的判
断を「否定」する意味ではなく、「あなただったらどうするか」と当事
者として検討し直す過程を指している。平野は「自己の自覚として主
体化されない単なる『他者の道徳体験（思想）の理解』は、自己の道
徳的自覚の深化には無縁であろう」として、この批判による主体化を
経て初めて、他者の経験が自己の（間接）経験
．．
となり得ると捉えてい
る 103。  
 
（5）「道徳的価値」（価値語・概念）の位置づけ  
 最後に、平野道徳授業展開において、徳目としての「道徳的価値」
つまり、概念語についてどのように扱われているかについてみていく。
それは、前章で確認されたように、「道徳の時間」や「道徳授業」を構
想する上で、「道徳的価値の理解」をどのように捉えたらよいのかは、
一つの重要課題だからである。ここでは、具体的な授業案を基に考察
する。  
ここで例にとる授業展開例は、平野の論稿と併せて「価値葛藤の場
を活かす道徳授業論の展開」として掲載された小学校教員作成の指導
案である（「教員による展開例」と略）104。これ以降、平野は自身の著
作でこの指導展開を具体例として取り上げている（「平野による展開例」
と略） 105（資料 7-1）。この授業展開例は小学校三年生を対象とするも
ので、使用されている資料は『新しい生活』（東京書籍）の「かかりの
しごと」（一部改作）である。本資料は、主人公である動物好きの「明」
が、学校で飼育栽培の係になるものの、動物の世話に比べ花壇の手入
れの仕事にはやる気が出ず、当番をさぼって帰宅しようとする途中で
「やっぱりみんなにわるいかな」と立ち止まる、というところで話が
終わる資料である。  
授業主題は「係の仕事」という生活主題であり、この主題には「①
道徳的価値としての責任感、②児童における責任感にかかわる道徳体
験、③責任遂行に苦悩する他者（資料）の道徳体験」 106という要素が
含まれているとされている。資料内に含まれる価値葛藤場面は 5 点あ
るが 107、基底として本資料で想定されている「価値葛藤」は、「責任」
という道徳的価値に対し、「無責任」が対立しているわけではなく、「自
己の心身の安楽を求める欲求であり、さらには自分の家に飼育してい
る動物への愛情である」 108とされている。  
 授業全体の構成としては、これまで示してきた構図を描いているが、
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ここでは特に展開過程の最後および終末段階に表れる「道徳的価値語」
の扱い方について着目したい。資料 7-1 内「終末段階」にあるように、
「責任」という語に触れる部分に関しては「ごく軽く概念化する指導
―いえなければ教師が示す」「余り理づめにならないように軽く尋ねる
―答えられなければ教師が説明するか、むずかしいかなといって省略」
といったように、重きをおかれていない。  
さらには、「平野による展開例」においては「原理的考察による法則
化」の段階がそもそも設けられておらず、資料 7-1 内で二重下線を引
いた箇所（責任感という心構えを明示化する箇所）は削除・変形され
ている。「教員による展開例」において「自分で引きうけた仕事をまじ
めにやり通す態度をなんといえばよろしいか
．．．．．．．．
」という発問は、「自分で
進んで引受けた係の仕事はどうすればよいか
．．．．．．．．
」と置き換えられ、概念
化の要素が弱められている。「教員による指導案」で、「他者体験の理
解」の段階の終末に「球根植えをすませて帰る時の明の気持ちはどん
なだったでしょう」と発問し「明るい満足」という答えが想定されて
いるが、これもまた平野の指導案では削除されている。このことも、
関連性が窺えよう。  
 こうした違いが生れる要因の一つは、平野が原理的考察による法則
化は「小学校、とりわけその低学年では全く不可能であるであろう」109
と考えていたことにあると考えられる。ただし、「漸次その重要性を増
してくる」とされた中学校高学年、高校生段階の授業構造においても、
違いは授業展開の「終結」段階であり、中学・高校段階「他者の理解」
を「展開」段階に据える形は維持している 110ことから、「原理化」「法
則化」が中心的位置づけにあるわけではないことが確認できる。  
 平野の道徳授業論において、道徳的価値の生成過程に焦点が当てら
れ、生成の結果（完成態）としての徳目に重きをおかない理念は、こ
うした授業展開に具現化されている。つまり、平野の道徳授業論にお
いては、価値葛藤の過程において悩み考えることが主眼なのであり、
結果としての道徳的価値（徳目）を概念化・言語化することは目的で
はなかった。ここには、戦後初期に平野が志向した、「真の道徳性の啓
培は、道徳性を裸のまゝに直接に―体験としては間接に－与えようと
した従来の修身科に於いてよりも、却って道徳性を各生活領域に於て
『包まれた形』に於て、いわば間接に指導することによって－体験と
しては直接に－身につけさせようとする」方法こそ「真の効果を上げ
得る」との考えが継承されている。  
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資料 7-1.「教員による展開例」と「平野による展開例」  
○「授業展開の大要」  指導者：板野敦子  【全文】  
過程  指導内容と発問   留意点  
事前  
 
A  自 分 の 係 り の 仕 事 を 怠 け た こ と は あ り ま
せんか  
B 資料「係の仕事」を読んでおきましょう  
●前日の「終わりの会」で指示
する  
導入  (1)学習動機の喚起  
 ○この学級にはどんな係がありますか  
 ○係の人はまじめに仕事をしていますか  
(2)学習目的の自覚  
 ○係の仕事をいつもまじめにやることがむ
ずかしいのはなぜでしょうか  
 
●係の表を用意  
●自由に発表  
 
● 軽 く 問 題 意 識 を も た せ る た
めに  
展
開 
①
自
己
体
験
の
内
省 
( 3)自己道徳体験の具象化  
 ○自分の係の仕事をまじめにやることがで
きなかった時の様子を思い出してみまし
ょう  
 ○その時の様子をありのままに発表してく
れませんか  
(4)自己体験の問題点の考察  
 ○どうして係の仕事をまじめにやれなくな
ったのでしょうね  
 ○その時、心の中でどんなことを思いまし
たか  
 ○その時、どうすればよかったのでしょう
ね  
(5)人間の有限性に気づかせる  
 ○これは誰でもむずかしいことですね  
 ○も少し考えてみましょう  
 
 
●暫く間をおいて  
 
●気楽に５、６人に発表させる  
－批判しないように  
●主な理由を板書  
●「どうしようか」  
●反省する態度に導く  
 
●独語の形で  
●問題意識へ  
②
他
者
体
験
の
理
解 
( 6)他者道徳体験の具象化  
 ○資料「係の仕事」を読んできましたか  
 ○誰かに読んでもらいましょう  
 ○この主人公は誰ですか        ―
「明」  
 ○明は何の係になったのですか  
 ○それは誰がきめたのですか  
▲迷ったが決心した  
(7)教師の音読による具象化  
 ○先生が読んでみますから、明がどんな態
度 で 係 の 仕 事 を や っ た か を よ く 考 え な が
ら聞いていて下さいよ。  
(8)問題点の考察（ A）  
 ○明はお玉じゃくしの飼育には、どんな態
度でやりましたか               
―（熱心）  
(9)問題点の考察（ B）  
 ○「花だんの手入れ」になると、どんな態
度になりましたか  
    ―（不熱心）  
 ○どうして熱心になれないのでしょうか  
○それはどこで分かりますか   
   ―やる気がしない  
 ○やる気がしないので、どうしましたか  
 
 
 
●よく読める子に  
●板書  
●板書  
●自分の意志で  
 
 
● 情 感 を こ め て ー 説 明 を 加 え
ながら音読  
 
 
 
● 好 き だ か ら 熱 心 と い う だ け
で は 責 任 感 が 強 い と は い え な
い  
 
 
 
 
●文の表現から  
 
●価値葛藤の場の苦悩を克服  
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  ▲がまんしてやった  
 (10)問題点の考察（ C）  
 ○球根植えの日の明の態度はどうでしたか  
 ○それはどこで分かりますか  
▲明はだまっていた  
▲教室に残っていた  
▲校門へ向う途中で立ち止った  
 ○くみ子にいわれた時、なぜだまっていた
のでしょう  
 ○放課後、教室に残って何を考えていたの
でしょうか  
    ▲やりたくないな、どうしようか  
    ▲家にはカニやフナがまっている  
    ▲今度はやらなくてもいいさ（弁解） 
 ○校門へ向う途中で立ちどまったのはなぜ
か  
    ▲皆に悪いな（連帯感）  
    ▲どうしようかと迷う  
 ○明はここでどうするのでしょうか  
    ▲花だんへもどる  
    ▲家へ帰る  
     ※がまんして花だんへもどる  
 ○明が花だんへもどるには、どんな決心が
いりますか  
    ▲いやでも係の仕事はやらねばなら
ない  
    ▲それにはがまん強くなければなら
ない  
 ○明が花だんへもどろうと決心したのはな
ぜだろうか  
    ▲友だちに対してすまない  
    ▲係の仕事はやらねばならない  
 ○球根植えをすませて帰る時の明の気持ち
はどんなだったでしょう  ―明るい満足  
 
 
 
 
 
 
 
● 価 値 葛 藤 の 場 ③ の 苦 悩 を 想
像させる  
● 価 値 葛 藤 の 場 ④ の 苦 悩 を 想
像させる  
 
 
● 弁 解 の 奥 に は 良 心 が 潜 在 し
ている  
● 価 値 葛 藤 の 場 ⑤ の 苦 悩 を 想
像させる  
 
 
 
●この主題の山ば  
 
● 「 ど う す れ ば よ い で し ょ う
か」と問えばタテマエの答にな
ると思われる  
● 家 へ 帰 っ た と い う 答 で も 一
が い に 否 定 し て し ま わ な い こ
と  
● 葛 藤 の 克 服 の 方 途 を 考 え さ
せることが重点  
● 友 人 の 立 場 を 考 え る こ と は
連帯感の意識の目ざめ  
●明るい深い満足  
●道徳実践への自信  
 ③
主
体
化
に
よ
る
自
己
超
越 
( 11)批判による主体化  
○「花だんの手入れ」に対する明の態度に
ついてどう思います   
   か  
    ▲不熱心―やる気が足らぬ  
    ▲責任感が弱い  
    ▲自己弁解は卑怯  
    ▲我まんが足らない  
    ▲好きなことはらくにできる  
○このような時、あなただったらどうしま
すか  
    ▲迷う―困る  
    ▲いやなことはやりたくない  
    ▲いやでもがまんしなければならぬ  
 
 
 
 
● 明 の 不 熱 心 を 一 が い に 責 め
るのは近視眼的である  
● 葛 藤 の 場 で 迷 い 悩 む 明 の 態
度 は 人 間 と し て 尊 い 姿 の 芽 生
えである  
 
● 自 己 の 問 題 と し て 受 け 止 め
る態度の基盤  
● 人 間 の 弱 さ へ の 共 感 は 寛 容
の徳性を育てる  
終結  (12)原理的考察による法則化  
○気のりがしないことでも、しなければな
らないのはなぜでしょうか（自己の意志
で）  
○（明の分担は誰が決めたのですか）  
○自分で引きうけた仕事をまじめにやり通
す態度をなんといえばよろしいか  
      ▲責任―責任感  
○責任をやり通すのには、どんな心がまえ
 
● 自 己 の 意 志 で 決 定 し た か ら
と 答 え ら れ な い 時 は 次 の 発 問
によること  
 
● ご く 軽 く 概 念 化 す る 指 導 ―
いえなければ教師が示す  
 
●ごく軽く  
葛藤―決断  
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がいりますか  
      ▲いやでもがまんする心  
      ▲苦しくてもがまんする心  
○何のために責任はやり通さねばならない
のでしょうか  
      ▲自分がきめた仕事だから  
      ▲級の分担の仕事だから  
      ▲楽しい級にするために  
(13)道徳的価値の生活化  
 ○責任と言うことが大切なのは「係の仕事」
の時だけでしょうか、ほかにどんな場合
がありますか  
 ○責任ということについて、感じたことや
これからの考えがあったらノートに書いてお
きましょう、これで終わります。  
 
 
 
● 余 り 理 づ め に な ら な い よ う
に 軽 く 尋 ね る ― 答 え ら れ な け
れば教師が説明するか、むずか
しいかなといって省略  
 
 
●具体的な事例をあげさせる  
● む ず か し け れ ば 教 師 が 説 明
してもよい。  
 
○「平野による授業展開例」  【一部抜粋】  
指 導 過
程  
指導内容と発問   指導上の留意点  
②
展
開
段
階 
c
自
他
浸
透
に
よ
る
自
己
超
越 
a
主
体
化 
（１１）「批判による主体化」  
①「花だんの手入れ」に対する明の態度につ
いてどう思いますか  
・不熱心―やる気が足りない  
・責任感が不足―自己弁解は卑怯  
・すきなことだけ熱心―誰でもいやなことは
したくない  
・がまんが足りない―自制心が不足  
 
②このような時、「あなただったら、」どうし
ますか  
・迷う―「困った、どうしようか」  
・いやでもがまんして―責任をはたす  
・皆にすまないから、がまんしてやる  
 
● 余 り 明 の 態 度 を 責 め る 方
向に導かないよう留意する  
●誰でも「いやなことはした
くない」という傾向があるこ
とを考え、「人間の弱さ」に
同情・共感することを忘れな
いように導く  
● 自 分 の 問 題 と し て 受 け と
め る 考 え る 態 度 の 地 盤 を 育
てる  
● 自 分 に も 仲 々 む つ か し い
と い う こ と に 気 づ け ば 寛 容
の徳性が育つ  
b
自
己
超
越 
（１２）「自他浸透による自己超越」  
①「気のりがしない」のに、明はなぜ「係の
仕事」をしなければならないのでしょうか  
 
②「係の仕事」はどのようにして決めたので
すか  
・自分から進んで引き受けた  
・「花だん」の仕事も含まれていることは知っ
ていた  
③自分で進んで引受けた係の仕事はどうすれ
ばよいか  
④責任はなぜやり通さねばならないか  
 
●「自分の意志で選んだ係の
仕事だから」とは答えられな
い か も 知 れ な い ー そ の 時 は
次の問を出す  
● 自 由 に は 責 任 が 伴 う こ と
に気づかせる  
 
●「責任」という語を軽く用
いてみる  
● 余 り 理 詰 め に な ら な い よ
うに  
③
終
末
段
階 
生
活
化
（
一
般
化
） 
（１３）「価値の生活化」（一般化）  
・「責任」が大切なのは「係の仕事」の時だけ
でしょうか  
外にどんな場合があるか考えてみましょう  
・これで終ります  
●具体例をあげて  
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（6）小括―平野道徳授業論における「価値葛藤」  
以上から、平野の価値葛藤の発想に基づく道徳授業論は、①「価値
葛藤の場の設定」により内容が選択・構成され、②設定された価値葛
藤の場において「主体的内省」により自身の不足に気づきより善い在
り方を希求する契機を得ることで学習意欲・課題意識の淵源とし、③
その課題意識を土台として、「他者の葛藤克服の方法」を材料として知
り、④批判的吟味によってその材料を自身の経験に変換することで、
学習者自身の道徳性を高めるという展開原理を有しているといえる。
この中で「道徳的価値＝徳目」は、③において、葛藤克服の過程を通
して学ばれることが想定されている。  
では、平野道徳授業論における「価値葛藤」の意味、そして、方法
論としての価値葛藤の言い換えである「生成過程への還元」の意味に
ついて小括として整理する。  
①「価値葛藤」の入れ子構造と 2 つの接合点  
 平野道徳教育論における「価値葛藤」は、①内容選択原理、②自己
起点型、③方法原理としての生成過程への還元（道徳的価値生成過程
の間接経験化）の 3 つの意味があることを示した。この原理に基づく
授業展開では、①自己内省、②他者理解、③自己超越（の意欲）とい
う 3 段階の展開が想定されている。この展開の意味について検討して
みると、“道徳的価値生成過程の入れ子構造”と“ 2 つの接合点”とい
う平野授業論の特徴がわかる。  
平野授業論を構造的に図示したのが図 7-9 である。そもそも「価値
葛藤の場」は道徳的価値創造の淵源であるという発想に基づいていた。
道徳教育においてこの創造の主体は学習者自身である。そのため、授
 
図 7-9 平野授業構造図  
（筆者作成）  
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業展開の基底には「学習者自身の価値葛藤経験（道徳的価値創造過程）」
が敷かれている。つまり、授業自体が、仮想的な価値葛藤経験として
体験されることが目指されている。そして、学習者自身の葛藤の“克
服”（≒解決）を一歩高い次元に導く材料として学習教材とされるのが
「他者の価値葛藤経験（道徳的価値創造過程）」である。こうして、自・
他による価値葛藤経験すなわち道徳的価値創造過程が入れ子になるよ
うに構造化されている。  
加えて、自他の経験を接合するために設けられているのが「内省」
と「批判」の段階であった。同時に、授業という枠付けされた状況と
日常生活を接合する思考が「生活から生活へ」の生活主義志向であり、
平野授業論においてこれは授業冒頭の生活主題による導入によって
〈生活と授業の接合〉は実現され、授業終末においては「一般化・概
念化 and/or 生活化」によって〈授業と生活の接合〉を実現するという
構図を描いている。  
この構造が示す究極的目的は、〈授業での学びと道徳的実践の接合〉
に外ならない。こうした構図によって、「実践力としての道徳性」に資
する道徳授業での学びをうもうとしたのが平野価値葛藤論による授業
構想であった。  
②「迷い」に重点をおく「目的的価値葛藤」  
 最後に、平野の「間接経験」つまり資料に表れる他者経験において
特徴的な点として、他者の「迷い」と「苦悩」を重視した点を指摘し
ておく。平野は修身教育の批判的考察から戦後道徳教育の方向性を企
図したが、1980 年代においても修身科の批判点として固持したのが修
身教科書に表れる「模範的道徳行動」「理想的人物の模範的行動」を学
習材料とし、これを「教師の『説話』によって」「『感動』させようと
した」ことへの批判であった 111。この「模範的在り方」は、「道徳文化
として、『出来上った完成態としての道徳』であ」るとして、生成過程
への還元に基づけば、「『出来上りつつある未熟な児童生徒の状態』に
まで還元し」「未熟不完全な道徳体験の過程」において学ぶ必要がある
とする。  
 平野は、新たな時代における倫理の特質を「『平等の倫理』（横の倫
理）、『自律的倫理』（自由の倫理）、『開放の倫理』（世界的倫理）、『個
性の倫理』、『創造の倫理』（開拓の倫理）」としていたが、そうした新
たな時代に求められる道徳教育においては、「何の迷いも苦悩もない人
生行路について学ばせるのではなくて、『我いかに生きるべきか』と人
生の道に迷い苦悩する場面、私はこれを『価値葛藤の場』と呼ぶので
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あるが、このような岐路に立って迷う人間の姿」を多く含みもつもの
でなければならないと強調している 112。  
平野が道徳授業の展開として想定した①自己内省、②他者理解、③
自己超越（の意欲）の 3 段階をそれぞれ「何を学ぶのか」という視点
で言い換えるとすれば、①思慮深さを得る（葛藤できる力）、②葛藤克
服方法としての知見を得る（葛藤を克服・解決できる力）、③自己変容
の意欲を得る（葛藤を克服・解決したいと思える力）とも言い換えら
れよう。  
そして上述の言説を踏まえれば、この中でも平野はまず出発点とし
ての「葛藤そのものができる力」を重視したと考えられる。それは、
勝部論において「なるほど」と納得する姿が学習者の目標像だったと
すれば、平野論においては「（実のところはよく）わからない」と悩む
姿を「道徳授業」の目標像としたといえる。他者体験により「善さ」（道
徳的価値）を学ぶことは葛藤克服の材料とされる。つまり、平野道徳
授業論における「価値葛藤」は、「目的的価値葛藤」と位置づけること
ができよう。  
先に示した資料「平野による展開例」においても、「誰でも『いやな
ことはしたくない』という傾向があることを考え、『人間の弱さ』に同
情・共感することを忘れないように導く」「自分にも仲々むつかしいと
いうことに気づけば寛容の徳性が育つ」と示されており、平野の道徳
教育・授業論においては「有限的人間観」に根ざす姿勢が貫かれてい
る。このことが、「葛藤」自体を目的に据える「道徳授業」を志向させ
たといえよう。  
なお、この授業展開例の留意点の一部に紛れて示されている「寛容
の徳性」は、「目的的価値葛藤」原理に基づく道徳授業において育む道
徳的資質（道徳性）の中核的存在に位置づくものであり、現代的課題
との接点があると考えるが、これについては別稿を期す。  
 
第 8 節  まとめと考察  
 以上本章では、「道徳の時間」特設時に「道徳授業」としての成立に
機能した「価値葛藤」の発想を軸に「道徳の時間」草創期に提案され
た道徳授業論の比較を行うとともに、「価値葛藤」の源泉とされる平野
価値葛藤論における価値葛藤の意味およびその授業論の全体像につい
て紐解いてきた。  
「道徳の時間」草創期に典型とされた道徳授業展開案は、それぞれ
に「（価値）葛藤」の要素を含むものであり、初期「道徳の時間」の存
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立に価値葛藤の発想が不可欠であったことが窺えた。そして「価値葛
藤」の意味するところは、どれも道徳的価値それ自体の論理的対立を
意味する物ではなく、「道徳的価値に関連して生じる内面的・心理的葛
藤」を意味することが共通点であった。しかし葛藤の位置づけには平
野とそれ以外で大きく異なっている。平野以外（大平案や勝部案）に
おいて「葛藤」は、問題解決を目的に据え、その問題に対する課題意
識の喚起や主体化を促す方法として、あるいは道徳的価値の正しさを
理解する（納得する）ことを目的に据え、その前段階としての自己欲
求・欲望との闘いを意味する物であり、それは「方法的価値葛藤」と
も呼べるものであった。  
これに対し平野は、葛藤自体を目的に据える「目的的価値葛藤」を
志向していたといえる。そこでは、授業展開の一部に葛藤場面が敷か
れるというよりは、授業内容の選択原理として「価値葛藤の場」を捉
えるとともに、自己の価値葛藤経験を基盤に、他者の価値葛藤克服経
験を間接的に経験するという価値葛藤経験の入れ子構造を採用するも
のであった。  
 それでは最後に本章の総括として、特に勝部論と平野論に着目し、
この「価値葛藤」の違いを生む前提となる各道徳授業論が志向する「道
徳的学び」の様相について整理・考察する。   
 勝部の発想は、共同思考による理由発見過程を通して得られた道徳
的価値は、子どもたちそれぞれに納得されたものとして学ばれ、実践
化に寄与するという考え方といえる（納得感による実践化）。その際の
「実践化」とは、「道徳的価値の実践化」であり、授業としては「道徳
的価値の理解」が目的となる構造を持っている。そのため授業の発問
としてのキーワードは「なぜ（それが正しいと思うのか）」になる。道
徳的価値の理解を目的としながら、その過程を「教え込み」（暗記暗唱）
ではない民主的・自律的・主体的方法として「理由づけ」を重視した
といえる。  
 一方平野の発想は、より根源的に道徳性を身につけることを志向し
ている。つまり、善さを追求する
．．．．．．．
形式
．．
が道徳性であるならば、何が善
いことなのかを日頃から問える姿勢や力自体が道徳的あり方であり、
これを身につけさせることが道徳教育の目標となる。そのために、起
点としての自己のあり方を振り返り、自身が道徳的に向上すべき状態
にあることを自覚する、葛藤することを重視した。そうして、自己の
課題を発見することが実践化に寄与するという発想である（課題意識
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による実践化）。その際の「実践化」とは、「道徳的あり方を問う姿勢
の実践化」であり、授業としては「道徳的あり方を問う意欲・意志の
醸成」が目的となっている。そのため授業の発問としてのキーワード
は「あなたならどう思うか」となる。  
 したがって、勝部論は、生活主義に位置づく授業論とされるもので
はあるが、相対的には「道徳的価値の理解」に目的をおくものであり、
平野論は、「自省による道徳的意志の醸成」を目的とする授業論であっ
たといえよう。  
この違いをイメージ化するならば、図 7-10 の通りである。どちらも
文脈や状況に応じて必要な場面があると考えられるが、少なくとも、
「葛藤」理解の微小な差異が生みだす授業実践としての違いは、意外
に大きいものになる。現在において、「道徳科」の実践創出を企図する
際にも示唆を与えるものであろう。  
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終章  
 
 
 本研究の目的は、1945（昭和 20）年以降の戦後日本の学校教育におけ
る道徳教育史を、教育・学習の課題としての視座から再検証し、特に 1958
（昭和 33）年に設置された「道徳の時間」の成立過程および「道徳の時
間」授業論に着目することで、学校教育全体において道徳教育の一部分
を成す「道徳授業」の原理や役割、そしてそれが内包する課題を、戦後
日本の道徳教育史という文脈の中において明らかにすることであった。
その際、戦後道徳教育の政策的展開だけではなく、戦後道徳教育の歴史
の中で理論的・実践的探究と課題克服の往復過程を歩んだ平野武夫を視
角とし、平野の道徳教育・授業論の成立・変容過程を一軸に立てること
でより重層的な教育論的再検証を試みるとともに、戦後日本「道徳の時
間」の一類型と考えられる「価値葛藤」発想に基づく道徳授業論の展開
を明らかにした。  
 以下、本論を概観した上で本研究の成果を総括し、今後の課題につい
て考察する。  
 
第 1 節 各章総括  
 本論は、序章に示す 7 つの課題に呼応する形で章を構成した。しかし
第 2 章以降は、政策的全体動向とこれに呼応する平野価値葛藤論の展開
軸を据える 2 章 1 セットの構成となっている。そこで成果概要としては、
第 1 章／第 2・3 章／第 4・5 章／第 6 章／第 7 章の 5 区分で総括する。 
 
（1）戦後日本道徳教育史研究における平野および価値葛藤論の意義  
 第 1 章は、戦後日本道徳教育史の再検証という本研究の作業における
平野武夫および価値葛藤という視角の妥当性を検証するため、これらの
戦後日本道徳教育史研究における意義を検討した。  
これにより、平野は、従来の政治的イデオロギー対立構図を超え、関
西道徳教育研究会という実践的視点、価値葛藤という理論的視点を媒介
に制度的「道徳の時間」の「道徳授業」としての成立に接点をもってお
り、戦後初期からの変遷を踏まえながら「道徳の時間」の初期理念成立
までの過程を連続的に捉える手がかりとなり得るということが明らかと
なった。  
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（2）戦後初期道徳教育の課題と全面主義理念の誕生  
 第 2・3 章は、1945（昭和 20）年の戦後日本の出発地点における道徳
教育の課題と、1950 年前後までの戦後教育改革期における全面主義道徳
教育の理念の内実について検討した。  
 教育勅語と修身科処理問題が先行する当該時期においては道徳教育の
初期理念は見えづらく、全面主義も道徳教育の忌避傾向と表裏一体のも
のとして捉えられる向きもある。しかし、戦後日本道徳教育は、国家主
義的道徳ひいては極度に硬直した規範的道徳への反省から、道徳におけ
る規範的・自省的側面と開拓的・創造的側面の両面性の捉え直しを図る
とともに、道徳を「個」と「社会」、より厳密には「個の内面」と「社会
における個」という、道徳の主体である個人を“内側”と“外側”の二
方向から捉える必要があることを再発見・再確認している。  
ただし時代的課題としては、国家（公権力）による価値規制の脱却（国
家と教育の関係改革）が最重要課題となる中で、道徳教育のあらゆる規
範的側面の抑制に優先的に重点が置かれることで、「教科」設置は修身科
への逆行回避の力学から否定され、「授業」という目的的な機会（時間と
場）を設置する形態も相対的にその意味を低下させる状況にあった。  
より積極的には、従来等閑視されてきた個人の“外側”、つまり社会認
識力の形成を道徳教育の中核的課題に据え、特に学習者に身近な“外側”
である実生活で直面する具体的な問題との対峙の中で道徳性を育む道徳
教育（生活主義と問題解決学習）が台頭する。この発想に基づく道徳教
育はまさに社会認識力形成をねらいとする社会科が中心的役割を担うと
ともに、教育課程全体も生活単元で構成される経験主義カリキュラムが
土台であることから、学校教育全体で道徳教育を行うとする全面主義道
徳教育の理念が台頭した。【第 2 章】  
一方、新たな時代における道徳観や倫理的課題、全面主義道徳教育の
理論的・哲学的基盤を模索した平野は、次のような方向性を見出す。  
平野は、自身の修身担当教師としての体験的反省にも基づきながら、
修身教育が観念的・抽象的で「理想型」の「暗記」に傾斜した点を課題
とし、「実践力の涵養」を道徳教育の最大目的に据える。これは、人間性
への懐疑が生じつつあった時代認識、人間の有限性への自覚を前提とし
ながら、主体的・開拓的・民主的個人の育成という新たな時代における
人間形成の主題、そして自由と責任を有する主体において初めて道徳（倫
理）の問題は生起するという道徳理解にも根ざすものであった。  
この実践力への関心は生活現実を基盤とする生活主義志向を生んだ。
そして生活（体験的な相）における道徳生活の考察において、道徳が発
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生する契機とは“価値の対立相剋によって良心の葛藤が生まれる地点で
ある”という理解、のちに「価値葛藤」として用語統一される発想を生
起させる。同時にこの道徳理解は、道徳性とは諸価値（他の生活領域）
の追求過程における調和と統一をもたらす形式であり、独自の生活領域
を形成しない
．．．
という理解と表裏のものであり、これによってカリキュラ
ム構成における道徳教育の全面主義を支持する裏づけともなった。  
一方で、平野の実践的課題意識は道徳教育軽視・忌避傾向の蔓延であ
った。この思いが新時代における道徳教育の理論的探究の推進と関西道
研の設立という実践活動を後押ししている。平野が道徳教育の推進にお
いて重視したのは「教師」であり、道徳教育の「自覚的」推進が当該時
期の主課題であった。そこで平野は、教師と共に道徳教育について探究
する場である関西道研を立ち上げるとともに、カリキュラム全体におけ
る道徳教育の観点や契機を自覚化する材料として、学習指導要領に含ま
れる道徳的価値の分析と提示を行っている。【第 3 章】  
 
（3）全面主義道徳教育の模索と課題―特設主義の萌芽  
 第 4・5 章は、道徳特設に至るまでの 1950 年代の全面主義道徳教育期
における模索と課題について検討した。  
 第 4 章の全体的動向の検討から見えてくることは、全面主義道徳教育
理念（生活主義、社会認識力形成を含む）の実現と推進にたちはだかる
様々な課題の要素である。  
戦後新教育に対しては、社会的混乱を背景に、道徳的価値基準を求め
る声や学校にいわゆる「しつけ」的教育を求める声も根強かった。言い
換えれば、国家的規制を排する一方で、学校に対して規範的側面からの
道徳教育を求める社会的要請が消失したわけではなかったということで
ある。また、社会科理念の実践化の困難性も指摘されていた。それは、
相互依存関係の理解が感謝主義に止まる教育実態や、生活現実・社会と
の交流を根幹とする社会科が、むしろ社会に残存する伝統的価値観と民
主主義的価値観の矛盾を大きくすることなどであった。  
一方、1950 年以降の政策転換の中で再燃した愛国心問題や教育勅語問
題が道徳教育への忌避傾向を助長したこと、教育への国家規制整備の進
行や学習指導要領の法的基準性強化などにより、学校教育（公教育）に
おける道徳教育としては、道徳的価値基準・指導基準の理解や社会問題
の取り扱いを再考せざるを得ない状況が生じた。加えて、教育問題とし
ても、基礎学力低下批判の強まりを背景に教育課程全体の系統主義化が
278 
 
進み、戦後道徳教育の中心的位置にあった社会科も変容を見せる。社会
科の「社会化」や問題解決学習の後退、そして全面主義道徳教育の根底
となる経験主義カリキュラム自体の見直しは、生活主義を基底とした全
面主義期の道徳教育に揺らぎを生じさせるものであった。  
その一方で、道徳教育の模索としては、道徳的価値の実証研究の推進
や生活指導実践の台頭による個に応じた実践志向の道徳教育が推し進め
られてもいた。その中では、戦後新教育の民主主義道徳教育としての自
律的・開拓的側面と「しつけ」に代表されるような規範的側面との融合
を試みる実践も見受けられた。1955（昭和 30）年社会科改訂の背景には
個の内面性に関わる教育の要請があったが、当該実践においても自律的
個人の育成という目的から敷衍する形で、自己の確立や自己の統制力と
いった自己との対峙による学びへの関心が内包されていた。このことを
踏まえるならば、内面性重視の声は従来、愛国心問題と呼応することで
政治的問題に取りこまれるきらいもあったが、他方道徳教育実践の文脈
では、内面性や精神性にも関わる「自己」への関心をどのように現状の
教育思潮や教育課程において実現させていくかは、道徳教育のあり方を
考える重要課題であったと考えられる。【第 4 章】  
 この時期平野は、価値葛藤を道徳の本質的理解とする発想のもと、全
面主義道徳教育の推進を図る一方で、全面主義の実践的課題や政策動向
と呼応しながら自身の道徳教育論も改善を重ねていた。  
 平野が全面主義道徳教育の実践的課題と捉えたのは、道徳教育の実態
が「直接化・画一化・平面化」傾向にあることであった。端的には、全
面主義という形態の中で、道徳性を直接的に与える方法に流れやすい傾
向にある実態を課題視していた。この背景には道徳観・道徳教育観の転
換の難しさや経験主義教育の技術的難しさが背景にあると考えられるが、
これに対し平野は、問題解決学習を主軸とする道徳教育カリキュラムの
構造化、教師の道徳観形成や指導基準としての徳目研究（道徳的価値の
理解促進）を打開策として進めていった。ただし徳目研究は、それが徳
目主義とは別のものであることを声高に説明しなければならないほど、
容易に受容されるものではなかった様子が窺える。  
道徳教育カリキュラムの構造化については、学年段階（発達段階）の
考慮の必要性や教育方法改善の必要性の意識からきているものであった
が、当時特設時間（目的的機会）を活用して道徳教育を行う教育実践が
生れてきていたこととも呼応している。それらの内実については検討の
余地があるとしながらも、特設という形態や追体験による学習の意義を
再考し、カリキュラムの一部として組み込まれていった。平野は、社会
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科改訂における単元設置や特設時間を“教育形態”の一部と捉え、道徳
教育原理としては問題解決学習すなわち価値葛藤理解を踏まえた道徳教
育を一貫して展開している。言い換えれば、理念の中核を価値葛藤に据
えることで、現実策としての道徳教育のあり方は、様々な要請、実態と
の呼応の中で「中庸的に」模索していったともいえよう。【第 5 章】  
 
（4）「道徳の時間」制度成立時の「道徳授業」の枠組み  
第 6 章では、1958（昭和 33）年「道徳の時間」の成立過程や道徳特
設論争の再検討、そして成立した「道徳の時間」の有する性質を検討し
ていった。  
政治的意向も一つの背景としながら、政策策定過程では道徳教育の「推
進・強化」という点において統一見解があり、「道徳の時間」という特設
形態による道徳教育方法の必然性が論理的に導かれたわけではなかった。
ただし、審議過程において戦後道徳教育の様々な課題背景に対する認識
が踏まえられていないわけではなく、教育論・授業論としての議論の収
斂には政策審議の限界性もある。その中で、政策課題としての道徳教育
“推進”の動力を解釈すれば、公教育を担う機関としての学校の役割論
（例えば、宗教的基盤の脆弱な日本社会への課題認識や民主主義道徳教
育の普及）といった課題意識が学校教育における道徳教育を要請する契
機となっている様子が窺えた。  
道徳特設論争の再検討は、日本教育学会の提起（『草案』）を特設批判
論の集約点として位置づけ、これの分析をもとに行った。『草案』は、道
徳教育の国家主義化ひいては「適応的人間の育成」の助長を最重要問題
と捉えることから「特設政策否定」の選択がなされている。しかしその
一方で、道徳や道徳教育における創造的側面だけではなく規範的側面も
認めており、道徳の持つ「社会の中の個」という側面、つまり“外側”
（社会認識）への関心が棄却されず、教育方法の改善がなされる前提に
基づけば、「特設」という形態については否定されていない。というより
はむしろ、その意味での目的的教育（授業）は要請されているというこ
とが読み取れた。もちろん、ここに仮定した前提が、現実には抑制され
るであろうという予測から、現実的選択として特設政策を否定するわけ
であるが、現代的観点から特設論争に知見を得る上では、特設否定の結
論のみに捉われない見方も必要となろう。  
『草案』の提出する視点も踏まえながら、成立した「道徳の時間」を
検討すると、道徳の「内容」には、規範的道徳と創造的道徳が併存して
いること、「方法」においては、多様な方法を提唱し一方向的伝達型の方
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法に陥らない方策を示そうとしていることがわかる。より具体的には、
全面主義／生活主義からの接続方策として、①生活題材重視や時事問題
の活用、②学級担任担当制、③内容配列の半構造性と教育計画の可変性
（弾力性）、④「価値葛藤」発想の導入がなされていた。  
そして、学校教育全体における道徳教育の中に位置づく「道徳の時間」
は、「価値起点型時間」と「課題集約型時間」という 2 つの機能を持ち合
わせる構造として構想されている。道徳特設背景からしても、道徳教育
の目的的機会という性質からしても、「道徳の時間」はある種の望ましさ
（道徳的価値）の理解（≠暗記）を役割とする。一方で、上述の全面主
義・生活主義継承方策によって、道徳問題（課題）を内容として取り込
む機能も持たせている。これにより、「道徳の時間」の注入主義・徳目主
義―つまりは固定化・絶対化した観念的徳目の教え込みとは異なる「道
徳授業」の創出基盤（枠組み）を築こうとしたと考えられる。そしてそ
の「創出」（広義の意味での教育方法の開発）が、「道徳の時間」展開過
程の課題として残されたのであった。  
 
（5）「道徳の時間」初期理念としての価値葛藤に基づく授業原理  
 第 7 章は、道徳特設後約 10 年間の初期「道徳の時間」、「道徳授業」
草創期における授業論の展開と「価値葛藤」の発想に基づく「道徳授業」
原理について検討した。具体的には、初期「道徳の時間」の授業論にお
いて「価値葛藤」（ないし「葛藤」）の着眼が一つの共通点であると捉え、
「価値葛藤」の位置づけの比較から授業論を考察した。あわせて、「価値
葛藤」の発想の代表として平野価値葛藤論を取り上げ、その道徳教育・
授業論の全体像を明らかにした。なお、この作業に伴う平野および関西
道研の動向整理は「道徳の時間」展開過程の一端を実証的に明らかにす
ることも副次的ねらいとした。  
 「道徳の時間」草創期に典型とされた道徳授業論は、それぞれに「（価
値）葛藤」の要素を含むものであり、初期「道徳の時間」の存立に「価
値葛藤」概念の貢献があるといえる。その際「価値葛藤」とは、価値と
価値の論理的矛盾や対立を意味する物ではなく、（道徳）行為主体の内面
的・心理的葛藤を指すことが共通点であった。  
加えて、「価値葛藤」理論（発想）の提唱者とされる平野の理解に基づ
けば、この「価値葛藤」は、①道徳教育・授業の内容選択原理（「価値葛
藤の場」の理論）、②教育・学習原理（「生成過程への還元」）としての 2
つの意味が含まれていた。  
①の内容選択原理としての「価値葛藤の場」の理論は、修身科におけ
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る徳目主義との対比的概念である。道徳授業内容およびカリキュラムに
おける内容選択原理という側面から見ると、徳目主義は〈「善さ」の体系〉
による内容（カリキュラム）構成、「価値葛藤の場」の理論は、〈「迷い〉
の抽出〉による内容（カリキュラム）構成の原理として言いかえること
ができるものであった。  
②の教育・学習原理としての「価値葛藤」は、道徳的な葛藤状況（問
題）の克服（解決）を学習原理とすることで社会科が目指した問題解決
学習原理の発想を継承するものでもある。ただし両者を区分する点とし
ては、「価値葛藤」は「個」に起点を存する点にあると考えられる。  
そして、「価値葛藤」の発想を具現化する授業展開においては、「道徳
授業」のもつ目的的機会（場・時間）としての抽象性や使用される教材
（間接経験）のもつ抽象性、総じて「自己」（主体性）との乖離という課
題を、〈生活と授業の接合〉および〈自他の接合〉を原理として有するこ
とによって克服が試みられていた。これらの原理は、全面主義道徳教育
期に模索された新たな時代における道徳教育の方向性である生活主義志
向を「道徳授業」に継承する具体策であった。  
一方、初期「道徳の時間」の政策上の推進に使用された「道徳性の内
面化」論における「価値葛藤」と平野における「価値葛藤の場」の理論
としての「価値葛藤」は、〈方法的価値葛藤〉と〈目的的価値葛藤〉と対
比できるような相違があった。そこには、「道徳の時間」（「道徳授業」）
に本質的役割として求められる「道徳的価値の理解」ひいては「学習者
の道徳授業における学び」に対する微妙な認識の差異が生じている。こ
れを本稿では、方法的価値葛藤による道徳的価値の理解を〈価値の正し
さの納得〉、目的的価値葛藤による道徳的価値の理解を〈自己の課題の気
づき〉に重点を置くものとして捉えた。具体的な授業実践場面における
学習者像としては、「なるほど」の創出が力点となるか、「（実のところは
よく）わからない」の創出が力点となるかに違いが表出される。  
 以上が本論で明らかにしたことである。  
 
第 2 節 本研究の成果  
 
（1）戦後日本道徳教育史再検証としての知見  
①戦後道徳教育における「初期理念」について  
 戦後日本道徳教育史研究では、脱イデオロギー的立場から戦後道徳教
育史を見直し、これの再構築を図る試みが近年進められてきた。特に、
戦後教育改革期の再検討を貝塚が、これに続く道徳特設過程の見直しを
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押谷が進めてきた。それぞれの知見は、本研究においても基盤とし継承
している。  
 一方、戦後教育改革期の理解においては、貝塚によって、道徳教育の
「初期理念」が成立せず「あいまいさ」を残していたことが結論の一つ
として提示されている。ただし貝塚のこの結論の主眼は、その後に続く
道徳教育政策を「反動化」「逆コース」と捉える構図の切り崩しにあった。
つまり、突如としてそのような動向が生起したわけではなく、戦後教育
改革時の道徳教育理念の十分な検討（具体的には、修身科や教育勅語問
題の処理における道徳教育の目標や内容論の十分な清算）がなされず、
かつ、道徳教育を担う明示的な教科がなくなることによって、その未清
算課題が残存し続けたことが後の動向の潜在的契機となっていることを
実証し、「連続的」な戦後史観を提示している。すなわち、「逆コース」
論が前提とする戦後道徳教育「初期理念」の存在に疑義を呈することが、
一つの実証課題に位置づいている。この作業により、戦後道徳教育が抱
え続けていた課題を浮き彫りにし、戦後道徳教育の教育論としての再検
証の道筋を開いた点においてこの知見は意義深い。しかし一方で、「初期
理念」のあいまいさの指摘に焦点化することは、逆に戦後道徳教育が目
指そうとした方向性の理解を不透明にする側面がある。  
これについて本研究では、「道徳授業」という課題設定による政策動向
の見直しと、「平野」の視角を伴走させることによる複層的な再検証を行
う中で（これは「教育政策」の次元としての課題から一定の距離を取る
ことも意味する）、①教育勅語問題に代表される教育政策上での（明示的
な）道徳的価値基準の未成立を容認すること、②戦後初期の「方法改革」
を道徳観の重要な転換として位置づけること、③公民教育構想や初期社
会科における模索を「道徳教育」の文脈として正式に位置づけることに
よって、戦後道徳教育としての「初期理念」の存在を認める解釈を示し
た。これにより、問題の連続性ではなく、道徳教育の発展的模索過程、
つまり連続的な問題解決過程として道徳特設に繋がる戦後道徳教育史の
動向を位置づけたことが、本研究の成果である。  
②「道徳の時間」成立について  
これに続く道徳特設に至る過程も、同様の視角によって再検証を行っ
た。「道徳の時間」についての教育・学習的関心からの再検討という研究
課題の遂行に重要な役割を果たした発想は、「道徳の時間」の「成立」を
捉える際、それの制度的成立地点（1958 年）ではなく、一定の実践的受
容と授業理論が台頭する時期（1960 年代前半）にまで射程範囲を拡大し
たことである。  
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 政策動向の見直しと平野の視角から「道徳の時間」成立史を再検証す
る限り、1958（昭和 33）年「道徳の時間」が、その設置時点において教
育論・授業論としての教育的理念を十分に「成立」させていたとは言い
難い。道徳特設自体は、イデオロギー批判を捨象したとしても、やはり
政策的・制度的選択としての早産の状態で仮成立したと考える方が妥当
であろう。ただし、例えば須藤（2000）が、特設道徳を「要するに、道
徳教育を徹底強化するため（趣旨）、方法は何でもよいから（指導法）、
国民としての道徳性を高めよ（目標）ということである。」 1と表現する
ほどに単純な“仮成立”ではなかったとも言える。政治的要請、社会的
要請、全面主義道徳教育が生じさせた課題の克服という側面を引き受け
ながら、戦後道徳教育理念の継承を可能にする“枠組み”の設計を企図
して「道徳の時間」は構想されている。  
 この際、全面主義道徳教育期の初期理念が（ある程度）連続的に「道
徳の時間」に継承されていることを示す手掛りが、「価値葛藤」の存在で
あった。「価値葛藤」の用語自体は 1958（昭和 33）年の道徳特設時点に
おいても見られるがそれは「発想」の域を超えず、制度的成立地点まで
の検証によっては、「価値葛藤」を「道徳の時間」の理念として捉えてよ
いかは判断できない。そこで、授業論展開過程を視野に取り込むことで、
そこで台頭する「価値葛藤」を「道徳の時間」の「道徳授業」初期理念
の一つとして位置づけ、「道徳の時間」の教育・学習論的立場からの再検
証を可能としたのが、本研究の意義である。  
そして、（あくまで平野理論に基づくものであるが）「価値葛藤」の発
想は、道徳観・道徳教育観の本質的理解の次元において、全面主義道徳
教育と特設主義道徳教育（「道徳の時間」）を統一的に理解するものであ
った。このことの実証により、全面主義と特設主義を二律背反的関係と
して捉えるのではなく、さらに言うならば「特設主義」に対する過度な
警戒を解き、道徳教育の一形態として理解する基盤を本研究では提供し
た。ただし同時に、特設形態による「道徳授業」の実践的課題の多さを
示してきたことも、本研究の知見の一つである。これについては、次節
において考察する。  
③道徳特設政策への評価・解釈  
最後に、本研究の主目的ではないが、道徳特設政策に対する評価につ
いても考察を加える。この点は、第 6 章のまとめで触れた点と重なるも
のである。  
従来、特設政策における「学校教育における道徳教育の強化」は、国
家と教育の対立構図を問わざるを得なかった時代背景から、「国家主義的
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道徳教育の推進」として定位されることで、それの克服を道徳教育の至
上課題とする構図を生み出してきた。しかし、「学校教育における道徳教
育の強化」が意味するところは、日本社会において、学校という機関が
ある程度の道徳の優秀性（正しい見方や先見性）を保持する、あるいは
教員が道徳教育の専門性を有するという役割を引き受ける選択としても
機能するものである。当然ながら、どのような道徳観・教育観を前提と
するかによって、その役割の内実は異なる。しかし、家庭・地域との連
携（社会の中における学校の相対的役割の検討）や専門職としての教員
の資質・能力が問われる現代において「学校教育における道徳教育の強
化」という選択の意味を再度見直すことは、学校教育における道徳教育
の探究課題を、“国家主義からの克服”を超えた“道徳的学びの創出”へ
と駒を進めるための土台となるのではないだろうか。  
 
（2）戦後日本道徳教育の歩みからの「道徳授業」への示唆  
①初期「道徳の時間」における道徳授業原理  
全面主義道徳教育と直接接続する初期「道徳の時間」の制度や授業論
分析から理解されることは、「道徳の時間」における道徳授業とは、実生
活で発生する道徳的葛藤経験を道徳的価値の理解を通して再構成するこ
とを道徳的価値観形成の原理とするものである、ということである。  
制度的「道徳の時間」は、その目的として「道徳的価値の理解」を固
有の役割としていた。そして道徳の規範的側面と創造的側面の両面性を
具有し、歴史的経緯からは創造性に開かれることがより強く要請されて
いる。このこととも関連し、カリキュラム全体構造の中で「道徳の時間」
は起点・集約点の往還的・媒介的役割を期待されていた。あわせて、初
期「道徳の時間」の授業論が「生活から生活へ」という発想を基調とし
ていた点をより深めれば、「生活から」というのは、初期道徳授業論の共
通項であった葛藤経験を題材とすることに具現化されている。「生活へ」
の発想を換言すれば、実際的態度形成に繋がるような個々人の人格形
成・価値観形成におよぶ学びを目的とすることを意味していよう。  
そして、「道徳の時間」の固有目的である「道徳的価値理解」の方法や
解釈に多様な見解が存在している。共通するのは、単純な道徳的価値（徳
目）の概念的理解に止まることを排する点である。その意味で、初期「道
徳の時間」は全面主義道徳教育における生活主義・経験主義の発想を引
き継ぐものであり、いずれの授業論も経験の「再構成」を授業の主眼と
していると捉えられる。その際、平野の場合は、他者の道徳体験を材料
として、道徳的価値が生れるプロセスの追体験（生成過程への還元）を
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道徳的価値理解の学習手法としていた。  
平野理論に基づいた授業展開については本論で詳述してきた通りであ
るが、今一度その前提基盤となる観念を整理すれば、有限的な葛藤的存
在としての人間観、主体的・開拓的・民主的な人間育成を目指す教育目
的、価値の相剋を道徳発現の根基と捉える道徳観、実践力の涵養（「生き
た道徳性」）を目的に据える道徳教育観に支えられ、それらの理念を統合
する根本原理として「価値葛藤」の発想がある。  
行為と価値の問題を領域に含む「道徳」の「授業」は、様々な課題を
抱えている。それが持つ諸々の課題との対峙が戦後道徳教育の歩みであ
ったといえよう。この歴史から学ぶ、日本の学校教育に位置づく道徳教
育・授業の基本要件を取り上げるならば、道徳の規範性と創造性の二面
性の認識、個と社会（内側と外側）の媒介意識が必要となろう。そのど
ちらか一方を選択するのではなく、両者の均衡を探る中に、道徳教育・
授業の姿が結ばれると考えられる。  
②道徳教育諸形態の再整理  
本研究では、平野理論の理解に焦点化したため、他の道徳教育・授業
のあり方については詳細な理解には至っていない。とはいえ、道徳教育・
授業の形態を示す言葉として「修身科」、「倫理科」、「社会科（問題解決
学習）」、「しつけ」、「生活指導」、「道徳の時間」の授業理論としての「道
徳性内面化論（方法的価値葛藤／価値納得型）」「価値葛藤論（目的的価
値葛藤／迷い発見型）」など、様々な概念が提起されていた。平野理論を
相対化する上でも、これら諸形態の違いを整理することが必要であろう。
最後にこの整理を試み、「道徳授業」への示唆としたい。  
本研究を通して理解した道徳教育の諸形態の道徳教育・学習としての
意味を整理すると、表終 -1 の通りとなる。ここでは、本論において触れ
たものか、そこから解釈可能な限りの範囲におさめることを心がけた。
そのため全体像としては網羅しきれない部分もあるが、これについては
今後の課題としたい。本表作成においては、①道徳に関するどのような
資質・能力の育成に最も貢献しようとしているのか：主として重視する
能力、②授業の範囲において、道徳に関するどのような学びの姿を目標
としているのか：学習目標、それを③何を材料として学ぶのか（どのよ
うな教育的働きかけによって生み出そうとしているのか）：学習材料、④
その形態の持つ課題として指摘されたことは何か（ただし本論の考察範
囲）：課題、という観点で整理している。  
本表について補足すると、「3 価値納得型道徳授業」は主に勝部理論を
想定しており、「8 目的的葛藤型道徳授業」としたのが平野理論に相当す
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るものである。  
試論としての本表の腑分けには異論の余地もあろうが、結局は学習者
は何を学習材料として何を知り、学習後にはどのような姿・力を獲得し
ていることが目指されているのかという観点で違いを比較することで、
各種道徳教育・授業論の特質が見えてくるものと考える。特に、学習後
の姿については、言い換えれば、道徳授業の目指す「道徳的価値の理解」
の“理解”とは何かという問いと表裏一体である。これを雑駁にタイプ
分けすれば、A)暗記型、B)感動型、C)納得型、D)迷い型、E)反省型とも
分けられよう。これらの精査については今後の課題としたい。  
 
表終 -1 道徳教育の諸形態の道徳教育・学習としての意味  
 
形態  
主 に 重 視
する能力  
学習材料  
学習者は何を知るのか  
学習目標  
学習後の学習者の姿  
課題点  
1 倫理科  
道 徳 的 価
値の理解  
（ 正 し さ
を知る）  
道徳的価値語・概念
を知り、  
価値の体系・構造が
理解できる（説明で
きる）  
（実践力乏
しい）  
2 修身科  
模範的人物の行動の
型を知り、  
感動する・感銘を受
ける／反省する／暗
誦できる  
実践力乏し
い  
3 
価値納得型  
道徳授業  
日常生活・学校生活
上の問題を知り、  
望ましさの理由を納
得できる  
―  
4 系統的社会科  
道 徳 的 判
断力・  
思考力  
（ 正 し い
かどうか、
正 し く す
る に は ど
う し た ら
い い の か
を判断し、
考える力） 
社会の仕組（相互依
存関係含む）・問題を
知り、  
社会認識力を身につ
ける（道徳性育成は副
次的）  
内面性弱い
（内＜外）  
5 
問 題 解 決 学 習
型道徳授業Ａ  
（社会問題）  
問題解決の方法がわ
かる／問題解決の意
志を持つ  
（上に転換
しやすい）  
6 生活指導Ａ  
日常生活・学校生活
上の問題を知り、  
問題解決の方法がわ
かる  
はいまわり
／偶発的  
7 
問題解決学習  
型道徳授業Ｂ  
（生活問題）  
葛藤解決の方法がわ
かる／葛藤解決の意
志を持つ  
=自分の改善点・あり
方を考える  
内面性弱い
／はいまわ
り ? 
8 
目 的 的 葛 藤 型
道徳授業  
日 常 生
活・学校
生活上の
問題を知
り、  
間接経験  
（＝より
よ く 判
断 ・ 思
考・葛藤
した人の
追体験）  
内面に傾斜  
（内＞外）  
価値理解  
弱い ? 
8´ ※不徹底型  
自己のあり方を考える
で は な く 道 徳 的 価 値
(語 )を知る  
左 記 に 転 倒
する懸念  
9 生活指導Ｂ  
直接的に価値を知り
＝自分の行いや性格
の不足を知り（指摘
され）、  
反省する、改善する  
はいまわり
／直接的  
10 
生活指導Ｃ  
（躾）  
道 徳 行 為
の 型 を 覚
える  
形式的にでも行為の
型を知り、  
行為実践において承
認・否認される中で
徐々に内面化される  
形式的  
道徳本質か
らはずれる  
（筆者作成）  
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第 3 節 本研究の課題と今後の展望  
（1）本研究の課題  
最後に、本研究の課題について考察を加える。  
第一に、平野価値葛藤論を視角としてきたが、これは戦後日本の道徳
教育論や「道徳の時間」授業論としてはやはり一つの理解ということに
過ぎない。より十全に道徳教育史や道徳授業論を理解するめには、平野
を相対化する価値葛藤論の系譜研究、価値葛藤論を相対化する他の道徳
教育・授業論にも分析対象を拡大させる必要がある。これは扱う時期に
ついても同様のことがいえる。本研究で捉えられたのは「道徳の時間」
展開の約 10 年である。しかし、現代までの接続を考えれば、より後年
の動向についても捉えていく必要があろう。  
第二に、道徳教育史の再検証の上で、特に実践的次元まで含みこみ多
層的・実証的に検証することを掲げてきたが、学校現場における授業実
践という意味での「実践」の層を理解する事例の数は十分ではない。本
研究が材料とした関西道研に限定しても、資料群の実践報告部分の分析
までには至らなかった。これらを分析対象とすることは、今後の重要な
課題である。  
第三に、学校教育における道徳授業のあり方を問いとして掲げてきた
が、授業原理の考察においても平野理論の考察においても、学校や授業
という場が資源として有する「共に学ぶ他者」の存在についての分析観
点を十分に考慮することができなかった。本稿においては、他者との共
同的学びに通ずる視点は奈良女付属小の実践や勝部理論の中でわずかに
触れているが、分析観点として中心的に扱うことはしていない。しかし、
学校教育の特質に鑑みても、本来「他者性」や「協同／協働性」は道徳
授業論を考察する際の重要な観点である。あわせて、本稿では平野理論
自体の課題点の考察が不十分であるが、これを今後深める際には「他者
性」に対する理解の分析が鍵になると考える。  
 なお、道徳授業原理を考察することが本研究の課題であったが、この
課題についても諸々の検討課題を残している。これについては次項にて、
本研究を通して理解された戦後日本道徳教育の歩みから得られる知見と
検討課題を整理する中で、本研究の今後の展望的課題として提示したい。 
 
（2）「道徳授業」の検討課題  
最後に、戦後道徳教育史（「道徳の時間」成立史）を追うことで得た、
今後の「道徳授業」を考える上での検討課題を提示して本稿を閉じる。  
「道徳授業」は、自然的人格陶冶に任せるだけではない意図的・目的
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的教育の場、学習の場のデザインを課題としている。その上で、教育主
体である教師は何をするのか、学習者はそこで何を学ぶのかということ
についての検討課題は尽きない。その上で、本研究の知見として重要な
検討課題を整理するならば、つまり戦後日本の道徳教育が何と格闘して
きたのかという点を整理するならば、少なくとも以下の 4 点が挙げられ
よう。  
 
課題 1 授業での学びを実践にどうつなげたらいいのか  
課題 2 “正しさ”を“教える”ことをどう捉えたらいいのか  
課題 3 教師の力量形成―教師の役割とは  
課題 4 学習者は授業で何を知る・学ぶのか  
 
①課題 1 授業での学びを実践にどうつなげたらいいのか  
道徳という行為に関わる領域において、戦後道徳教育が常に抱いてき
たのが、この実践化への希求といえよう。そして、先に整理した諸々の
道徳教育形態は、それぞれに「どうすると実践に効果的に繋がるのか」
と考えた結果派生した形態であるといっても過言ではない。これは、課
題 2 にも通ずる。つまり、道徳（的価値）を本当に知る・理解するとい
うことが達成された状態を行為の転化・実現にみる発想である。  
あえて直感的理解において単純化すれば、例えば、公民教育や初期社
会科の発想は、自己を取り巻く社会、つまり「自己」が「行為する」、そ
の生活・社会・世界の状況をよりよく認識することが実際的なよい行為
を創り出すと考えたといえよう。全面主義は、実践は実践の中で学ぶこ
とが最も効果的だと考える素朴な発想が根ざしているのではないだろう
か。道徳授業論として取り上げた勝部の道徳性内面化論は、「納得感」が
実践に繋がると考えたと思われるし、平野は「悩む」ことが自分自身の
力となると考えたと思われる。平野が実践に繋がりにくいと批判した修
身教育における感動的美談や格言等の暗記も、生涯に渡り長く記憶保持
されるという点ではある種教育効果が高いと考え得る側面もある。道徳
教育に対する個々人の志向性には「どうすると実践に繋がるか」という
観点での個々の経験則が伏在していよう。道徳教育の学びと実践の関係
に関する問いは、学習効果や教育評価の探究に繋がる問いでもある。  
②課題 2 “正しさ”を“教える”ことをどう捉えたらいいのか  
これは、道徳における主体的学びの創出とは何を意味するのかという
ことに繋がる課題でもある。道徳教育は、「善さ」や「正しさ」を全く想
定せずに行うことはできない。しかし、道徳行為の主体者としての自律
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性が道徳性の本質であることから、それを教えるという行為には少なか
らず論理的矛盾が生じる。加えて歴史的には、その「正しさ」を国家が
規定することからの脱却が強く要請されてきた。しかし、「善さ」や「正
しさ」を想定しながらこれを「主体的に学ぶ」というある種の矛盾構造
は、規定主体が国家（公権力）でなくとも生じる課題である。  
このことは、現代の教育全般におけるアクティブラーニングや主体的
学びの探究と通ずる問いであろう。すでに、「教える」と「学ぶ」の関係
性についての探究は多くの知見が生みだされてきている。これらの動向
から学ぶとともに、まさにこの点について模索を続けてきた道徳教育の
領域から知見を還元していくことも、今後の重要な課題である。  
③課題 3 教師の力量形成―教師の役割とは  
道徳教育を問う上で困難なことは、教育内容と教育主体の人格性を容
易には切り離せないことである。戦前・戦後を比較するならば、もちろ
ん多くの歴史的な努力の蓄積の上でのことであるが、道徳教育において
教師は一定の自律性を獲得した、つまり、（公教育としての役割の限界性
を前提としながらも）道徳的価値を問うことが可能な存在となったとい
える。しかし、そのことはむしろ、教師にとって難題が突きつけられる
状況を生みだしたともいえよう。  
本稿で全面主義道徳教育期の実践の一つとして扱った奈良女附属小学
校の実践報告（音楽の教師の事例）を見ると、気にかかる子どもの問題
に悩む中、その子どもの保護者から日曜のピアノの特別指導を依頼され、
「飛びつく思いで承諾した」2という場面がある。現代的に考えれば諸々
懸念も浮かぶが、教育現場にいる教師は、多かれ少なかれこうした子ど
もや保護者との関わりを（無意識的に）要請される現場に身を置いてい
ることも確かである。道徳教育を論じる際には一定程度「聖職者観」に
基づく教師像が見え隠れする。そのことを課題とも捉えられるし、本質
的に「教師であるということは、理知的であると同時に道徳的でもある
ことである」 3という側面もある。  
学校教育全体において、何かの概念的知識を伝達する（だけ）ではな
い道徳教育を実施するということは、教師の資質・能力とは何か、教職
の専門性とは何かといった問いや、そもそも学校という組織に求める役
割とは何かといった全体的視野の下で問われる必要がある。この問いと
共になければ、「道徳授業」の役割を真に理解することはできないだろう。 
④課題４ 学習者は授業で何を知る・学ぶのか  
本論においても、道徳的学びにおける「知」に関わる言葉（概念的知
識、社会認識力、知性（思慮）、判断力）が多用され、これについての考
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察を試みてきた。また、先の表終 -1 の作成も、この道徳の「知」の理解
への問題意識が根幹にある。しかし、道徳教育において「知る」とは何
かという問いは非常に深遠で直感的に理解することは難しく、教育一般
としても「学び（学習）」概念が再構築されつつある現代において、その
理解はより複雑なものとなっている。  
とはいえ、道徳における学びとは何か、知るとは何かという知見の蓄
積も進みつつある。例えば、道徳教育における「教育」「伝達」「知る」
「理解」といった基本概念の再構築を試みる松下は、新たに求められる
資質・能力の一つとしての「〈他者〉との共生」という倫理的課題の考察
を通して「寛容」概念の問い直しを課題とし、道徳原理＝「何をなすべ
きか」という価値内容を相対主義的に遠ざけるのではなく、（道徳原理自
体を構成主義的概念で捉え直した上で）これを「伝達」することを教育
の役割に据えた。そして、「伝達」から生まれる「理解」という知的作業
の学習を通して自己の価値世界と他者の価値世界の相違に気づき、自己
の価値観を創り変える力に、他者との共生という課題に真に働く「寛容」
の本質を見出している。そして、そこで再定義される「理解としての寛
容」を可能にし、自己変容に導く淵源として松下が位置づけるのが「〈わ
からなさ〉」との出会いである。松下は、「他者との共生」という倫理的
課題のもとで求められる「理解」を、「自ら信じている道徳原理の準拠枠
への理解を深めることによって、それについてますますわからなくなる
こと」、「自分で自分がわからなくなるほどに深い理解」と表現している 4。 
また、河村によって紹介されたスティーブン・エレンウッドの理論で
は、道徳性はいかに学ばれるのかという学習科学の視点を取り入れ、「学
び方」として「命題的分析」「物語的分析」「経験と深い省察」という 3
類型を取り出している 5。  
これらに表れる「寛容」や「省察」、また広い意味では「物語的分析」
についても平野価値葛藤論との接点を見出すことができ、「〈わからなさ〉
との出会い」という観点は、平野価値葛藤論の提起する「迷い」の目的
化と通ずるものがあろう。こうした現代的動向を踏まえ、平野価値葛藤
論や「価値葛藤」の発想を踏まえつつ模索した初期「道徳の時間」の実
践から再度学ぶものは、想像以上に多いものかもしれない。こうした視
点を踏まえながら本研究を見直し、道徳教育および「道徳授業」につい
て検討し直すことを、本研究の残す広義の意味での今後の課題としたい。 
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ことを指導していただいた当時の所属専攻の谷口和也先生。私のささやかな気づき
を“発見”と位置づけ鼓舞していただいたことを今でも感謝しています。  
見ず知らずの学生の稚拙な修士論文に真摯にコメントをいただいた行安茂先生に
は、驚きとともに大変勇気づけられました。勉強会でのご縁やご高著で礎を築いて
くださった押谷由夫先生、貝塚茂樹先生にも敬意を持って感謝いたします。  
渡利夏子さん、尾崎博美さん、八木美保子さん、渡邉紀子さん諸先輩方には、大
学や学問の世界の楽しさに大いに巻き込んでいただきました。院生時代の先輩方と
の議論の日々や、あまりの教養の違いに圧倒された経験は私の貴重な財産です。  
同・後輩で博士論文執筆先輩の頼羿廷さん。学位論文を完成させるということに
現実味を感じられず逃げ腰だった私に前進する動力を与えてくれました。温かな激
励をいつもありがとう。  
仕事に埋没し研究がなかなか進まない私に、直接・間接に、研究者としての姿勢
をご指南いただいた羽田貴史先生。数年前に頂いた 3 通のメールは、私の未熟な視
野と論理力に何度も批判的考察の機会を与えてくれました。勝手ながら、謝辞に記
させていただきます。ありがとうございました。  
職場である学習支援センターでお世話になった芳賀満センター長、佐藤智子副セ
ンター長、歴代の木島先生、関内先生、関根先生、中川先生。お気遣いとご配慮を
ありがとうございました。昨年度からご縁をいただいた佐藤先生には、先生の明快
な授業を通して、学習という営みを理論的に再考する重要な契機を与えていただき
ました。  
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道徳とは何か、善さとは何か。それを理解するとはどういうことか。心情、判断
力、実践意欲とは具体的には何を指しているのか。考えれば考える程泥沼に嵌って
いく道徳教育の世界に嫌気がさした時期も（相当に）ありました。その中で、私を
再び道徳教育研究に立ち向かわせ、表面的な言葉では全くもって操れない世界で何
とか歩く力を与えてくれたのは、道徳教育史研究とは一見無関係に思える学習支援
センターでの実践経験でした。教育の難しさと奥深さ、面白さを共に創り上げなが
ら私を成長させてくれた SLA の学生たち、この実践を支えてくれた関係者の皆さま
にも、心から感謝します。  
論文執筆中、センターの現場を守り、支えてくれた長年の同士である鈴木真衣さ
ん。おかげで安心して論文に集中することができました。どうもありがとう。  
最後に、家族へ。博士論文に向かうことは自己との対峙でもあり、都度、私とは
何者かという問いとぶつかってきました。その問いを紐解く先にはやはり両親の存
在がありました。父母の還暦の節目に学位論文を纏められたことを嬉しく思います。
私の人間理解の幅を拡げてくれる存在であった弟、私が「社会」や「道徳」への根
源的問いを抱く淵源となった 9 匹の犬猫たち。彼らの存在に言葉ではない感謝を捧
げます。  
そして、籠りきりの書斎で唯一の癒しだった 2 匹の愛猫、共に博士論文執筆に臨
んだ同士・夫の学さん。この経験を共に今後の糧としていける巡りあわせに、深く
感謝します。  
 
 足立佳菜  
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